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第１章 商工労働部の執行体制及び予算 





商工労働部

商工総務課

経営金融課

雇用労政課

職業能力開発短期大学校

精密機械工学科

知能情報デザイン学科

企業立地課

職業能力開発校

建築科

産業振興課

次世代産業課

医療関連産業集積推進室 テクノアカデミー会津

商業まちづくり課

職業能力開発短期大学校

産業人材育成課

職業能力開発校

電気配管設備科

自動車整備科

職業能力開発短期大学校

職業能力開発校

機械技術科

観光交流課 自動車整備科

建築科

空港交流課

県産品振興戦略課 ハイテクプラザ

企画科

管理課

産学連携科

金属・物性科

分析・化学科

繊維・高分子科

電子・情報科

機械・加工科

ロボット・制御科

醸造・食品科

産業工芸科

機械加工ロボット科
南相馬技術支援センター

　1 組織機構（令和７年度）　　

教務課

令和７年４月１日現在　

商工労働総室 《地方振興局－企画商工部－地域づくり・商工労政課》

（県北・県中・県南・会津・南会津・相双・いわき）

計量検定所 指導課

検定・検査課

テクノアカデミー郡山 総務学生課

会津若松技術支援センター

電子・機械技術部

総務学生課

教務課

観光プロデュース学科

産業振興総室

テクノアカデミー浜 総務学生課

教務課

企画連携部

材料技術部

観光交流局

ロボット・環境エネルギー
システム学科
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商工労働部　令和７年度当初予算の概要

（１）一般会計及び特別会計 （単位：千円　％）

前年増減率

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比

△ 7.61

△ 16.44

△ 8.47

（２）一般会計款別当初予算 （単位：千円　％）

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(A)-(B) 比(A)-(B)/(B)

△ 14,111,661 △ 8.47

△ 443,070 △ 15.35

△ 13,796,135 △ 8.68

（３）一般会計性質別当初予算 （単位：千円　％）

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 増減額(A)-(B) 比(A)-(B)/(B)

△ 963,229 △ 10.93

△ 850,767 △ 24.81

△ 17,224,062 △ 13.32

△ 14,111,661 △ 8.47

総室名

観 光 交 流 局

合 計

会計別

令和６年度予算額

令和６年度予算額

商 工 労 働 総 室

令和７年度予算額

一般会計

特別会計

増　減　額　率

商 工 労 働 部

令和７年度予算額

商 工 労 働 総 室

産 業 振 興 総 室

増　減　額　率

対県予算額構成比

県 予 算 額

総 務 費

労 働 費

出資金・貸付金・
積 立 金 等

合 計

人 件 費

令和７年度予算額 令和６年度予算額

物 件 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

商 工 費
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第２章 令和７年度福島県商工労働部の事業概要 

 

  





○「福島県総合計画」の部門別計画として策定
○本県の商工業・労働・観光交流等に関する施策の基本的指針という位置づけ
○中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本計画
○計画期間は令和４（ ）年度～令和 （ ）年度（９年間）

これまでの取組と成果の検証を踏まえた課題

◆東日本大震災及び原子力災害からの復興
・浜通り地域等における被災事業者の事業・生
業の再建
・福島イノベーション・コースト構想の実現
・県全域における新産業の創出
・起業・創業、技術力向上による事業者の発展
◆地域資源（ヒト、モノ）の磨き上げ
・県産品の販路拡大
・事業者の経営基盤の強化
・人材の確保と育成
◆観光・交流を取り巻く状況
・国内観光誘客の促進
・教育旅行の回復
・国際観光の推進と福島空港の利活用

本県を取り巻く
環境変化への対応

新型感染症がもたらした
新たな潮流への対応

◆産業分野におけるイノベーションの加速化
・行動変容によるデジタル化の加速
・県内ＤＸの加速化
◆新しい生活様式と若年層の意識変化
・テレワークの普及による地方移住への関心
・観光地などにおけるワーケーション
◆レジリエンスに対する意識の高まり
・多様なリスクへの対応
・ＢＣＰ（事業継続計画）等の作成
・通常時からの備えと災害発生時の対策
◆ベントアップ需要の取込み
・景気回復による一時的な需要拡大
・海外からの旅行需要の再拡大

◆脱炭素社会の実現
・再エネ社会構築と水素社会の実現
・「福島 年カーボンニュートラル」の宣言
◆グローバル化の進展と国際経済
・東アジアの高い経済成長
・ＴＰＰ、ＲＣＥＰなどの貿易自由化
・海外との取引拡大、市場開拓
◆ＡＬＰＳ処理水の海洋放出方針の決定
・新たな風評、再燃
・風評による影響の回避
◆人口減少、少子高齢化の加速化
・若年層を中心とした人口流出
・地域産業の担い手不足、消費の減少
◆労働環境、商業環境の変化
・女性や高年齢者、外国人など多様な担い手の
活躍
・雇用のミスマッチ
・買物困難者の増加

１ 福島県商工業振興基本計画（概要版）

第１章 計画策定の趣旨

第２章 本県産業を取り巻く社会経済情勢等の現状と課題
○本県の復興は着実に進んできた一方で、今なお続く原子力災害による根強い風評や帰還困難区域の復興・
再生などに加え、復興のステージが進むことで顕在化した新たな課題、加速化する構造的な問題、さらに
頻発する自然災害や新型コロナウイルス感染症がもたらした新たな潮流など、取り組むべき多くの課題を
整理
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柱Ⅲ 成長産業・技術革新の振興

柱Ⅳ 人材の育成・確保の促進

柱Ⅴ 多様な交流の促進・県産品の魅力発信

【基本目標】産業の持続的発展と魅力を育て、
共に創りつなぐふくしま

中小企業・小規模企業の持続的な発展が
進んでいる（挑戦）

柱Ⅰ 東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生、
自然災害等への対応

事業再開・継
続支援

柱Ⅱ 地域に根ざした産業の振興

・雇用確保
・就労支援

イノベ構想の
推進

風評払拭

・工場新増設
・創業促進

多様なリスク
への対応

経営基盤強化

技術開発・移
転の強化

知的財産戦略
の推進

廃炉関連産業
の育成・集積

・ 活用
促進

起業・創業の
促進

再エネ・水素
関連産業の育
成・集積

医療関連産業
の育成・集積

カーボン
ニュートラル
の推進

航空宇宙産業
の育成・集積

戦略的な企業
誘致

関連産業
の育成・集積

環境・リサイ
クル産業の育
成・集積

産業人材育成
人材確保に向
けた企業支援

多様な人材の
確保

技能の継承

女性活躍の推
進

国内観光推進
・県産品振興
・輸出拡大

国際観光推進 空港利活用

将来の姿２

○「本県産業の目指す将来の姿」の実現のため、本計
画の基本目標とそれらを実現するための基本姿勢

東日本大震災及び原子力災害からの
創造的復興を遂げている（連携・共創）

将来の姿１

日本をけん引する新しい未来の産業が
生まれている（挑戦）

将来の姿３

誰もが輝ける多様な働き方への理解が
深まっている（連携・共創）

将来の姿４

本県の観光と県産品が多くの方に
選ばれている（誇り）

将来の姿５

県北

県中

県南 いわき

相双会津

南会津

観光地の
魅力増進

商業まちづく
りの振興事業承継支援

制度資金の
充実

サービス産業
の振興

ロボット関連
産業の育成・
集積

輸送用機械関
連産業の育
成・集積

商業機能回復

教育旅行の推
進

災害等対応策定促進

第３章 本県産業の目指す将来の姿 第４章 重点施策の展開

○地域産業の復興と地
域の特性をいかした産
業の振興を図るため、
県内７つの地域の姿を
示す

第５章 地域の姿

第６章 計画の推進のために

求職者への就
労支援

働き方改革の
促進

【
基
本
姿
勢
】
「
誇
り
」
「
連
携
・
共
創
」
「
挑
戦
」
の
価
値
観
に
よ
る
基
本
目
標
の
実
現

○５つの将来の姿の実現に向け、取り組むべき５つの重
点施策の柱とそれぞれの取組を整理

○目標の達成を「見える化」するため、「全体指標」と
「個別指標」を設定

①計画推進の考え方
復興の状況や本県産業を取り巻く環境の変化などを踏まえながら、産業界（企業・商工団体等）、研究・教育機関、行政

（県・市町村）がそれぞれ役割分担し、本県産業の目指す将来の姿の実現のため、密に連携して計画に基づく施策を推進
②計画の進行管理
・毎年度適切な進行管理を行い、数値目標の達成状況等を踏まえた施策の効果検証・改善
・福島県中小企業振興審議会における施策の点検・評価の実施
③重点プロジェクトの展開
福島県総合計画の重点プロジェクトに基づく施策の重点的な展開
④ＳＤＧｓ視点の重点施策の展開
普遍的な課題に照らして施策の方向性を示すため、ＳＤＧｓ視点を踏まえた重点施策の展開
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柱Ⅰ
①東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生
・施設等の復旧費用の補助等による事業再開・継続支援
・企業立地補助金や税制優遇措置等を活用した工場等の新増設促進
・福島イノベーション・コースト構想重点分野の自立的・持続的な産業発展の推進
・新しい観光コンテンツの創出及び既存コンテンツの魅力向上に関する支援
・県産品の魅力や安全性の発信
②自然災害・感染症等への対応
・関連団体と連携した県内事業者のＢＣＰ（事業継続計画）策定支援

①中小企業・小規模企業の経営基盤の強化
・商工団体等と連携した経営基盤の強化・経営課題解決
・伴走支援と資金面での支援による事業承継の推進
②商業・サービス業などの振興
・小売商業施設の適正配置による誰もが安心して暮らしやすいまちづくりの推進
・まちなかの魅力向上の取組支援による中心市街地やまちなかのにぎわい創出と活性化
③技術力・開発力の強化
・ハイテクプラザによる技術開発・県内企業への技術移転
・ＡＩ・ＩｏＴの導入・活用による新製品開発や生産性向上の促進

④知的財産戦略の推進
・知的財産のオープン・クローズ戦略への助言
・知的財産戦略に関する普及啓発・人材育成
⑤起業・創業の促進
・一貫的な支援による起業しやすい環境整備
・大学等による自主的･持続的な大学発ベンチャーの創出
⑥国際経済交流の推進
・海外取引拡大支援、海外ビジネスを担う人材の育成

重点施策

東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生、自然災害等への対応

柱Ⅱ
地域に根ざした産業の振興

①再生可能エネルギー ・ 水素・ 環境・リサイクル 関連産業の育成・集積
・関連産業の育成・集積、新規参入の促進、人材の育成・確保
・ 年カーボンニュートラルの実現に向けた県内企業の技術開発支援
②医療関連産業の育成・集積
・一体的な支援による県内企業の参入の促進
③ロボット関連産業の育成・集積
・ロボットテストフィールドにおける最先端のロボット研究開発・実証プロジェクト誘致
④航空宇宙関連産業の育成・集積
・ハイテクプラザを活用した県内企業の技術力向上
⑤廃炉関連産業の 育成・ 集積
・参入を希望する県内企業からの相談対応や廃炉関連企業との個別マッチング
⑥ＩＣＴ関連産業の育成・集積
・県内外企業と会津大学等との連携による製品の開発、技術導入
⑦輸送用機械関連産業の育成・集積
・専門的知見を有する企業ＯＢなどを産業振興アドバイザーとして招聘、派遣
⑧戦略的な企業誘致の推進と立地企業の振興
・企業が抱える課題に対する効果的なフォローアップ

柱Ⅲ
成長産業・技術革新の振興
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柱Ⅳ
①産業人材の育成
・テクノアカデミーにおける時代の変化に対応した教育訓練
②多様な人材の確保
・県内企業の魅力発信や奨学金返還支援による若者の還流・定着
・高年齢者の就労のためのマッチング支援員配置
③働き方改革の促進
・働きやすい職場環境づくりやワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業の認証
・結婚・出産・育児等によりやむを得ず離職した女性に対する再就職支援

重点施策

人材の育成・確保の促進

柱Ⅴ
多様な交流の促進・県産品の魅力発信

①国内観光の推進
・ワーケーションやマイクロツーリズムの推進による社会環境の変化に応じた

新たな観光需要の創出
・誘致キャラバンや情報収集・発信による教育旅行の誘致
②国際観光の推進
・現地窓口による正確な情報発信や国ごとの施行に応じた観光プロモーションの実施
③観光地の魅力の増進
・多様な観光客に対応した観光地等におけるデジタル化やバリアフリー化の支援
④県産品の振興と輸出拡大
・県産品の知名度向上やブランド化の強化
・県産品振興戦略に基づく輸出拡大や新たな輸出先の開拓
⑤福島空港の利活用促進
・航空会社や旅行商品造成に対する支援等により定期路線の維持と利用拡大
・国内チャーター便の誘致により路線開設・再開を目指す
・航空会社への働きかけにより国際チャーター便の誘致
・風評払拭に向けた正確な魅力の発信等により国際定期路線の開設・再開を目指す

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

製造品出荷額等 億円 億円

全体指標

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

商業・サービス業の総生産額 億円 億円

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

工業立地件数 ※新設及び増設 件 件

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

新規大学等卒業者の県内就職率 ％ ％

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

観光客入込数 千人 千人

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

県内宿泊者数 千人泊 千人泊

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

新規高卒者の県内就職率 ％ ％

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

県産品輸出額 百万円 百万円

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

県アンテナショップの来館者数 人 人

指標名 現況値（ ） 目標値（ ）

観光消費額（観光目的の宿泊者） 百万円 百万円

○総合的に本県産業の振興の成果として表す指標
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１１
東東

日日
本本

大大
震震

災災
及及

びび
原原

子子
力力

災災
害害

かか
らら

のの
復復

興興
・・

創創
生生

、、
自自

然然
災災

害害
等等

へへ
のの

対対
応応

２２
県県
内内
商商
工工
業業
等等
のの
現現
状状
・・
令令
和和
７７
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組

①①
中中
小小
企企
業業
等等
ググ
ルル
ーー
ププ
施施
設設
等等
復復
旧旧
整整
備備
補補
助助
事事
業業

（
年

月
～

年
月
末
累
計
）

・
交

付
決

定
数

〔
累
計
〕

グ
ル
ー
プ
、

事
業
者
、

億
円

②②
福福
島島
県県
原原
子子
力力
被被
災災
事事
業業
者者
事事
業業
再再
開開
等等
支支
援援
補補
助助
金金

（
年

月
～

年
月
末
累
計
）

・
交

付
決

定
数

〔
累
計
〕

件
、

億
円

③③
復復
興興
雇雇
用用
支支
援援
事事
業業

（
年

月
～

年
月
末
累
計
）

・
ふ

く
し

ま
産

業
復
興
雇
用
支
援
事
業

交
付
決
定
数
〔
累
計
〕

人

④④
中中
小小
企企
業業
等等
ググ
ルル
ーー
ププ
補補
助助
金金

（
年

月
～

年
月
末
累
計
）
（
令
和

年
福
島
県

沖
地
震

）

・
交
付

決
定
数

〔
累
計
〕

グ
ル

ー
プ
、

事
業
者
、

億
円

○○
双双
葉葉
郡郡
のの
商商
工工
会会
会会
員員
のの
事事
業業
再再
開開
状状
況況

1,
65

8事
業

所
中

、
1,

47
3事

業
所

再
開
率

88
.8

%
う

ち
地

元
再

開
   

   
  9

60
事事

業業
所所

   
   

   
   

   
   

   
   
再再

開開
率率

57
.9

%
（
R

6.
12

.2
0現

在
、
県
商
工
会
連
合
会
調
べ
）

主主
なな
指指
標標

令令
和和
６６
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組
（（
実実
績績
））

・
・
・
地
元
再
開
率

・
・
・
再
開
率

元

（
％
）

キ
ビ
タ
ン
©
福
島
県

令令
和和
７７
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組

〇〇
中中
小小
企企
業業
等等
ググ
ルル
ーー
ププ
施施
設設
等等
復復
旧旧
整整
備備
補補
助助
事事
業業
【【

】】
東
日
本
大
震
災
及
び
原
発
事
故
に
よ
り
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
中
小
企
業
等
の
事
業
再
開
に
向
け
、
中
小
企
業
等
グ
ル
ー
プ
に
よ
る
一
体
的
な
復
旧
・復
興
事
業
に
対
し
、

経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
。

〇〇
福福
島島
県県
原原
子子
力力
被被
災災
事事
業業
者者
事事
業業
再再
開開
等等
支支
援援
事事
業業
【【

】】
避
難
地
域

市
町
村
で
被
災
し
た
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
自
立
を
集
中
的
に
支
援
し
、
当
該
地
域
に
お
け
る
働
く
場
の
創
出
や
、
買
い
物
す
る
場
な
ど
ま
ち
機
能
の
早

期
回
復
を
図
る
た
め
、
事
業
再
開
等
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

〇〇
震震
災災
関関
係係
制制
度度
資資
金金
推推
進進
事事
業業
【【

】】
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
事
業
活
動
に
影
響
を
受
け
た
中
小
企
業
者
を
支
援
す
る
た
め
、
県
制
度
資
金

「
ふ
く
し
ま
復
興
特
別
資
金
」
及
び
「
震
災
対
策
特
別
資
金
」
に
つ
い
て
、
保
証
料
補
助
と
損
失
補
償
を
行
う
。

〇〇
復復
興興
雇雇
用用
支支
援援
事事
業業
【【

】】
被
災
求
職
者
の
次
の
雇
用
ま
で
の
一
時
的
な
雇
用
の
場
を
確
保
し
、
生
活
の
安
定
を
図
る
と
と
も
に
、

本
県
産
業
の
本
格
的
な
復
興
を
目
指
し
、
産
業
施
策
と
一
体
と
な
っ
て
被
災
求
職
者
の
雇
入
経
費
を

助
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
安
定
的
な
雇
用
を
支
援
す
る
。

【
単
位
：
億
円
】

事
業
を
再
開
し
た
店
舗
の
様
子

（
目
標
値
）
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２２
地地

域域
にに

根根
差差

しし
たた

産産
業業

のの
振振

興興

福
島
県
統
計
課

「
工
業
統
計
調
査
結
果
報
告

書
」

①①
中中
小小
事事
業業
者者
経経
営営
継継
続続
支支
援援
事事
業業

・・
オ

ー
ル

ふ
く
し

ま
経
営
支
援
制
度
に
よ
る
支
援
事
業
者 事
業
者

末
現

在

②②
中中
小小
企企
業業
制制
度度
資資
金金
貸貸
付付
金金
（（
ふふ
くく
しし
まま
産産
業業
育育
成成
資資
金金
））

・
貸

付
件

数
件

③③
ふふ
くく
しし
まま
産産
業業
活活
性性
化化
企企
業業
立立
地地
促促
進進
事事
業業
（（

～～
年年
度度
指指
定定
時時
点点
累累
計計
））

・・
指
定
件
数
〔
累
計

〕
社

、
雇
用

創
出
見

込
〔
累
計

〕
人
）

④④
起起
業業
・・
新新
事事
業業
創創
出出
支支
援援
事事
業業

・
創

業
補

助
金

件

⑤⑤
開開
発発
型型
・・提提
案案
型型
企企
業業
転転
換換
総総
合合
支支
援援
事事
業業

・
ｱ
ﾄ
ﾞ
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｻ
ﾞ
ｰ
に

よ
る
新
商
品
開
発
案
件

件
、
知
財
戦
略
支
援

件

⑥⑥
デデ
ジジ
タタ
ルル
技技
術術
をを
活活
用用
しし
たた
もも
のの
づづ
くく
りり
企企
業業
のの
スス
ママ
ーー
トト
化化
支支
援援
事事
業業

・
デ

ジ
タ

ル
技
術

導
入
支
援
数

件
（

末
現
在

）

○○
工工
場場
新新
増増
設設
のの
状状
況況

R
2 

   
   

55
件

(延
べ

58
1件

)
R

3 
   

   
40

件
(〃

62
1件

)
R

4 
   

   
53

件
(〃

67
4件

)
R

5
44

件
(〃

71
8件

)
R

6
62

件件
(〃

78
0件

)
※
敷
地
面
積

1,
00

0㎡
以
上

（
企
業
立
地
課
調
べ
）

○○
製製
造造
品品
出出
荷荷
額額
等等

H
31

   
5兆

   
89

0億
円

R
2

4兆
7,

67
0億

円
R

3
5兆

1,
41

1億
円

R
4

5兆
4,

61
0億

円
年
経
済
構
造
実
態
調
査

製
造
事
業
所
調
査

福
島
県
版
集
計

令令
和和
６６
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組
（（
実実
績績
））

主主
なな
指指
標標

（
億
円
）

（
目
標
値
）

令令
和和
７７
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組

〇〇
中中
小小
事事
業業
者者
経経
営営
継継
続続
支支
援援
事事
業業
【【

】】
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
身
近
な
存
在
で
あ
る
金
融
機
関
や
商
工
団
体
等
の
支
援
機
関
が
連
携
し
、

経
営
改
善
に
向
け
た
支
援
や
支
援
の
実
効
性
向
上
に
向
け
た
伴
走
支
援
を
実
施
し
、
事
業
者
の
事
業
継
続
を
図
る
。

〇〇
中中
小小
企企
業業
制制
度度
資資
金金
貸貸
付付
金金
【【

】】
中
小
企
業
の
置
か
れ
て
い
る
金
融
面
で
の
不
利
な
状
況
を
緩
和
す
る
た
め
、
事
業
資
金
を
提
供
し
、

中
小
企
業
の
経
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
。

〇〇
ふふ
くく
しし
まま
産産
業業
活活
性性
化化
企企
業業
立立
地地
促促
進進
事事
業業
【【
】】

県
内
に
工
場
等
を
新
設
又
は
増
設
す
る
企
業
を
支
援
し
、
本
県
経
済
の
活
性
化
と
雇
用
創
出
を
図
る
。

〇〇
起起
業業
・・
新新
事事
業業
創創
出出
支支
援援
事事
業業
【【

】】
総
合
的
な
創
業
支
援
策
と
し
て
、
個
人
事
業
主
か
ら
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
に
わ
た
る
幅
広
い
起
業
を
一
体
的
に

支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
地
ふ
く
し
ま
」
の
創
造
を
目
指
す
。

〇〇
（（
新新
））
企企
業業
価価
値値
向向
上上
推推
進進
事事
業業
【【

】】
地
域
の
産
業
振
興
を
担
う
産
業
支
援
機
関
の
機
能
を
強
化
す
る
こ
と
で
、
本
県
中
小
企
業
の
自
社
製
品
開
発
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
企
業
の
無
形
資
産
で
あ
る
知
的
財
産
へ
の
意
識
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
企
業
の
価
値
の
向
上
を
図
る
。

〇〇
（（
新新
））本本
社社
機機
能能
移移
転転
促促
進進
事事
業業
費費
補補
助助
金金
【【

（（債債
務務
負負
担担
行行
為為
））
】】

本
社
機
能
の
移
転
を
行
う
企
業
の
建
物
・
設
備
を
取
得
す
る
費
用
に
対
し
、
支
援
を
行
う
。

〇 〇
（（
新新
））
キキ
ャャ
ッッ
シシ
ュュ
レレ
スス
決決
済済
端端
末末
導導
入入
支支
援援
事事
業業
【【

】】
県
内
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
端
末
の
導
入
率
上
昇
の
た
め
、
各
商
工
団
体
等
と
連
携
し
、
県
内
中
小
企
業
者
等
の
意
識
醸
成
を
図
る
と
と
も
に
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済

端
末
販
売
会
社
を
通
じ
て
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
端
末
導
入
の
支
援
を
行
う
。

（
件
）

【
単
位
：
億
円
】

ふ
く
し
ま
ベ
ン
チ
ャ
ー
ア
ワ
ー
ド
授
賞
式
の
様
子

（
目
標
値
）

（
延
べ
件
数
）
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再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業

の
工
場
立
地
件
数

医
療
福
祉
機
器
関
連
産
業
の

工
場
立
地
件
数
（
累
計
）

３３
成成

長長
産産

業業
・・

技技
術術

革革
新新

のの
振振

興興

①①
地地
域域
復復
興興
実実
用用
化化
開開
発発
等等
促促
進進
事事
業業

・
採

択
件

数
件

②②
福福
島島
新新
エエ
ネネ
社社
会会
構構
想想
等等
推推
進進
技技
術術
開開
発発
事事
業業

・
再

生
可

能
エ
ネ

ル
ギ
ー
事
業
化
実
証
研
究
支
援
事
業

件
）

③③
再再
エエ
ネネ
関関
連連
産産
学学
官官
連連
携携
・・
販販
路路
拡拡
大大
促促
進進
事事
業業

・・
再

生
可

能
エ

ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業
の
成
約
件
数

件
）

④④
医医
療療
機機
器器
重重
点点
分分
野野
等等
開開
発発
促促
進進
事事
業業

・
有

望
開

発
案
件

支
援

件
末
現
在
）

⑤⑤
福福
島島
ロロ
ボボ
ッッ
トト
テテ
スス
トト
フフ
ィィ
ーー
ルル
ドド
運運
営営
事事
業業

・
研

究
棟

入
居

企
業
・
団
体

者
、
施
設
等
活
用
事
例

累
計

事
例

末
現
在
）

⑥⑥
チチ
ャャ
レレ
ンン
ジジ
ふふ
くく
しし
まま
「「
ロロ
ボボ
ッッ
トト
産産
業業
革革
命命
のの
地地
」」創創

出出
事事
業業

・
ふ

く
し

ま
ロ
ボ

ッ
ト
産
業
推
進
協
議
会
会
員
数

団
体

末
現
在
）

・
ロ

ボ
ッ

ト
関
連

産
業
基
盤
強
化
事
業

交
付
件
数

件

⑦⑦
航航
空空
宇宇
宙宙
産産
業業
集集
積積
推推
進進
事事
業業

・
福

島
県

航
空

・
宇
宙
産
業
技
術
研
究
会
会
員
数

社
・
団
体

・
航

空
宇

宙
関

連
産
業
認
証
取
得
等
支
援
事
業
補
助
金

社
・

件
活
用

主主
なな
指指
標標

令令
和和
６６
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組
（（
実実
績績
））

令令
和和
７７
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組

〇〇
地地
域域
復復
興興
実実
用用
化化
開開
発発
等等
促促
進進
事事
業業
【【

】】
地
元
企
業
等
又
は
地
元
企
業
等
と
の
連
携
に
よ
る
地
域
振
興
に
資
す
る
実
用
化
開
発
等
の
費
用
を
補
助
す
る
。
ま
た
、
実
用
化
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
に
お
け
る
各
種
課
題

の
抽
出
・
解
決
を
図
り
、
事
業
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
を
行
う
。

〇〇
再再
エエ
ネネ
関関
連連
産産
学学
官官
連連
携携
・・
販販
路路
拡拡
大大
促促
進進
事事
業業
【【

】】

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
育
成
・集
積
支
援
機
関
を
核
と
し
て
、
関
係
機
関
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
新
規
参
入
か
ら
研
究
開
発
、
事
業
化
、
海
外
展
開
も
含
め
た

販
路
拡
大
ま
で
を
一
連
の
施
策
と
し
て
展
開
し
、
育
成
・
集
積
を
図
る
。

〇〇
（（
新新
））
ふふ
くく
しし
まま
とと
とと
もも
にに
創創
るる
医医
療療
機機
器器
生生
産産
促促
進進
事事
業業
【【

】】
県
内
企
業
と
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
等
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
、
競
争
力
強
化
支
援
、
米
国
展
開
支
援
、
ＩＴ
関
連
企
業
等
の
新
規

参
入
促
進
な
ど
に
よ
り
、
医
療
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積
を
図
る
。

〇〇
チチ
ャャ
レレ
ンン
ジジ
ふふ
くく
しし
まま
「「
ロロ
ボボ
ッッ
トト
産産
業業
革革
命命
のの
地地
」」
創創
出出
事事
業業
【【

】】

県
内
企
業
や
大
学
等
に
よ
る
ロ
ボ
ッ
ト
や
要
素
技
術
の
研
究
開
発
に
対
す
る
支
援
、
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
に
お
け
る
研
究
開
発
・
技
術
支
援
、

メ
ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
（
県
産
ロ
ボ
ッ
ト
）
の
導
入
補
助
、
ロ
ボ
ッ
ト
フ
ェ
ス
タ
の
開
催
、
産
学
官
金
連
携
に
よ
る
協
議
会
の
運
営
、

事
業
者
間
連
携
体
制
の
構
築
、
海
外
販
路
拡
大
の
支
援
、
ド
ロ
ー
ン
社
会
実
装
の
推
進
な
ど
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
産
業
の
育
成
・
集
積
を
図
る
。

〇〇
航航
空空
宇宇
宙宙
産産
業業
集集
積積
推推
進進
事事
業業
【【

】】

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
設
置
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
支
援
、

及
び
県
内
大
学
等
と
企
業
の
連
携
、
認
証
取
得
支
援
や

各
種
研
修
、
設
備
導
入
補
助
、
航
空
宇
宙
フ
ェ
ス
タ
開
催
、
商
談
会
出
展
支
援
等
を
実
施
す
る
。

〇〇
廃廃
炉炉
関関
連連
産産
業業
集集
積積
基基
盤盤
構構
築築
事事
業業
【【

】】
地
元
企
業
の
参
入
を
促
進
す
る
廃
炉
関
連
産
業
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
事
務
局
の
運
営
や
元
請
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
等
を
行
う
。

【
単
位
：
億
円
】

ロ
ボ
ッ
ト
・
航
空
宇
宙
フ
ェ
ス
タ
の
様
子

○○
再再
生生
可可
能能
エエ
ネネ
ルル
ギギ
ーー
・・
水水
素素
関関
連連
産産
業業

社
が

県
内
に
工
場
を
新
増
設

累
計

○○
医医
療療
機機
器器
関関
連連
産産
業業

社
が

県
内

に
工
場
を
新
増
設

累
計

医
療

機
器

生
産
額

全
国
第

4位
(R

5)
医

療
用

機
械
器
具
の
部
品
等
出
荷

額
全

国
第

1位
(R

4)

○○
ロロ
ボボ
ッッ
トト
関関
連連
産産
業業

（
末

現
在

）

実
証
試

験
誘
致
件
数

累
計

件

福
島
ﾛ
ﾎ
ﾞ
ｯ
ﾄ
ﾃ
ｽ
ﾄﾌ
ｨ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ

来
訪

者
数

累
計

人

○○
航航
空空
宇宇
宙宙
関関
連連
産産
業業

品
質

保
証

制
度
の
認
証
取
得

東
北
１
位

社
、

社
（

）

航
空

機
用
ｴ
ﾝ
ｼ
ﾞ
ﾝ部

分
品
･
取
付
具
･
付
属
品
出

荷
額

億
円

全
国

位

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
水
素
関
連
産
業

の
工
場
立
地
件
数
（
累
計
）

元
（
目
標
値
）

医
療
福
祉
機
器
関
連
産
業
の

工
場
立
地
件
数
（
累
計
）

元
（
目
標
値
）
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４４
人人

材材
のの

育育
成成

・・
確確

保保

①①
ふふ
くく
しし
まま
でで
働働
ここ
うう
！！
就就
職職
応応
援援
事事
業業

・
就

職
相

談
窓

口
就
職
決
定
者
数

人
（

末
現
在
）

②②
女女
性性
活活
躍躍
・・
働働
きき
方方
改改
革革
促促
進進
事事
業業

・
福

島
県

次
世

代
育
成
支
援
企
業
認
証

〔
累

計
〕

件
末

現
在

③③
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト
推推
進進
事事
業業

・
航

空
宇

宙
関
連

企
業
就
職
者
数

名

④④
もも
のの
づづ
くく
りり
産産
業業
にに
おお
けけ
るる

人人
材材
育育
成成
事事
業業

・
Ｄ
Ｘ
人
材
育
成

支
援
企
業

数
社

・
テ

ク
ノ

ア
カ
デ

ミ
ー
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
関
連
講
義
時
間
数

時
間

末
現
在

⑤⑤
テテ
クク
ノノ
アア
カカ
デデ
ミミ
ーー
にに
おお
けけ
るる

技技
術術
者者
育育
成成
事事
業業

・
県

内
関

連
企
業

就
職
者
数

名

主主
なな
指指
標標

○○
新新
規規
高高
卒卒
者者
のの
県県
内内
就就
職職
率率

年
度
卒

％
年
度
卒

％
年
度
卒

％
年年
度度
卒卒

％％

元

（
％
）

○○
新新
規規
大大
学学
等等
卒卒
業業
者者
のの

県県
内内
就就
職職
率率

％ ％ ％ ％％
元

令令
和和
７７
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組

〇〇
『『
感感
働働
！！
ふふ
くく
しし
まま
』』
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト
【【

】】
県
内
企
業
に
お
け
る
人
手
不
足
が
深
刻
化
し
て
い
る
た
め
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
様
々
な
広
報
媒
体
を
活
用
し
て
企
業
の
魅
力
を
発
信
す
る
と
と
も
に
、
職
業
体
験
や
企
業
見
学
な
ど

を
通
じ
て
小
学
生
か
ら
大
学
生
、
保
護
者
等
へ
の
県
内
企
業
の
認
知
度
向
上
を
図
り
、
人
材
確
保
に
つ
な
げ
る
。

〇〇
ふふ
くく
しし
まま
でで
働働
ここ
うう
！！
就就
職職
応応
援援
事事
業業
【【

】】
学
生
等
へ
の
就
職
相
談
か
ら
就
職
後
の
職
場
定
着
ま
で
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
支
援
す
る
と
と
も
に
、
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
に
よ
り
県
内
の
企
業
・
求
人
情
報
を
幅
広
く
効
果
的
に
発

信
す
る
こ
と
で
、
県
内
産
業
の
人
材
確
保
・
定
着
を
図
る
。

〇〇
（（
新新
））
『『
感感
働働
！！
ふふ
くく
しし
まま
』』
魅魅
力力
ああ
るる
職職
場場
づづ
くく
りり
促促
進進
事事
業業
【【

】】
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
に
向
け
て
、
出
前
講
座
等
に
よ
り
企
業
側
の
意
識
改
革
を
図
る
と
と
も
に
、
セ
ミ
ナ
ー
や
相
談
窓
口
に
よ
り
女
性
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
を
支
援
す
る
。
ま

た
、
企
業
に
お
け
る
働
き
方
改
革
や
女
性
活
躍
の
取
組
に
奨
励
金
を
支
給
す
る
と
と
も
に
、
え
る
ぼ
し
・
く
る
み
ん
の
取
得
を
支
援
す
る
。

〇〇
（（
新新
））
もも
のの
づづ
くく
りり
技技
能能
継継
承承
支支
援援
事事
業業
【【

】】
県
内
中
小
製
造
業
に
対
し
、
ＩＴ
を
活
用
し
た
効
果
的
な
知
識
・技
能
の
継
承
を
支
援
し
県
内
中
小
製
造
業
の
企
業
競
争
力

強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
併
せ
て
県
内
ＩＴ
産
業
の
活
性
化
を
目
指
す
。

〇〇
ふふ
くく
しし
まま
水水
素素
エエ
ネネ
ルル
ギギ
ーー
人人
材材
育育
成成
事事
業業
【【

】】
水
素
関
連
産
業
へ
の
理
解
促
進
や
技
術
者
の
育
成
を
図
る
た
め
、
新
規
参
入
や
事
業
拡
大
を
目
指
す
県
内
企
業
に

対
し
て
の
技
術
研
修
や
こ
れ
か
ら
の
本
県
を
担
う
若
年
者
に
対
し
て
、
水
素
関
連
技
術
体
験
な
ど
を
実
施
す
る
。

〇〇
（（
新新
））
エエ
アア
ロロ
スス
ペペ
ーー
スス
人人
材材
育育
成成
事事
業業
【【

】】
宇
宙
関
連
機
器
の
部
材
の
製
作
に
要
求
さ
れ
る
技
能
者
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
・
実
施
す
る
と
と
も
に
、
自
作
航
空
機
を

活
用
し
た
校
外
実
習
や
企
業
在
職
者
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー
を
通
し
て
航
空
宇
宙
関
連
産
業
に
お
い
て
活
躍
で
き
る
県
内
若
年
技

術
者
の
育
成
を
図
る
。

【
単
位
：
億
円
】

高
校
生
の
職
場
見
学
の
様
子

（
％
）

（
目
標
値
）

（
目
標
値
）

令令
和和
６６
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組
（（
実実
績績
））
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５５
多多

様様
なな

交交
流流

のの
促促

進進
・・

県県
産産

品品
のの

魅魅
力力

発発
信信

①①
観観
光光
地地
域域
づづ
くく
りり
総総
合合
推推
進進
事事
業業

・
地
域

の
観
光

コ
ン
テ
ン
ツ
の
磨
き
上
げ
支
援
：

団
体

・
発

酵
ツ

ー
リ
ズ
ム
の
推
進
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等
で
の
情
報
発
信

・
人

気
キ

ャ
ラ
ク
タ
ー
を
活
用
し
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
や
イ
ベ
ン
ト
の
実
施

②②
福福
島島
イイ
ンン
ババ
ウウ
ンン
ドド
復復
興興
対対
策策
事事
業業

・
イ
ン

バ
ウ
ン

ド
旅
行
商
品
造
成
支
援
：
約

万
人
泊

末
現
在
申
請

・
台

湾
・

タ
イ
・
ベ
ト
ナ
ム
等
の
現
地
窓
口
に
よ
る
情
報
発
信

③③
福福
島島
空空
港港
国国
内内
線線
利利
用用
・・
運運
航航
促促
進進
事事
業業

・
年

度
福

島
空
港
利
用
状
況

便
人
（

末
現
在
）

（
う

ち
チ

ャ
ー
タ
ー
便

国
内

便
人
、
国
際

便
人
）

④④
県県
産産
品品
振振
興興
戦戦
略略
実実
践践
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト

・
海
外
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
活

動
か
国

末
現

在

ﾀ
ｲ
、
ｼ
ﾝ
ｶ
ﾞ
ﾎ
ﾟ
ｰ
ﾙ、

ｲ
ﾝﾄ
ﾞ
ﾈ
ｼ
ｱ、

ﾏ
ﾚ
ｰ
ｼ
ｱ、

ｶ
ﾝ
ﾎ
ﾞ
ｼ
ﾞｱ
（
桃
・
梨
）

ﾒ
ｷ
ｼ
ｺ（

牛
肉
）

○○
観観
光光
客客
入入
込込
数数

H
22

57
,1

79
千
人

R
2

36
,1

91
千
人

R
3

35
,4

54
千
人

R
4

47
,6

87
千
人

R
5

53
,9

23
千千
人人

(H
22
のの

94
.3

%
)

（
観
光
客
入
込

状
況
調
査

）

○○
県県

産産
品品

輸輸
出出
額額

H
30
年
度

65
,1

18
万
円

R
元
年
度

73
,1

99
万
円

R
２
年
度

90
,4

64
万
円

R
３
年
度

13
7,

48
3万

円
R
４
年
度

13
8,

00
8万

円
ＲＲ
５５
年年
度度

13
3,

94
8万万

円円
（
福
島
県
貿
易
促
進
協
議
会
調
べ
）

令令
和和
６６
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組
（（
実実
績績
））

元
年

（（
千千
人人
））

元
（（
百百
万万
円円
））主主
なな
指指
標標

〇〇
観観
光光
関関
連連
団団
体体
推推
進進
事事
業業
【【

】】
「
福
が
満
開
、
福
の
し
ま
。
」
福
島
県
観
光
復
興
推
進
委
員
会
と
し
て
、
本
県
の
観
光
振
興
に
向
け
た
取
組
、
情
報
発
信
を
行
う
。
ま
た
、
令
和
８
年
４
月
～
６
月
に
開
催
が
決
定
し
た
ふ
く
し
ま

デ
ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に
向
け
て
準
備
を
行
う
。
令
和
７
年
４
月
～
６
月
に
開
催
さ
れ
る
プ
レ
デ
ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
に
お
け
る
、
観
光
客
誘
致
の
た
め
の
各
種
事
業

を
展
開
す
る
。

〇〇
ホホ
ーー
ププ
ツツ
ーー
リリ
ズズ
ムム
拡拡
充充
等等
浜浜
通通
りり
観観
光光
支支
援援
事事
業業
【【

】】
サ
イ
ク
リ
ン
グ
、
キ
ャ
ン
プ
、
ブ
ル
ー
・
ツ
ー
リ
ズ
ム
な
ど
の
一
般
観
光
を
フ
ッ
ク
と
し
た
誘
客
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
浜
通
り
に
お
け
る
関
係
人
口
の
拡
大
と
観
光
需
要
の
獲
得
を
図
る
。

〇〇
ホホ
ーー
ププ
ツツ
ーー
リリ
ズズ
ムム
運運
営営
・・
基基
盤盤
整整
備備
事事
業業
【【

】】
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
更
な
る
深
化
・
拡
大
に
向
け
て
運
営
基
盤
の
強
化
を
図
る
た
め
、
窓
口
運
営
を
始
め
と
し
、
コ
ン
テ
ン
ツ
の
充
実
や

磨
き
上
げ
、
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘
客
等
を
行
う
。
ま
た
、
地
域
人
材
の
確
保
に
向
け
て
フ
ィ
ー
ル
ド
パ
ー
ト
ナ
ー
の
研
修
内
容

の
充
実
を
図
る
。

〇〇
福福
島島
イイ
ンン
ババ
ウウ
ンン
ドド
復復
興興
対対
策策
事事
業業
【【

】】
誘
客
の
フ
ェ
ー
ズ
を
意
識
し
た
戦
略
的
な
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘
致
を
展
開
す
る
。

〇〇
国国
際際
定定
期期
路路
線線
等等
開開
設設
・・
再再
開開
事事
業業
【【

】】
台
湾
便
を
始
め
と
し
た
国
際
チ
ャ
ー
タ
ー
便
の
運
航
促
進
を
図
り
、
国
際
定
期
路
線
の
開
設
・
再
開
支
援
に
取
り
組
む
。

〇〇
「「
ふふ
くく
しし
まま
ププ
ララ
イイ
ドド
。。
」」
発発
信信
事事
業業
【【

】】
国
内
外
で
、
「
ふ
く
し
ま
の
酒
」
や
「
味
噌
・
醤
油
」
に
関
す
る
イ
ベ
ン
ト
開
催
、
メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
た
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
等
を
行
い
、

本
県
が
全
国
・
世
界
に
誇
る
県
産
品
の
魅
力
を
発
信
し
、
販
路
の
開
拓
・
拡
大
、
ブ
ラ
ン
ド
力
の
向
上
を
図
る
。

〇〇
県県
産産
品品
振振
興興
戦戦
略略
実実
践践
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト
【【

】】
ふ
く
し
ま
応
援
シ
ェ
フ
、
県
観
光
物
産
交
流
協
会
等
と
連
携
し
た
県
産
品
の
情
報
発
信
を
行
う
と
と
も
に
、
県
産
品
の

海
外
販
路
拡
大
に
よ
り
、
本
県
の
風
評
払
拭
や
イ
メ
ー
ジ
回
復
、
販
路
の
回
復
・
開
拓
を
図
る
ほ
か
、
県
産
酒
の
ブ
ラ
ン
ド
力
向
上
の
取
組
を
行
う
。

令令
和和
７７
年年
度度
のの
主主
なな
取取
組組

【
単
位
：
億
円
】

台
湾
観
光
商
談
会
の
様
子

（
目
標
値
）

（
目
標
値
）
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地
方
拠
点
強
化
推
進
事
業

○
事
業
概
要

企
業
の
移
転
に
係
る
経
費
の
一
部
(施
設
整
備
費
、設

備
費
、備

品
購
入
費
、社

宅
取
得
費
等
)を
支
援
し、
本
県
へ
の
移
転
を
考
え
る
企
業
に
イン

セ
ン
テ
ィブ

を付
与
す
る
こと
で
、本

社
機
能
移
転
の
促
進
お
よび

地
元
雇
用
の
創
出
を図

る
。

○
事
業
内
容

１
地
方
拠
点
強
化
推
進
事
業

【1
,1
00

千
円
】

企
業
訪
問
や
パ
ンフ
レッ
ト等

作
成
に
よる

広
報
・P
R活

動

２
本
社
機
能
移
転
促
進
事
業
費
補
助
金 【債

務
負
担
30
0,
00
0千

円
】

事
業
者
が
県
外
か
ら県

内
に
本
社
機
能
等
を移

転
した

場
合
、事

業
所
の
移
転
・整

備
に
係
る
費
用
等
を補

助
す
る
。

【本
社
機
能
とは

】
登
記
簿
上
の
｢本

店
｣で
あ
る
とい
う形

式
的
判
断
で
は
な
く､
｢調

査
・企

画
部
門
｣、

｢情
報
処
理
部
門
｣､
｢研

究
開
発
部
門
｣､
｢国

際
事
業
部
門
｣､
｢情

報
サ
ー
ビス
事

業
部
門
｣､
｢そ
の
他
管
理
事
業
部
門
｣､
｢商

業
事
業
部
門
の
一
部
｣､
｢サ
ー
ビス
事

業
部
門
の
一
部
｣の
い
ず
れ
か
を
有
す
る
事
務
所
､研

究
所
及
び
研
修
所
で
あ
って
重

要
な
役
割
を担

う事
業
所
(特
定
業
務
施
設
)を
い
う。
ま
た
､そ
れ
に
併
せ
て
整
備
され

る
社
宅
や
社
員
寮
､育

児
支
援
施
設
等
の
整
備
を含

む
。

＜
特
定
業
務
施
設
等
整
備
補
助
＞

補
助
率
：
投
下
固
定
資
産
額
×
10
％

※
土
地
取
得
費
用
は
含
まな

い
。

補
助
額
：
特
定
業
務
施
設
及
び
特
定
業
務
福
利
厚
生
施
設
等
の
新
設
・増

設
又
は
購
入

上
限
10
0,
00
0千

円
×
3社

補
助
要
件
：
投
下
固
定
資
産
額
3,
50
0万

円
以
上

(中
小
企
業
:1
,0
00
万
円
以
上
)

従
業
員
雇
用
増
加
5人

以
上
(中
小
企
業
:1
人
以
上
)

対
象
経
費
：
本
社
機
能
を有

す
る
事
業
所
の
施
設
整
備
費
用
､設

備
費
､備

品
購
入
費
､社

宅
取
得
・整

備
費
用
等

R7
予
算
額
：
1,
10
0千

円
(一
財
：
1,
10
0千

円
)

○
事
業
目
的

本
社
機
能
移
転
を促

進
し、
県
内
で
の
就
職
を
希
望
す
る
人
材
の
働
く場

の
創

出
を図

る
こと
で
、産

業
人
材
の
確
保
及
び
地
元
雇
用
の
創
出
を
図
る
。

○
現
状
・課

題
・
リモ
ー
トワ
ー
クや
W
eb
会
議
の
普
及
、事

業
継
続
計
画
(B
CP
)等
に
よ
り

都
心
か
ら地

方
へ
本
社
又
は
本
社
機
能
を
移
転
す
る｢
脱
都
心
」の
流
れ
が

見
られ

、都
道
府
県
を
跨
ぐ移

転
が
増
加
傾
向
に
あ
る
。

・
さら
に
、円

安
に
よ
る
生
産
拠
点
の
国
内
回
帰
等
の
流
れ
も
あ
り、
今
後
も

企
業
の
戦
略
に
合
わ
せ
た
本
社
機
能
移
転
が
活
発
に
な
る
可
能
性
が
高
い
。

・
東
京
商
工
リサ
ー
チ
社
の
調
査
に
よ
れ
ば
、2
02
3年

度
に
お
い
て
都
道
府

県
別
本
社
機
能
移
転
状
況
に
お
け
る
転
入
超
過
数
は
、当

県
は
全
国
的
に

見
て
10
位
で
あ
る
が
､今

後
､自

治
体
間
の
競
争
が
激
しく
な
る
と見

込
まれ

る
。

・
よ
って
、本

社
機
能
移
転
の
さら
な
る
促
進
を図

る
た
め
に
は
、移

転
等
に
当

た
って
主
要
な
課
題
とな

って
い
る
移
転
費
用
に
つ
い
て
、支

援
を
す
る
必
要
が

あ
る
。

○
予
算
額

３
０
１
,１

０
０
千
円

○
本
社
機
能
移
転
促
進
事
業
費
補
助
金
（
債
務
負
担
）

・
支
援
額

３
０
０
,０
０
０
千
円
（
10
0,
00
0千

円
×
3社

）
○
事
務
経
費

・
事
業
PR
パ
ンフ
レッ
ト等

作
成
54
0千

円
・
旅
費
、切

手
代
､E
TC
代
等

56
0千

円
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次
世

代
モ

ビ
リ

テ
ィ

分
野

に
係

る
基

礎
知

識
の

習
得

→
想

定
協

力
先

：
ﾄ
ﾖ
ﾀ
自

動
車

・
ﾃﾞ

ﾝ
ｿｰ

福
島

・
ﾃ
ﾄﾗ

ｱ
ﾋﾞ

ｴ
ｰｼ

ｮ
ﾝ
・

次
世

代
ｸﾞ

ﾘ
ｰﾝ

燃
料

技
術

研
究

組
合

参
入

を
見

据
え

た
製

品
、

関
係

企
業

と
の

連
携

・
共

同
提

案
の

検
討

関
連

企
業

へ
の

技
術

提
案

・
商

談
機

会
の

確
保

ｼ
ﾞｬ

ﾊ
ﾟ
ﾝﾓ

ﾋ
ﾞ
ﾘﾃ

ｨ
ｰ
ｼｮ

ｰ
・

ｵ
ｰﾄ

ﾓ
ｰ
ﾃｨ

ﾌ
ﾞ
ﾜｰ

ﾙ
ﾄ
ﾞ想

定

※
段

階
を

経
ず

に
製

品
化

で
き

た
場

合
⇒

 展
示

商
談

会
へ

の
出

展
や

の
あ

っ
せ

ん
取

引

○
意

識
啓

発
⇒

 刻
々

と
変

わ
る

業
界

動
向

・
ニ

ー
ズ

の
把

握

○
電

動
化

対
応

車
両

の
構

造
把

握
・

部
品

の
現

物
把

握
⇒

 他
社

製
品

と
の

比
較

、
自

社
開

発
可

能
性

の
検

討

○
企

業
間

交
流

の
創

出
、

同
種

・
異

業
種

企
業

と
の

意
見

交
換

⇒
 自

社
の

強
み

の
発

見
、

協
業

・
連

携
機

会
の

創
出

次次
世世

代代
モモ

ビビ
リリ

テテ
ィィ

・・
参参

入入
促促

進進
事事

業業

参参
入入

検検
討討

ワワ
ーー

クク
シシ

ョョ
ッッ

ププ
展展

示示
商商

談談
会会

出出
展展

支支
援援

参参
入入

促促
進進

事事
業業

セセ
ミミ

ナナ
ーー

企企
業業

立立
地地

課課 ☛ 新 規 分 野 参 入 に よ る 企 業 取 引 の 増 加

☛ 自 動 車 業 界 の 適 切 な 動 向 把 握 に

よ る 対 応 力 強 化

☛ 新 規 顧 客 の 獲 得 ・ 企 業 間 連 携 の 構 築

事事
業業

のの
目目

的的
（（

必必
要要

性性
））

■
自

動
車

関
連

企
業

が
存

続
す

る
に

は
、

電
動

化
対

応
部

品
の

製
品

化
や

新
分

野
参

入
・

事
業

転
換

に
よ

る
新

規
販

路
開

拓
の

促
進

が
必

須
■

東
北

最
多

を
誇

る
自

動
車

関
連

企
業

の
優

れ
た

技
術

を
活

か
す

た
め

、
技

術
応

用
が

可
能

な
次

世
代

モ
ビ

リ
テ

ィ
分

野
へ

の
参

入
を

促
進

■
大

手
自

動
車

メ
ー

カ
ー

の
電

動
化

戦
略

で
は

年
か

ら
年

に
か

け
て

、
電

動
化

率
を

％
以

上
（

高
い

メ
ー

カ
ー

は
％

）
に

設
定

し
た

り
、

１
兆

円
以

上
の

投
資

計
画

が
あ

っ
た

り
と

、
こ

の
潮

流
に

遅
れ

な
い

よ
う

早
急

な
対

応
が

求
め

ら
れ

る
。

電電
動動

化化
対対

応応
支支

援援
ワワ

ーー
クク

シシ
ョョ

ッッ
ププ

・・
セセ

ミミ
ナナ

ーー
のの

開開
催催

自自
動動

車車
産産

業業
振振

興興
ｱｱ
ﾄﾄ
ﾞ゙
ﾊﾊ
ﾞ゙
ｲｲ
ｻｻ
ﾞ゙
ｰー
、、

企企
業業

間間
連連

携携
ｺｺ
ｰー
ﾃﾃ
ﾞ゙
ｨｨ
ﾈﾈ
ｰー
ﾀﾀ
ｰー
にに

よよ
るる

支支
援援

展展
示示

商商
談談

会会
のの

開開
催催

・・
出出

展展
等等

支支
援援

、、
販販

路路
・・

取取
引引

拡拡
大大

機機
会会

のの
提提

供供

・
製

品
完

成
・

協
業

者
サ

ー
チ

EV

県
内
自
動
車

関
連
企
業
の

持
続
的
発
展

次 世 代 モ ビ リ テ ィ Ｅ Ｖ
・
商
談
成
立
件
数

社
・

支
援
企
業
数

社

・
商
談
会
出
展
企
業
：

社

・
セ
ミ
ナ
ー
参
加
企
業
：

社
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
参
加
企
業
：

社
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〇
事
業
目
的

企
業
の
拠
点
づ
く
り
を
支
援
し
、
県
内
に
新
た
な
女
性
の
働
く
場

を
創
出
す
る
と
と
も
に
、
女
性
雇
用
に
当
た
っ
て
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

を
付
与
す
る
こ
と
で
、
女
性
の
雇
用
促
進
及
び
定
着
を
図
る
。

〇
現
状
・
課
題

・
本
県
は
、
若
年
女
性
の
県
外
流
出
が
顕
著
で
あ
り
、
就
学
の
た
め

本
県
を
離
れ
た
場
合
、
そ
の
ま
ま
本
県
に
戻
ら
ず
に
県
外
で
就
職
し

て
し
ま
う
な
ど
、
人
手
不
足
が
深
刻
化
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
。

（
20

23
年
若
年
女
性
県
外
流
出
ワ
ー
ス
ト
４
位
）

・
県
内
に
は
入
社
し
た
い
魅
力
的
な
企
業
が
な
い
な
ど
を
理
由
に
県

外
に
転
出
す
る
声
も
あ
り
、
県
内
に
お
け
る
女
性
の
働
く
場
の
創
出

が
急
務
で
あ
る
。

〇
事
業
内
容

（
１
）
概
要
企
業
が
県
内
に
新
た
に
オ
フ
ィ
ス
等
を
設
置
し
、
県
内
在
住
の
女
性

を
新
規
雇
用
す
る
場
合
に
費
用
の
一
部
を
支
援
す
る
。
）
。

（
２
）
補
助
要
件

○
県
内
居
住
の
女
性
を
１
人
以
上
正
規
職
員
で
新
規
雇
用
す
る
こ
と
。

○
新
設
オ
フ
ィ
ス
等
に
は
、
被
雇
用
者
を
大
企
業
は
５
人
、
中
小
企
業

は
２
人
以
上
配
置
す
る
こ
と
。
（
女
性
新
規
雇
用
者
を
含
む
人
数
）

○
既
存
企
業
（
事
業
開
始
５
年
以
上
）
に
よ
る
オ
フ
ィ
ス
等
の
新
た
な

設
置
で
あ
る
こ
と
。

（
３
）
対
象
業
種

日
本
産
業
分
類
に
定
め
る
Ｅ
「
製
造
業
」
、
Ｇ
「
情
報
通
信
業
」
、

Ｌ
「
学
術
研
究
、
専
門
技
術
サ
ー
ビ
ス
」
に
該
当
す
る
業
種

（
４
）
補
助
対
象
経
費

○
女
性
の
新
規
雇
用
分
の
人
件
費

○
オ
フ
ィ
ス
等
の
賃
貸
費
用
（
買
取
の
場
合
を
除
く
）

（
５
）
補
助
上
限
（
最
大
２
年
間
）

○
人
件
費
上
限

３
０
万
円
／
女
性
の
新
規
雇
用
１
人
あ
た
り

※
１
社
当
た
り
５
名
分
上
限

た
だ
し
、
補
助
事
業
完
了
報
告
時
ま
で
に
「
え
る
ぼ
し
認
定
」

又
は
「
次
世
代
育
成
支
援
企
業
認
証
」
を
取
得
し
た
場
合
は
、

１
０
名
分
上
限

○
賃
借
料
上
限
２
０
０
万
円
／
年

（
６
）
本
事
業
の
支
援
金
の
使
途

女
性
が
働
き
続
け
ら
れ
る
魅
力
的
な
環
境
づ
く
り
の
推
進
に
資
す
る

経
費
へ
の
充
当
を
要
件
と
し
、
事
業
完
了
時
に
確
認
す
る
。

例
：
空
気
清
浄
機
、
鍵
付
き
１
人
用
更
衣
ロ
ッ
カ
ー
な
ど

※
新
規
雇
用
し
た
女
性
の
意
見
を
取
り
入
れ
た
も
の
と
す
る
。

〇
事
業
概
要

県
内
に
お
け
る
女
性
の
定
着
を
促
す
た
め
、
企
業
に
よ
る
オ
フ
ィ
ス
等
の
新
た
な
拠
点
づ
く
り
を
促
進
さ
せ
、
女
性
の
「
働
く

場
」
を
創
出
す
る
と
と
も
に
、
県
内
産
業
の
活
性
化
を
図
る
。

３３
００
，，
１１
００
００
千千
円円

（
新
）
女
性
活
躍
オ
フ
ィ
ス
立
地
促
進
事
業

〇
予
算
額
３
０
，
１
０
０
千
円

（
１
）
支
援
額
２
９
，
６
０
０
千
円

○
人
件
費

ア
補
助
事
業
完
了
報
告
時
ま
で
に
「
え
る
ぼ
し
認
定
」
又
は

「
次
世
代
育
成
支
援
企
業
認
証
」
を
取
得
し
た
企
業

上
限

３
０
万
円
／
人
×
２
社

（
１
社
当
た
り
平
均
８
人
の
新
規
雇
用
と
想
定
）

イ
ア
以
外
上
限

３
０
万
円
／
人
×
８
社

（
１
社
当
た
り
平
均
２
人
の
新
規
雇
用
と
想
定
）

○
賃
借
料
上
限
２
０
０
万
円
／
年
×
１
０
社

（
２
）
事
務
経
費
５
０
０
千
円

○
チ
ラ
シ
作
成
、
Ｐ
Ｒ
経
費
（
企
業
・
市
町
村
等
）
な
ど
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チチ
ャャ
レレ
ンン
ジジ
ふふ
くく
しし
まま
「「
ロロ
ボボ
ッッ
トト
産産
業業
革革
命命
のの
地地
」」
創創
出出
事事
業業

千千
円円

（（
中中
間間
貯貯
蔵蔵
施施
設設
等等
影影
響響
対対
策策
及及
びび
災災
害害
復復
興興
基基
金金
繰繰
入入
金金

千千
円円
、、
諸諸
収収
入入

千千
円円
））

・
県
内
企
業
に
研
究
開
発
補
助

・
補
助
率
（
補
助
金
上
限
額
）

中
小
企
業

3/
4（

75
0.

0万
円
）

大
企
業

2/
3（

66
6.

6万
円
）

１
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
産
業
基
盤

強
化
事
業 千
円

研
究
開
発
支
援

・
県
内
大
学
等
と
県
内
企
業
と
の

共
同
研
究
に

10
/1

0を
補
助

・
R

6～
R

8の
研
究
開
発

・
会
津
大
学
枠

12
5,

00
0千
円

・
公
募
枠
（
３
件
）

60
,0

00
千
円

２
産
学
連
携
ロ
ボ
ッ
ト
研
究

開
発
支
援
事
業

千
円

・
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
で
協
働
ロ

ボ
ッ
ト
に
よ
る
検
査
作
業
省
力

化
の
研
究

・
ド
ロ
ー
ン
飛
行
空
域
の
電
磁
環

境
調
査
と
ド
ロ
ー
ン
の
耐
電
磁

特
性
評
価

３
ロ
ボ
ッ
ト
制
御
技
術
等
実

証
事
業

千
円

・
５
軸
マ
シ
ニ
ン
グ
セ
ン
タ
の
工

作
精
度
測
定
法
の
確
立
と

評
価
モ
デ
ル
の
開
発

・W
AA

M
に
お
け
る
熱
処
理

の
影
響
と
切
削
性
の
評
価

４
ロ
ボ
ッ
ト
部
材
研
究
開

発
事
業

千
円

・
県
産
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
を

行
う
事
業
者
に
経
費
の
一

部
を
補
助

・
補
助
率

1/
2以
内

５
メ
ー
ド
イ
ン
ふ
く
し
ま
ロ

ボ
ッ
ト
導
入
支
援
事
業

千
円

・
関
連
企
業
の
技
術
交
流
・
商
談

・
将
来
の
本
県
産
業
を
担
う
子
ど

も
た
ち
の
参
加
、
県
民
理
解
促

進
・
R

5実
績
：
入
場
者

6,
06

0人
・

出
展

74
者
・
13

0コ
マ

６
ロ
ボ
ッ
ト
フ
ェ
ス
タ
ふ
く
し

ま
開
催
事
業

千
円

・
産
学
官
金
連
携
に
よ
る
会
員
相

互
交
流
、
技
術
基
盤
の
強
化

・
各
分
科
会
活
動
や
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
に
よ
る
企
業
訪
問
等

・
会
員
数

43
0(

R
6.

8月
末
時
点
）

７
ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
推

進
協
議
会
事
業

千
円

・
県
内
企
業
が
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス

ト
フ
ィ
ー
ル
ド
を
使
用
し
て
行

う
実
証
試
験
等
経
費
の
一

部
を
補
助

８
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
技
術
実

証
等
支
援
事
業

千
円

（
関
連
）

地
域
復
興
実
用
化
開
発
等

促
進
事
業

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

形
成

普
及
促
進

情
報
発
信

人
材
育
成

技
術
支
援 マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

ロ
ボ
ッ
ト
産
業
革
命
の
地

ふ
く
し
ま 実
証
等
支
援

【
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
】

ふ
く
し
ま
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
推
進
協
議
会
会
員

数
（
う
ち
県
内
）

現
状
：

（
末
）

目
標
：

（
末
）福福
島島
県県

次次
世世
代代
産産
業業
課課

・
平
成
２
７
年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る
当
事
業
の
成
果
に
よ
り
徐
々
に
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
の
集
積
が
進
み
つ
つ
あ
る
が
、
ま
だ
道
半
ば
の
状
況
で
あ
り
、
今
後
も
普

及
啓
発
・
研
究
開
発
・
人
材
育
成
・
取
引
拡
大
の
一
貫
し
た
支
援
に
よ
り
、
更
な
る
産
業
の
集
積
・
振
興
が
必
要
。

・
当
事
業
の
支
援
に
よ
り
、
ロ
ボ
ッ
ト
関
連
製
品
の
商
品
化
ま
で
こ
ぎ
つ
け
販
路
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
が
現
れ
て
お
り
、
一
貫
し
た
支
援
を
継
続
し
つ

つ
、
更
に
事
業
者
間
連
携
体
制
の
構
築
、
海
外
販
路
拡
大
へ
の
支
援
、
社
会
実
装
を
見
据
え
た
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
創
出
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

９
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
事
業
者
間

連
携
体
制
構
築
支
援
事

業
千
円

海
外
販
路
拡
大
支

援
事
業

千
円

・
県
内
企
業
が
メ
ー
カ
ー
か
ら
の

オ
ー
ダ
ー
に
対
し
て
、
単
独
で
は

受
注
で
き
な
い
場
合
に
複
数
社

が
共
同
で
試
作
品
を
製
造
で
き

る
体
制
の
構
築
支
援

・
補
助
率

1/
2以
内

・
産
業
と
し
て
成
長
し
つ
つ

あ
る
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
の
更

な
る
販
路
拡
大
に
向
け
て
、

海
外
展
示
会
等
へ
の
出

展
を
支
援

社
会
実
装

（
新
）
ふ
く
し
ま
か
ら
実
現
す
る

ド
ロ
ー
ン
社
会
実
装
推
進
事
業

千
円

・
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
創
出
に
向

け
た
ド
ロ
ー
ン
実
証

・
国
家
戦
略
特
区
「
連
携

“
絆
”
特
区
」
の
指
定
に
よ
り
、

民
間
事
業
者
の
ド
ロ
ー
ン

の
社
会
実
装
を
支
援
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【
人

材
育

成
】

①
水

素
エ

ネ
ル

ギ
ー

関
連

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
講

②
水
素
関
連
企
業
との

共
同

研
究
へ
の
参
加
等

水
素
製
造
技
術

○
「水

素
エネ

ル
ギ
ー
総
合
研
究
所
」を
開
所
した
福
島
大
学
と県

内
企
業
が
水
素
を
製
造
す
る
シ
ス
テ
ム
を
開
発
、実

用
化
し、
福
島
県
の
産
学
官
が
水
素
を
「つ
く

る
」主
役
とな

る
こと
を
目
指
す
。福

島
大
学
で
は
、人

材
育
成
の
強
化
に
より
、県

内
企
業
へ
即
戦
力
とな

る
高
度
専
門
人
材
を
輩
出
す
る
。

◆
補
助
先
：
国
立
大
学
法
人

福
島
大
学

◆
対
象
経
費
：
事
業
費
（
施
設
整
備
費
、機

器
・設

備
購
入
費
、消

耗
品
、諸

経
費
）
、

委
託
費
、人

件
費
等

福
島
県
地
方
大
学
・地
域
産
業
創
生
プ
ロ
ジ
ェク
ト事

業
～

 地
域
の
産
学
官
に
よ
る
地
域
の
た
め
の
水
素
プ
ロ
ジ
ェク
ト
「地
域
が
水
素
を
つ
くる
主
役
へ
」 
～

バ
イ
オ
マ
ス
由
来
水
素
・炭
化
物
製
造
シ
ス
テ
ム
を
確
立

（
県
、福

島
大
学
、E

AF
、県

内
企
業
、他

研
究
機
関
）

人
材
育
成
・大
学
改
革

（
福
島
大
学
）

福
島
大
学

（
研
究
統
括
）

県
・

EA
F※

（
全
体
調
整
）

研
究
開
発
の

知
見
・技
術

水
素
・炭
化
物
の
「地
産
地
消
」を
実
用
化
・横
展
開

×
他
研
究
機
関

※
エ
ネ
ル
ギ
ー
・エ
ー
ジ
ェン
シ
ー
ふ
くし
ま

県
内
企
業

×
研
究
開
発

○
県
内
の

２
を始

め
とす
る
水
素
関
連
の
実
証
や
研
究
開
発
は
、資

金
や
技
術
を
有
す
る
県
外
の
大
手
企
業
中
心
に
行
わ
れ
て
い
る
た
め
、実

績
が
な
い
県
内

企
業
は
関
連
産
業
へ
の
参
入
が
難
しく
、技

術
を
持
った
企
業
が
育
た
な
い
、人

材
育
成
が
進
ま
な
い
とい

った
課
題
が
あ
る
。

○
また

、県
内
の
若
者
を
中
心
とし
た
人
材
の
流
出
が
大
き
な
課
題
とな

る
中
、本

県
は
、復

興
と地

方
創
生
を
同
時
並
行
で
進
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
らな

い
。

事
業
内
容

②
関
連
産
業
の
育
成
・集
積

①
水
素
の
利
活
用
拡
大

・事
業
拡
大
、雇

用
創
出

・県
内
外
か
ら人

材
が
集
ま
る

・水
素
を
「運
ぶ
」コ
ス
トが

低
減
す
る

・水
素
の
供
給
拠
点
が
増
え
る

デ
ジ
タル

技
術

③
研
究
と人

材
育
成
の
中
核
拠
点
・イ
ノベ
ー
シ
ョン
ハ
ブ

共
同
研
究

「水
素
社
会
の
実
現
」

「地
方
創
生
」

「キ
ラ
リと
光
る
魅
力
あ
る
大
学
」

即
戦
力
とな

る
高
度
専
門
人
材
を
輩
出

ス
タ
ー
ト
ア
ップ
企
業
の
創
出

県
内
企
業
の
技
術
力
向
上
、人

材
育
成

人
材
輩
出

ｲﾝ
ﾀｰ
ﾝｼ
ｯﾌ
ﾟ

①
製
造
プ
ラ
ン
ト
の
開
発

  ・
 製
造
条
件
の
最
適
化

  ・
 段
階
的
な
規
模
拡
大

②
水
素
・炭
化
物
の
活
用
に

 
係
る
研
究
・実
証

福
島
大
学
の
バ
イ
オ
マ
ス
に
関
す
る
知
見
・研
究
実
績
を
素
地
に

太
陽
光
パ
ネ
ル
の
設
置
等
、大

規
模
投
資
が
不
要
で
県
内
企
業
が
参
入
し
や
す
い

【
大

学
改

革
】

①
水

素
・

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
コ

ー
ス

を
新

設
②

水
素

エ
ネ

ル
ギ

ー
総

合
研

究
所

の
増

員
・

施
設

整
備

製
造
プ
ラ
ン
トの

開
発
ス
ケ
ジ
ュー

ル

事
業
内
容

７
８

９

実
験
室
プ
ラ
ン
ト

研
究

設
置

設
計

研
究

設
計

設
置

パ
イ
ロ
ット
プ
ラ
ン
ト

実
用
化
プ
ラ
ン
ト

※
補
助
率
：
国
費

1/
2、

2/
3、

3/
4（

対
象
経
費
に
よ
り補

助
率
が
異
な
る
）

 地
方
負
担
は
特
別
交
付
税
措
置
（
措
置
率

0.
5）

、一
般
補
助
施
設
整
備
等
事
業
債
（
充
当
率

90
％
、措

置
率

0.
3）

現
状
・課
題

29
8,

43
3千

円
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令
和

７
年

度
『

感
働

！
ふ
く

し
ま

』
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

予
算
額

千
円

本
県
で
は
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
や
若
者
の
県
外
流
出
な
ど
に
よ
り
、
県
内
企
業
に
お
い
て
は
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
人
手
不
足
が
深
刻
化

し
て
い
る
。
一
方
で
、
県
内
に
は
魅
力
あ
る
企
業
が
数
多
く
存
在
し
て
い
る
も
の
の
、
若
い
世
代
を
始
め
県
民
に
十
分
に
知
ら
れ
て
い
な

い
現
状
が
あ
り
、
若
者
が
県
内
企
業
の
魅
力
を
知
ら
な
い
ま
ま
進
学
・
就
職
期
に
県
外
に
流
出
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。

背 景 目 的
①
県
内
企
業
の
魅
力
や
福
島
で
働
く
魅
力
を
広
く
発
信
し
、
県
内
企
業
の
認
知
度
を
高
め
、
地
元
就
業
を
促
進
す
る
。

②
小
中
学
生
、
高
校
生
を
対
象
に
様
々
な
職
業
を
体
験
す
る
機
会
を
提
供
し
、
長
期
的
な
視
点
で
の
産
業
人
材
確
保
に
つ
な
げ
る
。

③
県
内
高
校
生
・
大
学
生
の
県
内
定
着
、
首
都
圏
等
の
大
学
生
等
の
県
内
へ
の
還
流
・
定
着
を
促
進
す
る
。

①
認
知
度
向
上

②
体
験
・
気
づ
き
の
場
の
提
供

③
県
内
定
着
・
県
外
か
ら
の
還
流
促
進

小 中 学 生 大 学 生 等

タ ー ゲ ッ ト

①
情
報
発
信
強
化

・
各
種
広
報
媒
体
（

、
、
テ
レ
ビ

等
）
を
活

用
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
周
知
、

県
内
企
業
の
魅
力
の
戦
略
的
な

発
信

高 校 生 保 護 者

情
報
発
信
強
化

②
開
催

化

情
報
発
信
強
化

②
開
催
【
再
掲
】

情
報
発
信
強
化

②
保
護
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー

・
高
校
生
以
下
の
子
供
が
い
る
保
護
者
を
対
象
に
、
地
元
で
働
く
魅
力
等
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

情
報
発
信
強
化

②
保
護
者
と
参
加
す
る
企
業
説
明
会

・
高
校
生
と
そ
の
保
護
者
に
県
内
企
業
を
知
っ
て
も
ら
う
た
め
の
企
業
説
明
会
を
開
催

情
報
発
信
強
化

〇
企
業
魅
力
づ
く
り
セ
ミ
ナ
ー

・
県
内
企
業
に
自
社
の
魅
力
発
見
・
向
上
・
発
信
を
行
う
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
実
施

情
報
発
信
強
化

〇
県
内
企
業
体
験
ツ
ア
ー

・
大
卒
者
等
採
用
予
定
企
業
を
中
心
に

訪
問

情
報
発
信
強
化

〇
就
活
サ
イ
ト
と
タ
イ
ア
ッ
プ
し
た
企
業
情
報
発
信

情
報
発
信
強
化

県
内
企
業
情
報

発
信
（
新
）

・
県
内
外
の
大
学
生
が
県
内
企
業
情
報
等
を

等
の

に
よ
り
発
信

情
報
発
信
強
化

凡
例 ①

・
・
ふ
く
し
ま
企
業
情
報
発
信
事
業

②
・
・

未
来
の
産
業
人
材
確
保
の
た
め
の
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業

・
・
若
者
還
流
・
県
内
定
着
促
進
事
業

・
・

『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
は

別
予
算
で
実
施
す
る
主
な
人
材
確
保
事
業

情
報
発
信
強
化

〇
社
会
人
講
話

（
ふ
る
さ
と
福
島
若
者
人
材
確
保
事
業
等
）

・
就
職
を
希
望
す
る
方
々
や
進
学
を
機
に
県
外
に
出
て
行
っ
て
し
ま
う
方
々
な
ど
、
学
生
の
状
況
に
応
じ
て
県
内
企
業
の
担
当
者
等
が
企
業
の
魅
力
等
を
説
明

・
実
施
に
当
た
っ
て
は
教
育
庁
と
も
連
携

情
報
発
信
強
化

〇
奨
学
金
の
返
還
支
援

（
将
来
を
担
う
産
業
人
材
確
保
の
た
め
の
奨
学
金
返
還
支
援
事
業
）

家
庭
内
で
の
意
識
醸
成
に
よ
り

将
来
の
産
業
人
材
確
保
に
つ
な
げ
る
。

採
用
力
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー

ト
ー
ク
セ
ッ
シ
ョ
ン

小
中
学
生
向
け
工
場
見
学
の
様
子

『 感 働 ！ ふ く し ま 』

プ ロ ジ ェ ク ト

〇
建
設
現
場
見
学
会

（
福
島
県
建
設
業
振
興
事
業
）

情
報
発
信
強
化

〇
福
祉
・
介
護
人
材
確
保
に
向
け
た
出
前
講
座
、
職
業
体
験
会

（
福
祉
・
介
護
人
材
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
人
材
確
保
事
業
）
）

情
報
発
信
強
化

〇
建
設
現
場
見
学
会
【
再
掲
】

情
報
発
信
強
化

〇
ふ
く
し
ま
な
ら
で
は
の
相
談
体
制
の
構
築

（
福
島
県
農
業
経
営
・
就
農
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
）

・
就
農
か
ら
定
着
及
び
経
営
発
展
ま
で
市
町
村
等
関
係
機
関
と
連
携
し
な
が
ら
、
伴
走
支
援
を
強
化

情
報
発
信
強
化

②
工
場
見
学

情
報
発
信
強
化

②
企
業
紹
介
冊
子
の
作
成

情
報

未
来

も
の
若
者

未
来

未
来

未
来 も
の

未
来

未
来

未
来

若
者 若
者

若
者

若
者

も
の

情
報

企
業
見
学
、
企
業
ガ
イ
ダ
ン
ス
、
技
術
体
験
、
も
の
づ
く
り
企
業
映
像
制
作

〇
理
系
人
材
の
確
保

・
製
造
業
の
採
用
力
向
上
に
向
け
た
伴
走
支
援
や
個
別
マ
ッ
チ
ン
グ
を
実
施

・
・
も
の
づ
く
り
産
業
人
材
確
保
支
援
事
業
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（
新
）
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
促
進
事
業

１
５
０

３
９
４
千
円

若
者

や
女

性
の

県
外

流
出

を
抑

制
す

る
に

は
、

若
者

、
女

性
に

「
選

ば
れ

る
」

働
く

場
の

確
保

が
不

可
欠

で
あ

り
、

企
業

が
働

き
方

改
革

や
女

性
活

躍
を

推
進

し
、

性
別

や
年

齢
に

と
ら

わ
れ

ず
、

誰
も

が
安

心
し

て
働

き
続

け
ら

れ
る

魅
力

的
な

職
場

環
境

づ
く

り
に

取
り

組
む

こ
と

が
急

務
で

あ
る

。
背 景 ①

経
営
者
・
企
業
内
担
当
者
の
意
識
改
革
事
業

・
オ

ー
ダ

ー
メ

イ
ド

式
出

前
講

座
・

担
当

者
向

け
実

践
型

研
修

②
働
く
女
性
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
事
業

・
中

堅
女

性
社

員
向

け
セ

ミ
ナ

ー
・

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
個

別
相

談
窓

口

③
福
島
県
次
世
代
育
成
支
援
企
業
認
証
事
業

働
き

方
改

革
や

女
性

活
躍

の
取

組
の

基
準

を
満

た
し

た
企

業
を

認
証

（
令

和
年

月
末

現
在

件
）

④
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
ﾜｰ
ｸ･
ﾗｲ
ﾌ･
ﾊﾞ
ﾗﾝ
ｽ大

賞
（
一
部
新
規
）

認
証

企
業

の
う

ち
特

に
優

れ
た

企
業

を
知
事
が
表
彰

小
事
業
１
：
意
識
改
革
推
進
事
業

千
円

①
企
業
の
魅
力
ア
ッ
プ
奨
励
金
事
業
（
一
部
新
規
）

男
性

育
休

取
得

や
女

性
活

躍
等

に
取

り
組

ん
だ

企
業

に
奨

励
金

を
支

給
新
規
ﾒﾆ
ｭｰ

男
性
育
休
や
女
性
管
理
職
の
企
業
内
第
１
号
に
奨
励
金

ﾌｧ
ｰｽ
ﾄﾍ
ﾟﾝ
ｷﾞ
ﾝ

新
規
ﾒﾆ
ｭｰ

介
護
短
時
間
勤
務
、
男
性
育
児
短
時
間
勤
務
の
取
得
に
奨
励
金

②
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り
推
進
助
成
金
事
業

就
業

規
則

改
正

や
ト

イ
レ

･休
憩

室
の

改
修

等
の

経
費

に
対

し
て

助
成

③
企
業
内
子
育
て
支
援
施
設
整
備
事
業

キ
ッ

ズ
ス

ペ
ー

ス
や

企
業

内
保

育
所

等
の

整
備

費
を

補
助

④
え
る
ぼ
し
・
く
る
み
ん
認
証
取
得
支
援
事
業
（
新
規
）

・
取
得
ま
で
の
専
門
家
派
遣
経
費
支
援

・
取
得
後
の
広
報
経
費
支
援
、
奨
励
金
支
給

小
事
業
２
：
誰
も
が
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
支
援
事
業

千
円

取
得

え
る
ぼ
し

く
る
み
ん

事
業
イ
メ
ー
ジ

県
内

企
業

現
状

目
標

え
る
ぼ
し

く
る
み
ん

＋
＋

＋

①
経
営
者
・
企
業
内
担
当
者
の
意
識

改
革

②
女
性
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援

④
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
ワ
ー
ク
･ラ

イ
フ
･バ

ラ
ン
ス
大
賞

（
「
ふ
く
し
ま
で
輝
く
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
ア

ワ
ー
ド
（
男
女
共
生
課
）
」
と
連
携
）

福
島
県

次
世
代
育
成

支
援
企
業
認
証

④
認
証
取
得
奨
励

金
、
取
得
後
の

広
報
費
支
援

認
証

取
得

後

様
々
な
奨
励
金
等
で
企
業
の
取

組
を
後
押
し
、
え
る
ぼ
し
・
く

る
み
ん
認
証
取
得
を
支
援

○
魅
力
的
な
職
場

づ
く
り
の
必
要

性
を
伝
え
る
企

業
向
け
セ
ミ
ナ
ー

※
別

事
業

で
実

施

○
く
る
み
ん
認
証
取
得
後

一
定
の
取
組
を
行
っ
た

企
業
へ
の
助
成
金

※
こ

ど
も

家
庭

庁
事

業

○
健
康
経
営
事
業

・
健
康
経
営
伴
走
支
援
事
業

・
女
性
活
躍
・
働
く
世
代
の
健
康

づ
く
り
推
進
事
業

奨
励
金

※
保

健
福

祉
部

で
実

施

○
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る

企
業
情
報
発
信

※
別

事
業

で
実

施

○
女
性
活
躍
オ
フ
ィ
ス

立
地
促
進
事
業

県
外

企
業

の
呼

び
込

み
※

別
事

業
で

実
施

（
次

世
代

育
成

支
援

企
業

認
証

又
は

え
る

ぼ
し

認
定

を
受

け
た

企
業

に
補

助
対

象
経

費
を

拡
充

）

若
者
、
女
性
に

「
選
ば
れ
る
」

魅
力
あ
る
企
業
の

増
加

す
そ
の
を
広
げ
る

レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

人
材
確
保
、

人
手
不
足
の

解
消
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Ｄ
Ｃ
は
国
内
最
大
級
の
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

【
開
催
期
間
】
令令
和和

年年
月月

日日
（（
水水
））
～～

月月
日日

火火
プ

レ
：
令
和

年
月

日
～

月
日

ア
フ
タ
ー

：
令
和

年
月

日
～

月
日
（
今
後
エ
ン
ト
リ
ー
予
定
）

※
県
全
域
で
の
開
催
は
平
成

年
以
来

年
ぶ
り
。

開
催
期
間
中
の
入
込
数
目
標

令
和

年
度

千
人

令
和

年
度

千
人

令
和

年
度

千
人

計
千
人

Ｄ
Ｃ
専
用
の
キ
ャ
ッ
チ
コ
ピ
ー

Ｄ
Ｃ
テ
ー
マ

【
風
の
恵
】

～
自
然
の
魅
力
～

・
自
然
、
絶
景
、
温
泉

【
風
の
香
】

～
食
と
酒
の
魅
力
～

・
食
、
酒
、
発
酵

【
風
の
詩
】

～
歴
史
と
文
化
の
魅
力
～

・
歴
史
、
伝
統
、
文
化

【
風
の
路
】

～
体
験
と
復
興
の
魅
力
～

・
ア
ー
ト
、
体
験
、
復
興

（
新
）
ふ
く
し
ま
デ
ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
事
業

・
フ
ラ
ワ
ー
ス
タ
ン
プ
ラ
リ
ー

・
花
い
っ
ぱ
い
お
も
て
な
し
運
動

発
酵
ツ
ー
リ
ズ
ム

「「
しし
ああ
わわ
せせ
のの
風風
ふふ
くく
しし
まま
」」

【
募
集
期
間
】
令
和
６
年
６
月
２
８
日
～
７
月
３
１
日

【
応
募
総
数
】
３
，
３
６
８
件

※
令
和
６
年
８
月
に
開
催
さ
れ
た
選
考
委
員
会
を
経
て
決
定

地 域 に お け る 持 続 可 能 な 観 光

（ レ ガ シ ー 化 ）

千千
円円

し
あ
わ
せ
の
風
ふ
く
し
ま

・
エ
ク
ス
ト
リ
ー
ム
ツ
ー
リ
ズ
ム

ブ
ラ
ン
ド
強
化
事
業

・
ア
ド
ベ
ン
チ
ャ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
創
出
事
業

ア
ー
ト
を
活
用
し
た
周
遊
施
策

テ
ー
マ
に
合
わ
せ
た
施
策

誘
客
促
進
・
受
入
体
制
強
化

旅
行
事
業
者
等
へ
の
支
援

・
貸
切
バ
ス
借
上
費
用
助
成
事
業

・
旅
行
商
品
造
成
支
援

・
宿
泊
予
約
サ
イ
ト
と
連
動
し
た
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

二
次
交
通
対
策

・
レ
ン
タ
カ
ー
利
用
者
助
成
事
業

Ｄ
Ｃ
特
別
企
画
等
の
磨
き
上
げ

・
コ
ン
テ
ン
ツ
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ

・
デ
ジ
タ
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

市
町
村
（
観
光
関
連
事
業
者
等
）
や
各
方
部
協
議
会
へ
の
支
援

・
振
興
局
を
通
し
た
補
助
金
の
創
設

・
各
方
部
協
議
会
へ
の
支
援

機
運
醸
成

・
テ
ー
マ
ソ
ン
グ
制
作

・
お
も
て
な
し
関
係

研
修
会

ツ
ー
ル

の
ぼ
り
等

市
町
村
等
の
特
別
企
画

Ｐ
Ｒ

・
全
国
宣
伝
販
売
促
進
会
議

・
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
や
共
同
記
者
会
見

・
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
及
び
特
設
サ
イ
ト

・
広
告
、
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

Ｊ
Ｒ
線
以
外

各
種
広
報
媒
体

企
業
連
携

・
県
外
で
の
観
光
キ
ャ
ラ
バ
ン

・
各
種
販
促
品
・
ノ
ベ
ル
テ
ィ

・
事
務
局
経
費
（
旅
費
等
）

＜
観

光
関

連
団
体
連

携
推
進

事
業

（
当
初
：

千
円
）
＞

観
光
交
流
局

観
光
交
流
課
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取
得

え
る
ぼ
し

く
る
み
ん

令
和
７
年
度

県
内
企
業
の
人
材
確
保
及
び
若
者
の
定
着
・
還
流
に
向
け
た
主
な
取
組

県
内

企
業

【
経
営
者
・
企
業
内
担

当
者
の
意
識
改
革
】

【
女
性
の
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
支
援
】

福
島
県
次
世
代
育
成

支
援
企
業
認
証

【
企
業
の
魅
力
ア
ッ
プ
奨
励
金
】

豊
富
な
奨
励
金
メ
ニ
ュ
ー
で
企
業

の
取
組
を
後
押
し
し
、
え
る
ぼ

し
・
く
る
み
ん
取
得
を
支
援

【
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
】
「
自
社
の
魅
力
発

見
・
向
上
・
発
信
」
を
行
う
た
め

の
企
業
向
け
セ
ミ
ナ
ー

【
く
る
み
ん
取
得
後
、
一
定
の
取
組
を

行
っ
た
企
業
へ
の
助
成
金
】

※
こ
ど
も
家
庭
庁
事
業

【
健
康
経
営
事
業
】

・
健
康
経
営
伴
走
支
援
事
業

・
女
性
活
躍
・
働
く
世
代
の
健

康
づ
く
り
推
進
事
業

※
保
健
福
祉
部
で
実
施

【
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
企
業
情
報
発

信
】

＜
女
性
活
躍
オ
フ
ィ
ス
立
地
促
進
事
業
＞

県
内
の
女
性
定
着
を
促
す
た
め
、
企
業
に
よ
る
オ
フ
ィ
ス

等
の
新
た
な
拠
点
づ
く
り

魅
力
あ
る

職
場
づ
く
り

働
く
場
の
創
出

人
材
確
保
、
若
者
還
流
・
定
着

＜
ふ
く
し
ま
産
業
活
性
化
企
業
立
地
促
進
補
助
金
＞

工
場
等
の
新
増
設
及
び
機
械
設
備
の
取
得
費
を
支
援

＜
地
方
拠
点
強
化
推
進
事
業
＞

県
外
か
ら
県
内
に
本
社
機
能
を
設
置
す
る
建
物
、
設
備
等

の
取
得
を
支
援

◆
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

＜
ふ
く
し
ま
企
業
情
報
発
信
事
業
＞

・
や

な
ど
様
々
な
広
報
媒
体
を
活
用
し
た
県
内
企
業
の
魅
力
発
信

＜
若
者
還
流
・
県
内
定
着
促
進
事
業
＞

・
自
社
の
魅
力
発
見
、
向
上
、
発
信
力
強
化
な
ど
、
企
業
の
課
題
感
に
応
じ
た
セ
ミ
ナ
ー
を

開
催

・
就
活
サ
イ
ト
と
連
携
し
た
県
内
企
業
の
情
報
発
信

・
大
卒
者
・
転
職
希
望
者
を
対
象
に
県
内
企
業
の
体
験
ツ
ア
ー
を
実
施

・
県
内
外
の
大
学
生
が
県
内
企
業
を
取
材
し
、
企
業
の
魅
力
等
を

な
ど
の

に
よ
り
広
く
発
信

・
理
系
大
学
生
と
県
内
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ

＜
未
来
の
産
業
人
材
確
保
の
た
め
の
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業
＞

・
小
中
学
生
向
け
の
県
内
企
業
の
工
場
見
学
の
実
施
、
企
業
紹
介
冊
子
の
作
成

・
様
々
な
親
子
職
業
体
験
が
で
き
る
イ
ベ
ン
ト
を
開
催

・
高
校
生
と
保
護
者
に
向
け
た
企
業
説
明
会
、
保
護
者
向
け
地
元
就
職
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施

＜
も
の
づ
く
り
産
業
人
材
確
保
支
援
事
業
＞
※
県
内
高
校
生
向
け

・
県
内
製
造
業
の
見
学

・
も
の
づ
く
り
に
関
す
る
技
術
の
体
験

・
県
内
製
造
業
が
高
校
に
赴
き
、
業
務
や
企
業
取
組
に
つ
い
て
の
説
明
会
を
開
催

・
県
内
製
造
業
の
魅
力
を
紹
介
す
る
映
像
を
制
作
・
発
信

【
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り

推
進
助
成
金
事
業
】

職
場
環
境
整
備
の
取
組
を
支
援

【
認
定
取
得
奨
励
金
】

【
取
得
後
の
広
報
経
費
助
成
】

【
『
感
働
！
ふ
く
し
ま
』
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

大
賞
】

認
証
企
業
の
う
ち
優
れ
た
取
組
を
行
う
企
業

社
を
表
彰

◆
ふ
く
し
ま
で
働
こ
う
！
就
職
応
援
事
業

・
東
京
及
び
県
内
に
設
置
す
る
相
談
窓
口
に
お
け
る

き
め
細
や
か
な
就
職
相
談
、
職
業
紹
介
、
マ
ッ
チ
ン

グ
支
援
な
ど

〔
移
住
施
策
と
の
連
携
〕

・
東
京
相
談
窓
口
に
お
け
る
移
住
相
談
と
の
一
体
的

な
支
援

◆
ふ
る
さ
と
福
島
若
者
人
材
確
保
事
業

＜
新
規
高
卒
者
県
内
就
職
促
進
事
業
＞

・
高
校
生
を
対
象
と
し
た
県
内
企
業
若
手
社
会
人
に
よ

る
社
会
人
講
話
を
実
施

＜
若
手
人
材
の
早
期
離
職
防
止
事
業
＞

・
同
世
代
の
新
入
社
員
と
の
交
流
会
に
よ
り
、
知
識
や

ス
キ
ル
習
得
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
を
支
援

・
新
入
社
員
向
け
巡
回
相
談
、
個
別
相
談
窓
口
の
設
置

・
新
入
社
員
の
育
成
・
指
導
を
行
う
人
事
担
当
者
及
び

中
堅
社
員
向
け
の
育
成
・
指
導
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

◆
多
様
な
人
材
活
用
促
進
事
業

＜
求
め
る
人
材
再
発
見
支
援
事
業
＞

・
多
様
な
人
材
を
活
用
す
る
こ
と
に
対
す
る
企
業
の
意
識

改
革
を
図
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
の
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

し
、
企
業
の
現
状
整
理
、
業
務
の
見
直
し
を
行
い
、
必
要

な
人
材
を
整
理
す
る
。
セ
ミ
ナ
ー
開
催
後
に
、
関
係
機
関

を
集
め
た
出
張
個
別
相
談
会
を
併
せ
て
実
施
し
、
そ
の
場

で
マ
ッ
チ
ン
グ
ま
で
行
う
。

＜
外
国
人
材
雇
用
サ
ポ
ー
ト
デ
ス
ク
運
営
事
業
＞

・
外
国
人
材
活
用
の
た
め
、
企
業
向
け
相
談
窓
口
、
セ
ミ

ナ
ー
及
び
合
同
企
業
説
明
会
の
実
施
に
加
え
、
伴
走
支
援

を
一
体
的
に
行
う
サ
ポ
ー
ト
デ
ス
ク
を
常
設
す
る
。
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令
和
７
年
度

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
・
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（

）
実

現
に

向
け
た

主
な

取
組

の
事

業
化

を
推
進

事
業
の

化
を
推
進

◆
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
事
業
化
実
証
研
究
支
援
事
業
（

千
円
）
【
継
続
】

・
県
内
企
業
に
よ
る
実

用
化
の
た
め
の
実
証
研
究
に
対
す
る
補

助
。

◆
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ

再
エ
ネ
技
術
高
度
化
事
業
（

千
円
）

【
継
続
】

・
ハ
イ
テ
ク
プ
ラ
ザ
と

産
総
研
、
県
内
企
業
の
産
官
共
同
研
究

に
よ

り
、
再
エ
ネ
・
水
素
の
技
術
開
発
を
実
施
。

◆
最
先
端
研
究

・
拠
点
化
支
援
事
業
（

千
円
）

【
継
続

】
・

の
研
究
開
発
機
能
を
最
先
端
分
野
に
展
開
・
高
度
化
す
る
と
と
も
に
、
県
内
企
業
と
共
同
研
究
等
を
通
じ

メ
テ
ナ
ン
ス
人
材
を
育

成
。

◆
福
島
県
地
方
大
学

・
地
域
産
業
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
（

千
円
）
【
新
規
】

・
県
、
福
島
大
学
、
県
内
企
業
の
産
学
官
が
連
携
し
て
バ
イ
オ

マ
ス
由
来
水
素
・
炭
化
物
製
造
シ
ス
テ
ム
の
研
究

開
発
を
始
め
と
し
た
水

素
関
連
技
術
の
研
究
開
発
を
実
施
。

◇
地
域
復
興
実
用
化

開
発
等
促
進
事
業
、
ふ
く
し
ま
産
業
育
成
資
金
（
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
枠
）

◆
ふ
く
し
ま
産
業
育
成
資
金

（
カ
ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー
ト

ラ
ル

枠
）

（
千

円
）

【
継
続
】

・
に
向
け
た
取
組
に
必
要

な
設
備
資
金
、
運
転
資
金
支
援

◆
未
来
を
担
う
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ

ル
人

材
育
成

事
業

（
千

円
）
【

継
続

】
・
工
業
高
校
生
等
に
対

し
、

を
学
ぶ
機

会
を

提
供

し
、

知
見

の
習

得
等

を
促

す
。

◇
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連

産
業
育
成

事
業

、
ふ
く

し
ま

水
素

エ
ネ

ル
ギ
ー

人
材

育
成
事

業

新
規
参
入
支
援

事
業
化
・
実
用
化

支
援

販
路
開
拓
・
海
外
展
開

研
究
開
発
支
援

相
談
支
援

設
備
導
入
支
援

企
業
向
け

学
生
向
け

※
◇

は
再

掲

商
工

労
働

部

予
算

総
額

千
円

人
材
育
成

◆
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環

境
・
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
産
業
推
進
事
業
（

千
円
）
【
継
続
】

◆
再
エ
ネ
関
連
産
業
育
成
・
集
積
支
援
事
業
（

千
円

）
【
継
続
】

・
関
連
産
業
の
育
成
・

集
積
を
図
る
た
め
、
専
門
の
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー

ト
機
関
を
核
と
す
る
一
体
的
な
支
援
。

◆
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
関
連
産
業
育
成
事
業
（

千
円
）

【
継
続
】

・
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

の
体
制
構
築
に
向
け
て
、
産
学
官
金
と

連
携

を
図
り
な
が
ら
、
人
材
育
成
・
確
保
の
検
討
や
必

要
な
取
組
を
実
施
。

◆
脱
炭
素
関
連
技
術

開
発
事
業
化
可
能
性
調
査
事
業
（

千
円
）
【
継
続
】

・
脱
炭
素
関
連
産
業
へ

の
参
入
に
向
け
て
取
り
組
む
技
術
開
発

に
先

立
っ
て
行
わ
れ
る
事
業
化
可
能
性
調
査
に
対
す
る

経
費
の
一
部
補
助
。

◆
パ
ネ
ル
リ
ユ
ー

ス
・
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
モ
デ
ル
事
業
（

千
円
）
【
継
続
】

・
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
適

切
な
処
理
体
制
・
仕
組
み
づ
く
り
に
向

け
、

効
率
的
な
収
集
・
運
搬
方
法
等
の
実
証
を
行
う
。

◆
地
域
復
興
実
用
化

開
発
等
促
進
事
業
（

千
円
）

【
継
続

】
・
地
元
企
業
、
地
元
企

業
と
の
連
携
に
よ
る
実
用
化
開
発
費
用

補
助

。

◆
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
重
点
分
野
等
事
業
化
促
進
事
業
（

千
円
）
【
継
続
】

・
経
営
戦
略
構
築
等
の

コ
ン
サ
ル
支
援
や
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン

グ
等

、
事
業
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
。

◇
再
エ
ネ
関
連
産
業

育
成
・
集
積
支
援
事
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
産
業
推
進
事
業

◆
ふ

く
し

ま
開
催
事

業
（

千
円
）
【
継
続
】

・
国
内
外
の
企
業
等
へ

の
情
報
発
信
、
商
談
・
交
流
の
場
を
提

供
し

、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進
。

◆
海
外
連
携
交
流
事

業
（

千
円
）
【
継
続
】

・
海
外
の
再
エ
ネ
先
進

地
と
の
ト
ッ
プ
間
交
流
や
ビ
ジ
ネ
ス
マ

ッ
チ

ン
グ
等
の
事
業
を
実
施
。

◇
再
エ
ネ
関
連
産
業

育
成
・
集
積
支
援
事
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
関
連
産
業
推
進
事
業

制
度
資
金

◇
ふ
く

し
ま
産

業
育
成
資

金
（

カ
ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー
ト

ラ
ル

枠
）

◆
再
エ
ネ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関

連
産
業
参

入
支

援
事
業

（
千
円
）

【
継
続

】
・
研
修
費
用
や
メ
ン
テ

ナ
ン

ス
業
務
に
必
要
な
資
格
の
取
得
等
に
対

す
る
補
助
。

◆
ふ
く
し
ま
水
素
エ
ネ
ル
ギ

ー
人
材
育

成
事

業
（

千
円
）

【
継
続
】

・
企
業
在
職
者
向
け
に
技
術
動
向
の
セ
ミ
ナ
ー
や
水
素
関
連
技
術
者
に
必
要
な
資
格
取
得
支
援
に
係
る
講
座
等
を
実
施
。

◆
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
・
Ｅ

Ｖ
参
入
促

進
事

業
（

千
円
）

【
新
規
】

・
専
門
家
の
派
遣
や
商

談
会

へ
の
出
展
支
援
を
実
施
し
、
県
内
企
業

の
次
世
代
自
動
車
分
野
へ
の
参
入
促
進
及
び

販
路
拡
大
を
図
る
。

◆
福
島
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
構
築

事
業

（
千

円
）

【
新

規
】

・
再
エ
ネ
由
来
水
素
製
造
施
設
で
製
造
さ
れ
た
水
素

を
「
は
こ

ぶ
」

「
つ
か
う
」
取
組
み
に
対
し
補
助
を

行
い
、

水
素
需
要
・
利
用
の
拡

大
を
図
り
、
県
内
に
お
け
る
よ
り
強
靱
な
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
す
る
。

◇
風
力
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
関
連

産
業
育
成

事
業

、
先

端
研
究

・
拠

点
化
支

援
事

業

制
度
資
金

◆
省
エ
ネ
設
備
導
入
支
援
事

業
（

千
円
）

【
継

続
】

・
省
エ
ネ
設
備
等
を
更

新
・
導
入
す
る
事
業
者
に
対
し
て
経
費

の
一
部
補
助
。

◆
専
門
家
活
用
経
営
支
援
事

業
（

千
円

）
【
継

続
】

・
様
々
な
経
営
課
題
を

抱
え

る
中
小
企
業
者
等
に
対
し
て
、
専

門
家
を
派
遣
し
、
課
題
解
決
に
必
要
な
助
言
・
支
援

を
行
う
。

環
境
価
値
の
創
出

◆
Ｊ

ク
レ
ジ
ッ
ト
創
出
事
業

【
新
規
】
（

全
庁
的

な
取

組
）

・
各
部
局
が
連
携
し
て

、
県
の
事

業
か
ら
の
Ｊ

ク
レ
ジ
ッ
ト
創
出
に
取
り
組
む
。

４
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5
令
和

7年
度
商
工
労
働
部
に
お
け
る
主
な

D
X関

連
事
業

 

県 内 企 業

デ
ジ
タ
ル
技
術
活
用
手
段
の
普
及
啓
発
、
導
入
支
援

デ
ジ
タ
ル

活
用
度

活
用
実
践

テ
ク
ノ
ア
カ
デ
ミ
ー
を
中
心
と
し
た
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成

○
デ
ジ
タル

技
術
導
入
支
援
事
業
（
15
,7
30
千
円
）

・セ
ミナ
ー
、ワ
ー
クシ

ョッ
プ
、成

果
普
及
講
習
会
の
開
催
【普

及
啓
発
】

・企
業
訪
問
等
に
よ
る
相
談
対
応
、ア
ドバ

イザ
ー
派
遣
等
に
よ
りデ
ジ
タル

技
術
導
入
に
係
る
課
題
の
解
決
【導

入
支
援
】

活
用
検
討

未
活
用

○
地
域
産
業
の
魅
力
向
上
支
援
事
業
（
22
,4
11
千
円
）
【導

入
支
援
】

・醸
造
分
野
や
伝
統
工
芸
分
野
な
どの
へ
の
デ
ジ
タル

技
術
導
入
支
援

（
導
入
実
証
、デ

バ
イス

改
良
）

○
デ
ジ
タル

技
術
高
度
化
支
援
事
業
（
28
,5
41
千
円
）
【導

入
支
援
】

・新
た
な
技
術
導
入
に
よ
る
ス
マ
ー
ト化

モ
デ
ル
企
業
の
創
出
、A
I・
Io
T施

策
キ
ット
の
制
作
・導

入
検
証

製 造 業 全 業 種

ロボ
ット
制
御
や
３
DC
AD
設
計
技
術
な
ど、
企
業
の
デ
ジ
タル

化
に
対
応
で
きる

人
材
の
育
成

・専
門
家
に
よ
る
DX
導
入
に
係
る

課
題
解
決
に
向
け
た
伴
走
支
援
【導

入
支
援
】

・D
X導

入
に
係
る
取
組
に
必
要
な

経
費
補
助
【導

入
支
援
】

・D
X導

入
に
向
け
た
意
識
醸
成
を

図
る
セ
ミナ
ー
を
開
催
【普

及
啓
発
】

○
ふ
くし
ま
中
小
企
業
者
DX
伴
走
支
援
事
業
（
56
,7
54
千
円
）

○
ハ
イテ

クプ
ラザ

を
中
心
とし
た
DX
支
援

・技
術
相
談
、依

頼
試
験
・設

備
使
用
、企

業
訪
問
等
を
通
して

、企
業
の
技
術
課
題
の
解
決
【導

入
支
援
】

・技
術
セ
ミナ
ー
や
実
習
、講

師
派
遣
に
よ
る
企
業
技
術
者
の
技
術
力
向
上
【導

入
支
援
】

【参
考
】福

島
県
産
業
振
興
セ
ンタ
ー
事
業

○
デ
ジ
タル

化
促
進
支
援
事
業

・経
営
支
援
プ
ラザ

や
よ
ろ
ず
支
援
拠
点
で
の
相
談
対
応
、専

門
家
の
派
遣
【導

入
支
援
】

・設
備
投
資
に
向
け
た
支
援
【導

入
支
援
】

○
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
端
末
導
入
支
援
事
業

・セ
ミナ
ー
や
ワ
ー
クシ

ョッ
プ
の
開
催
及
び
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
端
末
貸
出
業
者
の
紹
介
【普

及
啓
発
及
び
導
入
支
援
】

・キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
端
末
の
導
入
経
費
補
助
【導

入
支
援
】

○
(新
)も
の
づ
くり
技
能
継
承
支
援
事
業
（
39
,5
61
千
円
）

・I
T技

術
を
活
用
した

効
果
的
な
知
識
・技

能
継
承
な
どを
伴
走
支
援
【導

入
支
援
】

・県
内
中
小
製
造
業
に
特
化
した
IT
知
識
・ス
キ
ル
習
得
を
支
援
【導

入
支
援
】

※
R7
は
県
内
中
小
製
造
業
の
IT
知
識
・ス
キ
ル
習
得
状
況
に
関
す
る
調
査
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復復 興興 ・・ 再再 生生

ⅠⅠ
避避
難難
地地
域域
等等
復復
興興

加加
速速
化化
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト

①①
安安
心心
しし
てて
暮暮
らら
せせ
るる
まま
ちち
のの
復復
興興
・・
再再
生生

•
復

興
ま
ち

づ
く
り

加
速
支

援
事
業

②②
産産
業業
・・
なな
りり
わわ
いい
のの
復復
興興
・・
再再
生生

•
避

難
地
域

商
工
会

等
機
能

強
化
支

援
事

業
③ ③
魅魅
力力
ああ
ふふ
れれ
るる
地地
域域
のの
創創
造造

•
地

域
復
興

実
用
化

開
発
等

促
進
事

業
•

イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン

創
出
プ

ラ
ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

（
）

•
エ

ネ
ル
ギ

ー
・
環

境
・
リ

サ
イ
ク

ル
関

連
産

業
推

進
事

業
•

浜
通
り
地

域
等
交

流
人
口

・
消
費

拡
大

支
援

事
業

６６
令令
和和
７７
年年
度度

重重
点点
事事
業業
（（
そそ
のの

））

つつ
づづ
くく

ⅡⅡ
人人
・・
きき
ずず
なな
づづ
くく
りり

ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト

①①
日日
本本
一一
安安
心心
しし
てて
子子
どど
もも
をを
生生
みみ
、、
育育
てて
やや
すす
いい
環環
境境
づづ
くく
りり

②②
復復
興興
をを
担担
うう
心心
豊豊
かか
なな
たた
くく
まま
しし
いい
人人
づづ
くく
りり

③③
産産
業業
振振
興興
をを
担担
うう
人人
づづ
くく
りり

•
ふ

く
し
ま

水
素
エ

ネ
ル
ギ

ー
人
材

育
成
事

業
•

福
島
イ
ノ

ベ
構
想

推
進
産

業
人
材

確
保

事
業

④④
ふふ
くく
しし
まま
をを
つつ
なな
ぐぐ
、、
きき
ずず
なな
づづ
くく
りり

ⅢⅢ
安安
全全
・・
安安
心心
なな
暮暮
らら

しし
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト

①①
安安
全全
・・
安安
心心
にに
暮暮
らら
せせ
るる
生生
活活
環環
境境
のの
整整
備備

•
復

興
雇
用

支
援
事

業

②②
帰帰
還還
にに
向向
けけ
たた
取取
組組
・・
支支
援援
、、
避避
難難
者者
支支
援援
のの
推推
進進

③③
環環
境境
回回
復復
にに
向向
けけ
たた
取取
組組

④④
心心
身身
のの
健健
康康
をを
守守
るる
取取
組組

⑤⑤
復復
興興
をを
加加
速速
すす
るる
まま
ちち
づづ
くく
りり

⑥⑥
防防
災災
・・
災災
害害
対対
策策
のの
推推
進進

重
点
事
業
と
は
、
福
島
県
総
合
計
画
に
掲
げ
る
特
に
重
要
な
行
政
課
題
を
８
つ
の
「
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
し
て
展
開
し
、

重
点
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
具
体
の
取
組
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
事
業
で
す
。
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復復 興興 ・・ 再再 生生

６６
令令
和和
７７
年年
度度

重重
点点
事事
業業
（（
そそ
のの

））

①①
中中
小小
企企
業業
等等
のの
振振
興興

•
震
災
関
係
制
度
資
金
推
進
事
業

•
原
子
力
災
害
被
災
事
業
者
事
業
再
開
等
支
援
事
業

•
原
子
力
災
害
被
災
地
域
創
業
等
支
援
事
業

•
中
小
企
業
等
グ
ル
ー
プ
施
設
等
復
旧
整
備
補
助
事
業

•
ふ
く
し
ま
復
興
特
別
資
金

•
経
営
支
援
プ
ラ
ザ
等
運
営
事
業

•
放
射
能
測
定
事
業

•
商
工
業
者
の
た
め
の
放
射
能
検
査
支
援
事
業

•
福
島
県
オ
リ
ジ
ナ
ル
清
酒
製
造
技
術
の
開
発

•
地
域
商
業
環
境
づ
く
り
支
援
事
業

② ②
新新
たた
なな
産産
業業
のの
創創
出出
・・
国国
際際
競競
争争
力力
のの
強強
化化

•
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
産
業
集
積
推
進
事
業

•
廃
炉
関
連
産
業
集
積
基
盤
構
築
事
業

•
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
・
水
素
関
連
産
業
推
進
事
業

•
チ
ャ
レ
ン
ジ
ふ
く
し
ま
「
ロ
ボ
ッ
ト
産
業
革
命
の
地
」
創
出
事
業

•
航
空
宇
宙
産
業
集
積
推
進
事
業

•
再
エ
ネ
関
連
産
業
産
学
官
連
携
・
販
路
拡
大
促
進
事
業

•
福
島
新
エ
ネ
社
会
構
想
等
技
術
開
発
事
業

•
福
島
県
産
医
療
機
器
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
支
援
事
業

•
チ
ャ
レ
ン
ジ
ふ
く
し
ま
成
長
分
野
産
業
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
事
業

•
ふ
く
し
ま
と
と
も
に
創
る
医
療
機
器
生
産
促
進
事
業

•
ふ
く
し
ま
医
療
機
器
開
発
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
強
化
事
業

•
福
島
医
薬
品
関
連
産
業
支
援
拠
点
化
事
業

•
福
島
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
事
業

•
福
島
県
地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

③③
農農
林林
水水
産産
業業
のの
振振
興興

④④
観観
光光
産産
業業
のの
振振
興興

•
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
運
営
・
基
盤
整
備
事
業

•
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
拡
充
等
浜
通
り
観
光
支
援
事
業

•
県
産
品
振
興
戦
略
実
践
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

•
「
ふ
く
し
ま
プ
ラ
イ
ド
。
」
発
信
事
業

つつ
づづ
くく

ⅣⅣ
産産
業業
推推
進進
・・
なな
りり
わわ

いい
再再
生生
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト
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地地 方方 創創 生生

６６
令令
和和
７７
年年
度度

重重
点点
事事
業業
（（
そそ
のの

））

ⅥⅥ
豊豊
かか
なな
まま
ちち
づづ
くく
りり

ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト

①①
安安
全全
・・
安安
心心
でで
魅魅
力力
的的
なな
暮暮
らら
しし
のの
実実
現現

・・
ま
ち
な

か
賑
わ

い
創
業
促

進
事

業

②②
環環
境境
とと
調調
和和
・・
共共
生生
すす
るる
暮暮
らら
しし
のの
実実
現現

③③
過過
疎疎
・・
中中
山山
間間
地地
域域
のの
振振
興興

つつ
づづ
くく

ⅦⅦ
しし
ごご
とと
づづ
くく
りり
ププ
ロロ

ジジ
ェェ
クク
トト

①①
働働
きき
方方
改改
革革
のの
推推
進進

•
『

感
働
！

ふ
く
し

ま
』
魅

力
あ

る
職

場
づ

く
り

促
進

事
業

②②
若若
者者
のの
定定
着着
・・
還還
流流
のの
促促
進進

•
『

感
働
！

ふ
く
し

ま
』
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
•

ふ
く
し
ま

で
働
こ

う
！
就

職
応

援
事

業
•

ふ
る
さ
と

福
島
若

者
人
材

確
保

事
業

•
将

来
を
担

う
産
業

人
材
確

保
の

た
め

の
奨

学
金

返
還

支
援

事
業

•
ふ

く
し
ま

で
働
く

医
療
関

連
産

業
次

世
代

人
材

育
成

事
業

③③
中中
小小
企企
業業
等等
のの
振振
興興

•
『

感
働
！

ふ
く
し

ま
』
中

小
企
業

上
場
支

援
事
業

•
企

業
価
値

向
上
推

進
事
業

•
も

の
づ
く

り
企
業

海
外
展

開
支

援
事

業
•

福
島
県
プ

ロ
フ
ェ

ッ
シ
ョ

ナ
ル

人
材

戦
略

拠
点

事
業

•
中

小
事
業

者
経
営

継
続
支

援
事

業
•

ふ
く
し
ま

事
業
承

継
等
支

援
事

業
•

ふ
く
し
ま

小
規
模

企
業
者

等
い

き
い

き
支

援
事

業

ⅤⅤ
輝輝
くく
人人
づづ
くく
りり
ププ
ロロ

ジジ
ェェ
クク
トト

①①
出出
会会
いい
・・
結結
婚婚
・・
妊妊
娠娠
・・
出出
産産
・・
子子
育育
てて
支支
援援
のの
充充
実実

②②
健健
康康
長長
寿寿
社社
会会
のの
実実
現現

•
高

齢
者
就

業
拡
大

支
援
事

業
③③
教教
育育
のの
充充
実実

④④
誰誰
もも
がが
活活
躍躍
でで
きき
るる
社社
会会
のの
実実
現現

•
多

様
な
人

材
活
用

促
進
事

業
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地地 方方 創創 生生

６６
令令
和和
７７
年年
度度

重重
点点
事事
業業
（（
そそ
のの

））

①①
移移
住住
・・
定定
住住
のの
促促
進進

②②
交交
流流
人人
口口
のの
拡拡
大大

•
観

光
関
連

団
体
連

携
推
進

事
業

•
広

域
観
光

推
進
事

業
•

観
光
地
域

づ
く
り

総
合
推

進
事
業

•
福

島
イ
ン

バ
ウ
ン

ド
復
興

対
策
事

業
•

コ
ン
ベ
ン

シ
ョ
ン

開
催
支

援
事
業

•
教

育
旅
行

復
興
事

業
•

ふ
く
し
ま

グ
リ
ー

ン
・
ツ

ー
リ
ズ

ム
推

進
事

業
•

福
島
県
観

光
誘
客

促
進
事

業
•

海
外
風
評

払
拭
情

報
発
信

事
業

•
国

際
定
期

路
線
等

開
設
・

再
開
事

業
•

福
島

空
港

国
内
線

利
用
・

運
航
促

進
事
業

•
福

島
空
港

利
活
用

促
進
対

策
事
業

•
チ

ャ
レ
ン

ジ
ふ
く

し
ま
首

都
圏
情

報
発

信
拠

点
事

業
•

県
産
品
デ

ジ
タ
ル

プ
ロ
モ

ー
シ
ョ

ン
事

業
•

県
産
品
風

評
対
策

事
業

•
観

光
交
流

・
物
産

振
興
に

よ
る
奥

会
津

地
域

活
性

化
事

業

ⅧⅧ
魅魅
力力
発発
信信
・・
交交
流流

促促
進進
ププ
ロロ
ジジ
ェェ
クク
トト

③③
中中
小小
企企
業業
等等
のの
振振
興興

•
ふ

く
し
ま

中
小
企

業
者
等

伴
走

支
援

事
業

•
省

エ
ネ
設

備
導
入

支
援
事

業
•

中
小
企
業

制
度
資

金
貸
付

金
•

デ
ジ
タ
ル

技
術
を

活
用
し

た
も
の

づ
く

り
企

業
の

ス
マ

ー
ト

化
支

援
事

業
•

も
の
づ
く

り
技
能

継
承
支

援
事
業

•
エ

ア
ロ
ス

ペ
ー
ス

人
材
育

成
事
業

•
キ

ャ
ッ
シ

ュ
レ
ス

決
済
端

末
導
入

支
援

事
業

•
進

化
す
る

伝
統
産

業
創
生

事
業

④④
新新
産産
業業
のの
創創
出出
、、
企企
業業
誘誘
致致
、、
起起
業業
・・
創創
業業
のの
推推
進進

•
地

方
拠
点

強
化
推

進
事
業

•
次

世
代
モ

ビ
リ
テ

ィ
・

参
入
促

進
事

業
•

女
性
活
躍

オ
フ
ィ

ス
立
地

促
進
事

業
•

起
業
・
新

事
業
創

出
支
援

事
業

•
ス

タ
ー
ト

ア
ッ
プ

創
出
事

業
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ⅠⅠ ①① 安安心心ししてて暮暮ららせせるるままちちのの復復興興・・再再生生

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 復復興興ままちちづづくくりり加加速速支支援援事事業業 ６６３３，，１１５５００千千円円

避難解除等区域において、帰還した住民の生活安定に必要不可欠な商業施設を整備した市

町村に対し、その運営経費の一部を補助することにより、当該地域の商業機能の確保を支援

する。

（１）避難解除等区域商業機能回復促進事業

避難解除等区域において、帰還した住民の方々の生活安定に必要不可欠な商業施設

を整備する市町村に対し、所要の経費の一部を補助することにより、迅速な商業機能

の回復及びコミュニティの再生を図る。

ア 補助対象者

避難解除等区域の市町村

イ 補助対象経費

光熱水費、廃棄物処理費用、保守管理費、広報宣伝費、使用料、賃借費 など

ウ 補助率等

補助率： 以内

（上限額： 千円、床面積 ㎡当たりの上限額： 千円 年）
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ⅠⅠ ②② 産産業業・・ななりりわわいいのの復復興興・・再再生生

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 避避難難地地域域商商工工会会等等機機能能強強化化支支援援事事業業 ５５００，，００００００千千円円

商工会館が被災した避難地域の商工会に対して、商工会館施設及び設備の復旧整備に要す

る経費の一部補助を行う。
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ⅠⅠ ②② 産産業業・・ななりりわわいいのの復復興興・・再再生生

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 避避難難地地域域商商工工会会等等機機能能強強化化支支援援事事業業 ５５００，，００００００千千円円

商工会館が被災した避難地域の商工会に対して、商工会館施設及び設備の復旧整備に要す

る経費の一部補助を行う。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ⅠⅠ ③③ 魅魅力力ああふふれれるる地地域域のの創創造造

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 地地域域復復興興実実用用化化開開発発等等促促進進事事業業 ，， ，， 千千円円

地元企業等又は地元企業等と連携する企業が、浜通り地域等 市町村において、福島

イノベーション・コースト構想の重点分野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー・環

境・リサイクル、農林水産業、医療関連、航空宇宙）における実用化開発等を行う費用の

一部を補助する。

また、福島イノベーション・コースト構想の重点分野における実用化開発プロジェクト

等を対象に、知見を有する人材を配置し、実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・解

決を図るとともに、技術力・経営力向上のための経営戦略構築等のコンサル支援やビジネ

スマッチング等を進め、事業化に向けた伴走支援を行う。

また、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のためのビジネスマッチング

会等の開催、実用化に至った新商品・新サービスの販路拡大等を支援する。

（１）事業化支援

企業訪問・面談を通じて抽出した課題の解決や、事業者のニーズに合わせたマッチ

ング等の一貫支援。

（２）知財支援

知財に関する課題等を有する事業者に対し、弁理士による専門的支援。

（３）ネットワーキング推進

地元企業との取引拡大のためのマッチングやメディア発表会の開催。

（４）商流加速化支援

実用化に至った新製品・新サービスの や、営業力強化研修の実施、展示会

への出展機会の提供など、販売実績向上に向けた支援。

２２ イイノノベベーーシショョンン創創出出ププララッットトフフォォーームム事事業業 ３３５５００，，９９７７８８千千円円

福島県浜通り地域等 市町村（イノベ地域）において「起業・創業」を目指す企業や

個人等を強力に支援するため、専門家によるビジネスプランの策定、経営アドバイス、技

術的アドバイス、マーケティングに加え、マッチング機会の提供、販路開拓支援、ピッチ

イベント開催等を行うほか、試作品開発・市場調査等への一部補助や行政・産業支援機関・

金融機関・大学等のサポーターによる支援を行う。（通称： ）

３３ エエネネルルギギーー・・環環境境・・リリササイイククルル関関連連産産業業推推進進事事業業 ３３４４，，１１３３５５千千円円

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイクル」

分野について、ネットワークの構築、新規参入、事業化、販路拡大を一体的・総合的に支

援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積を図る。

（１）エネルギー・環境・リサイクル関連産業推進事業

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイ

クル」分野について、ネットワークの構築、新規参入、事業化、販路拡大を一体的
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 に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積

を図る。

（２）ＰＶパネルリユース・リサイクル促進モデル事業

太陽光発電を中心に県内への再生可能エネルギーの導入拡大が進む中、自然災害に

よる破損や、経年劣化によるＰＶパネルの廃棄が既に発生しており、今後、耐用年数

の経過による廃棄量の増加が懸念されていることから、ＰＶパネルの再利用や、効率

的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再資源化といった一環した体制・仕

組みの構築を目指すため、ＰＶパネルのリユース・リサイクルに係る適切な処理体制・

仕組みの構築に向けて、効率的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再資源

化といった一貫した体制・仕組みを本県で構築するために必要な取組を行う。

４４ 浜浜通通りり地地域域等等交交流流人人口口・・消消費費拡拡大大支支援援事事業業 ９９３３２２，，００００００千千円円

浜通り地域等１５市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客コンテンツの開発等を

支援するとともに、域外からの来訪者による消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。
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 に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積

を図る。

（２）ＰＶパネルリユース・リサイクル促進モデル事業

太陽光発電を中心に県内への再生可能エネルギーの導入拡大が進む中、自然災害に

よる破損や、経年劣化によるＰＶパネルの廃棄が既に発生しており、今後、耐用年数

の経過による廃棄量の増加が懸念されていることから、ＰＶパネルの再利用や、効率

的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再資源化といった一環した体制・仕

組みの構築を目指すため、ＰＶパネルのリユース・リサイクルに係る適切な処理体制・

仕組みの構築に向けて、効率的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再資源

化といった一貫した体制・仕組みを本県で構築するために必要な取組を行う。

４４ 浜浜通通りり地地域域等等交交流流人人口口・・消消費費拡拡大大支支援援事事業業 ９９３３２２，，００００００千千円円

浜通り地域等１５市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客コンテンツの開発等を

支援するとともに、域外からの来訪者による消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ⅡⅡ ③③ 産産業業振振興興をを担担うう人人づづくくりり

◇◇ 事事業業概概要要

１１ ふふくくししまま水水素素エエネネルルギギーー人人材材育育成成事事業業 ３３９９，，５５２２１１千千円円

水素関連産業への理解促進や技術者の育成を図るため、新規参入や事業拡大を目指す県

内企業に対しての技術研修やこれからの本県を担う若年者に対して、水素関連技術体験な

どを実施する。

（１）テクノアカデミーの学生を対象とした人材育成

（２）子どもたちを対象とした人材育成

（３）企業在職者等を対象とした人材育成

２２ 福福島島イイノノベベ構構想想推推進進産産業業人人材材確確保保事事業業 ２２７７，，５５９９１１千千円円

福島イノベーション・コースト構想を担う高度な人材を確保するため、長期的な教育・

育成の基盤を構築し、高等教育機関、企業等と連携して企業・施設見学会や出前授業など

を行うことで、浜通りのイノベ関連企業への就職を促進する取組を実施する。

（１）イノベ関連企業の見学

（２）イノベ関連拠点施設等の見学

（３）高等学校等に対する出前講座

（４）就職活動前の企業説明会

（５）保護者を対象とした地元企業の理解を深める講演会
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 ⅢⅢ ①① 安安全全・・安安心心にに暮暮ららせせるる生生活活環環境境のの整整備備

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 復復興興雇雇用用支支援援事事業業 １１，，６６２２２２，，５５９９３３千千円円

被災求職者の就労支援や産業施策と一体となった安定的な雇用の確保を図ることによ

り、被災求職者の生活の安定、本県産業復興のための人材確保を支援する。

（１）ふくしま産業復興雇用支援事業

産業施策と一体となって安定的な雇用を創出することにより、被災求職者の生活の安

定を図り、被災地域の復興を支えるため、被災求職者の雇入経費や住宅支援費を助成す

る。

（２）原子力災害対応雇用支援事業

原子力災害の影響を受けた本県の被災者について、民間企業等への委託による一時的

な雇用機会の確保等を通じ、その安定を図るとともに、次の安定雇用への円滑な移行に

つながる人材育成を併せて実施する。
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 ⅢⅢ ①① 安安全全・・安安心心にに暮暮ららせせるる生生活活環環境境のの整整備備

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 復復興興雇雇用用支支援援事事業業 １１，，６６２２２２，，５５９９３３千千円円

被災求職者の就労支援や産業施策と一体となった安定的な雇用の確保を図ることによ

り、被災求職者の生活の安定、本県産業復興のための人材確保を支援する。

（１）ふくしま産業復興雇用支援事業

産業施策と一体となって安定的な雇用を創出することにより、被災求職者の生活の安

定を図り、被災地域の復興を支えるため、被災求職者の雇入経費や住宅支援費を助成す

る。

（２）原子力災害対応雇用支援事業

原子力災害の影響を受けた本県の被災者について、民間企業等への委託による一時的

な雇用機会の確保等を通じ、その安定を図るとともに、次の安定雇用への円滑な移行に

つながる人材育成を併せて実施する。

 
 ⅣⅣ ①① 中中小小企企業業等等のの振振興興

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 震震災災関関係係制制度度資資金金推推進進事事業業  ４４２２７７，，３３８８５５千千円円

東日本大震災により事業活動に影響を受けている中小企業者を支援するため、県制度資

金「ふくしま復興特別資金」及び「震災対策特別資金」について、保証料補助と損失補償

を行う。

２２ 原原子子力力災災害害被被災災事事業業者者事事業業再再開開等等支支援援事事業業 ６６６６６６，，１１８８８８千千円円

原子力被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業者の事業再開等を集中的に支援

し、当該地域における働く場の創出や、買い物をする場などまち機能の早期回復を図るた

め、事業再開等に要する費用の一部を補助する。

（１）支援対象

原子力災害時に被災１２市町村で事業を行っていた中小企業・小規模事業者であって、

次のいずれかに該当する者

要件①：被災１２市町村内において事業再開や新規投資、販路開拓等の事業展開投資を

行う場合。

要件②：原子力災害後休業していた者又は休業していたとみなせる者のうち、帰還困難

区域又は特定帰還居住区域に所在していた事業者が被災１２市町村外（県外を

含む。）において事業を再開する場合。

※ 要件②については、令和４年３月末以降、段階的に終了していく。

（２）補助対象経費

ア 人件費（地域要件あり。）

イ １２市町村内の施設及び設備の整備（土地取得費を含む。）

ウ 新商品・新サービス開発のための事業

エ 市場開拓調査事業（マーケティング費）

オ 宿舎整備のための事業（土地取得費を含む。）（要件②の場合は対象外）

（３）補助率

要件①に該当する者：３／４以内（ただし、帰還困難区域、特定帰還居住区域、特定

復興再生拠点区域又は大熊町若しくは双葉町の旧居住制限区域若しくは旧避難

指示解除準備区域において事業再開等を行う場合については４／５以内）

要件②に該当する者：１／３以内（ただし、原子力災害時に事業を行っていた区域へ

の帰還意向を有する場合は３／４以内）

（４）補助額の上限

１件当たり「１，０００万円×補助率」を上限とする。

ただし、要件①に該当する者のうち、市町村が策定する復興計画等に沿ったものとし

て市町村が認める者は、「３，０００万円×補助率（３／４）」を上限とし、補助率が４

／５の地域においては、「４，０００万円×補助率（４／５）」を上限とする。
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３３ 原原子子力力災災害害被被災災地地域域創創業業等等支支援援事事業業 ６６２２１１，，９９１１９９千千円円

原子力被災１２市町村内での創業又は事業展開等の取組を支援し、働く場・買い物をす

る場などまち機能の早期回復を図るため、創業等に要する費用の一部を補助する。

（１）対象事業者

ア 公募開始日から遡って２年以内に１２市町村内において創業した者又は創業する者

イ 原子力災害時に１２市町村内において事業を行っていなかった事業者であって、

１２市町村内において事業展開を行う者

（２）補助対象経費

ア 人件費（創業に限る）

イ 事業費（施設等購入（土地取得費を含む）・借入・整備費、設備費、原材料費、知的

財産権等関連経費等）

ウ 委託費

（３）補助率

２／３以内（ただし、帰還困難区域、特定帰還居住区域、特定復興再生拠点区域又は

大熊町若しくは双葉町の旧居住制限区域若しくは旧避難指示解除準備区域において事業

再開等を行う場合については３／４以内）

（４）補助額の上限

６，６６６千円

（「１，０００万円×補助率（２／３）」を上限とする（１，０００円未満切捨て）。）

ただし、補助率が３／４の地域においては、２２，５００千円（「３，０００万円×補

助率（３／４）」を上限とする。

４４ 中中小小企企業業等等ググルルーーププ施施設設等等復復旧旧整整備備補補助助事事業業（（東東日日本本大大震震災災）） １１，，２２２２７７，，６６００８８千千円円

東日本大震災により甚大な被害を受けた県内中小企業等の事業再開に向け、復興をリー

ドする地域経済の中核的な中小企業等グループが復興事業計画を策定し、県の認定を受け

た場合に、施設・設備の建替え、修繕等に要する経費の一部を補助する。

（１）対象

ア 一般枠：被災三県（福島、宮城、岩手）共通

対象者：①津波浸水地域含む市町村内に事業所を有する事業者

②警戒区域等が見直された地域から県内の他地域へ移転して事業を再開

する事業者

※ただし、復旧に必要な土地造成が復興・創生期間の最終年度に完成する

地区など、事業者の責に帰さない事由によりこれまで復旧を行うことが

できなかった事業者に限る。

イ 特別枠：福島県のみ適用

対象者：警戒区域等が見直された地域に帰還（区域内の移転含む。）して事業を再

開する事業者

（２）補助対象経費

復興事業計画に基づき事業を行うために不可欠な施設・設備の復旧等に要する経費

（３）補助率

中小企業者等 ３／４以内、中小企業者等以外 １／２以内
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３３ 原原子子力力災災害害被被災災地地域域創創業業等等支支援援事事業業 ６６２２１１，，９９１１９９千千円円

原子力被災１２市町村内での創業又は事業展開等の取組を支援し、働く場・買い物をす

る場などまち機能の早期回復を図るため、創業等に要する費用の一部を補助する。

（１）対象事業者

ア 公募開始日から遡って２年以内に１２市町村内において創業した者又は創業する者

イ 原子力災害時に１２市町村内において事業を行っていなかった事業者であって、

１２市町村内において事業展開を行う者

（２）補助対象経費

ア 人件費（創業に限る）

イ 事業費（施設等購入（土地取得費を含む）・借入・整備費、設備費、原材料費、知的

財産権等関連経費等）

ウ 委託費

（３）補助率

２／３以内（ただし、帰還困難区域、特定帰還居住区域、特定復興再生拠点区域又は

大熊町若しくは双葉町の旧居住制限区域若しくは旧避難指示解除準備区域において事業

再開等を行う場合については３／４以内）

（４）補助額の上限

６，６６６千円

（「１，０００万円×補助率（２／３）」を上限とする（１，０００円未満切捨て）。）

ただし、補助率が３／４の地域においては、２２，５００千円（「３，０００万円×補

助率（３／４）」を上限とする。

４４ 中中小小企企業業等等ググルルーーププ施施設設等等復復旧旧整整備備補補助助事事業業（（東東日日本本大大震震災災）） １１，，２２２２７７，，６６００８８千千円円

東日本大震災により甚大な被害を受けた県内中小企業等の事業再開に向け、復興をリー

ドする地域経済の中核的な中小企業等グループが復興事業計画を策定し、県の認定を受け

た場合に、施設・設備の建替え、修繕等に要する経費の一部を補助する。

（１）対象

ア 一般枠：被災三県（福島、宮城、岩手）共通

対象者：①津波浸水地域含む市町村内に事業所を有する事業者

②警戒区域等が見直された地域から県内の他地域へ移転して事業を再開

する事業者

※ただし、復旧に必要な土地造成が復興・創生期間の最終年度に完成する

地区など、事業者の責に帰さない事由によりこれまで復旧を行うことが

できなかった事業者に限る。

イ 特別枠：福島県のみ適用

対象者：警戒区域等が見直された地域に帰還（区域内の移転含む。）して事業を再

開する事業者

（２）補助対象経費

復興事業計画に基づき事業を行うために不可欠な施設・設備の復旧等に要する経費

（３）補助率

中小企業者等 ３／４以内、中小企業者等以外 １／２以内

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５５ ふふくくししまま復復興興特特別別資資金金 ４４１１，，５５８８１１，，００００００千千円円

東日本大震災により事業活動に影響を受けた中小企業者の復旧復興に係る資金繰りを支

援する。

６６ 経経営営支支援援ププララザザ等等運運営営事事業業 １１１１６６，，５５００４４千千円円

中小企業支援の全県拠点である「福島県経営支援プラザ」において、復興に向けた様々

な経営課題にワンストップで適切に対応できる総合的な支援を行う。

放放射射能能測測定定事事業業 １１６６，，５５９９６６千千円円

風評被害への対応として、検査に伴う事業者の負担軽減と検査の迅速化、検査頻度の向

上を図るため、ハイテクプラザにおいて、県内の製造業者を対象に工業製品や加工食品等

の放射能測定業務を行う。

（１）工業製品の測定：ハイテクプラザ（郡山本部）

（２）加工食品の測定：ハイテクプラザ（郡山本部）、会津若松技術支援センター

８８ 商商工工業業者者ののたためめのの放放射射能能検検査査支支援援事事業業 ６６２２，，００９９７７千千円円

本県の加工食品に対する風評払拭のため、商工会議所等へ設置した簡易放射能測定器の

維持費等の補助を行う。

（１）補助対象経費

検査に係る費用と測定器の維持管理費

（２）補助率

１０／１０

（３）設置場所

二本松商工会議所、須賀川商工会議所、白河商工会議所、会津喜多方商工会議所、

相馬商工会議所、原町商工会議所、いわき商工会議所

９９ 福福島島県県オオリリジジナナルル清清酒酒製製造造技技術術のの開開発発 １１９９，，３３４４３３千千円円

「うつくしま夢酵母」、「うつくしま煌酵母」を始めとする県オリジナル酵母と県産酒造

好適米を用いた福島県オリジナル清酒の製造技術等を検証する。その結果を研究報告や技

術相談、巡回支援、各種講習会等を通して県内酒造メーカーに移転することで、県オリジ

ナル清酒の多様化とさらなる高品質化を推進する。

― 35 ―



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

００ 地地域域商商業業環環境境づづくくりり支支援援事事業業 １１５５，，５５００００千千円円

商店街を利用する新たな価値を創造し、地域ごとの課題に対応していくための取組に対

して市町村を通じて補助する。

また、補助期間終了後も持続可能な取り組みとなるよう、専門家による事業分析等によ

り伴走支援し、モデル事例として横展開を図る。

（１）地域商業環境づくり支援

にぎわいの拠点づくり、販路拡大、顧客獲得のための取組や 等を活用した新たな商

業の展開など、まちなかや地域商業の課題解決のための取組を支援する。

（２）伴走支援（応援チーム）

事業効果・経営分析を行うサポーターとともに取り組みへの伴走支援を実施する。
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００ 地地域域商商業業環環境境づづくくりり支支援援事事業業 １１５５，，５５００００千千円円

商店街を利用する新たな価値を創造し、地域ごとの課題に対応していくための取組に対

して市町村を通じて補助する。

また、補助期間終了後も持続可能な取り組みとなるよう、専門家による事業分析等によ

り伴走支援し、モデル事例として横展開を図る。

（１）地域商業環境づくり支援

にぎわいの拠点づくり、販路拡大、顧客獲得のための取組や 等を活用した新たな商

業の展開など、まちなかや地域商業の課題解決のための取組を支援する。

（２）伴走支援（応援チーム）

事業効果・経営分析を行うサポーターとともに取り組みへの伴走支援を実施する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ⅣⅣ ②② 新新たたなな産産業業のの創創出出・・国国際際競競争争力力のの強強化化

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 福福島島イイノノベベーーシショョンン・・ココーースストト構構想想産産業業集集積積推推進進事事業業 ３３３３，，９９６６００千千円円

福島イノベーション・コースト構想実現に向けた産業集積を推進するため、 による工

場団地等の や企業誘致セミナーを開催するとともに、現地視察ツアーの開催など企業

立地に関するコーディネート業務を実施し、企業誘致を推進する。

２２ 廃廃炉炉関関連連産産業業集集積積基基盤盤構構築築事事業業 １１００００，，８８００１１千千円円

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連産業の集積を図るため、

地元企業のサポート窓口を設置し、マッチング会や現地見学会の開催のほか、参入を目指

す地元企業の技術支援や資格取得支援等を実施するとともに、ハイテクプラザによる巡回

技術相談や廃炉技術セミナー等を実施し、地元企業の廃炉関連産業への参入を促進する。

また、ハイテクプラザに整備したシステム等を活用し、試験評価を活かした試作品製作

を支援することで具体的なプロセスのモデルケースを示し、地元企業が廃炉作業に必要と

なる技術を移転する。

３３ カカーーボボンンニニュューートトララルル・・水水素素関関連連産産業業推推進進事事業業 ３３３３，，５５６６００千千円円

年カーボンニュートラルの達成と水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱

炭素関連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組を支

援するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

（１）脱炭素関連技術開発事業化可能性調査事業

県内企業等が脱炭素関連産業への参入に向けて取り組む技術開発に先立って行われる

事業化可能性調査（ＦＳ調査）に対し、その経費の一部を補助する。

（２）未来を担うカーボンニュートラル人材育成事業

本県に再生可能エネルギー・水素関連産業への定着やカーボンニュートラルへの意識

醸成を行うため、これからの本県を担う工業高校生等に対し、福島再生可能エネルギー

研究所（ＦＲＥＡ）やふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥＩＦふくしま）の

見学などを通じ、再生可能エネルギー・水素関連技術などカーボンニュートラルに関す

る取組を学ぶ機会を提供し興味や関心の喚起、知見の習得を促す。

（３）産学連携水素研究支援事業

福島大学が設置した水素エネルギー総合研究所において県内企業と連携して実施する

水素関連調査・研究に対して支援し、本県の水素社会の実現及び関連産業の育成・集積、

関連人材の育成を図る。

４４ （（一一部部新新規規））ﾁﾁｬｬﾚﾚﾝﾝｼｼﾞ゙ふふくくししまま「「ﾛﾛﾎﾎﾞ゙ｯｯﾄﾄ産産業業革革命命のの地地」」創創出出事事業業 ４４８８４４，，３３３３４４千千円円

県内企業や大学等によるロボットや要素技術の研究開発に対する支援、ハイテクプラザ

における研究開発、メードインふくしまロボットの導入補助、ロボットフェスタの開催、

産学官金連携による協議会の運営、社会実装を見据えた実証試験、事業者間連携体制構築、

海外販路拡大、ドローン社会実装の推進などへの支援に取り組み、ロボット関連産業の育

成・集積に取り組む。
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（１）ロボット関連産業基盤強化事業

県内に本社、研究・生産拠点が所在する企業に対し、ロボットの要素技術の開発や実

証を行う経費の一部を補助する。

ア 補助率 中小企業 事業費（上限７５０万円）の 以内

大企業 事業費（上限６６６．６万円）の 以内

（２）産学連携ロボット研究開発支援事業

産学連携による技術開発を促進するため、ふくしまロボット産業推進協議会と連動し、

県内ロボット関連企業と共同研究を行う大学に対し最大 年間の補助（定額）を行う。

（３）ロボット制御技術等実証事業

人手不足に伴い、ロボットの導入や自動化がますます加速することから、ハイテクプ

ラザにおいて画像処理・ Ｉ技術と協働ロボットを連携した検査システムの開発を行う。

また、空域の電磁環境を調査し、ドローンにおける電波障害対策の指標を確立する。

（４）ロボット部材研究開発事業

ロボット部材加工において、複雑な形状等に対応でき、効率的な加工が可能となる５

軸マシニングセンタの活用を促進すると共に、 による積層造形物に対する熱処理

の影響や加工性を評価し熱処理合金の形状作製方法を確立し実製品への適用につなげ、

県内企業への移転・普及を図る。

（５）メードインふくしまロボット導入支援事業

県内企業により開発・製造されたロボットの取引拡大を支援するため、県内での活用

を目的とした当該ロボットの導入経費の一部を補助する。

ア 補助対象 県内で開発・製造され、かつ、県内での活用を目的としたロボット

イ 主な用途 廃炉・除染、災害対応、インフラ点検、無人航空機、作業支援のため

の装着型ロボット、教育用、運搬用、サービス用

ウ 補助率 １／２以内

（６）ロボットフェスタふくしま開催事業

県内ロボット関連産業の育成・集積に向け、技術交流や商談の場を提供するとともに、

将来の本県産業を担っていく子どもたちの参加を通じて県民理解の促進を図るため、ロ

ボット関連産業に関する製品・技術が一堂に会する「ロボットフェスタふくしま２０２ 」

を開催する。

（７）ふくしまロボット産業推進協議会事業

産学官金連携の下、会員相互交流の活性化と技術基盤の強化に取り組み、ロボット関

連産業の集積と取引の拡大を図る。

ア 研究会・検討会によるセミナー等の開催

・廃炉・災害対応ロボット研究会

・ロボット部材開発検討会

・ロボット・ソフトウェア検討会

・ドローン活用検討会

イ コーディネーターによるマッチング支援

ウ 展示会等への共同出展

エ 会員向けメールマガジンによる情報提供
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（１）ロボット関連産業基盤強化事業

県内に本社、研究・生産拠点が所在する企業に対し、ロボットの要素技術の開発や実

証を行う経費の一部を補助する。

ア 補助率 中小企業 事業費（上限７５０万円）の 以内

大企業 事業費（上限６６６．６万円）の 以内

（２）産学連携ロボット研究開発支援事業

産学連携による技術開発を促進するため、ふくしまロボット産業推進協議会と連動し、

県内ロボット関連企業と共同研究を行う大学に対し最大 年間の補助（定額）を行う。

（３）ロボット制御技術等実証事業

人手不足に伴い、ロボットの導入や自動化がますます加速することから、ハイテクプ

ラザにおいて画像処理・ Ｉ技術と協働ロボットを連携した検査システムの開発を行う。

また、空域の電磁環境を調査し、ドローンにおける電波障害対策の指標を確立する。

（４）ロボット部材研究開発事業

ロボット部材加工において、複雑な形状等に対応でき、効率的な加工が可能となる５

軸マシニングセンタの活用を促進すると共に、 による積層造形物に対する熱処理

の影響や加工性を評価し熱処理合金の形状作製方法を確立し実製品への適用につなげ、

県内企業への移転・普及を図る。

（５）メードインふくしまロボット導入支援事業

県内企業により開発・製造されたロボットの取引拡大を支援するため、県内での活用

を目的とした当該ロボットの導入経費の一部を補助する。

ア 補助対象 県内で開発・製造され、かつ、県内での活用を目的としたロボット

イ 主な用途 廃炉・除染、災害対応、インフラ点検、無人航空機、作業支援のため

の装着型ロボット、教育用、運搬用、サービス用

ウ 補助率 １／２以内

（６）ロボットフェスタふくしま開催事業

県内ロボット関連産業の育成・集積に向け、技術交流や商談の場を提供するとともに、

将来の本県産業を担っていく子どもたちの参加を通じて県民理解の促進を図るため、ロ

ボット関連産業に関する製品・技術が一堂に会する「ロボットフェスタふくしま２０２ 」

を開催する。

（７）ふくしまロボット産業推進協議会事業

産学官金連携の下、会員相互交流の活性化と技術基盤の強化に取り組み、ロボット関

連産業の集積と取引の拡大を図る。

ア 研究会・検討会によるセミナー等の開催

・廃炉・災害対応ロボット研究会

・ロボット部材開発検討会

・ロボット・ソフトウェア検討会

・ドローン活用検討会

イ コーディネーターによるマッチング支援

ウ 展示会等への共同出展

エ 会員向けメールマガジンによる情報提供

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）ロボット関連技術実証等支援事業

県内企業が福島ロボットテストフィールドを使用して行う実証試験、性能評価試験、

操縦訓練等に要する経費について補助する。

（９）ロボット産業事業者間連携体制構築支援事業

県内企業がメーカーからのオーダーに対し、単独では受注できない案件について、複

数社が連携することでユニット品の開発が可能となり、販路開拓に繋がる試作品開発に

対して必要経費を補助する。

県内企業が共同で製造する供給網の構築を支援することで、技術力向上と取引拡大を

図り、より一層のロボット関連産業の集積を促進する。 
（１０）海外販路拡大支援事業

産業として成長しつつある県内のロボット関連産業は、企業の研究開発の成果により

製品化に結びつくケースが増えつつあり、より一層の販路拡大支援へとフェーズが移っ

てきている。

特に中小企業は、単独での海外展開が難しいことから、販路拡大に向けて県内企業の

海外出展を支援する。

（１１）ふくしまから実現するドローン社会実装推進事業

福島ロボットテストフィールドを核として、ドローンメーカーの集積が進み優位性が

ある反面、社会実装（実社会での活用）が課題となっている。

令和６年６月に国家戦略特区「連携“絆”特区」の指定を受けたことを好機と捉え、

民間事業者の実証の取り組みを後押しし、ドローンの社会実装に取り組む。

５５ 航航空空宇宇宙宙産産業業集集積積推推進進事事業業 １１５５６６，，１１８８４４千千円円

今後の成長が期待される航空宇宙産業の集積に向けて、新型コロナウイルス感染症によ

り深刻な影響を受けている企業に対するこれまでの支援を継続するとともに、航空機の技

術革新や社会実装が進む次世代航空モビリティ、さらに、産業の拡大が本格化してきた宇

宙産業など、新たな動きにも対応した支援を行う。

（１）次世代航空モビリティ分野等への新たな支援

ア 航空宇宙産業コーディネーターによる支援

イ サプライチェーン構築支援

（２）宇宙産業への支援強化

ア （再掲）航空宇宙産業コーディネーターによる支援

イ 産学連携宇宙研究開発支援事業

ウ 航空宇宙フェスタ２０２５の開催

（３）既存参入企業への支援

ア 国際認証取得支援

イ 国際商談会等出展支援

ウ 設備導入補助
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６６ 再再エエネネ関関連連産産業業産産学学官官連連携携・・販販路路拡拡大大促促進進事事業業 ２２９９８８，，４４００７７千千円円

再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふくし

ま」を核として、ネットワークの構築、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡

大、海外展開を一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集

積を図る。

（１）再エネ関連産業育成・集積支援事業

県内企業の再生可能エネルギー・水素分野におけるネットワークの構築、新規参入、

人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開を一体的・総合的に支援する「エネ

ルギー・エージェンシーふくしま」を核として、「再生可能エネルギー先駆けの地」の実

現に向け、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を推進する。

（２）ＲＥＩＦふくしま開催事業

再生可能エネルギーや水素、脱炭素、省エネルギー、カーボンリサイクルなどに関連

する国内外の企業団体に対して、最新技術や製品に関する情報発信、商談・交流の場を

提供し、企業間のビジネスマッチングを促進するとともに、海外企業団体を積極的に呼

び込み、国内企業が持つ技術やシステム等の海外展開を後押しする国際的な大規模展示

会として「ＲＥＩＦふくしま２０２５」を開催する。

（３）海外連携交流事業

ドイツ、デンマーク及びスペインといった再エネ先進地との連携と企業間交流を一層

促進するためトップ等間交流を実施する。

また、県内企業とのビジネスマッチングや共同研究の可能性がある企業の発掘を図る

ため、再エネ先進地からの企業等招聘を行うとともに、海外コンサルティング企業等と

連携を図りながら、県内企業の海外進出に向けた取組等を実施する。

（４）再エネメンテナンス関連産業参入支援事業

再エネメンテナンス分野への新規参入や事業拡大を目指す県内企業に対して、実機を

用いた研修の費用やメンテナンス業務に必要な資格の取得費等を補助する。

（５）風力メンテナンス関連産業育成事業

風力メンテナンスの基礎的な技術から点検技術の実務、高度なコア技術まで、県内で

習得可能な体制構築に取り組む。

７７ 福福島島新新エエネネ社社会会構構想想等等推推進進技技術術開開発発事事業業 １１，，１１４４６６，，１１１１１１千千円円

福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等を支援

するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能について最先

端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・

集積を推進する。

（１）再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業

東日本大震災後、新たに研究開発が進められてきた県内の再生可能エネルギー・水素

関連技術のうち、市場性の高い技術の事業化・実用化のための実証研究を支援し、福島

発の技術による事業創出及び関連産業の育成・集積を図る。
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６６ 再再エエネネ関関連連産産業業産産学学官官連連携携・・販販路路拡拡大大促促進進事事業業 ２２９９８８，，４４００７７千千円円

再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふくし

ま」を核として、ネットワークの構築、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡

大、海外展開を一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集

積を図る。

（１）再エネ関連産業育成・集積支援事業

県内企業の再生可能エネルギー・水素分野におけるネットワークの構築、新規参入、

人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開を一体的・総合的に支援する「エネ

ルギー・エージェンシーふくしま」を核として、「再生可能エネルギー先駆けの地」の実

現に向け、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を推進する。

（２）ＲＥＩＦふくしま開催事業

再生可能エネルギーや水素、脱炭素、省エネルギー、カーボンリサイクルなどに関連

する国内外の企業団体に対して、最新技術や製品に関する情報発信、商談・交流の場を

提供し、企業間のビジネスマッチングを促進するとともに、海外企業団体を積極的に呼

び込み、国内企業が持つ技術やシステム等の海外展開を後押しする国際的な大規模展示

会として「ＲＥＩＦふくしま２０２５」を開催する。

（３）海外連携交流事業

ドイツ、デンマーク及びスペインといった再エネ先進地との連携と企業間交流を一層

促進するためトップ等間交流を実施する。

また、県内企業とのビジネスマッチングや共同研究の可能性がある企業の発掘を図る

ため、再エネ先進地からの企業等招聘を行うとともに、海外コンサルティング企業等と

連携を図りながら、県内企業の海外進出に向けた取組等を実施する。

（４）再エネメンテナンス関連産業参入支援事業

再エネメンテナンス分野への新規参入や事業拡大を目指す県内企業に対して、実機を

用いた研修の費用やメンテナンス業務に必要な資格の取得費等を補助する。

（５）風力メンテナンス関連産業育成事業

風力メンテナンスの基礎的な技術から点検技術の実務、高度なコア技術まで、県内で

習得可能な体制構築に取り組む。

７７ 福福島島新新エエネネ社社会会構構想想等等推推進進技技術術開開発発事事業業 １１，，１１４４６６，，１１１１１１千千円円

福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等を支援

するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能について最先

端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・

集積を推進する。

（１）再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業

東日本大震災後、新たに研究開発が進められてきた県内の再生可能エネルギー・水素

関連技術のうち、市場性の高い技術の事業化・実用化のための実証研究を支援し、福島

発の技術による事業創出及び関連産業の育成・集積を図る。

 （２）ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業

福島新エネ社会構想の実現に向け、県内企業の有する要素技術の高度化及び製品化す

る実用化研究をハイテクプラザが関係機関と連携を図りながら実施する。

（３）ＦＲＥＡ最先端研究・拠点化支援事業

県内企業のより一層の技術力高度化や産業集積につなげていくため、ＦＲＥＡの研究

開発機能を最先端分野に展開・高度化するとともに、県内企業との橋渡しや人材育成機

能を強化するための支援を行う。

８８ 福福島島県県産産医医療療機機器器スステテッッププアアッッププ支支援援事事業業 ６６４４，，１１２２２２千千円円

「ふくしま医療機器開発支援センター」のマッチング機能を活用し、県内医療機器等の

開発件数の増加を図るほか、コンサルティング機能を活用し、県内医療機器等開発メーカ

ーが開発した製品のフォローアップ支援を実施する。

（１）県内メーカーと開発ニーズのマッチング支援事業

医療現場の開発ニーズについて、ふくしま医療機器開発支援センターが事業性の目利

きを実施し、県内メーカーとのマッチングを実施するとともに、試作製作費用を支援す

ることで、県内メーカーによる開発件数の増加を図る。

（２）県内メーカーが開発する製品のフォローアップ支援事業

県内メーカーが開発する製品について、医療現場におけるヒアリング調査や市場調査

等、開発後のフォローアップ支援を実施し、製品の流通促進を図る。

９９ チチャャレレンンジジふふくくししまま成成長長分分野野産産業業ググロローーババルル展展開開事事業業 ７７５５，，３３００７７千千円円

医療関連産業について、海外の医療機器展示会への出展など、県内企業等が有する技術・

製品を海外に向けて広く し、ビジネスの機会を創出することで、海外への販路開拓・

拡大を支援する。

（１）医療福祉機器海外展開事業

世界の医療機器最先進地であるドイツ・ノルトライン・ヴェストファーレン州とのビ

ジネス交流を実施する。

また、今後市場の拡大が見込まれるＡＳＥＡＮへの販路の拡大を図る。

（２）海外展開人材招聘事業

ドイツ・ノルトライン・ヴェストファーレン州から招聘した経済交流員の活動を通じ、

同州企業と県内企業のビジネス交流を促進する。
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（（新新））ふふくくししままととととももにに創創るる医医療療機機器器生生産産促促進進事事業業 １１６６３３，，４４９９６６千千円円

大学発ベンチャーをはじめとするスタートアップ企業等と県内企業とのマッチング支

援、世界最大の市場規模を有するアメリカで開催される展示会への出展支援、試作品トラ

イアルを通じた競争力強化支援及び新規参入のための伴走支援と 関連企業等の参入促進

を実施することにより、医療機器生産額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向

けた取組を行う。

（１）スタートアップ企業等とのマッチング促進事業

ア スタートアップ企業と県内企業等との連携を進めるための取組

イ 県内ものづくり企業への医療機器開発補助

ウ スタートアップ企業との豊富なコネクションを有するコーディネーターの配置・デ

ータベースの活用

エ 新たなマッチング先の探索のための学会・展示会への出展

（２）海外展示会（アメリカ）出展事業

ア 世界最大の市場であるアメリカで開催される医療機器展示会（ ＆ ）ヘ

の福島県ブース出展

イ 現地規制（ 等）への対応等をサポートするためのコンサルティング等の支援

（３）トライアル支援事業

県内ものづくり企業が納入する試作品等について、医療機器メーカー等にフィード

バックしてもらうことで、県内ものづくり企業の対応力・技術力等を強化し、受注率

向上に繋げる。

（４）新規参入促進事業

ア 新規参入を目指す企業への伴走支援

イ プログラム医療機器等ビジネス参入セミナー

ふふくくししまま医医療療機機器器開開発発支支援援セセンンタターー運運営営強強化化事事業業 ７７９９７７，，６６３３３３千千円円

本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整備され

た、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

福福島島医医薬薬品品関関連連産産業業支支援援拠拠点点化化事事業業 ６６５５４４，，４４３３６６千千円円

福島県立医科大学において、県民の健康維持・増進につながる感染症・アレルギー及び

がん医療分野を中心とした抗体医薬品等の研究開発を促進する拠点である医療 産業トラ

ンスレーショナルリサーチセンターの運営・研究費用について補助を行う。

（（新新））福福島島水水素素ササププラライイチチェェーーンン構構築築事事業業 ６６１１７７，，２２３３００千千円円

再エネ由来水素製造施設で製造された水素を「はこぶ」「つかう」取組みに対し補助を行

い、水素需要・利用の拡大を図り、県内におけるより強靱な水素サプライチェーンを構築

する。

（（新新））福福島島県県地地方方大大学学・・地地域域産産業業創創生生ププロロジジェェククトト事事業業 ２２９９８８，，４４３３３３千千円円

県、福島大学、県内企業の産学官が連携してバイオマス由来水素・炭化物製造システム

の研究開発を始めとした水素関連技術の研究開発や人材育成に関する取組を行うことで、

県内企業の水素関連技術の向上と高度人材育成を図る。
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（（新新））ふふくくししままととととももにに創創るる医医療療機機器器生生産産促促進進事事業業 １１６６３３，，４４９９６６千千円円

大学発ベンチャーをはじめとするスタートアップ企業等と県内企業とのマッチング支

援、世界最大の市場規模を有するアメリカで開催される展示会への出展支援、試作品トラ

イアルを通じた競争力強化支援及び新規参入のための伴走支援と 関連企業等の参入促進

を実施することにより、医療機器生産額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向

けた取組を行う。

（１）スタートアップ企業等とのマッチング促進事業

ア スタートアップ企業と県内企業等との連携を進めるための取組

イ 県内ものづくり企業への医療機器開発補助

ウ スタートアップ企業との豊富なコネクションを有するコーディネーターの配置・デ

ータベースの活用

エ 新たなマッチング先の探索のための学会・展示会への出展

（２）海外展示会（アメリカ）出展事業

ア 世界最大の市場であるアメリカで開催される医療機器展示会（ ＆ ）ヘ

の福島県ブース出展

イ 現地規制（ 等）への対応等をサポートするためのコンサルティング等の支援

（３）トライアル支援事業

県内ものづくり企業が納入する試作品等について、医療機器メーカー等にフィード

バックしてもらうことで、県内ものづくり企業の対応力・技術力等を強化し、受注率

向上に繋げる。

（４）新規参入促進事業

ア 新規参入を目指す企業への伴走支援

イ プログラム医療機器等ビジネス参入セミナー

ふふくくししまま医医療療機機器器開開発発支支援援セセンンタターー運運営営強強化化事事業業 ７７９９７７，，６６３３３３千千円円

本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整備され

た、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

福福島島医医薬薬品品関関連連産産業業支支援援拠拠点点化化事事業業 ６６５５４４，，４４３３６６千千円円

福島県立医科大学において、県民の健康維持・増進につながる感染症・アレルギー及び

がん医療分野を中心とした抗体医薬品等の研究開発を促進する拠点である医療 産業トラ

ンスレーショナルリサーチセンターの運営・研究費用について補助を行う。

（（新新））福福島島水水素素ササププラライイチチェェーーンン構構築築事事業業 ６６１１７７，，２２３３００千千円円

再エネ由来水素製造施設で製造された水素を「はこぶ」「つかう」取組みに対し補助を行

い、水素需要・利用の拡大を図り、県内におけるより強靱な水素サプライチェーンを構築

する。

（（新新））福福島島県県地地方方大大学学・・地地域域産産業業創創生生ププロロジジェェククトト事事業業 ２２９９８８，，４４３３３３千千円円

県、福島大学、県内企業の産学官が連携してバイオマス由来水素・炭化物製造システム

の研究開発を始めとした水素関連技術の研究開発や人材育成に関する取組を行うことで、

県内企業の水素関連技術の向上と高度人材育成を図る。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ⅣⅣ ④④ 観観光光産産業業のの振振興興

◇◇ 事事業業概概要要

（（一一部部新新規規））ホホーーププツツーーリリズズムム運運営営・・基基盤盤整整備備事事業業 ２２１１６６，，６６５５９９千千円円

ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向けて運営基盤の強化を図るため、窓口運営を

始めとし、コンテンツの充実や磨き上げ、プロモーション、インバウンド誘客等を行う。

また、地域人材の確保に向けてフィールドパートナーの研修内容の充実を図る。

２２ ホホーーププツツーーリリズズムム拡拡充充等等浜浜通通りり観観光光支支援援事事業業 １１６６４４，，４４４４３３千千円円

サイクリング、キャンプ、ブルー・ツーリズムなどの一般観光をフックとした誘客を促

進することにより、浜通りにおける関係人口の拡大と観光需要の獲得を図る。

３３ 県県産産品品振振興興戦戦略略実実践践ププロロジジェェククトト ８８５５，，５５２２３３千千円円

「県産品振興戦略」に基づき、ふくしま応援シェフ、県観光物産交流協会等と連携した

県産品の情報発信を行うとともに、県産品の海外販路拡大により、本県の風評払拭やイメ

ージ回復、販路の回復・開拓を図る。

（１）ふくしま応援シェフ活用事業

消費者に影響力のある第三者（ふくしま応援シェフ）による情報発信、県産食材の活

用により、消費者に県産食材の魅力をより一層伝え、更なる消費者の理解促進を図る。

（２）県観光物産交流協会連携事業

県観光物産館大阪サテライトショップを運営するとともに、関西圏のイベント等に

県ブースを出展し、効果的な情報発信を行う。

（３）県産品海外販路拡大事業

日本の人口が減少していくなか、海外を新たな市場として見据え、輸出を拡大するた

め、ＡＳＥＡＮ地域を中心に農産物の定着化や販路拡大を行い、本県の風評払拭を図る。

（４）ふくしまの酒ブランド力向上事業

県酒造組合に専門家を設置し、同専門家の指導等のもと県内蔵元に対して酒造技術へ

の助言やロゴマークを活用した取り組みなどを実施することで、県産日本酒の品質や認

知度及びブランド力向上を図る。

（５）インバウンドに対応した県産品販売力強化事業

訪日外国人旅行者の誘客促進及び県産品の県内消費拡大を図るため、県内小売事業者

等の免税店化を支援するとともに、県内における免税店の周知を図る。

４４ （（一一部部新新規規））「「ふふくくししままププラライイドド。。」」発発信信事事業業 １１５５２２，，８８３３３３千千円円

風評払拭と本県のイメージ回復を図るため、「ふくしまの酒」や「味噌・醤油」など、国

内外に誇る県産品の魅力を強く発信するとともに、世界的なコンペティションへの出品を

通して、販路の開拓・拡大、本県ブランド力の向上を図る。
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（１）「酒処ふくしま」発信事業（国内）

ふくしまの酒を今まで知らなかった層及び既存のふくしまの酒ファン双方をメインタ

ーゲットとし、認知度向上や販路拡大に向けた事業を展開することにより、「ふくしまの

酒」をフックとした交流人口の拡大・消費拡大を目指す。

（２）「酒処ふくしま」発信事業（海外）

日本の人口減少に伴い、国内の日本酒消費が減っていくことから、海外を新たな市場

とし輸出を拡大するため、国内外の品評会で高い評価を受ける「ふくしまの酒」を海外に

おいて「ふくしまプライド。」というメッセージを通して力強く発信し、本県産酒の認知

度向上及び販路開拓・拡大を図る。

（３）ふくしまの酒グローバル支援事業

県内酒造事業者に対し国際的なコンペティションへの出品支援を行うことにより、海

外マーケットにおける「ふくしまの酒」の風評払拭、認知度向上及び消費拡大を目指す。

（４）「ふくしまプライド。」発信事業（関西圏）

国内外から多くの人が集まる大阪万博の開催時期に合わせて福島県の魅力的な産品を

する物産展や、県産酒の飲み比べキャンペーン及び商談会を実施する。

（５） を起点とした県産品振興事業

福島県が誇る日本酒や味噌醤油、菓子類について、県内外から多くの消費者が参加する

デスティネーションキャンペーン（ ）と連動した限定商品の開発、商品の販路拡大に

取り組み、 参加者へ、県産品の魅力を発信する。
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（１）「酒処ふくしま」発信事業（国内）

ふくしまの酒を今まで知らなかった層及び既存のふくしまの酒ファン双方をメインタ

ーゲットとし、認知度向上や販路拡大に向けた事業を展開することにより、「ふくしまの

酒」をフックとした交流人口の拡大・消費拡大を目指す。

（２）「酒処ふくしま」発信事業（海外）

日本の人口減少に伴い、国内の日本酒消費が減っていくことから、海外を新たな市場

とし輸出を拡大するため、国内外の品評会で高い評価を受ける「ふくしまの酒」を海外に

おいて「ふくしまプライド。」というメッセージを通して力強く発信し、本県産酒の認知

度向上及び販路開拓・拡大を図る。

（３）ふくしまの酒グローバル支援事業

県内酒造事業者に対し国際的なコンペティションへの出品支援を行うことにより、海

外マーケットにおける「ふくしまの酒」の風評払拭、認知度向上及び消費拡大を目指す。

（４）「ふくしまプライド。」発信事業（関西圏）

国内外から多くの人が集まる大阪万博の開催時期に合わせて福島県の魅力的な産品を

する物産展や、県産酒の飲み比べキャンペーン及び商談会を実施する。

（５） を起点とした県産品振興事業

福島県が誇る日本酒や味噌醤油、菓子類について、県内外から多くの消費者が参加する

デスティネーションキャンペーン（ ）と連動した限定商品の開発、商品の販路拡大に

取り組み、 参加者へ、県産品の魅力を発信する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

削除できるか検

討願います。 

ⅤⅤ ②② 健健康康長長寿寿社社会会のの実実現現

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 高高齢齢者者就就業業拡拡大大支支援援事事業業 ３３４４，，５５４４６６千千円円

人手不足が顕在化しているサービス業等の分野及び現役世代を支えることができる家

事・育児・介護等の分野で活躍できる高齢者の就業促進のため、マッチングや安心安全の

ための就業支援講習を実施する。併せて企業訪問により高齢者の就業への普及啓発を行う。
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ⅤⅤ ④④ 誰誰ももがが活活躍躍ででききるる社社会会のの実実現現

◇◇ 事事業業概概要要

１１ （（新新））多多様様なな人人材材活活用用促促進進事事業業 ２２１１，，６６８８２２千千円円

あらゆる分野で人手不足が顕在化している中、喫緊の人手不足解消の手段として、多様

な人材の活用を推進していくことを企業が認識するセミナー及び出張相談会を実施する。

また、選択肢の一つとなる外国人雇用に対する企業向けサポートデスクを設置し、相談対

応、セミナー及び合同企業説明会の開催を一体的に実施し、雇用を支援する。
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ⅤⅤ ④④ 誰誰ももがが活活躍躍ででききるる社社会会のの実実現現

◇◇ 事事業業概概要要

１１ （（新新））多多様様なな人人材材活活用用促促進進事事業業 ２２１１，，６６８８２２千千円円

あらゆる分野で人手不足が顕在化している中、喫緊の人手不足解消の手段として、多様

な人材の活用を推進していくことを企業が認識するセミナー及び出張相談会を実施する。

また、選択肢の一つとなる外国人雇用に対する企業向けサポートデスクを設置し、相談対

応、セミナー及び合同企業説明会の開催を一体的に実施し、雇用を支援する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ⅥⅥ ①① 安安全全・・安安心心でで魅魅力力的的なな暮暮ららししのの実実現現

◇◇ 事事業業概概要要

１１ ままちちななかか賑賑わわいい創創業業促促進進事事業業 ４４，，３３７７２２千千円円

まちなかのにぎわいと魅力の創出を図るため、担い手となる創業者を発掘・育成する。

また、商店街や市町村等によるまちづくりの課題解決、地域活性化を目指す取組に対し、

専門家を派遣し、アドバイスを行う。

（１）まちなか活性化の担い手となる創業者の発掘・育成・創業支援

まちなかで創業し賑わいを生み出すために必要な知識や技術等を習得するため、座学や

実地講座を実施する。（事業計画策定、地域資源の発見、地域との連携等の手法、エリア

マネジメントなど）

（２）専門家の派遣

地域で団体や個人等が連携し、まちづくりの課題解決・まちなかの賑わい創出や地域活

性化を目指す取組を支援するため、まちづくりの担い手や先輩創業者、専門家等を派遣す

る。
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ⅦⅦ ①① 働働きき方方改改革革のの推推進進

◇◇ 事事業業概概要要

１１ （（新新））『『感感働働！！ふふくくししまま』』魅魅力力ああるる職職場場づづくくりり促促進進事事業業 １１５５００，，３３９９４４千千円円

（１）意識改革推進事業

出前講座やセミナーにより、企業の経営者、担当者の意識を高めるとともに、働く

女性向けのセミナーと個別相談窓口により女性のキャリアアップを支援する。また、

基準を満たした企業を福島県次世代育成支援企業として認証し、社会的評価を高める

とともに、認証企業のうち取組が優れた企業を表彰して、その取組を広く県内企業に

波及させる。

ア 経営者・企業内担当者の意識改革事業

イ 働く女性のキャリアアップ支援事業

ウ 福島県次世代育成支援企業認証事業

エ 『感働！ふくしま』ワーク・ライフ・バランス大賞

（２）誰もが働きやすい職場づくり支援事業

企業における働き方改革や女性活躍の取組に対し奨励金を支給するとともに、職場

環境の整備に係る費用の一部を助成する。また、福島県次世代育成支援企業認証を取

得した企業のさらなるステップアップとしてえるぼし、くるみんの取得を支援し、若

者や女性に選ばれる魅力ある企業の増加を目指す。

ア 企業の魅力アップ奨励金

イ 働きやすい職場環境づくり推進助成金

ウ 企業内子育て支援施設整備事業費補助金

エ えるぼし・くるみん認証取得支援事業
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ⅦⅦ ①① 働働きき方方改改革革のの推推進進

◇◇ 事事業業概概要要

１１ （（新新））『『感感働働！！ふふくくししまま』』魅魅力力ああるる職職場場づづくくりり促促進進事事業業 １１５５００，，３３９９４４千千円円

（１）意識改革推進事業

出前講座やセミナーにより、企業の経営者、担当者の意識を高めるとともに、働く

女性向けのセミナーと個別相談窓口により女性のキャリアアップを支援する。また、

基準を満たした企業を福島県次世代育成支援企業として認証し、社会的評価を高める

とともに、認証企業のうち取組が優れた企業を表彰して、その取組を広く県内企業に

波及させる。

ア 経営者・企業内担当者の意識改革事業

イ 働く女性のキャリアアップ支援事業

ウ 福島県次世代育成支援企業認証事業

エ 『感働！ふくしま』ワーク・ライフ・バランス大賞

（２）誰もが働きやすい職場づくり支援事業

企業における働き方改革や女性活躍の取組に対し奨励金を支給するとともに、職場

環境の整備に係る費用の一部を助成する。また、福島県次世代育成支援企業認証を取

得した企業のさらなるステップアップとしてえるぼし、くるみんの取得を支援し、若

者や女性に選ばれる魅力ある企業の増加を目指す。

ア 企業の魅力アップ奨励金

イ 働きやすい職場環境づくり推進助成金

ウ 企業内子育て支援施設整備事業費補助金

エ えるぼし・くるみん認証取得支援事業

 

 
ⅦⅦ ②② 若若者者のの定定着着・・還還流流のの促促進進

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 『『感感働働！！ふふくくししまま』』ププロロジジェェククトト ４４８８００，，３３２２５５千千円円

人手不足が顕在化している県内企業の人材確保を図るため、 等を活用した広報や企

業見学・工場見学、職業体験イベントなど、企業の魅力や福島で働くすばらしさを伝える

取組を総合的に展開し、若者の県内定着・還流を促進する。

２２ ふふくくししままでで働働ここうう！！就就職職応応援援事事業業 １１９９７７，，６６７７９９千千円円

ふるさと福島就職情報センター（東京都、福島市）及びふくしま生活・就職応援センタ

ー（郡山市、白河市、会津若松市、南相馬市、富岡町、いわき市）の窓口において、職業

紹介や就職相談等を実施する。

３３ ふふるるささとと福福島島若若者者人人材材確確保保事事業業 ３３００，，１１９９８８千千円円

高校生を対象とした県内就職促進や、新入社員を対象とした早期離職防止のための取組

等を行うことにより、若者の県内還流定着を図る。

将将来来をを担担うう産産業業人人材材確確保保ののたためめのの奨奨学学金金返返還還支支援援事事業業 １１４４００，，９９２２７７千千円円

本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、公務員を除く全産業を対象に県内就

職する学生及び県外から本県に就職する若者に対し、奨学金の返還支援を行う。

（（新新））ふふくくししままでで働働くく医医療療関関連連産産業業次次世世代代人人材材育育成成事事業業 ３３９９，，８８００７７千千円円

医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業の実施により、医療機器開発・生産

に興味関心を持たせる段階から職業選択の段階まで繋げるとともに、医療機器関連企業に

必要な実践的な人材を育成する。

（１）医療機器開発モデルによる若手人材育成事業

ア 小中学生向けプログラム

医療機器に関する興味関心を醸成するためのイベントの開催

イ 高校生（１，２年生）向けプログラム

医療機器開発アイディアコンテストへの参加をテーマとして、職業選択に繋げて

いくための教育プログラムの実施

（２）医療関連ものづくり企業人材育成事業

ア 医療機器の製造・開発に必要な実践的なスキル習得

（ア）バイオデザイン応用講座

（イ）医療機器ビジネスセミナー

（ウ）医工連携ワークショップ

（エ）品質管理のためのＱＭＳセミナー
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 イ 大学生等を県内医療関連企業への就業に繋げる

（ア）県内医療関連企業訪問バスツアー

（イ）県内医療関連企業へのインターンシップ支援
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 イ 大学生等を県内医療関連企業への就業に繋げる

（ア）県内医療関連企業訪問バスツアー

（イ）県内医療関連企業へのインターンシップ支援

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ⅦⅦ ③③ 中中小小企企業業等等のの振振興興

◇◇ 事事業業概概要要

１１ 『『感感働働！！ふふくくししまま』』中中小小企企業業上上場場支支援援事事業業 ２２９９，，５５６６１１千千円円

本県出身首都圏大学生などのＵターン就職の受け皿となる魅力ある県内企業を増やす

べく、県内金融機関等と連携して県内の上場企業を増加させる。

（１）上場志向次世代経営者育成事業

県内中小企業等の株式上場を促進するため、県内中小企業経営者等を対象として、専

門家による株式上場啓発セミナーを実施する。

また、企業が抱える株式上場に向けた課題の洗い出し・明確化を目的とした、個別課

題解決型相談事業を実施する。

（２）上場準備経費支援事業

監査法人によるショートレビュー（課題洗い出し）などの上場準備段階での必要経費

の一部を助成することにより、県内中小企業の上場を促す。

２２（（新新））企企業業価価値値向向上上推推進進事事業業 ５５１１，，３３３３５５千千円円

地域の産業振興を担う産業支援機関の機能を強化することで、本県中小企業の自社製

品開発を推進するとともに、企業の無形資産である知的財産への意識を高めることによ

り、企業価値の向上を図る。

（１）ものづくり中小企業開発・開拓推進事業

地域産業支援機関と地域産業復興・創生アドバイザーを中心とした御用聞き訪問等

により、新製品開発の促進や技術課題の解決を図るとともに、開発製品の出口支援を

充実させ、新製品開発を足踏みする企業の支援を行い、ノウハウを産業支援機関に蓄

積する。

（２）市場調査・事業可能性調査・研究開発経費助成

県内中小企業の開発構想具現化に向け、市場調査、事業可能性調査及び開発試作に

かかる経費を福島県産業振興センター経由で助成する（ふくしま産業応援ファンド）

（３）企業連携人材育成事業

広域連携コーディネーターを配置し、各地域のものづくりコーディネーターのスキ

ルアップを図ることで地域を超えた企業間のマッチングを促進するとともに、支援チ

ームによる技術的課題解決を通じたマッチングを行う。併せて、県内企業に対しマッ

チングニーズと知的財産の掘り起こしを行う。

（４）デザイン経営推進人材育成事業

県内企業が下請型企業から脱却し、将来にわたって持続的に成長できる企業に変革

していくためには、内閣府知的財産戦略本部が提唱する「価値デザイン経営」の手法

を中小企業への導入促進を図る必要があるため、その担い手となる産業支援機関等に

対し人材育成や普及啓発を行う。
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（５）弁理士による知的財産の掘り起こし事業

知的財産の専門家である弁理士が県内企業を訪問し、企業が気づいていない知的財

産を掘り起こすとともに、特許出願に向けた伴走支援を行う。

ももののづづくくりり企企業業海海外外展展開開支支援援事事業業 ３３，，００００００千千円円

中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携し、

経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事業者の事業継続

を図る。

４４ 福福島島県県ププロロフフェェッッシショョナナルル人人材材戦戦略略拠拠点点事事業業 ６６７７，，３３２２１１千千円円

地域企業の成長戦略の実現のため、福島県プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、

県の各種事業や地域の関係機関と連携を図りながら、専門的な技術・知識を持つプロフェ

ッショナル人材のＵＩＪターンを促進する。

５５ 中中小小事事業業者者経経営営継継続続支支援援事事業業 ４４４４，，９９２２１１千千円円

中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携し、

経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事業者の事業継続

を図る。

６６ ふふくくししまま事事業業承承継継等等支支援援事事業業 １１，，８８７７９９，，２２５５４４千千円円

県内中小企業・小規模企業者の事業とその知識・ノウハウを次世代に引き継ぐことが重

要な課題であることから、経営者の高齢化や後継者の不在など、事業承継の課題を解決す

るため、事業者の様々な課題・ステージに応じた施策を用意し、連携して支援を行う。

（１）事業承継支援人材育成事業

商工団体等の中小企業支援担当者に事業承継の研修を実施することにより相談対応で

きる人材を確保し、相談機能の強化を図る。

また、事業承継税制の実務とノウハウについて税理士向けの研修を実施し、相談対応

可能な税理士の育成を図り、円滑な事業承継相談窓口機能の強化を図る。

加えて、事業承継税制の仕組みや手続き、参考事例等について経営者向けの研修を実

施し、事業承継税制の周知を図る。

（２）ふくしま事業承継資金

事業用資産の取得、事業承継後の新事業実施のために必要な資金等を融資する。県内

金融機関を通じて融資するため、融資の原資の預託を行う。

７７ ふふくくししまま小小規規模模企企業業者者等等いいききいいきき支支援援事事業業 ，， 千千円円

小規模企業者等の円滑な事業承継やデジタル化（ ）、販路開拓や生産性の向上、減災

体制の整備、商店街機能の維持・高度化等へ向けた取組について、計画づくりから事業実

施後のフォローアップまで、商工会等による伴走型の支援により、小規模企業者等がいき

いきとした経営ができる環境を整備するために必要な経費の一部を補助する。
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（５）弁理士による知的財産の掘り起こし事業

知的財産の専門家である弁理士が県内企業を訪問し、企業が気づいていない知的財

産を掘り起こすとともに、特許出願に向けた伴走支援を行う。

ももののづづくくりり企企業業海海外外展展開開支支援援事事業業 ３３，，００００００千千円円

中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携し、

経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事業者の事業継続

を図る。

４４ 福福島島県県ププロロフフェェッッシショョナナルル人人材材戦戦略略拠拠点点事事業業 ６６７７，，３３２２１１千千円円

地域企業の成長戦略の実現のため、福島県プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、

県の各種事業や地域の関係機関と連携を図りながら、専門的な技術・知識を持つプロフェ

ッショナル人材のＵＩＪターンを促進する。

５５ 中中小小事事業業者者経経営営継継続続支支援援事事業業 ４４４４，，９９２２１１千千円円

中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携し、

経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事業者の事業継続

を図る。

６６ ふふくくししまま事事業業承承継継等等支支援援事事業業 １１，，８８７７９９，，２２５５４４千千円円

県内中小企業・小規模企業者の事業とその知識・ノウハウを次世代に引き継ぐことが重

要な課題であることから、経営者の高齢化や後継者の不在など、事業承継の課題を解決す

るため、事業者の様々な課題・ステージに応じた施策を用意し、連携して支援を行う。

（１）事業承継支援人材育成事業

商工団体等の中小企業支援担当者に事業承継の研修を実施することにより相談対応で

きる人材を確保し、相談機能の強化を図る。

また、事業承継税制の実務とノウハウについて税理士向けの研修を実施し、相談対応

可能な税理士の育成を図り、円滑な事業承継相談窓口機能の強化を図る。

加えて、事業承継税制の仕組みや手続き、参考事例等について経営者向けの研修を実

施し、事業承継税制の周知を図る。

（２）ふくしま事業承継資金

事業用資産の取得、事業承継後の新事業実施のために必要な資金等を融資する。県内

金融機関を通じて融資するため、融資の原資の預託を行う。

７７ ふふくくししまま小小規規模模企企業業者者等等いいききいいきき支支援援事事業業 ，， 千千円円

小規模企業者等の円滑な事業承継やデジタル化（ ）、販路開拓や生産性の向上、減災

体制の整備、商店街機能の維持・高度化等へ向けた取組について、計画づくりから事業実

施後のフォローアップまで、商工会等による伴走型の支援により、小規模企業者等がいき

いきとした経営ができる環境を整備するために必要な経費の一部を補助する。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８８ ふふくくししまま中中小小企企業業者者等等 伴伴走走支支援援事事業業 ５５６６，，７７５５４４千千円円

県内事業者を対象にＤＸに対する理解促進を図るとともに、デジタルに知見を有する専

門家と企業をマッチングして伴走支援を行うことで、企業のＤＸを推進し、経営課題の解

決、生産性の向上を図る。

（１）ＤＸ理解促進・普及啓発セミナー

中小企業のＤＸ取組状況に応じた２種類のセミナーを開催する。

（２）ＤＸ伴走支援プログラム

中小企業の実態に応じた専門家をマッチングし、ＤＸ導入のための伴走支援を行う。

（３）成果発表会

本事業でＤＸに取り組んだ中小企業の先行・優良事例をモデル事例として地域の企業、

市町村、商工団体向けに発信する。

（４）ＤＸ導入支援補助金

中小企業のＤＸの取組に必要な経費の一部を補助する。

ア 補助率 ２／３以内

イ 補助額 上限５０万円

９９ 省省エエネネ設設備備導導入入支支援援事事業業 ３３５５，，６６７７４４千千円円

「福島県２０５０年カーボンニュートラル」の実現に向け、県内中小企業等の事業活動

における環境負荷を低減させるため、省エネ設備を更新又は導入する事業者を支援する。

（１）補助対象者

県内の中小企業、小規模事業者、事業協同組合等、その他知事が定める者

（２）補助率等

・補助率 １／２以内

・補助上限額 ８００千円

・補助要件 ①ふくしまゼロカーボン宣言事業（事業所版）へ参加

②省エネ設備の更新又は導入によって、エネルギー消費量が一定程

度減少すること

・補助対象経費 高効率照明（ 照明等）の更新

１１００ 中中小小企企業業制制度度資資金金貸貸付付金金 ６６５５，，００６６３３，，００００００千千円円

中小企業の置かれている金融面での不利な状況を緩和するため、事業資金を提供し、中

小企業の経営基盤の強化を図る。

１１１１ ﾃﾃﾞ゙ｼｼﾞ゙ﾀﾀﾙﾙ技技術術をを活活用用ししたたももののづづくくりり企企業業ののｽｽﾏﾏｰーﾄﾄ化化支支援援事事業業 ６６６６，，６６８８２２千千円円

企業に対してデジタル技術の導入により、業務効率や生産性向上に加え、働きやすさな

ど職場環境の向上や企業の魅力向上を支援するため、コーディネータ等を配置し、普及啓

発、導入支援を実施する。

また、地域産業の魅力の向上を図るため、日本酒製造における温度等の管理と情報共有

をするＩｏＴセンサデバイスを関係機関と連携して開発し、県内酒蔵への導入を推進する。

。
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２２ （（新新））ももののづづくくりり技技能能継継承承支支援援事事業業 ３３９９，，５５６６１１千千円円

県内中小製造業に対し、ＩＴを活用した効果的な知識・技能の継承を支援し県内中小製

造業の企業競争力強化を図るとともに、併せて県内ＩＴ産業の活性化を目指す。

（１）県内中小製造業への知識・技能継承の支援

（２）ＩＴ教育支援

３３ （（新新））エエアアロロススペペーースス人人材材育育成成事事業業 ５５００，，９９１１３３千千円円

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラムを開発・実施するととも

に、自作航空機を活用した校外実習や企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産

業において活躍できる県内若年技術者の育成を図る。

（１）テクノアカデミーの学生を対象とした人材育成

（２）企業在職者を対象とした人材育成

（３）若年者を対象とした人材育成

４４ （（新新））キキャャッッシシュュレレスス決決済済端端末末導導入入支支援援事事業業 ３３８８，，６６９９３３千千円円

県内のキャッシュレス決済端末の導入率上昇のため、各商工団体等と連携し、県内中小

企業者等の意識醸成を図るとともに、キャッシュレス決済端末販売会社を通じてキャッシ

ュレス決済端末導入の支援を行う。

（１）普及啓発事業

キャッシュレス決済端末導入に係る事業者側の不慣れ感、不安感の解消や導入のメリ

ット等について、キャッシュレス決済事業者や中小企業診断士等によるセミナーやワー

クショップを開催する。

（２）端末導入支援事業

キャッシュレス決済端末の導入を希望する事業者に対し、キャッシュレス決済端末販

売会社を通じて、費用の一部を補助する。

５５ 進進化化すするる伝伝統統産産業業創創生生事事業業 ３３００，，１１８８６６千千円円

伝統産業の後継者不足や消費者のライフスタイル・価値感の変化による需要減少等の課

題解決に向け、後継者確保、人材育成を目的としたアカデミーやインターンシップﾟを実施

する。

（１）クリエイター育成事業

職人や将来後継者を目指す者を対象としたアカデミーや学生・若者向けのインターン

シップを実施するとともに、総合的なＷｅｂ情報サイトを運営して情報発信を行う。

復復興興雇雇用用支支援援事事業業 １１，，６６２２１１，，２２００１１千千円円

被災求職者の就労支援や産業施策と一体となった安定的な雇用の確保を図ることによ
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２２ （（新新））ももののづづくくりり技技能能継継承承支支援援事事業業 ３３９９，，５５６６１１千千円円

県内中小製造業に対し、ＩＴを活用した効果的な知識・技能の継承を支援し県内中小製

造業の企業競争力強化を図るとともに、併せて県内ＩＴ産業の活性化を目指す。

（１）県内中小製造業への知識・技能継承の支援

（２）ＩＴ教育支援

３３ （（新新））エエアアロロススペペーースス人人材材育育成成事事業業 ５５００，，９９１１３３千千円円

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラムを開発・実施するととも

に、自作航空機を活用した校外実習や企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産

業において活躍できる県内若年技術者の育成を図る。

（１）テクノアカデミーの学生を対象とした人材育成

（２）企業在職者を対象とした人材育成

（３）若年者を対象とした人材育成

４４ （（新新））キキャャッッシシュュレレスス決決済済端端末末導導入入支支援援事事業業 ３３８８，，６６９９３３千千円円

県内のキャッシュレス決済端末の導入率上昇のため、各商工団体等と連携し、県内中小

企業者等の意識醸成を図るとともに、キャッシュレス決済端末販売会社を通じてキャッシ

ュレス決済端末導入の支援を行う。

（１）普及啓発事業

キャッシュレス決済端末導入に係る事業者側の不慣れ感、不安感の解消や導入のメリ

ット等について、キャッシュレス決済事業者や中小企業診断士等によるセミナーやワー

クショップを開催する。

（２）端末導入支援事業

キャッシュレス決済端末の導入を希望する事業者に対し、キャッシュレス決済端末販

売会社を通じて、費用の一部を補助する。

５５ 進進化化すするる伝伝統統産産業業創創生生事事業業 ３３００，，１１８８６６千千円円

伝統産業の後継者不足や消費者のライフスタイル・価値感の変化による需要減少等の課

題解決に向け、後継者確保、人材育成を目的としたアカデミーやインターンシップﾟを実施

する。

（１）クリエイター育成事業

職人や将来後継者を目指す者を対象としたアカデミーや学生・若者向けのインターン

シップを実施するとともに、総合的なＷｅｂ情報サイトを運営して情報発信を行う。

復復興興雇雇用用支支援援事事業業 １１，，６６２２１１，，２２００１１千千円円

被災求職者の就労支援や産業施策と一体となった安定的な雇用の確保を図ることによ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇◇ 事事業業概概要要

（（一一部部新新規規））地地方方拠拠点点強強化化推推進進事事業業 １１，，１１００００千千円円

首都圏企業の地方移転や拠点の分散などの動きが強まっていることから、本県への本社

機能移転の促進および地元雇用の創出を図るため、本社機能移転に係る施設の整備費用の

補助によって企業を支援するとともに、本県の優位性をＰＲし、地方移転を後押しする。

（１）地方拠点強化推進事業

パンフレットやチラシを作成し、企業訪問やセミナー等で配布して本県の優位性をＰ

Ｒする。

（２）本社機能移転促進事業

県内外の企業が、県内に新たに本社機能移転のため施設を整備する費用の一部を支

援することで、県内就職を希望する人材の働く場の創出に繋げ、産業人材の確保及び

地元雇用の創出を図る。

２２ （（新新））次次世世代代モモビビリリテティィ・・ 参参入入促促進進事事業業 ２２２２，，６６９９４４千千円円

本県の主要産業である自動車関連産業において、次世代モビリティ・ＥＶ等の新規分野

への参入や事業転換の検討機会を提供するため、セミナーやワークショップの開催、商談

会の実施など、県内企業のモビリティ分野への参入促進及び更なる販路拡大を図る。

（１）次世代モビリティ・ＥＶ参入促進事業

電動化対応を始め、ＣＮに寄与する燃料対応車両、ＳＤＶ、空飛ぶ車等の次世代モビ

リティ分野への参入及び事業転換の検討、商談成立につなげていくため、セミナーやワ

ークショップ等の開催、展示会への出展支援を行う。

（２）販路・取引拡大強化支援事業

企業間連携コーディネーターによるあっせん紹介や産業振興アドバイザーによる商談

会出展等支援のほか、県内企業間連携等の商談会を開催し、県内企業の更なる販路拡大

を図る。

３３ （（新新））女女性性活活躍躍オオフフィィスス立立地地促促進進事事業業 ３３００，，１１００００千千円円

県内外の企業が県内に新たにオフィス等を設置し、県内在住の女性を新規雇用する際の

費用を一部支援することで、女性の県内定着を図る。

４４ 起起業業・・新新事事業業創創出出支支援援事事業業 ２２１１６６，，３３９９２２千千円円

起業前から起業後の各ステージに応じ一貫して、個人事業から大学発ベンチャー、スタ

ートアップ等を支援する創業支援体制を整備することにより、県内に起業が次々と生まれ

着実に成長していく 『スタートアップの地ふくしま』 の創造を目指す。

（１）スタートアップ認知向上・意識醸成事業

県内スタートアップにかかる情報発信と、ビジネスプランコンテストを県内全域を巻

き込み盛大に開催し、県内起業家の起業機運の醸成を図る。

ⅦⅦ ④④ 新新産産業業のの創創出出、、企企業業誘誘致致、、起起業業・・創創業業のの推推進進
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（２）新事業創出支援事業

将来のスタートアップになりうるプロジェクトの新規立ち上げを支援をすることで、

本県発のスタートアップの創造を目指す。

（３）起業アクセラレーション事業

創業間もないスタートアップに対し、事業成長に必要なメンタリングや県内企業等との

マッチングの機会を創出する。

（４）テック系起業家支援事業

新産業創造や成長産業推進に貢献しうる成長スピードの早い起業の促進に向けて、テッ

ク系スタートアップの技術相談体制を構築することで、県内企業等とのマッチングを行

う。

（５）アカデミアシーズ創出事業

大学の教員や学生に対し、起業意欲の醸成から候補の発掘、事業立ち上げまでの一連

の支援を行うことで、事業化に至る成功例を創出する。また、本取組を通して大学発ス

タートアップが県内で事業を拡大する仕組みを構築する。

（６）起業マインド創出事業

漠然と起業を考えている層を対象に、アイデアの着想から磨き上げのためワークショッ

プやフィールドワークを実施することで、起業マインドを創出する。

（７）女性起業家活躍支援事業

県内の女性起業家等に対し、創業支援のスキルアップ（ＩＭ取得やセミナー企画等）

支援を行うことで、女性が起業しやすい環境作りを行う。

（８）地域課題解決型起業支援事業

県内の各地域が抱える課題に対して「社会性」「事業性」「必要性」「デジタル技術の活

用」の観点を持って取り組む社会的起業家や 関連事業の付加価値が高い産業

分野での第二創業者に対して創業経費の一部を補助するとともに、事業サポーターを派

遣し、事業が軌道に乗るまで伴走的に支援する。

５５ ススタターートトアアッッププ創創出出事事業業 １１１１，，００５５７７千千円円

福島県浜通り地域等 市町村（イノベ地域）に、全国のスタートアップ（ＶＣやコン

ソーシアム等含む）を呼び込み、イノベ地域の創業関連施設の視察や地元事業者との交流

（つなぎ込み）を促進する。
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（２）新事業創出支援事業

将来のスタートアップになりうるプロジェクトの新規立ち上げを支援をすることで、

本県発のスタートアップの創造を目指す。

（３）起業アクセラレーション事業

創業間もないスタートアップに対し、事業成長に必要なメンタリングや県内企業等との

マッチングの機会を創出する。

（４）テック系起業家支援事業

新産業創造や成長産業推進に貢献しうる成長スピードの早い起業の促進に向けて、テッ

ク系スタートアップの技術相談体制を構築することで、県内企業等とのマッチングを行

う。

（５）アカデミアシーズ創出事業

大学の教員や学生に対し、起業意欲の醸成から候補の発掘、事業立ち上げまでの一連

の支援を行うことで、事業化に至る成功例を創出する。また、本取組を通して大学発ス

タートアップが県内で事業を拡大する仕組みを構築する。

（６）起業マインド創出事業

漠然と起業を考えている層を対象に、アイデアの着想から磨き上げのためワークショッ

プやフィールドワークを実施することで、起業マインドを創出する。

（７）女性起業家活躍支援事業

県内の女性起業家等に対し、創業支援のスキルアップ（ＩＭ取得やセミナー企画等）

支援を行うことで、女性が起業しやすい環境作りを行う。

（８）地域課題解決型起業支援事業

県内の各地域が抱える課題に対して「社会性」「事業性」「必要性」「デジタル技術の活

用」の観点を持って取り組む社会的起業家や 関連事業の付加価値が高い産業

分野での第二創業者に対して創業経費の一部を補助するとともに、事業サポーターを派

遣し、事業が軌道に乗るまで伴走的に支援する。

５５ ススタターートトアアッッププ創創出出事事業業 １１１１，，００５５７７千千円円

福島県浜通り地域等 市町村（イノベ地域）に、全国のスタートアップ（ＶＣやコン

ソーシアム等含む）を呼び込み、イノベ地域の創業関連施設の視察や地元事業者との交流

（つなぎ込み）を促進する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ⅧⅧ ②② 交交流流人人口口のの拡拡大大

◇◇ 事事業業概概要要

１１ （（一一部部新新規規））観観光光関関連連団団体体連連携携推推進進事事業業 ６６８８００，，２２５５５５千千円円

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会としてアフターコロナでの観光産業

の更なる観光振興に向けた全県の意識共有を図るため、官民一体となった施策の取組やプ

ロモーション活動を展開する。

また、令和８年４月～６月に「デスティネーションキャンペーン（以下「 」という）」

の開催が決定し、その前年である令和７年４月～６月には「プレ 」が開催されることか

ら、プレ における各種事業を展開するとともに本番 に向けた準備を行う。

広広域域観観光光推推進進事事業業 ２２４４，，３３２２３３千千円円

東北 県や隣接県と連携し、民間と一体となって戦略的に国内外に「東北」ブランドを

発信し、新たな広域観光ルートの開発やエリアとしての認知度向上を図り、本県への観光

誘客をさらに拡大するため、東北観光推進機構及び広域連携協議会等へ負担金を給付する。

３３ 観観光光地地域域づづくくりり総総合合推推進進事事業業 ８８，，１１００００千千円円

（株）ポケモンとの連携協定による、ふくしま応援ポケモン「ラッキー」を活用した観

光振興施策を展開し、ファミリー層やポケモンファン層などのセグメントされたターゲッ

トに対して誘客を行う。

４４ （（一一部部新新規規））福福島島イインンババウウンンドド復復興興対対策策事事業業 ３３５５６６，，５５７７７７千千円円

東日本大震災による根強い風評、新型感染症の影響によるインバウンド入込の激減、

処理水の海洋放出による新たな風評発生など、本県が直面する複合的な課題に対し、

第一期復興創生期間の事業によるレガシーをさらに深化させ、誘客のフェーズを意識した戦

略的なインバウンド誘致を展開する。

５５ ココンンベベンンシショョンン開開催催支支援援事事業業 ３３００，，８８９９１１千千円円

県内で開催されるコンベンション・エクスカーションに対して補助を行うことによって、

交流人口拡大や県内消費拡大につなげ、県内誘客を図る。

６６ 教教育育旅旅行行復復興興事事業業 ２２８８８８，，９９４４２２千千円円

原子力災害による風評の影響等により、回復が遅れている教育旅行の誘致に向け、県外

学校へのバス経費補助を行う。また、本県ならではの「ホープツーリズム」を核とした探

究学習プログラムの磨き上げのためのモニターツアー等を行うとともに、学校や旅行会社

への継続的な営業活動を実施する。
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７７ ふふくくししままググリリーーンン・・ツツーーリリズズムム推推進進事事業業 ２２，，７７２２４４千千円円

原子力発電所事故の影響により、本県のグリーン・ツーリズム交流人口が大幅に減少し

ているため、受入体制の強化や情報発信等を行う。

８８ 福福島島県県観観光光誘誘客客促促進進事事業業 ５５３３，，１１６６９９千千円円

震災後、県内に誕生し続けている新しい観光コンテンツや復興の進捗に伴って変化を続

けている浜通りなど、福島の観光の今を発信するため、継続した誘客活動と県内周遊を促

す取組を実施する。

９９ 海海外外風風評評払払拭拭情情報報発発信信事事業業 ２２２２，，００００００千千円円

根強い風評の影響が残る海外市場において福島の魅力に焦点を絞った情報を発信し、東ア

ジアを中心とした海外市場の風評払拭を図る。

（（一一部部新新規規））国国際際定定期期路路線線等等開開設設・・再再開開事事業業 ７７３３２２，，４４００５５千千円円

（ ）（新）国際定期路線利用促進事業

台湾便の運行継続のため、航空会社及び旅行会社に対する支援、利用促進キャンペー

ン等を実施して、利用者の増加を図る。

（ ）（新）国際チャーター便運行・定期路線再開等支援事業

国際新規路線開設（再開）に向け、現地の航空会社及び旅行会社の運航費用に対する

支援を始め、現地窓口の開設、プロモーション活動を行う。

福福島島空空港港国国内内線線利利用用・・運運航航促促進進事事業業 １１９９６６，，２２７７４４千千円円

（１）福島空港路線開設・拡充促進事業

大阪路線に就航する大型機材を対象に、運航する航空会社に対し、空港施設使用料等

の一部を補助するとともに、同機材を利用した旅行商品を造成する旅行会社に支援する。

（２）福島空港旅行商品造成促進ツアー事業

旅行エージェントを招請し福島空港利用旅行商品の造成促進を図るほか、沖縄、九州

及び関西においてテレビ等のメディアにより福島空港旅行商品等のＰＲを行い、福島空

港の利用促進を図る。

（３）福島空港国内発着チャーター便運航促進事業

定期便が有望な地域（沖縄、福岡、名古屋、北海道、四国）にチャーター便を運航す

る旅行会社に対して支援を行う。

（４）福島空港定期路線利用拡大事業

福島空港の更なる利活用を図るため、航空会社および空港ビルと連携した利用拡大事

業を実施し搭乗者を増加させる。

（ ）（新）福島空港大阪・関西万博誘客促進事業

２０２５年に開催される大阪・関西万博への訪日観光客に対し、伊丹空港から福島空

港を利用して本県へ誘客するための旅行商品の造成・販売促進を行い、福島空港の利活

用促進を図る。
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７７ ふふくくししままググリリーーンン・・ツツーーリリズズムム推推進進事事業業 ２２，，７７２２４４千千円円

原子力発電所事故の影響により、本県のグリーン・ツーリズム交流人口が大幅に減少し

ているため、受入体制の強化や情報発信等を行う。

８８ 福福島島県県観観光光誘誘客客促促進進事事業業 ５５３３，，１１６６９９千千円円

震災後、県内に誕生し続けている新しい観光コンテンツや復興の進捗に伴って変化を続

けている浜通りなど、福島の観光の今を発信するため、継続した誘客活動と県内周遊を促

す取組を実施する。

９９ 海海外外風風評評払払拭拭情情報報発発信信事事業業 ２２２２，，００００００千千円円

根強い風評の影響が残る海外市場において福島の魅力に焦点を絞った情報を発信し、東ア

ジアを中心とした海外市場の風評払拭を図る。

（（一一部部新新規規））国国際際定定期期路路線線等等開開設設・・再再開開事事業業 ７７３３２２，，４４００５５千千円円

（ ）（新）国際定期路線利用促進事業

台湾便の運行継続のため、航空会社及び旅行会社に対する支援、利用促進キャンペー

ン等を実施して、利用者の増加を図る。

（ ）（新）国際チャーター便運行・定期路線再開等支援事業

国際新規路線開設（再開）に向け、現地の航空会社及び旅行会社の運航費用に対する

支援を始め、現地窓口の開設、プロモーション活動を行う。

福福島島空空港港国国内内線線利利用用・・運運航航促促進進事事業業 １１９９６６，，２２７７４４千千円円

（１）福島空港路線開設・拡充促進事業

大阪路線に就航する大型機材を対象に、運航する航空会社に対し、空港施設使用料等

の一部を補助するとともに、同機材を利用した旅行商品を造成する旅行会社に支援する。

（２）福島空港旅行商品造成促進ツアー事業

旅行エージェントを招請し福島空港利用旅行商品の造成促進を図るほか、沖縄、九州

及び関西においてテレビ等のメディアにより福島空港旅行商品等のＰＲを行い、福島空

港の利用促進を図る。

（３）福島空港国内発着チャーター便運航促進事業

定期便が有望な地域（沖縄、福岡、名古屋、北海道、四国）にチャーター便を運航す

る旅行会社に対して支援を行う。

（４）福島空港定期路線利用拡大事業

福島空港の更なる利活用を図るため、航空会社および空港ビルと連携した利用拡大事

業を実施し搭乗者を増加させる。

（ ）（新）福島空港大阪・関西万博誘客促進事業

２０２５年に開催される大阪・関西万博への訪日観光客に対し、伊丹空港から福島空

港を利用して本県へ誘客するための旅行商品の造成・販売促進を行い、福島空港の利活

用促進を図る。

福福島島空空港港利利活活用用促促進進対対策策事事業業 ６６００，，７７２２５５千千円円

福島空港の利活用促進及び教育旅行誘致のため、県内及び隣接県における広報活動や就

航先への旅行商品造成及び教育旅行に対する支援を行うとともに、県内全市町村及び民間

団体によって設立された「福島空港利用促進協議会」との共催で各種事業を実施する。

チチャャレレンンジジふふくくししまま首首都都圏圏情情報報発発信信拠拠点点事事業業 １１００２２，，９９００１１千千円円

風評払拭と本県のイメージ回復、震災の風化防止のため、首都圏情報発信拠点「日本橋

ふくしま館」の管理運営を行うとともに、催事等の実施により「ふくしまの今」を効果的に

発信する。

県県産産品品デデジジタタルルププロロモモーーシショョンン事事業業 ４４００，，７７４４００千千円円

国内及び欧米に向けた県産日本酒等に関するワンストップ型サイトを運営するとともに、

ＳＮＳやコミュニティサイトを活用した情報発信を展開し、県産日本酒等の魅力を国内外に

発信する。

（（一一部部新新規規））県県産産品品風風評評対対策策事事業業 ６６６６，，６６６６３３千千円円

処理水の海洋放出により、更なる風評が発生することを抑えるため、食の安全・安心に

加え、品質の高さやおいしさなど県産品の魅力を国内外に対してタイミングを失うことな

く早急に伝えるとともに、販路の開拓、拡大を図る。

（１）海外における県産品トッププロモーションの実施

海外において、本県が誇る日本酒を中心とした県産品トッププロモーションのほか、

県産米の輸出拡大を図るプロモーションを実施する。

（２）輸入事業者等招聘

海外の輸入事業者等を本県へ招聘し、県内事業者との商談の機会を提供する。

観観光光交交流流・・物物産産振振興興にによよるる奥奥会会津津地地域域活活性性化化事事業業 １１２２，，７７３３００千千円円

奥会津の観光誘客や関係人口拡大に資するイベントの開催を支援し、地域経済の活性化

に繋げるため会場内で本県の県産品（物産、日本酒、工芸品等）を するフェアを実施

する。

（１）補助率 ４／５

（２）補助額 上限額 千円
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第３章 令和７年度商工労働部 

各課の事務分掌及び主要事業  





商 工 労 働 総 室
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○ 商工総務課

【事務分掌】

・ 部内の組織、人事及び行財政改革に関すること。

・ 部内の予算及び経理に関すること。

・ 県議会に関すること。

・ 財産管理に関すること。

・ 部内の事務の総合企画及び調整に関すること。

・ 「福島県商工業振興基本計画」の推進に関すること。

・ 福島県中小企業振興審議会に関すること。

・ 復興計画・産業振興事業の調整に関すること。

・ 福島復興再生特別措置法（産業の復興・再生等）の調整に関すること。

・ 緊急経済・雇用対策に関すること。

・ 国際経済交流に関すること。

・ 上海事務所・ジェトロ（日本貿易振興機構）に関すること。

・ サービス業に関すること。

・ 計量に関すること。

・ チェンバおおまちに関すること。

・ 部内他課の所掌に属しない事務に関すること。

【事業計画】

１ 商工業総務費

事業名
予算額

（千円）
内 容

『感働！ふくしま』中

小企業上場支援事業 国庫

県内金融機関等と連携して、県内中小企業等の株式上場を支援す

るとともに、県外企業の県内への本社機能移転を促進し、本県出身

の首都圏大学生などのＵターン就職の受け皿となる魅力ある県内

企業を増加させる。

１ 上場企業育成支援事業

県内中小企業等の株式上場の促進、県外企業への本社機能

移転転の働きかけを目的としたセミナーを開催する。

株式上場等を具体的に検討している企業に対しては、企業

が抱える課題の洗い出し、明確化を目的とした、個別課題解

決型支援事業を実施する。

２ 上場準備経費支援事業

監査法人によるショートレビュー（課題洗い出し）などの上場

準備段階での必要経費の一部を助成することにより、県内中小企

業等の上場を促す。
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○ 商工総務課

【事務分掌】

・ 部内の組織、人事及び行財政改革に関すること。

・ 部内の予算及び経理に関すること。

・ 県議会に関すること。

・ 財産管理に関すること。

・ 部内の事務の総合企画及び調整に関すること。

・ 「福島県商工業振興基本計画」の推進に関すること。

・ 福島県中小企業振興審議会に関すること。

・ 復興計画・産業振興事業の調整に関すること。

・ 福島復興再生特別措置法（産業の復興・再生等）の調整に関すること。

・ 緊急経済・雇用対策に関すること。

・ 国際経済交流に関すること。

・ 上海事務所・ジェトロ（日本貿易振興機構）に関すること。

・ サービス業に関すること。

・ 計量に関すること。

・ チェンバおおまちに関すること。

・ 部内他課の所掌に属しない事務に関すること。

【事業計画】

１ 商工業総務費

事業名
予算額

（千円）
内 容

『感働！ふくしま』中

小企業上場支援事業 国庫

県内金融機関等と連携して、県内中小企業等の株式上場を支援す

るとともに、県外企業の県内への本社機能移転を促進し、本県出身

の首都圏大学生などのＵターン就職の受け皿となる魅力ある県内

企業を増加させる。

１ 上場企業育成支援事業

県内中小企業等の株式上場の促進、県外企業への本社機能

移転転の働きかけを目的としたセミナーを開催する。

株式上場等を具体的に検討している企業に対しては、企業

が抱える課題の洗い出し、明確化を目的とした、個別課題解

決型支援事業を実施する。

２ 上場準備経費支援事業

監査法人によるショートレビュー（課題洗い出し）などの上場

準備段階での必要経費の一部を助成することにより、県内中小企

業等の上場を促す。

 

 

 

 

 

 

２ 貿易振興費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

国際経済交流推進事

業 
１ ジェトロ福島貿易情報センター関連事業

ジェトロ福島貿易情報センターに対する支援を行うとともに、

職員をジェトロ本部及びジェトロ海外事務所（ドイツ・デュッセ

ルドルフ事務所及びベトナム・ホーチミン事務所）に派遣し、国

際経済の実務研修を行う。

ジェトロ福島貿易情報センターへの負担金

国際経済の実務研修等のためジェトロへの職員派遣

ジェトロ福島貿易情報センターとの連絡調整業務

２ 上海拠点活用事業

上海拠点運営業務委託事業

本県の上海拠点の運営業務を 公財 福島県産業振興センター

に委託する。

経済交流アドバイザー等設置事業

事務所設置、各種情報収集・発信、高度な通訳・翻訳、便宜供

与等の業務をサポートするための経済交流アドバイザー等を設

置する。

上海福島県人会支援事業

福島県人会会員に対して、情報交換会を開催し、ネットワーク

づくりの支援を行う。

対日投資企業招致事業

国内展示会等に併せて、対日投資に関心の高い中国企業を招致

する。

ビジネスサポート事業

県内企業と中国国内企業とのマッチング等を行い、県内企業の

中国での事業展開支援を行う。

３ 福島県貿易促進協議会負担金

ものづくり企業海外

展開支援事業 国庫

製造業者の海外販路拡大を支援するため、県と東邦銀行等が協力

して、海外で開催される商談会の出展に要する経費の一部を補助す

る。

３ 産業高度化推進費

事業名
予算額

（千円）
内 容

チェンバおおまち管

理運営事業
財産収入

諸収入

チェンバおおまちの維持管理を行う。

・チェンバおおまち維持管理

県が建物を維持管理するために外部委託等を行う。

４ 計量検定所費

事業名
予算額

（千円）
内 容

計量検定事業
（手数料

諸収入

計量器検定事業

計量法第 条及び第 条の規定に基づき、以下の検定及び検

査を行う。

１ 計量器検定

法定計量単位により、取引や証明に使用する特定計量器が計量

法の基準に適合しているか検定を実施する。

２ 基準器検査

検査における器差検査の際に用いる基準器の検査を行う。

３ 検定検査設備整備

基準器等の設備及び精度の維持管理を行う。
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計量検査事業
（手数料

）

計量法第 条及び第 条の規定に基づき検査を実施するとと

もに、計量士代検査を行う者への支援事業を行う。

１ 定期検査事業

計量法に基づく取引又は証明に使用する特定計量器の定期検

査を実施する。

２ 計量立入検査事業

計量法及び立入検査実施要領に基づき、適正な計量の実施と消

費生活の安全の確保を図るため、立入検査を実施する。

３ 計量士代検査推進事業

一社 福島県計量協会が行う代検査に対して補助する。
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計量検査事業
（手数料

）

計量法第 条及び第 条の規定に基づき検査を実施するとと

もに、計量士代検査を行う者への支援事業を行う。

１ 定期検査事業

計量法に基づく取引又は証明に使用する特定計量器の定期検

査を実施する。

２ 計量立入検査事業

計量法及び立入検査実施要領に基づき、適正な計量の実施と消

費生活の安全の確保を図るため、立入検査を実施する。

３ 計量士代検査推進事業

一社 福島県計量協会が行う代検査に対して補助する。

○ 経営金融課

【事務分掌】 

・商工会及び商工会議所、小規模事業者支援法（事業継続力強化支援計画の認定）に関すること。 

・中小企業等協同組合に関すること。

・コラッセふくしま（他課の所掌に属するものを除く）、経営支援プラザ、専門家派遣、事業継続

計画策定支援、プロフェッショナル人材戦略拠点に関すること。

・福島県産業振興センター等商工関係公益法人に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。

・中小企業等復旧・復興支援事業（中小企業団体・商工会等）に関すること。

・中小企業制度資金及び機械貸与事業に関すること。

・福島県信用保証協会に関すること。

・福島県中小企業再生支援協議会に関すること。

・中小企業高度化資金に関すること。

・貸金業に関すること。

・中小事業者経営継続支援事業に関すること。

・中小企業の二重債務問題に関すること。

・特定地域中小企業特別資金に関すること。

・被災中小企業施設・設備整備支援事業貸付金に関すること。

・中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業に関すること。

・福島相双復興官民合同チームに関すること。

・原子力災害被災事業者事業再開等支援事業に関すること。

・原子力災害被災地域創業等支援事業に関すること。

・中小企業の事業承継に関すること。

・ふくしま小規模企業者等いきいき支援事業に関すること。

・ふくしま中小企業者等ＤＸ伴走支援事業に関すること

・省エネ設備導入支援事業に関すること

・キャッシュレス決済端末導入支援事業に関すること。

【事業計画】 

※ 各種制度資金の内容については 188～192ページをご参照ください。

１ 中小企業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

経営支援プラザ等運

営事業 

116,504 コラッセふくしまの「福島県経営支援プラザ」において、県内

中小企業者等に対する総合的な支援を行うため、次の事業を実施

する。 

 補助先：(公財)福島県産業振興センター 

１ コンサルティングサービス事業 

中小企業者等の抱える経営課題を解決するため、窓口専門ス

タッフを配置し、課題解決に向けた相談対応を行う。

〈経営強化・復興枠〉

東日本大震災及び原子力発電所事故の影響や原材料高、電気

料値上げ、後継者難や深刻な人手不足など、様々な経営課題に

対応するため、専門スタッフを配置し、復興に向け取り組んで

いる中小企業を支援する。 

２ 情報提供サービス事業 

県内中小企業を対象に景気動向調査（ＤＩ値）を実施する。 
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中小事業者経営継続

支援事業 

44,921 オールふくしま経営支援事業を継承し、中小企業・小規模事業

者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携

し、経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援

を実施し、事業者の事業継続を図る。 

福島県プロフェッシ

ョナル人材戦略拠点

事業 

67,321 
(国庫 

34,555)

地域の企業の成長戦略の実現のため、福島県プロフェッショナ

ル人材戦略拠点を設置し、県の各種事業や地域の関係機関と連携

を図りながら、専門的な技術・知識を持つプロフェッショナル人

材のＵＩＪターンを促進する。

ふくしま中小企業者

等ＤＸ伴走支援事業 

56,754 
(国庫 

27,494)

 県内中小企業を対象としたＤＸに向けた理解促進・普及啓発を

図るとともに、企業の経営課題に応じたＤＸに知見を有する専門

家をマッチングして伴走支援を行うことで、企業のＤＸを推進し、

生産性の向上を図る。 

中小企業等グループ

施設等復旧整備補助

事業 

7,786,153
(国庫 

5,172,199)

 東日本大震災や原発事故、令和３年及び令和４年福島県沖地震

により被災した中小企業等の工場、店舗などの施設や生産機械な

どの設備の復旧等に要する経費の一部を補助し、中小企業等の事

業継続を支援する。 

原子力災害被災事業

者事業再開等支援事

業  

666,188  原子力被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業者の自

立を集中的に支援し、当該地域における働く場の創出や、買い物

をする場などまち機能の早期回復を図るため、事業再開等に要す

る費用の一部を補助する。 

原子力災害被災地域

創業等支援事業 

621,919  原子力被災１２市町村内での創業又は事業展開等の取組を支援

し、働く場・買い物する場などまち機能の早期回復を図るため、

創業等に要する費用の一部を補助する。 

中小企業機械貸与事

業貸付金  

1,931,560 
 (諸収入 

 1,931,560)

 中小企業者に対し、経営の向上のために必要な機械類を貸与（割

賦販売・リース）することにより、経営基盤の強化を図るため、

貸与機関である(公財)福島県産業振興センターに対し、必要な資

金を貸し付ける。 

・新規貸与枠 10 億円

貸金業指導事業 300  資金借入者等の利益の保護を図るため、「貸金業法」に基づき、

貸金業者に対し必要な指導を行う。

省エネ設備導入支援

事業 

35,674 
(国庫 

28,800)

 「福島県 2050 年カーボンニュートラル」の実現に向け、県内中

小企業等の事業活動における環境負荷を低減させるため、省エネ

設備を更新する事業者を支援する。 

（新）キャッシュレス

決済端末導入支援事

業 

38,693 
(国庫 

19,200)

県内のキャッシュレス決済端末の導入率上昇のため、各商工団

体等と連携し、県内中小企業者等の意識醸成を図るとともに、キ

ャッシュレス決済端末販売会社を通じて決済端末導入の支援を行

う。 

２ 商工団体等指導費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業連携組織対 

策費補助事業 

156,960  中小企業連携組織等に対する支援体制の充実・強化を図るため、

福島県中小企業団体中央会に対して、職員の設置や中小企業連携

組織等の講習会等の開催に要する経費等を補助する。 

１ 職員の設置 24 人（指導員 19 人 職員 5人） 

２ 主な事業 

(1)巡回・窓口等による相談・指導業務

(2)中小企業連携組織等支援事業
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中小事業者経営継続

支援事業 

44,921 オールふくしま経営支援事業を継承し、中小企業・小規模事業

者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連携

し、経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援

を実施し、事業者の事業継続を図る。 

福島県プロフェッシ

ョナル人材戦略拠点

事業 

67,321 
(国庫 

34,555)

地域の企業の成長戦略の実現のため、福島県プロフェッショナ

ル人材戦略拠点を設置し、県の各種事業や地域の関係機関と連携

を図りながら、専門的な技術・知識を持つプロフェッショナル人

材のＵＩＪターンを促進する。

ふくしま中小企業者

等ＤＸ伴走支援事業 

56,754 
(国庫 

27,494)

 県内中小企業を対象としたＤＸに向けた理解促進・普及啓発を

図るとともに、企業の経営課題に応じたＤＸに知見を有する専門

家をマッチングして伴走支援を行うことで、企業のＤＸを推進し、

生産性の向上を図る。 

中小企業等グループ

施設等復旧整備補助

事業 

7,786,153
(国庫 

5,172,199)

 東日本大震災や原発事故、令和３年及び令和４年福島県沖地震

により被災した中小企業等の工場、店舗などの施設や生産機械な

どの設備の復旧等に要する経費の一部を補助し、中小企業等の事

業継続を支援する。 

原子力災害被災事業

者事業再開等支援事

業  

666,188  原子力被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業者の自

立を集中的に支援し、当該地域における働く場の創出や、買い物

をする場などまち機能の早期回復を図るため、事業再開等に要す

る費用の一部を補助する。 

原子力災害被災地域

創業等支援事業 

621,919  原子力被災１２市町村内での創業又は事業展開等の取組を支援

し、働く場・買い物する場などまち機能の早期回復を図るため、

創業等に要する費用の一部を補助する。 

中小企業機械貸与事

業貸付金  

1,931,560 
 (諸収入 

 1,931,560)

 中小企業者に対し、経営の向上のために必要な機械類を貸与（割

賦販売・リース）することにより、経営基盤の強化を図るため、

貸与機関である(公財)福島県産業振興センターに対し、必要な資

金を貸し付ける。 

・新規貸与枠 10 億円

貸金業指導事業 300  資金借入者等の利益の保護を図るため、「貸金業法」に基づき、

貸金業者に対し必要な指導を行う。

省エネ設備導入支援

事業 

35,674 
(国庫 

28,800)

 「福島県 2050 年カーボンニュートラル」の実現に向け、県内中

小企業等の事業活動における環境負荷を低減させるため、省エネ

設備を更新する事業者を支援する。 

（新）キャッシュレス

決済端末導入支援事

業 

38,693 
(国庫 

19,200)

県内のキャッシュレス決済端末の導入率上昇のため、各商工団

体等と連携し、県内中小企業者等の意識醸成を図るとともに、キ

ャッシュレス決済端末販売会社を通じて決済端末導入の支援を行

う。 

２ 商工団体等指導費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業連携組織対 

策費補助事業 

156,960  中小企業連携組織等に対する支援体制の充実・強化を図るため、

福島県中小企業団体中央会に対して、職員の設置や中小企業連携

組織等の講習会等の開催に要する経費等を補助する。 

１ 職員の設置 24 人（指導員 19 人 職員 5人） 

２ 主な事業 

(1)巡回・窓口等による相談・指導業務

(2)中小企業連携組織等支援事業

小規模事業経営支援 

事業 

2,556,204  地域の総合経済団体である商工会等の指導体制の充実・強化及

び小規模事業者の経営の改善・発達及び地域経済の振興を図るた

め、商工会等が行う経営改善普及事業等に対して補助をする。 

１ 職員の設置 389 人 

（経営指導員等 186 人、補助員 203 人） 

２ 主な事業 

(1)巡回・窓口等による相談・指導業務

(2)商工会等指導環境推進費（事務局長設置費）

(3)商工会等地域復興支援事業

(4)若手後継者等育成事業

(5)広域連携推進事業

専門家活用経営支援

事業 

8,346 １ 専門家活用経営支援事業 

 中小企業者等の経営を支援するため、商工会等の中小企業支

援機関が実施する専門家派遣事業に要する経費等を補助する。 

(1)中小企業等専門家派遣事業（一般枠）

(2)中小企業等専門家派遣事業（経営強化・復興・事業承継・事

業者ＢＣＰ枠）

(3)中小企業支援機関専門家派遣事業（集合研修枠）

補助先：県商工会連合会、福島商工会議所、県中小企業団体

中央会、（公財）福島県産業振興センター 

２ 事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援事業 

 災害発生時や感染症流行時において中小企業者等の事業の継

続または早期の復旧を可能とするため、事業継続計画（ＢＣＰ）

の策定に要する経費を補助する。

避難地域商工会等機

能強化支援事業 

50,000 
(繰入金 

50,000)

商工会館が被災した避難地域の商工会に対して、商工会館施設

及び設備の復旧整備に要する経費の一部補助を行う。 

３ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

コラッセふくしま管

理運営事業

270,701 
（使用料 

52,664 

繰入金 

0 

諸収入 

4,345 

財産収入 

500) 

コラッセふくしま（県専有部分・共用部分）の維持管理を行うと

ともに、コラッセふくしま内の会議室等（県専有部分）の管理委託

を行う。 

４ 中小企業金融対策費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

ふくしま事業承継等

支援事業 

1,879,254 
（一般財源

12,941 

諸収入 

1,866,313)

１ 事業承継支援人材育成支援事業 

商工団体・金融機関の職員、税理士、経営者に対し、事業承

継支援能力向上のための研修を実施する。 

２ ふくしま事業承継資金 

(1)企業の活動段階：成長期・安定期

(2)制度の目的：事業承継に必要な資金の支援

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：30 億円

ふくしま小規模企業

者等いきいき支援事

業 

56,551 
(国庫 

28,275) 

 商工団体による小規模企業者等への計画策定等伴走型支援、小

規模企業者等が策定した計画を実現するために必要な経費の補助

を行う。 
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中小企業制度資金貸

付金 

106,644,000 
(諸収入 

106,644,000) 

各種制度資金については次のとおり。 

 なお、融資要件等、詳細については、P188～P192「令和７年度

福島県制度資金一覧表」参照。 

１ 起業家支援保証 

(1)企業のライフステージ：創業期

(2)制度の目的：創業等の支援

(3)対象：創業者・事業承継者・第二創業者・独立開業者・ベン

チャー企業（コミュニティビジネスを含む）

(4)新規融資枠：30 億円

２ 小規模企業支援資金 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：小規模企業者の経営安定化を支援

(3)対象：小規模企業者

(4)新規融資枠：50 億円

３ 信用組合資金 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：小規模企業者の経営の安定化を支援

(3)対象：信用組合員

(4)新規融資枠：70 億円

４ 長期安定保証 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：長期資金による企業経営の安定化を支援

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：30 億円

５ 短期保証 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：短期の資金繰り緩和

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：100 億円

６ 経営力強化保証 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：短期の資金繰り緩和

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：40 億円

７ 経営環境改善保証 

(1)企業のライフステージ：再生期

(2)制度の目的：借入金の一本化・借換による資金繰りの緩和

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：20 億円

８  事業再生資金 

(1)企業のライフステージ：再生期

(2)制度の目的：事業再生の支援

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：5億円

９ 関連倒産防止資金 

(1)企業のライフステージ：緊急支援

(2)制度の目的：関連倒産の防止

(3)対象：倒産企業等との取引事業者

(4)新規融資枠

①一般枠：2億円

②取引円滑化枠：3億円

10 緊急経済対策資金 

(1)企業のライフステージ：緊急支援

(2)制度の目的：経済環境の変化等による影響の緩和

(3)対象：経済環境の変化により売上等が減少している企業
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中小企業制度資金貸

付金 

106,644,000 
(諸収入 

106,644,000) 

各種制度資金については次のとおり。 

 なお、融資要件等、詳細については、P188～P192「令和７年度

福島県制度資金一覧表」参照。 

１ 起業家支援保証 

(1)企業のライフステージ：創業期

(2)制度の目的：創業等の支援

(3)対象：創業者・事業承継者・第二創業者・独立開業者・ベン

チャー企業（コミュニティビジネスを含む）

(4)新規融資枠：30 億円

２ 小規模企業支援資金 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：小規模企業者の経営安定化を支援

(3)対象：小規模企業者

(4)新規融資枠：50 億円

３ 信用組合資金 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：小規模企業者の経営の安定化を支援

(3)対象：信用組合員

(4)新規融資枠：70 億円

４ 長期安定保証 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：長期資金による企業経営の安定化を支援

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：30 億円

５ 短期保証 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：短期の資金繰り緩和

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：100 億円

６ 経営力強化保証 

(1)企業のライフステージ：成長期・安定期

(2)制度の目的：短期の資金繰り緩和

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：40 億円

７ 経営環境改善保証 

(1)企業のライフステージ：再生期

(2)制度の目的：借入金の一本化・借換による資金繰りの緩和

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：20 億円

８  事業再生資金 

(1)企業のライフステージ：再生期

(2)制度の目的：事業再生の支援

(3)対象：中小企業者

(4)新規融資枠：5億円

９ 関連倒産防止資金 

(1)企業のライフステージ：緊急支援

(2)制度の目的：関連倒産の防止

(3)対象：倒産企業等との取引事業者

(4)新規融資枠

①一般枠：2億円

②取引円滑化枠：3億円

10 緊急経済対策資金 

(1)企業のライフステージ：緊急支援

(2)制度の目的：経済環境の変化等による影響の緩和

(3)対象：経済環境の変化により売上等が減少している企業

(4)新規融資枠 

  ①外的変化対応資金：60 億円 

  ②ふくしま復興特別資金：500 億円 

11 オールふくしま経営支援対応資金 

 (1)制度の目的：「オールふくしま経営支援事業」を活用して経

営改善に取り組む中小企業者への支援 

 (2)対象：「オールふくしま経営支援事業」を活用して経営改善

に取り組む中小企業者 

 (3)新規融資枠：10 億円 

12 ふくしま産業育成資金 

 (1)制度の目的：将来性や成長性が期待される産業の育成及び 

復興に資する産業の支援 

 (2)対象：県内に本社機能を有する業歴５年以上の事業者、医

療・福祉機器関連産業、ロボット関連産業を行う事業

者等  

 (3)新規融資枠：① 県内育成枠：100 億円 

         ② 成長産業枠：10 億円 

         ③ 雇用促進枠：2.5 億円 

         ④ イノベーション・コースト枠：10 億円 

         ⑤ カーボンニュートラル枠：2.5 億円 

         ⑥ 女性活躍応援枠：2.5 億円 

         ⑦ 賃上げ促進枠：2.5 億円 

中小企業信用補完制

度費 

 

795,951 
 

 中小企業信用制度補完制度の充実を図るため、次の事業を実施

する。 

１ 県信用保証協会代位弁済資金貸付金 

  保証先企業の倒産等に伴う金融機関への代位弁済資金につい

て、保険金が日本政策金融公庫から交付されるまでの間のつな

ぎ資金として貸付を行う。 

２ 県信用保証協会損失補償金 

  信用保証協会と損失補償契約を締結した県制度資金について

代位弁済が生じた際、保証協会持ち出し分の２分の１を損失補

償する。 

中小企業制度資金利

活用推進事業 

 

245,039 

 

 制度資金利活用推進補助金 

  制度資金を利用する中小企業の保証料負担の軽減を図り、制

度資金の利活用を促進するため、基本保証料と政策保証料との

差額分について、県信用保証協会に対して補助金を交付する。 

震災関係制度資金推

進事業 

427,385 

 

 東日本大震災により事業活動に影響を受けた事業者の資金繰り

を支援する「ふくしま復興特別資金」及び「震災対策特別資金」

の利活用推進を図るため、損失補償及び保証料補助を行う。 
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５ 中小企業高度化資金貸付事業費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

特定地域中小企業特

別資金貸付金 

―  東京電力福島第一原子力発電所の事故により、移転を余儀なく

された中小企業者等に対し、移転に必要な資金と移転先において

事業を継続・再開するために必要な事業資金及び避難指示が解除

された地域で事業を継続・再開するために必要な事業資金を供給

するため、（公財）福島県産業振興センターに必要な原資を貸し付

ける。 

 ・貸付金 平成２３年度 ４２１億円 

      平成２５年度 ２８３．３億円 

被災中小企業施設・設

備整備支援事業貸付

金 

－  東日本大震災及び令和元年台風１９号等により被害を受けた中

小企業者（中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の認定を

受けた復興事業計画書に記載されている被災中小企業者）等が施

設・設備の整備を行う場合に、（公財）福島県産業振興センターを

通じて長期・無利子の融資を行う。 

 ・貸付金 平成２３年度 ２３億円（東日本大震災分） 

      平成２４年度 ６７億円（東日本大震災分） 

      令和２年度  １２億円（令和元年台風１９号等分） 
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５ 中小企業高度化資金貸付事業費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

特定地域中小企業特

別資金貸付金 

―  東京電力福島第一原子力発電所の事故により、移転を余儀なく

された中小企業者等に対し、移転に必要な資金と移転先において

事業を継続・再開するために必要な事業資金及び避難指示が解除

された地域で事業を継続・再開するために必要な事業資金を供給

するため、（公財）福島県産業振興センターに必要な原資を貸し付

ける。 

 ・貸付金 平成２３年度 ４２１億円 

      平成２５年度 ２８３．３億円 

被災中小企業施設・設

備整備支援事業貸付

金 

－  東日本大震災及び令和元年台風１９号等により被害を受けた中

小企業者（中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の認定を

受けた復興事業計画書に記載されている被災中小企業者）等が施

設・設備の整備を行う場合に、（公財）福島県産業振興センターを

通じて長期・無利子の融資を行う。 

 ・貸付金 平成２３年度 ２３億円（東日本大震災分） 

      平成２４年度 ６７億円（東日本大震災分） 

      令和２年度  １２億円（令和元年台風１９号等分） 

 

○ 雇用労政課

【事務分掌】

・ 労働施策及び雇用対策の総合企画及び調整に関すること。

・ 労働法令制度の普及啓発及び労働教育に関すること。

・ 労使関係の安定に関すること。

・ 労働相談に関すること。

・ 労働者の福祉対策に関すること。

・ ワーク・ライフ・バランスの推進に関すること。

・ 労働委員会に関すること。

・ 労働関係の情報収集、調査及び統計並びにその分析に関すること。

・ シルバー人材センターに関すること。

・ 若年者、高年齢者、女性及び障がい者等の雇用対策に関すること。

・ 県内企業の人材確保支援に関すること。

・ 復興雇用支援対策に関すること。

・ 被災者・避難者等の雇用対策に関すること。

【事業計画】

１ 労政総務費

事業名
予算額

（千円）
内 容

労使関係安定促進事

業

労働審議会の開催

労働者の福祉の増進、雇用及び就業の促進並びに職業能力開発

促進その他労働施策に関する重要事項について、専門的に審議を

行い、その結果を知事に意見具申する。

（福島県労働審議会条例に基づき設置）

労働相談事業 雇用労政課に中小企業労働相談所を設置し、複雑・多様化して

いる労働問題に的確に対処する。

１ 中小企業労働相談員の配置

中小企業労働相談所に中小企業労働相談員を配置し、労働者

または使用者からの労働相談に迅速かつ的確に対応する。

２ 特別労働相談員の設置

特別労働相談員を配置し、高度かつ専門的な労働相談案件に

ついて、労働相談員へ助言を行う。

３ フリーダイヤル回線の設置

相談者の利便性を向上させるため、中小企業労働相談所にフ

リーダイヤル回線 を設置し、電話相談を受け付

ける。

労働条件整備事業
国庫

１ 労使関係総合調査受託事業

労働組合に関する総合調査を国から受託し実施する。

２ 労働条件等実態調査事業

県内民営事業所の労働時間、休暇制度、賃金制度等の労働条

件の実態とその動向を把握し、労働施策のための基礎資料とす

るとともに、調査結果の広報、周知を通じて、労働条件及び労

働者福祉の向上に資する。

（ ）対象

県内の常用労働者を 人以上雇用する民営事業所のうち、

抽出した 事業所

調査項目（ 月末日現在の実態）

労働時間、休暇制度、休業制度、定年制、退職金制度、賃

金制度、男女共同参画の状況 など
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雇用労政施策事務経

費

雇用労政施策に係る事務経費

２ 労働福祉費

事業名
予算額

（千円）
内 容

勤労者福祉推進事業 労働者福祉活動推進事業

労働者の福祉活動を総合的に推進することを目的としている福

島県労働福祉協議会が行う労福協サポート事業等を支援し、勤労

者の福祉向上を図る。

勤労者福祉融資事業
諸収入

労働者支援融資事業

県内の労働者を対象に、必要な資金を貸し付けることにより、

労働者の生活安定と福祉の向上を図る。

３ 雇用対策総務費

事 業 名
予算額

（千円）
内 容

雇用促進事務経費 １ 雇用促進事務経費

２ 若年者雇用勧奨状送付事務経費

３ シルバー人材センター管理事務経費

（新）『感働！ふくし

ま』魅力ある職場づく

り促進事業

国庫

魅力ある職場づくりに向けて、出前講座等により企業側の意識

改革を図るとともに、セミナーや個別相談窓口により女性のキャ

リアアップを支援する。

また、企業における働き方改革や女性活躍の取組に対する奨励

金や、えるぼし・くるみんの取得支援等を通して誰もが働きやす

い職場環境づくりを促進する。

１ 意識改革推進事業

２ 誰もが働きやすい職場づくり支援事業

職場適応訓練事業
国庫

障がい者等の就職困難者の就職を促進するため、受け入れ可能

な事業所を開拓し、同事業所において訓練を行い、作業環境に適

応させ、訓練修了後は当該事業所で雇用することを前提に実施す

る。

１ 職場適応訓練事業

２ 職場適応訓練一般事務経費

シルバー人材センタ

ー連合会補助金

県内シルバー人材センターの指導・調整、事業の普及啓発等を

通し、高年齢者の生きがいの充実と能力を活かした地域社会づく

りを目指した活動を行っている公益社団法人福島県シルバー人材

センター連合会に対し、その運営費の一部を補助する。

高齢者就業拡大支援

事業 国庫

高齢者の就業促進を図るため、企業のニーズの掘り起こし及び

高齢求職者の掘り起こしを行うマッチング支援員を配置するとと

もに、就業支援講習会、職場環境改善支援を実施する。

福島広域雇用促進支

援協議会運営資金貸

付事業

諸収入

帰還者等の雇用の安定を図るための取組をより効果的に実施す

るために、地域による自主性・創意工夫ある取組の支援を行う「福

島広域雇用促進支援協議会」へ事業資金を貸し付け、継続的な事

業の執行を支援することにより、避難者等の雇用の促進、安定を

図る。
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雇用労政施策事務経

費

雇用労政施策に係る事務経費

２ 労働福祉費

事業名
予算額

（千円）
内 容

勤労者福祉推進事業 労働者福祉活動推進事業

労働者の福祉活動を総合的に推進することを目的としている福

島県労働福祉協議会が行う労福協サポート事業等を支援し、勤労

者の福祉向上を図る。

勤労者福祉融資事業
諸収入

労働者支援融資事業

県内の労働者を対象に、必要な資金を貸し付けることにより、

労働者の生活安定と福祉の向上を図る。

３ 雇用対策総務費

事 業 名
予算額

（千円）
内 容

雇用促進事務経費 １ 雇用促進事務経費

２ 若年者雇用勧奨状送付事務経費

３ シルバー人材センター管理事務経費

（新）『感働！ふくし

ま』魅力ある職場づく

り促進事業

国庫

魅力ある職場づくりに向けて、出前講座等により企業側の意識

改革を図るとともに、セミナーや個別相談窓口により女性のキャ

リアアップを支援する。

また、企業における働き方改革や女性活躍の取組に対する奨励

金や、えるぼし・くるみんの取得支援等を通して誰もが働きやす

い職場環境づくりを促進する。

１ 意識改革推進事業

２ 誰もが働きやすい職場づくり支援事業

職場適応訓練事業
国庫

障がい者等の就職困難者の就職を促進するため、受け入れ可能

な事業所を開拓し、同事業所において訓練を行い、作業環境に適

応させ、訓練修了後は当該事業所で雇用することを前提に実施す

る。

１ 職場適応訓練事業

２ 職場適応訓練一般事務経費

シルバー人材センタ

ー連合会補助金

県内シルバー人材センターの指導・調整、事業の普及啓発等を

通し、高年齢者の生きがいの充実と能力を活かした地域社会づく

りを目指した活動を行っている公益社団法人福島県シルバー人材

センター連合会に対し、その運営費の一部を補助する。

高齢者就業拡大支援

事業 国庫

高齢者の就業促進を図るため、企業のニーズの掘り起こし及び

高齢求職者の掘り起こしを行うマッチング支援員を配置するとと

もに、就業支援講習会、職場環境改善支援を実施する。

福島広域雇用促進支

援協議会運営資金貸

付事業

諸収入

帰還者等の雇用の安定を図るための取組をより効果的に実施す

るために、地域による自主性・創意工夫ある取組の支援を行う「福

島広域雇用促進支援協議会」へ事業資金を貸し付け、継続的な事

業の執行を支援することにより、避難者等の雇用の促進、安定を

図る。

ふくしまで働こう！

就職応援事業 国庫

諸収入

県内及び東京に拠点を設け、首都圏及び県内の学生等に対して

県内企業の魅力を発信するとともに、学生等への就職相談から就

職後の職場定着まで一貫した支援を行うことで、県内産業の人材

確保・定着を支援する。

また、避難者や被災求職者等の求職者に対して県内６か所に設

置する「ふくしま生活・就職応援センター」において、きめ細か

な就労・生活再建支援を行う。

１ ふるさと福島就職情報センター運営事業

２ ふくしま生活・就職応援センター運営事業

３ 就職マッチング支援強化事業

ふるさと福島若者人

材確保事業 国庫

高校生を対象とした県内就職促進や、新入社員を対象とした早

期離職防止のための取組等を行うことにより、若者の県内還流定

着を図る。

１ ガイダンス等開催事業

２ 新規高卒者の県内就職促進事業

３ 若手人材の早期離職防止事業

（一新）『感働！ふく

しま』プロジェクト （国庫

諸収入

）

人手不足が顕在化している県内企業の人材確保を図るため、Ｓ

ＮＳ等を活用した広報や企業見学・工場見学、職業体験イベント

など、企業の魅力や福島で働くすばらしさを伝える取組を総合的

に展開し、若者の定着・還流を促進する。

１ ふくしま企業情報発信事業

２ 未来の産業人材確保のための体験プログラム事業

３ ものづくり産業人材確保支援事業

４ 若者還流・県内定着促進事業

（新）孤独・孤立対策

推進事業 国庫

能力開発機会の乏しさや就業経験の少なさ等に対する不安など

孤独・孤立の問題を抱えている方の課題に寄り添いながら、就労

やスキルアップに向けたセミナーや面接会を実施し、雇用安定を

促進する。

１ 孤独・孤立対策推進事業

新規高卒者就職支援

事業

県内企業の採用担当者、就職希望生徒及び就職担当教諭による

合同就職面接会を福島労働局と共に開催することにより、新規高

卒者の県内企業への就職促進を図る。

（新）多様な人材活用

促進事業 国庫

人手不足解消の手段として多様な人材を活用することを企業が

認識するワークショップ形式セミナー及び出張相談会を開催する

とともに、選択肢の一つとなる外国人材について初期相談から採

用・定着までを一体的に支援するサポートデスクを設置し、雇用

を促進する。

１ 求める人材再発見支援事業

２ 外国人材雇用サポートデスク運営事業

４ 緊急雇用対策費

事 業 名
予算額

（千円）
内 容

復興雇用支援事業
（繰入金

諸収入

１ ふくしま産業復興雇用支援事業

産業施策と一体となって安定的な雇用を行う企業に対し、雇

用経費や住宅支援費を助成する。

２ 原子力災害対応雇用支援事業

原子力災害の影響を受けた本県被災者について、県・市町村

が民間企業等に委託して、一時的な雇用の確保等を通じて安定

を図るとともに、次の安定雇用への円滑な移行につながる人材
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育成を併せて実施する。

福島県原子力災害等

復興基金（緊急雇用）

積立

（財産収入

原子力災害等復興基金（緊急雇用勘定）の運用により発生する

運用益を積み立てる。

５ 商工業総務費

事業名
予算額

（千円）
内 容

将来を担う産業人材

確保のための奨学金

返還支援事業

（財産収入

繰入金

本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、県内就職する

学生等に対し、奨学金の返還を支援する。

１ 奨学金返還支援基金積立事業

県と県内産業界が共同で拠出して基金を設置し、これを原資と

して、県内に就職し一定期間在職した学生等に対して、奨学金の

返還を支援する。

２ 奨学金返還支援事業事務経費

奨学金返還支援制度について、全国の大学などを通じて周知、

対象者の募集を行う他、審査委員会を開催して対象者の選考を行

う。

３ 奨学金返還支援基金積立事業（運用益）

福島産業人材確保推進基金の運用により発生した利子を基金

に積み立てる。

４ 奨学金返還支援事業補助金

交付対象者のうち、交付要件である５年間の定住・就職要件を

満たす者へ補助金を支給する。

６ いきいきふくしま｢知恵と工夫のプロジェクト｣

事 業 名
予算額

（千円）
内 容

福島県新規高卒者就

職促進対策本部

－ 行政機関、経済団体及び教育団体が連携し、新規高卒者就職促

進対策プログラムを策定することにより、早期就職内定及び就職

内定率 ％の達成を目指す。
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育成を併せて実施する。

福島県原子力災害等

復興基金（緊急雇用）

積立

（財産収入

原子力災害等復興基金（緊急雇用勘定）の運用により発生する

運用益を積み立てる。

５ 商工業総務費

事業名
予算額

（千円）
内 容

将来を担う産業人材

確保のための奨学金

返還支援事業

（財産収入

繰入金

本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、県内就職する

学生等に対し、奨学金の返還を支援する。

１ 奨学金返還支援基金積立事業

県と県内産業界が共同で拠出して基金を設置し、これを原資と

して、県内に就職し一定期間在職した学生等に対して、奨学金の

返還を支援する。

２ 奨学金返還支援事業事務経費

奨学金返還支援制度について、全国の大学などを通じて周知、

対象者の募集を行う他、審査委員会を開催して対象者の選考を行

う。

３ 奨学金返還支援基金積立事業（運用益）

福島産業人材確保推進基金の運用により発生した利子を基金

に積み立てる。

４ 奨学金返還支援事業補助金

交付対象者のうち、交付要件である５年間の定住・就職要件を

満たす者へ補助金を支給する。

６ いきいきふくしま｢知恵と工夫のプロジェクト｣

事 業 名
予算額

（千円）
内 容

福島県新規高卒者就

職促進対策本部

－ 行政機関、経済団体及び教育団体が連携し、新規高卒者就職促

進対策プログラムを策定することにより、早期就職内定及び就職

内定率 ％の達成を目指す。

 

 

 

 

 

産 業 振 興 総 室 
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○ 企業立地課 
【事務分掌】 

・ 総室内の連絡調整に関すること。 
・ 工業開発の企画調整（福島県工業開発計画）に関すること。 
・ 企業誘致に関すること。 
・ 立地企業の振興に関すること。 
・ 工場立地法及び工業開発条例に関すること。 
・ 採石法及び鉱業法に関すること。 
・ 工業団地及び工業用水道事業に関すること。 
・ 輸送用機械関連産業の振興に関すること。 
・ 地方拠点強化推進事業に関すること。 
・ 地域未来投資促進法（ものづくり分野に係る基本計画）に関すること。 
・ 中小企業等復旧・復興支援事業に関すること。 
・ 企業立地補助金等に関すること。 
・ 復興特区（ふくしま産業復興投資促進特区）に関すること。 

【事業計画】 
１ 工業開発促進費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

福島県企業誘致推進

協議会事業 
県内の工業団地等への工場立地を促進するため、企業誘致に

係る情報の収集・管理、方策の検討等を行うとともに各種企業

誘致活動事業を展開する。 

企業誘致活動・広報強

化事業 国庫

本県の優れた立地環境を的確にアピールするため、企業誘致

パンフレットの制作などにより企業のニーズに適応した効果的

な広報活動を行う。 

福島イノベーシ ョ

ン・コースト構想産業

集積推進事業 
国庫

福島イノベーション・コースト構想実現に向けた産業集積を

推進するため、 による工場団地等の や企業誘致セミナー

を開催するとともに、現地視察ツアーの開催など企業立地に関

するコーディネート業務を実施し、企業誘致を推進する。

工業団地分譲促進事

業費 
高付加価値型産業や研究開発機能の集積・誘導を目的として

整備した県内の工業団地への企業誘致活動や県営工業団地の維

持管理等の事業を実施する。 

工業団地等整備事業 
国庫

繰入金

工業開発を計画的に推進するため、福島市が行う工業団地整

備に係る道路、用排水路等の関連公共施設の整備に要する経費

について補助する。 
また、新たな工場用地開発を戦略的に推進するため、市町村

が行う工場用地候補地の開発可能性調査等業務に要する経費に

ついて補助する。 

― 76 ―



○ 企業立地課 
【事務分掌】 

・ 総室内の連絡調整に関すること。 
・ 工業開発の企画調整（福島県工業開発計画）に関すること。 
・ 企業誘致に関すること。 
・ 立地企業の振興に関すること。 
・ 工場立地法及び工業開発条例に関すること。 
・ 採石法及び鉱業法に関すること。 
・ 工業団地及び工業用水道事業に関すること。 
・ 輸送用機械関連産業の振興に関すること。 
・ 地方拠点強化推進事業に関すること。 
・ 地域未来投資促進法（ものづくり分野に係る基本計画）に関すること。 
・ 中小企業等復旧・復興支援事業に関すること。 
・ 企業立地補助金等に関すること。 
・ 復興特区（ふくしま産業復興投資促進特区）に関すること。 

【事業計画】 
１ 工業開発促進費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

福島県企業誘致推進

協議会事業 
県内の工業団地等への工場立地を促進するため、企業誘致に

係る情報の収集・管理、方策の検討等を行うとともに各種企業

誘致活動事業を展開する。 

企業誘致活動・広報強

化事業 国庫

本県の優れた立地環境を的確にアピールするため、企業誘致

パンフレットの制作などにより企業のニーズに適応した効果的

な広報活動を行う。 

福島イノベーシ ョ

ン・コースト構想産業

集積推進事業 
国庫

福島イノベーション・コースト構想実現に向けた産業集積を

推進するため、 による工場団地等の や企業誘致セミナー

を開催するとともに、現地視察ツアーの開催など企業立地に関

するコーディネート業務を実施し、企業誘致を推進する。

工業団地分譲促進事

業費 
高付加価値型産業や研究開発機能の集積・誘導を目的として

整備した県内の工業団地への企業誘致活動や県営工業団地の維

持管理等の事業を実施する。 

工業団地等整備事業 
国庫

繰入金

工業開発を計画的に推進するため、福島市が行う工業団地整

備に係る道路、用排水路等の関連公共施設の整備に要する経費

について補助する。 
また、新たな工場用地開発を戦略的に推進するため、市町村

が行う工場用地候補地の開発可能性調査等業務に要する経費に

ついて補助する。 

輸送用機械関連産業

集積推進事業 
福島県輸送用機械関連産業協議会の活動を通じて、県内企業

の開発力・技術力・提案力を向上させ、取引拡大を図る。 
また、東北６県及び新潟県にて組織する「とうほく自動車産

業集積連携会議」での商談会事業等を通じて、地域産業基盤の

発展に向けて連携して取り組む。 
地方拠点強化推進事

業 
 

債務負担行為

～

首都圏企業の地方移転や拠点の分散などの動きが強まってい

ることから、本県への本社機能移転の促進および地元雇用の創

出を図るため、本社機能移転に係る施設の整備費用を補助する

ことで企業を支援するとともに、本県の優位性をＰＲし、地方

移転を後押しする。 
ふくしま産業活性化

企業立地促進補助金 （繰入金

）

債務負担行為

～

県内全域（国の企業立地補助金の対象区域を除く）における

工場や物流施設等の新増設及び機械設備等の取得費を補助す

る。 

（新）女性活躍オフィ

ス立地促進事業 
県内外の企業が県内に新たにオフィス等を設置し、県内在住

の女性を新規雇用する際の費用を一部支援することで、女性の

県内定着を図る。 

ダム管理費負担金 県北地域・会津地域における工業用水需要対策として摺上川

ダム・大川ダム管理事業に参加し、工業用水の水源を確保する。

１ 摺上川ダムの維持管理に要する経費について、特定多目的

ダム法の規定によりダム管理費用負担率（負担割合 ％）

に基づき負担する。

２ 大川ダムの維持管理に要する経費について、特定多目的ダ

ム法の規定によりダム管理費用負担率（負担割合 ％）に基

づき負担する。 

 

２ 地域振興費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

原子力発電施設等周

辺地域企業立地支援

事業 
国庫

原子力発電施設が設置されている市町村又はその周辺市町村に

立地する企業に対し支払電気料金の一部を給付金として交付する

ことにより、原子力発電施設等周辺の電源地域の振興を図る。

 
３ 鉱業対策費 

事 業 名 予算額 
(千円) 内 容 

休廃止鉱山坑廃水処

理事業 
休廃止された鉱山から排出される坑廃水を処理す

る事業者に対し、その経費の一部を補助金として交付

する。 
・補助対象：八総鉱山（南会津町） 
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４ 中小企業振興費 

事 業 名 予算額 
（千円） 内 容 

中小企業経営資源強

化対策推進事業 
（県中小企業支援セ

ンター運営事業） 

多様で活力ある中小企業の育成・発展を図るためには、中小企業

が独創性・機動性等を発揮して、新たな事業活動を展開していくこ

とが重要である。 
本県の中小企業支援センターである(公財)福島県産業振興センタ

ーに補助することにより、県内中小企業の経営ノウハウ、技術、人

材又は市場情報等の経営資源の充実強化を図る。  
１ 支援体制円滑化事業  
２ 全国中小企業取引振興協会事業 
３ 窓口相談等事業  
４ 取引情報提供事業  
５ 首都圏発注企業情報収集提供事業 
６ 指導員及び指導補助員設置 

（新）次世代モビリテ

ィ・ＥＶ参入促進事業 国庫

本県の主要産業である自動車関連産業において、次世代モビリテ

ィ・ＥＶ等の新規分野への参入や事業転換の検討機会を提供するた

め、セミナーやワークショップの開催、商談会の実施など、県内企

業のモビリティ分野への参入促進及び更なる販路拡大を図る。 

５ 商工業総務費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

中小企業等復旧・復興

支援事業 繰入金

東日本大震災により被害を受けた中小企業等が空き工場・空き

店舗等において事業再開するにあたり、その賃借料等を補助する。 
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４ 中小企業振興費 

事 業 名 予算額 
（千円） 内 容 

中小企業経営資源強

化対策推進事業 
（県中小企業支援セ

ンター運営事業） 

多様で活力ある中小企業の育成・発展を図るためには、中小企業

が独創性・機動性等を発揮して、新たな事業活動を展開していくこ

とが重要である。 
本県の中小企業支援センターである(公財)福島県産業振興センタ

ーに補助することにより、県内中小企業の経営ノウハウ、技術、人

材又は市場情報等の経営資源の充実強化を図る。  
１ 支援体制円滑化事業  
２ 全国中小企業取引振興協会事業 
３ 窓口相談等事業  
４ 取引情報提供事業  
５ 首都圏発注企業情報収集提供事業 
６ 指導員及び指導補助員設置 

（新）次世代モビリテ

ィ・ＥＶ参入促進事業 国庫

本県の主要産業である自動車関連産業において、次世代モビリテ

ィ・ＥＶ等の新規分野への参入や事業転換の検討機会を提供するた

め、セミナーやワークショップの開催、商談会の実施など、県内企

業のモビリティ分野への参入促進及び更なる販路拡大を図る。 

５ 商工業総務費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

中小企業等復旧・復興

支援事業 繰入金

東日本大震災により被害を受けた中小企業等が空き工場・空き

店舗等において事業再開するにあたり、その賃借料等を補助する。 

 
 

 

○ 産業振興課 
【事務分掌】 

・ 新事業の創出の促進に関すること。  
・ 創業支援に関すること。

・ 中小企業振興館（起業支援室）に関すること。

・ 大町起業支援館に関すること。 
・ 科学技術の振興に関すること。

・ 工業に係る試験研究及び技術支援に関すること。 
・ ハイテクプラザに関すること。 
・ 産学官の連携に関すること。 
・ ふくしま産業応援ファンドに関すること。 
・ 知的財産戦略の推進に関すること。 
・ 地域産業の６次化に係る食品加工の事業化支援に関すること。 
・ 福島イノベーション・コースト構想に基づく産業集積に関すること。（次世代産業課分を除く） 

【事業計画】 

１ 産業高度化推進費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

インキュベートルー

ム（起業支援室）運営

事業 
使用料・手数料

ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業等において新たに

事業を開始しようとする方、又は事業の開始後間もない方等を対

象に、福島駅西口インキュベートルームの各室（共同利用室・個

室）を低廉な使用料で貸し出すとともに、インキュベーションマ

ネージャー等による経営アドバイスをはじめとした一貫した支援

をすることで、ハード・ソフトの両面から起業・創業を支援する。

福島県大町起業支援

館運営事業 使用料・手数料

諸収入

産業支援サービス業として大きな成長が期待されるカスタマー

センター業及びこれと密接に関連する業務を行う方、又は行う予

定の方を対象に、福島県大町起業支援館の各室を低廉な使用料で

貸し出すことで、起業・創業を支援する。 
起業・新事業創出支援

事業 国庫
起業前から起業後の各ステージに応じて、個人事業から大学発

ベンチャー、スタートアップまで一貫して支援する創業支援体制

を整備することにより、県内に起業が次々と生まれ着実に成長し

ていく 『スタートアップの地ふくしま』 の創造を目指す。

郡山地域高度技術産

業集積活性化推進事

業 
（公財）郡山地域テクノポリス推進機構を中心として圏域企業

の産学連携、技術力強化、人材育成等を行うことで、県中地域が

ものづくりの牽引役となり、その効果が県内全域へと波及するこ

とを目指す。 
補助先：（公財）郡山地域テクノポリス推進機構 
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２ 工業振興費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

中小企業経営革新計

画支援事業 
中小企業を取り巻く経営環境は、グローバル経済化での競争激

化や情報技術の進展等、大きく変化しており、このような中、これ

ら経営環境の変化に即応して、今日的な経営課題に取り組む中小

企業者の経営革新を全業種にわたって幅広く支援する。 
・中小企業経営革新計画指導等事業

中小企業等経営強化法に基づき、中小企業者等の作成した経

営革新計画の承認審査、中小企業者等に対する同法の啓発・指

導及び、関係機関との連絡調整を行う。 

産業技術支援事業 
使用料・手数料

工業技術に関する試験・研究・指導のほか、施設・機器の開放、

研修による人材育成、情報提供などを行う。 
１ 公財 福島県産業振興センター技術支援部運営補助事業

公財 福島県産業振興センター技術支援部に係る人件費補助。

２ ハイテクプラザ管理等委託事業

ハイテクプラザ本館棟の一部施設及び設備の管理業務等を

公財 福島県産業振興センターに委託する。 

ふくしま森の科学体

験センター事業 
新しい時代の科学技術の振興を担う創造性あふれた人づくりと

科学技術に対する正しい理解を図るため、 公財 ふくしま科学振

興協会が行う次の事業に対し、補助金を交付する。 
１ 科学技術に対する正しい知識と認識の定着を図るための事業 
２ 生物、文化、環境、科学等に関する教育普及に関する事業 
３ 自然科学情報資料の収集及び調査研究に関する事業 
４ ふくしま森の科学体験センター（ムシテックワールド）の利

活用に関する事業 

知的財産活用推進事

業 
知的財産活動の積極的な推進に向け、特許情報の利活用普及や

発明奨励、知的財産取得補助等を行う。 
１ 知的財産活用推進事業補助金 

（一社）福島県発明協会へ事業運営経費の一部を助成する。 
２ 特許等調査・出願経費助成事業 

国内における特許等出願経費や先行技術調査を助成する。 
３ 知的財産支援事務費 

県内関係機関による知財戦略協議会の開催や発明奨励、県試

験研究機関連絡会議を行う。 
４ つながる特許推進事業 

本県と特許庁、イノベ機構との間で締結した連携協定に基づ

き県内企業へのセミナーなど各種支援や人事交流等を実施す

る。 
５ オーダーメイド型支援チームによるハンズオン支援

県内企業に対して、開発構想段階から事業戦略、知財戦略、標

準化戦略などを包括した総合開発戦略の構築を支援すること

で、質の高い知的財産権の取得を促進する。 
６ イノベーションへ向けた知財戦略普及促進事業

知的財産に係るセミナーを開催することで、知的財産戦略の

普及啓発を進めるとともに、知的財産を戦略的に活用できる人

材の育成を行う。 
外部資金等活用研究

事業 （諸収入

ハイテクプラザが国や企業等からの委託を受けて、新技術の開

発や技術的課題の解決を図り、蓄積された研究成果を県内企業に

技術移転することで、本県ものづくり基盤の強化を図る。 
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放射能測定事業 
（諸収入

風評被害への対応として、検査に伴う事業者の負担軽減と検査

の迅速化、検査頻度の向上を図るため、県内の製造業者を対象に

工業製品や加工食品等の放射能測定業務を行う。 

商工業者のための放

射線検査支援事業 
風評被害払拭のため、県内商工会議所における加工食品の放射

性物質検査を支援する。 
（新）企業価値向上推

進事業 国庫

地域の産業振興を担う産業支援機関の機能を強化することで、

本県中小企業の自社製品開発を推進するとともに、企業の無形資

産である知的財産への意識を高めることにより、企業価値の向上

を図る。

１ ものづくり中小企業開発・開拓推進事業

地域産業支援機関と地域産業復興・創生アドバイザーを中心と

した御用聞き訪問等により、新製品開発の促進や技術課題の開発

の解決を図るとともに、開発製品の出口支援を充実させ、新製品

開発を足踏みする企業を支援する。

２ 市場調査・事業可能性調査・研究開発経費助成

県内中小企業の事業可能性調査、技術開発、販路開拓に係る経

費を助成する。（ふくしま産業応援ファンド事業）

３ 企業連携人材育成事業

広域連携コーディネーターを配置し、各地域のものづくりコー

ディネーターのスキルアップを図ることで、地域を超えた企業間

のマッチングを促進するとともに、支援チームによる技術的課題

解決を通じたマッチングを行う。

４ デザイン経営推進人材育成事業

県内企業が将来にわたって持続的に成長できる企業に変革して

いくためには、「価値デザイン経営」の手法を中小企業への導入促

進を図る必要があるため、その担い手となる産業支援機関等に対

し人材育成や普及啓発を行う。

５ 弁理士による知的財産の掘り起こし事業

企業が気づいていない知的財産を掘り起こすことに長けた弁理

士を日本弁理士会の協力により選任し、その弁理士が県内企業を

訪問して知的財産の掘り起こしを行い、特許出願に向けた伴走支

援を行う。 
福島県オリジナル清

酒製造技術の開発 国庫

県オリジナル酵母と県産酒造好適米を用いた福島県オリジナル

清酒の製造を検証し、県内酒造メーカーへの成果移転を通して、

県産清酒の多様化とさらなる高品質化を実現し、県産品振興の一

助とする。 
デジタル技術を活用

したものづくり企業

のスマート化支援事

業 

国庫

ものづくり企業のデジタル技術の導入・活用による省力化・ス

マート化を図るため、ハイテクプラザの実証設備やコーディネー

タの活用等による技術支援を実施する。 
また、地域産業の魅力向上を図るため、日本酒生産工程への 

ＩｏＴ技術の導入等による支援体制の構築を行う。 
地域産業６次化推進

事務費 
本県の豊かな農林水産資源を基盤とした「食」産業の創造を図

るため、ふくしま地域産業６次化戦略に基づき、農林水産業の６

次化、農商工連携及び企業の農業参入等、一次、二次、三次の各

産業が連携・融合した地域産業６次化を推進するとともに、県産

品加工支援センターにおいて新たな県産品の開発や食品加工・流

通に関する技術相談など一体的な支援を実施する。 
地域復興実用化開発

等促進事業 国庫

地元企業等又は地元企業等と連携する企業等が、浜通り地域等

市町村において、福島イノベーション・コースト構想の重点分

野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー・環境・リサイクル、

農林水産業、医療関連、航空宇宙）における実用化開発等を行う

費用の一部を補助する。

また、福島イノベーション・コースト構想の重点分野における

実用化開発プロジェクト等を対象に、知見を有する人材を配置し、
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実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・解決を図るとともに、

技術力・経営力向上のための経営戦略構築等のコンサル支援やビ

ジネスマッチング等を進め、事業化に向けた伴走支援を行う。 
更に、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のた

めマッチング支援、実用化に至った新商品・新サービスの販路開

拓等を支援する。 
廃炉関連産業集積基

盤構築事業 国庫

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連

産業の集積を図るため、マッチングサポート事務局において、現

地見学会の開催や資格取得費用の助成、廃炉総合開催展の開催等

を行うほか、ハイテクプラザに導入した先端機器を用いた技術支

援や地元企業の連携・競争力強化に向けた取組を行い、廃炉関連

産業への参入を促進する。 
イノベーション創出

プラットフォーム事

業 
国庫

福島県浜通り地域等１５市町村（イノベ地域）において「起業・

創業」を目指す企業や個人等を強力に支援するため、専門家によ

るビジネスプラン策定、経営アドバイス、技術的アドバイス、マ

ーケティングに加え、マッチング機会の提供、販路開拓支援、ピ

ッチイベント開催等を行うほか、試作品開発・市場調査等への一

部補助や行政・産業支援機関・金融機関・大学等のサポーターに

よる支援を行う。（通称： ）

スタートアップ創出

事業 国庫

福島県浜通り地域等 市町村（イノベ地域）に、全国のスター

トアップ（ＶＣやコンソーシアム等含む）を呼び込み、イノベ地

域の創業関連施設の視察や地元事業者との交流（つなぎ込み）を

促進する。

 

３ ハイテクプラザ費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

基盤技術開発支援事

業 
県内企業からの要請に応じ、懸案事項や課題等についてハイテ

クプラザで研究開発を行う。また、県内企業のものづくり基盤技

術の高度化を支援するため、研究会活動、共同研究及び人材育成

を一体的に実施する。 

ハイテクプラザ試験

指導普及事業 使用料・手数料

財産収入

諸収入

技術的な諸問題の解決を図るとともに、依頼試験の実施やハイ

テクプラザの施設・設備を開放することにより県内企業の技術開

発や新商品開発を支援する。 
１ 技術指導等事業 
２ 依頼試験事業 
３ 産業技術連携推進会議開催事業 
４ 技術力向上支援事業 
５ 酵母開発・頒布事業 
６ 地域交流促進事業 
７ 研究成果発表会開催事業 

産業廃棄物減量化・再

資源化技術支援事業 繰入金

循環型社会の構築のため、産業廃棄物排出事業者に対する技術

面からの支援を行い、産業廃棄物の減量化・再資源化を図る。 

ハイテクプラザ機器

整備事業 使用料・手数料

繰入金

諸収入

技術相談、技術指導、施設・設備・機器の開放、試験研究等の

機能充実を図るため、ハイテクプラザ及び各技術支援センターに

必要な機器を整備する。 
１ 再編強化機器整備事業 
２ 機器リース事業 
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実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・解決を図るとともに、

技術力・経営力向上のための経営戦略構築等のコンサル支援やビ

ジネスマッチング等を進め、事業化に向けた伴走支援を行う。 
更に、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のた

めマッチング支援、実用化に至った新商品・新サービスの販路開

拓等を支援する。 
廃炉関連産業集積基

盤構築事業 国庫

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連

産業の集積を図るため、マッチングサポート事務局において、現

地見学会の開催や資格取得費用の助成、廃炉総合開催展の開催等

を行うほか、ハイテクプラザに導入した先端機器を用いた技術支

援や地元企業の連携・競争力強化に向けた取組を行い、廃炉関連

産業への参入を促進する。 
イノベーション創出

プラットフォーム事

業 
国庫

福島県浜通り地域等１５市町村（イノベ地域）において「起業・

創業」を目指す企業や個人等を強力に支援するため、専門家によ

るビジネスプラン策定、経営アドバイス、技術的アドバイス、マ

ーケティングに加え、マッチング機会の提供、販路開拓支援、ピ

ッチイベント開催等を行うほか、試作品開発・市場調査等への一

部補助や行政・産業支援機関・金融機関・大学等のサポーターに

よる支援を行う。（通称： ）

スタートアップ創出

事業 国庫

福島県浜通り地域等 市町村（イノベ地域）に、全国のスター

トアップ（ＶＣやコンソーシアム等含む）を呼び込み、イノベ地

域の創業関連施設の視察や地元事業者との交流（つなぎ込み）を

促進する。

 

３ ハイテクプラザ費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

基盤技術開発支援事

業 
県内企業からの要請に応じ、懸案事項や課題等についてハイテ

クプラザで研究開発を行う。また、県内企業のものづくり基盤技

術の高度化を支援するため、研究会活動、共同研究及び人材育成

を一体的に実施する。 

ハイテクプラザ試験

指導普及事業 使用料・手数料

財産収入

諸収入

技術的な諸問題の解決を図るとともに、依頼試験の実施やハイ

テクプラザの施設・設備を開放することにより県内企業の技術開

発や新商品開発を支援する。 
１ 技術指導等事業 
２ 依頼試験事業 
３ 産業技術連携推進会議開催事業 
４ 技術力向上支援事業 
５ 酵母開発・頒布事業 
６ 地域交流促進事業 
７ 研究成果発表会開催事業 

産業廃棄物減量化・再

資源化技術支援事業 繰入金

循環型社会の構築のため、産業廃棄物排出事業者に対する技術

面からの支援を行い、産業廃棄物の減量化・再資源化を図る。 

ハイテクプラザ機器

整備事業 使用料・手数料

繰入金

諸収入

技術相談、技術指導、施設・設備・機器の開放、試験研究等の

機能充実を図るため、ハイテクプラザ及び各技術支援センターに

必要な機器を整備する。 
１ 再編強化機器整備事業 
２ 機器リース事業 

ハイテクプラザ運営

事業 使用料・手数料

財産収入

繰入金

諸収入

ハイテクプラザ及び各技術支援センターの試験研究上必要な設

備・機器の保守管理を行い、試験・研究機関としての機能維持を

図るとともに、企業に対する技術指導体制の充実・強化を図る。  
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○ 次世代産業課 
【事務分掌】 

・ 再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積に関すること。

・ エネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積に関すること。

・ ＲＥＩＦふくしま開催に関すること。

・ ロボット産業の集積に関すること。

・ 航空宇宙関連産業の集積に関すること。

・ 各種技術開発・導入補助に関すること。

・ ふくしまロボット産業推進協議会に関すること。

・ 福島浜通りロボット実証区域に関すること。

・ ロボット・航空宇宙フェスタふくしま開催に関すること。

【事業計画】 

１ 工業開発促進費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

再エネ関連産業産学

官連携・販路拡大促進

事業 
国庫

再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・

エージェンシーふくしま」を核として、ネットワークの構築、新

規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開を一

体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育

成・集積を図る。

１ 再エネ関連産業育成・集積支援事業

県内企業の再生可能エネルギー・水素分野におけるネットワ

ークの構築、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡

大、海外展開を一体的・総合的に支援する「エネルギー・エー

ジェンシーふくしま」を核として、「再生可能エネルギー先駆け

の地」の実現に向け、再生可能エネルギー・水素関連産業の育

成・集積を推進する。

２ ＲＥＩＦふくしま開催事業

再生可能エネルギーや水素、脱炭素、省エネルギー、カーボ

ンリサイクルなどに関連する国内外の企業団体に対して、最新

技術や製品に関する情報発信、商談・交流の場を提供し、企業

間のビジネスマッチングを促進するとともに、海外企業団体を

積極的に呼び込み、国内企業が持つ技術やシステム等の海外展

開を後押しする国際的な大規模展示会として「ＲＥＩＦふくし

ま２０２５」を開催する。

３ 海外連携交流事業

ドイツ、デンマーク及びスペインといった再エネ先進地との

連携と企業間交流を一層促進するためトップ等間交流を実施す

る。また、県内企業とのビジネスマッチングや共同研究の可能

性がある企業の発掘を図るため、再エネ先進地からの企業等招

聘を行うとともに、海外コンサルティング企業等と連携を図り

ながら、県内企業の海外進出に向けた取組等を実施する。

４ 再エネメンテナンス関連産業参入支援事業

再エネメンテナンス分野への新規参入や事業拡大を目指す県

内企業に対して、実機を用いた研修の費用やメンテナンス業務

に必要な資格の取得費等を補助する。

５ 風力メンテナンス関連産業育成事業

風力メンテナンスの基礎的な技術から点検技術の実務、高度

なコア技術まで、県内で習得可能な体制構築に取り組む。
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○ 次世代産業課 
【事務分掌】 

・ 再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積に関すること。

・ エネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積に関すること。

・ ＲＥＩＦふくしま開催に関すること。

・ ロボット産業の集積に関すること。

・ 航空宇宙関連産業の集積に関すること。

・ 各種技術開発・導入補助に関すること。

・ ふくしまロボット産業推進協議会に関すること。

・ 福島浜通りロボット実証区域に関すること。

・ ロボット・航空宇宙フェスタふくしま開催に関すること。

【事業計画】 

１ 工業開発促進費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

再エネ関連産業産学

官連携・販路拡大促進

事業 
国庫

再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・

エージェンシーふくしま」を核として、ネットワークの構築、新

規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開を一

体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育

成・集積を図る。

１ 再エネ関連産業育成・集積支援事業

県内企業の再生可能エネルギー・水素分野におけるネットワ

ークの構築、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路拡

大、海外展開を一体的・総合的に支援する「エネルギー・エー

ジェンシーふくしま」を核として、「再生可能エネルギー先駆け

の地」の実現に向け、再生可能エネルギー・水素関連産業の育

成・集積を推進する。

２ ＲＥＩＦふくしま開催事業

再生可能エネルギーや水素、脱炭素、省エネルギー、カーボ

ンリサイクルなどに関連する国内外の企業団体に対して、最新

技術や製品に関する情報発信、商談・交流の場を提供し、企業

間のビジネスマッチングを促進するとともに、海外企業団体を

積極的に呼び込み、国内企業が持つ技術やシステム等の海外展

開を後押しする国際的な大規模展示会として「ＲＥＩＦふくし

ま２０２５」を開催する。

３ 海外連携交流事業

ドイツ、デンマーク及びスペインといった再エネ先進地との

連携と企業間交流を一層促進するためトップ等間交流を実施す

る。また、県内企業とのビジネスマッチングや共同研究の可能

性がある企業の発掘を図るため、再エネ先進地からの企業等招

聘を行うとともに、海外コンサルティング企業等と連携を図り

ながら、県内企業の海外進出に向けた取組等を実施する。

４ 再エネメンテナンス関連産業参入支援事業

再エネメンテナンス分野への新規参入や事業拡大を目指す県

内企業に対して、実機を用いた研修の費用やメンテナンス業務

に必要な資格の取得費等を補助する。

５ 風力メンテナンス関連産業育成事業

風力メンテナンスの基礎的な技術から点検技術の実務、高度

なコア技術まで、県内で習得可能な体制構築に取り組む。

福島新エネ社会構想

等推進技術開発事業 国庫

福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企

業の技術高度化等を支援するとともに、福島再生可能エネルギー

研究所（ ）の研究開発機能について最先端分野に展開・高度

化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連産業の

育成・集積を推進する。

１ 再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業

東日本大震災後、新たに研究開発が進められてきた県内の再

生可能エネルギー・水素関連技術のうち、市場性の高い技術の

事業化・実用化のための実証研究を支援し、福島発の技術によ

る事業創出及び関連産業の育成・集積を図る。

２ ハイテクプラザ再エネ技術高度化事業

福島新エネ社会構想の実現に向け、県内企業の有する要素技

術の高度化及び製品化する実用化研究をハイテクプラザが関係

機関と連携を図りながら実施する。

３ ＦＲＥＡ最先端研究・拠点化支援事業

県内企業のより一層の技術力高度化や産業集積につなげてい

くため、ＦＲＥＡの研究開発機能を最先端分野に展開・高度化

するとともに、県内企業との橋渡しや人材育成機能を強化する

ための支援を行う。

カーボンニュートラ

ル・水素関連産業推進

事業 
国庫

年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内

企業等による脱炭素関連分野における技術開発に向けた取組や産

学連携による水素関連研究等の取組を支援するとともに、関連分

野を担う人材の育成に取り組む。

１ 脱炭素関連技術開発事業化可能性調査事業

県内企業等が脱炭素関連産業への参入に向けて取り組む技術

開発に先立って行われる事業化可能性調査（ＦＳ調査）に対し、

その経費の一部を補助する。

２ 未来を担うカーボンニュートラル人材育成事業

本県に再生可能エネルギー・水素関連産業への定着やカーボ

ンニュートラルへの意識醸成を行うため、これからの本県を担

う工業高校生等に対し、福島再生可能エネルギー研究所

（ＦＲＥＡ）やふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥ

ＩＦふくしま）の見学などを通じ、再生可能エネルギー・水素

関連技術などカーボンニュートラルに関する取組を学ぶ機会を

提供し興味や関心の喚起、知見の習得を促す。

３ 産学連携水素研究支援事業

福島大学が設置した水素エネルギー総合研究所において県内

企業と連携して実施する水素関連調査・研究に対して支援し、

本県の水素社会の実現及び関連産業の育成・集積、関連人材の

育成を図る。

（新）福島水素サプ

ライチェーン構築事

業 
（国庫

）

再エネ由来水素製造施設で製造された水素を「はこぶ」「つかう」

取組みに対し補助を行い、水素需要・利用の拡大を図り、県内に

おけるより強靱な水素サプライチェーンを構築する。

（新）福島県地方大

学・地域産業創生プロ

ジェクト事業 
（国庫

県、福島大学、県内企業の産学官が連携してバイオマス由来水

素・炭化物製造システムの研究開発を始めとした水素関連技術の

研究開発や人材育成に関する取組を行うことで、県内企業の水素

関連技術の向上と高度人材育成を図る。
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２ 工業振興費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

チャレンジふくしま

「ロボット産業革命

の地」創出事業 
繰入金

諸収入

県内企業や大学等によるロボットや要素技術の研究開発に対す

る支援、ハイテクプラザにおける研究開発、メードインふくしま

ロボットの導入補助、ロボットフェスタの開催、産学官金連携に

よる協議会の運営、事業者間連携体制の構築、海外販路拡大の支

援、ドローン社会実装の推進など、ロボット関連産業の育成・集

積に取り組む。 
１ ロボット関連産業基盤強化事業

県内に本社、研究・生産拠点が所在する企業に対し、ロボッ

トの要素技術の開発や実証を行う経費の一部を補助する。

（ ）補助率 中小企業 事業費（上限 万円）の 以内

大企業 事業費（上限 万円）の 以内

２ 産学連携ロボット研究開発支援事業

産学連携による技術開発を促進するため、ふくしまロボット

産業推進協議会と連動し、県内ロボット関連企業と共同研究を

行う大学に対し最大 年間の補助（定額）を行う。

３ ロボット制御技術等実証事業

人手不足に伴い、ロボットの導入や自動化がますます加速す

ることから、ハイテクプラザにおいて画像処理・ 技術と協働

ロボットを連携した検査システムの開発を行う。

また、空域の電磁環境を調査し、ドローンにおける電波障害

対策の指標を確立する。

４ ロボット部材研究開発事業

ロボット部材加工において、複雑な形状等に対応でき、効率

的な加工が可能となる５軸マシニングセンタの活用を促進する

と共に、 による積層造形物に対する熱処理の影響や加工性

を評価し熱処理合金の形状作製方法を確立し実製品への適用に

つなげ、県内企業への移転・普及を図る。

５ メードインふくしまロボット導入支援事業

県内企業により開発・製造されたロボットの取引拡大を支援

するため、県内での活用を目的とした当該ロボットの導入経費

の一部を補助する。

補助対象：県内で開発・製造され、かつ、県内での活用を目

的としたロボット

主な用途：廃炉・除染、災害対応、インフラ点検、無人航空

機、作業支援のための装着型ロボット、教育用、

運搬用、サービス用

補助率： 以内

６ ロボットフェスタふくしま開催事業

県内ロボット関連産業の育成・集積に向け、技術交流や商談

の場を提供するとともに、将来の本県産業を担っていく子ども

たちの参加を通じて県民理解の促進を図るため、ロボット関連

産業に関する製品・技術が一堂に会する「ロボットフェスタふ

くしま２０２５」を開催する。

７ ふくしまロボット産業推進協議会事業

産学官金連携の下、会員相互交流の活性化と技術基盤の強化

に取り組み、ロボット関連産業の集積と取引の拡大を図る。

研究会・検討会によるセミナー等の開催

・廃炉・災害対応ロボット研究会

・ロボット部材開発検討会

・ロボット・ソフトウェア検討会

・ドローン活用検討会

コーディネーターによるマッチング支援
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２ 工業振興費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

チャレンジふくしま

「ロボット産業革命

の地」創出事業 
繰入金

諸収入

県内企業や大学等によるロボットや要素技術の研究開発に対す

る支援、ハイテクプラザにおける研究開発、メードインふくしま

ロボットの導入補助、ロボットフェスタの開催、産学官金連携に

よる協議会の運営、事業者間連携体制の構築、海外販路拡大の支

援、ドローン社会実装の推進など、ロボット関連産業の育成・集

積に取り組む。 
１ ロボット関連産業基盤強化事業

県内に本社、研究・生産拠点が所在する企業に対し、ロボッ

トの要素技術の開発や実証を行う経費の一部を補助する。

（ ）補助率 中小企業 事業費（上限 万円）の 以内

大企業 事業費（上限 万円）の 以内

２ 産学連携ロボット研究開発支援事業

産学連携による技術開発を促進するため、ふくしまロボット

産業推進協議会と連動し、県内ロボット関連企業と共同研究を

行う大学に対し最大 年間の補助（定額）を行う。

３ ロボット制御技術等実証事業

人手不足に伴い、ロボットの導入や自動化がますます加速す

ることから、ハイテクプラザにおいて画像処理・ 技術と協働

ロボットを連携した検査システムの開発を行う。

また、空域の電磁環境を調査し、ドローンにおける電波障害

対策の指標を確立する。

４ ロボット部材研究開発事業

ロボット部材加工において、複雑な形状等に対応でき、効率

的な加工が可能となる５軸マシニングセンタの活用を促進する

と共に、 による積層造形物に対する熱処理の影響や加工性

を評価し熱処理合金の形状作製方法を確立し実製品への適用に

つなげ、県内企業への移転・普及を図る。

５ メードインふくしまロボット導入支援事業

県内企業により開発・製造されたロボットの取引拡大を支援

するため、県内での活用を目的とした当該ロボットの導入経費

の一部を補助する。

補助対象：県内で開発・製造され、かつ、県内での活用を目

的としたロボット

主な用途：廃炉・除染、災害対応、インフラ点検、無人航空

機、作業支援のための装着型ロボット、教育用、

運搬用、サービス用

補助率： 以内

６ ロボットフェスタふくしま開催事業

県内ロボット関連産業の育成・集積に向け、技術交流や商談

の場を提供するとともに、将来の本県産業を担っていく子ども

たちの参加を通じて県民理解の促進を図るため、ロボット関連

産業に関する製品・技術が一堂に会する「ロボットフェスタふ

くしま２０２５」を開催する。

７ ふくしまロボット産業推進協議会事業

産学官金連携の下、会員相互交流の活性化と技術基盤の強化

に取り組み、ロボット関連産業の集積と取引の拡大を図る。

研究会・検討会によるセミナー等の開催

・廃炉・災害対応ロボット研究会

・ロボット部材開発検討会

・ロボット・ソフトウェア検討会

・ドローン活用検討会

コーディネーターによるマッチング支援

展示会等への共同出展

会員向けメールマガジンによる情報提供

８ ロボット関連技術実証等支援事業

県内企業が福島ロボットテストフィールドを使用して行う実

証試験、性能評価試験、操縦訓練等に要する経費について補助

する。

９ ロボット産業事業者間連携体制構築支援事業

県内企業がメーカーからのオーダーに対し、単独では受注で

きない案件について、複数社が連携することでユニット品の開

発が可能となり、販路開拓に繋がる試作品開発に対して必要経

費を補助する。

県内企業が共同で製造する供給網を構築し支援することによ

り、技術力向上と取引拡大を図り、より一層のロボット関連産

業の集積を促進する。

１０ 海外販路拡大支援事業

産業として成長しつつある県内のロボット関連産業は、企業

の研究開発の成果により製品化に結びつくケースが増えつつあ

り、より一層の販路拡大支援へとフェーズが移ってきている。

特に中小企業は、単独での海外展開が難しいことから、販路

拡大に向けて県内企業の海外出展を支援する。

１１ ふくしまから実現するドローン社会実装推進事業

福島ロボットテストフィールドを核として、ドローンメーカ

ーの集積が進み優位性がある反面、社会実装（実社会での活

用）が課題となっている。

令和６年６月に国家戦略特区「連携“絆”特区」の指定を受

けたことを好機と捉え、民間事業者の実証の取り組みを後押し

し、ドローンの社会実装に取り組む。

エネルギー・環境・リ

サイクル関連産業推

進事業 
国庫

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネル

ギー・環境・リサイクル」分野について、ネットワークの構築、

新規参入、事業化、販路拡大を一体的・総合的に支援し、浜通り

地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・

集積を図る。

１ エネルギー・環境・リサイクル関連産業推進事業

福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネ

ルギー・環境・リサイクル」分野について、ネットワークの構

築、新規参入、事業化、販路拡大を一体的・総合的に支援し、

浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業

の育成・集積を図る。

２ パネルリユース・リサイクル促進モデル事業

太陽光発電を中心に県内への再生可能エネルギーの導入拡大

が進む中、自然災害による破損や、経年劣化による パネルの

廃棄が既に発生しており、今後、耐用年数の経過による廃棄量

の増加が懸念されていることから、 パネルの再利用や、効率

的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再資源化とい

った一環した体制・仕組みの構築を目指すため、 パネルのリ

ユース・リサイクルに係る適切な処理体制・仕組みの構築に向

けて、効率的な収集・運搬、適切な中間処理、中間処理後の再

資源化といった一貫した体制・仕組みを本県で構築するために

必要な取組を行う。

地域復興実用化開発

等促進事業 国庫

地元企業等又は地元企業等と連携する企業等が、浜通り地域等

市町村において、福島イノベーション・コースト構想の重点分

野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー、環境・リサイクル、

農林水産業、医療関連、航空宇宙）における実用化開発等を行う

費用の一部を補助する。

また、福島イノベーション・コースト構想の重点分野における
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実用化開発プロジェクト等を対象に、知見を有する人材を配置し、

研究開発への支援や実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・

解決を図るとともに、技術力・経営力向上のための経営戦略構築

等のコンサル支援やビジネスマッチング等を進め、事業化に向け

た伴走支援を行う。 
更に、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のた

めのビジネス交流会の開催、実用化に至った新商品・新サービス

の販路開拓等を支援する。

 
３ 中小企業振興費 
航空宇宙産業集積推

進事業 国庫

航空宇宙産業の集積に向け、産業コーディネーターの設置、

サプライチェーン構築支援、県内大学及びＪＡＸＡとの連携強

化、高度先進機器の導入、航空宇宙フェスタ２０２５の開催、

国際認証取得支援、国際商談会等出展支援、設備導入補助など

に取り組む。 
１ 次世代航空モビリティ分野等への新たな支援  

航空宇宙産業コーディネーターによる支援

サプライチェーン構築支援

２ 宇宙産業への支援強化

（再掲）航空宇宙産業コーディネーターによる支援

産学連携宇宙研究開発支援事業

航空宇宙フェスタ２０２５の開催

３ 既存参入企業への支援

国際認証取得支援

国際商談会等出展支援

設備導入補助 
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実用化開発プロジェクト等を対象に、知見を有する人材を配置し、

研究開発への支援や実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・

解決を図るとともに、技術力・経営力向上のための経営戦略構築

等のコンサル支援やビジネスマッチング等を進め、事業化に向け

た伴走支援を行う。 
更に、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のた

めのビジネス交流会の開催、実用化に至った新商品・新サービス

の販路開拓等を支援する。

 
３ 中小企業振興費 
航空宇宙産業集積推

進事業 国庫

航空宇宙産業の集積に向け、産業コーディネーターの設置、

サプライチェーン構築支援、県内大学及びＪＡＸＡとの連携強

化、高度先進機器の導入、航空宇宙フェスタ２０２５の開催、

国際認証取得支援、国際商談会等出展支援、設備導入補助など

に取り組む。 
１ 次世代航空モビリティ分野等への新たな支援  

航空宇宙産業コーディネーターによる支援

サプライチェーン構築支援

２ 宇宙産業への支援強化

（再掲）航空宇宙産業コーディネーターによる支援

産学連携宇宙研究開発支援事業

航空宇宙フェスタ２０２５の開催

３ 既存参入企業への支援

国際認証取得支援

国際商談会等出展支援

設備導入補助 
 

○ 医療関連産業集積推進室 
【事務分掌】 

・ 医療関連産業の集積・育成に関すること。

・ ふくしま医療機器開発支援センターに関すること。 
・ ふくしま医療機器産業推進機構の運営に関すること。 
・ 各種技術開発補助事業及び販路開拓支援に関すること。 
・ 医療関連産業の人材育成に関すること。 
・ 県内医療関連企業の海外展開支援に関すること。 
・ ふくしま国際医療科学センター（ＴＲセンター）に関すること。 

【事業計画】 
１ 工業振興費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

ふくしま医療機器産

業ハブ拠点形成事業

産学官の連携による医療機器産業の産業振興と集積をさらに加

速させ、全国的な「医療機器設計・製造ハブ拠点」形成を進める。 
１ ふくしま医療機器産業ハブ拠点形成運営事業 

ふくしま医療産業ハブ拠点形成事業を着実に推進させるため

各種会議の開催及び関係機関との協議、県内企業の有する技術

の把握とマッチングなどを実施する。 
２ 福島県医療福祉機器産業協議会運営事業 

県内ものづくり企業や大学等から構成される当協議会員に向

けて、ビジネス拡大につながる取組を行う。 
３ 展示会開催・出展事業 

国内で開催される展示会に出展する出展実行委員会に対して

支援を行う。 
・メディカルクリエーションふくしま２０２５ 
・メディカルショージャパン＆ビジネスエキスポ２０２５ 

（新）ふくしまととも

に創る医療機器生産

促進事業

国庫

大学発ベンチャーをはじめとするスタートアップ企業等と県内

企業とのマッチング支援、世界最大の市場規模を有するアメリカ

で開催される展示会への出展支援、試作品トライアルを通じた競

争力強化支援及び新規参入のための伴走支援と 関連企業等の

参入促進を実施することにより、医療機器生産額等の増加及び医

療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

１ スタートアップ企業等とのマッチング促進事業

スタートアップ企業と県内企業等との連携を進めるための

取組

県内ものづくり企業への医療機器開発補助

スタートアップ企業との豊富なコネクションを有するコー

ディネーターの配置・データベースの活用

新たなマッチング先の探索のための学会・展示会への出展

２ 海外展示会（アメリカ）出展事業

世界最大の市場であるアメリカで開催される医療機器展示

会（ ＆ ）ヘの福島県ブース出展

現地規制（ 等）への対応等をサポートするためのコン

サルティング等の支援

３ トライアル支援事業

県内ものづくり企業が納入する試作品等について、医療機器

メーカー等にフィードバックしてもらうことで、県内ものづく

り企業の対応力・技術力等を強化し、受注率向上に繋げる。
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４ 新規参入促進事業

新規参入を目指す企業への伴走支援

プログラム医療機器等ビジネス参入セミナー

チャレンジふくしま

成長分野産業グロー

バル展開事業

国庫

諸収入

医療関連産業について、海外の医療機器展示会への出展など、

県内企業等が有する技術・製品を海外に向けて広く し、ビジネ

スの機会を創出することで、海外への販路開拓・拡大を支援する。 
１ ドイツＮＲＷ州との地域間交流事業 

世界有数の医療機器市場である欧州において中心的な役割

を果たすドイツ・ノルトライン＝ヴェストファーレン（ＮＲ

Ｗ）州とのビジネス交流を実施する。 
・ビジネスマッチング：通年 
・ 出展：１１月

２ ＡＳＥＡＮ販路拡大事業 
ＡＳＥＡＮ最大級の医療機器展示会に本県企業からなる福

島県ブースを出展し、ふくしま医療機器開発支援センターの

マッチング機能を利用して医療機器・部材等の販路拡大を支

援する。 
３ 海外展開人材招聘事業 

ドイツ・ＮＲＷ州から招聘したドイツ人経済交流員の活動

を通じ、県内企業の技術力や本県の産業復興を広く海外に向

けて発信する。

ふくしま医療機器開

発支援センター運営

強化事業

繰入金

１ 医療産業クラスター整備事業 
本県が目指す医療産業クラスター形成を進めるための活動経

費。 
２ ふくしま医療機器産業推進機構運営事業 

(一財)ふくしま医療機器産業推進機構に対して事業運営費の

補助を行う。 
３ ふくしま医療機器開発支援センター運営事業 

ふくしま医療機器開発支援センターの管理運営を指定管理者

に業務委託する。 
福島医薬品関連産業

支援拠点化事業 繰入金

１ 医薬品関連産業支援拠点整備運営事業 
福島県立医科大学に対し、感染症・アレルギー及びがん医療

分野を中心とした抗体医薬品等の研究開発を促進する拠点であ

る医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターの運営・

研究費用について補助を行う。 
２ 医薬品関連産業支援拠点運営事業 

医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターの広報活

動等を行い、利用促進を図る。 
（新）ふくしまで働く

医療関連産業次世代

人材育成事業 
国庫

）

医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業により、医

療機器開発・生産に興味関心を持たせる段階から職業選択の段階

まで繋げるとともに、医療機器関連企業に必要な実践的な人材を

育成する。 
１ 医療機器開発モデルによる若手人材育成事業 
若年層から段階的に医療機器関連企業との関連性を持たせるこ

とで、将来を担う人材を育成する。 
２ 医療関連ものづくり企業人材育成事業 

医療機器の製造・開発に必要なスキルの習得及び県内外の大学

生を県内医療関連企業への就業に繋げることを目的とした事業

を実施する。 
福島県産医療機器ス

テップアップ支援事

業 
（国庫

）

「ふくしま医療機器開発支援センター」のマッチング機能を活

用し、県内医療機器等の開発件数の増加を図るほか、コンサルテ

ィング機能を活用し、県内医療機器等開発メーカーが開発する製

品のフォローアップ支援を実施する。
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４ 新規参入促進事業

新規参入を目指す企業への伴走支援

プログラム医療機器等ビジネス参入セミナー

チャレンジふくしま

成長分野産業グロー

バル展開事業

国庫

諸収入

医療関連産業について、海外の医療機器展示会への出展など、

県内企業等が有する技術・製品を海外に向けて広く し、ビジネ

スの機会を創出することで、海外への販路開拓・拡大を支援する。 
１ ドイツＮＲＷ州との地域間交流事業 

世界有数の医療機器市場である欧州において中心的な役割

を果たすドイツ・ノルトライン＝ヴェストファーレン（ＮＲ

Ｗ）州とのビジネス交流を実施する。 
・ビジネスマッチング：通年 
・ 出展：１１月

２ ＡＳＥＡＮ販路拡大事業 
ＡＳＥＡＮ最大級の医療機器展示会に本県企業からなる福

島県ブースを出展し、ふくしま医療機器開発支援センターの

マッチング機能を利用して医療機器・部材等の販路拡大を支

援する。 
３ 海外展開人材招聘事業 

ドイツ・ＮＲＷ州から招聘したドイツ人経済交流員の活動

を通じ、県内企業の技術力や本県の産業復興を広く海外に向

けて発信する。

ふくしま医療機器開

発支援センター運営

強化事業

繰入金

１ 医療産業クラスター整備事業 
本県が目指す医療産業クラスター形成を進めるための活動経

費。 
２ ふくしま医療機器産業推進機構運営事業 

(一財)ふくしま医療機器産業推進機構に対して事業運営費の

補助を行う。 
３ ふくしま医療機器開発支援センター運営事業 

ふくしま医療機器開発支援センターの管理運営を指定管理者

に業務委託する。 
福島医薬品関連産業

支援拠点化事業 繰入金

１ 医薬品関連産業支援拠点整備運営事業 
福島県立医科大学に対し、感染症・アレルギー及びがん医療

分野を中心とした抗体医薬品等の研究開発を促進する拠点であ

る医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターの運営・

研究費用について補助を行う。 
２ 医薬品関連産業支援拠点運営事業 

医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターの広報活

動等を行い、利用促進を図る。 
（新）ふくしまで働く

医療関連産業次世代

人材育成事業 
国庫

）

医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業により、医

療機器開発・生産に興味関心を持たせる段階から職業選択の段階

まで繋げるとともに、医療機器関連企業に必要な実践的な人材を

育成する。 
１ 医療機器開発モデルによる若手人材育成事業 

若年層から段階的に医療機器関連企業との関連性を持たせるこ

とで、将来を担う人材を育成する。 
２ 医療関連ものづくり企業人材育成事業 

医療機器の製造・開発に必要なスキルの習得及び県内外の大学

生を県内医療関連企業への就業に繋げることを目的とした事業

を実施する。 
福島県産医療機器ス

テップアップ支援事

業 
（国庫

）

「ふくしま医療機器開発支援センター」のマッチング機能を活

用し、県内医療機器等の開発件数の増加を図るほか、コンサルテ

ィング機能を活用し、県内医療機器等開発メーカーが開発する製

品のフォローアップ支援を実施する。

地域復興実用化開発

等促進事業 国庫

地元企業等又は地元企業等と連携する企業等が、浜通り地域等

市町村において、福島イノベーション・コースト構想の重点分

野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー、環境・リサイクル、

農林水産業、医療関連、航空宇宙）における実用化開発等を行う

費用の一部を補助する。

また、福島イノベーション・コースト構想の重点分野における

実用化開発プロジェクト等を対象に、知見を有する人材を配置し、

研究開発への支援や実証プロジェクトにおける各種課題の抽出・

解決を図るとともに、技術力・経営力向上のための経営戦略構築

等のコンサル支援やビジネスマッチング等を進め、事業化に向け

た伴走支援を行う。 
更に、知的財産権の戦略的な活用、地元企業との取引拡大のた

めのビジネス交流会の開催、実用化に至った新商品・新サービス

の販路開拓等を支援する。
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○ 商業まちづくり課 
【事務分掌】 

・ 商業の振興に関すること。 
・ 中心市街地の活性化に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 商業まちづくりの推進に関する条例に関すること。 
・ 大規模小売店舗立地法に関すること。 
・ 復興まちづくりの支援に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 中小企業等の復旧・復興支援に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 

【事業計画】 
１ 商業振興費 

事 業 名
予算額

(千円) 内 容

商店街活性化支援事

業 
空き店舗対策事業を実施する市町村に対し、補助金を交付するな

どにより中心市街地や商店街の活性化を支援する。 

商業まちづくり推進

条例施行費

特定小売商業施設の新設届出等について、商業まちづくり審議会

で調査審議を行うほか、商業まちづくり基本構想を策定又は変更し

ようとする市町村に必要な助言等を行う。

大型小売店舗関係法

施行費

大規模小売店舗の立地にあたり、店舗周辺の地域の生活環境に問

題が発生しないよう、届出書を審査するとともに、諮問基準に定め

る案件については審議会で県の意見を調整し、設置者に対して適正

な配慮を求める。

復興まちづくり加速

支援事業 （繰入金

避難解除等区域において、帰還した住民の生活安定に必要不可欠

な商業施設を整備した市町村に対し、その運営経費の一部を補助す

ることにより、当該地域の商業機能の確保を支援する。 

まちなか賑わい創業

促進事業 
まちなかのにぎわいと魅力の創出を図るため、担い手となる創業

者を発掘・育成する。 
また、商店街や市町村等によるまちづくりの課題解決、地域活性

化を目指す取組に対し、専門家を派遣し、アドバイスを行う。 
地域商業環境づくり

支援事業 国庫

商業振興の課題解決のために取り組む市町村に対して補助金を

交付するほか、応援チームを結成して助言等の伴走支援を行うこと

で、持続可能な商業環境のモデル事例を創出し、県内への横展開を

図る。 
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○ 商業まちづくり課 
【事務分掌】 

・ 商業の振興に関すること。 
・ 中心市街地の活性化に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 商業まちづくりの推進に関する条例に関すること。 
・ 大規模小売店舗立地法に関すること。 
・ 復興まちづくりの支援に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 中小企業等の復旧・復興支援に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 

【事業計画】 
１ 商業振興費 

事 業 名
予算額

(千円) 内 容

商店街活性化支援事

業 
空き店舗対策事業を実施する市町村に対し、補助金を交付するな

どにより中心市街地や商店街の活性化を支援する。 

商業まちづくり推進

条例施行費

特定小売商業施設の新設届出等について、商業まちづくり審議会

で調査審議を行うほか、商業まちづくり基本構想を策定又は変更し

ようとする市町村に必要な助言等を行う。

大型小売店舗関係法

施行費

大規模小売店舗の立地にあたり、店舗周辺の地域の生活環境に問

題が発生しないよう、届出書を審査するとともに、諮問基準に定め

る案件については審議会で県の意見を調整し、設置者に対して適正

な配慮を求める。

復興まちづくり加速

支援事業 （繰入金

避難解除等区域において、帰還した住民の生活安定に必要不可欠

な商業施設を整備した市町村に対し、その運営経費の一部を補助す

ることにより、当該地域の商業機能の確保を支援する。 

まちなか賑わい創業

促進事業 
まちなかのにぎわいと魅力の創出を図るため、担い手となる創業

者を発掘・育成する。 
また、商店街や市町村等によるまちづくりの課題解決、地域活性

化を目指す取組に対し、専門家を派遣し、アドバイスを行う。 
地域商業環境づくり

支援事業 国庫

商業振興の課題解決のために取り組む市町村に対して補助金を

交付するほか、応援チームを結成して助言等の伴走支援を行うこと

で、持続可能な商業環境のモデル事例を創出し、県内への横展開を

図る。 
 

 

○ 産業人材育成課  
【事務分掌】 
・ 県立テクノアカデミーに関すること。 
・ 認定職業訓練に関すること。 
・ 離職者・転職者等の職業能力開発に関すること。 
・ ものづくり技能の振興に関すること。 
・ 職業訓練指導員の試験及び免許に関すること。 
・ 技能検定に関すること。 
・ 福島県職業能力開発協会、福島県技能士会連合会に関すること。 
・ ふくしま産業人材育成コンソーシアムに関すること。 
 
【事業計画】 
１ テクノアカデミー費（職員費を除く） 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

職業能力開発運営費 
国庫

使用料・手数料

財産収入

諸収入

地域産業のニーズにこたえる人材を育成するため、県が設置し

ているテクノアカデミー郡山、会津、浜の運営を行う。 
１ 内容 

産業人材育成推進協議会の運営

無料職業紹介事業

庁舎管理委託等の実施等                                          

専門課程訓練経費 
（国庫

諸収入

テクノアカデミー郡山、会津、浜職業能力開発短期大学校専門

課程において、高等教育機関や民間企業等から優れた専門知識を

有する人材を講師として招へいし、新技術への対応能力、問題解

決能力等を備えたより高い能力を身につけた人材の養成を図る。 

普通課程訓練経費 
（国庫

諸収入

テクノアカデミー郡山、会津、浜職業能力開発校普通課程にお

いて、高等教育機関や民間企業等から優れた専門知識を有する人

材を講師として招へいし、地域の産業ニーズに対応した実践的な

人材の養成を図る。 

専門課程訓練実施経

費 （国庫

使用料・手数料

急激な技術革新に対応できる高度な知識・技能を備えた産業人

材の育成を図るため、テクノアカデミー郡山、会津、浜職業能力

開発短期大学校において、高校卒業者等を対象に２年間の高度職

業訓練を実施する。 
１ 内容 
４訓練科（郡山：２、会津：１、浜：１）で実施する。

専門課程訓練に係る経費

技能照査の実施

卒業研究の実施 
２ 定員 
１８０名（精密機械工学科：４０名、知能情報デザイン学科：

６０名、観光プロデュース学科：４０名、ロボット・環境エネ

ルギーシステム学科：４０名） 
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普通課程訓練実施経

費 国庫

使用料・手数料

地域産業の発展を支える技能者の育成を図るため、テクノアカ

デミー郡山、会津、浜職業能力開発校において、高校卒業者等を

対象に２年間の普通職業訓練を実施する。

１ 内容

６訓練科（郡山：１、会津：２、浜：３）で実施する。

普通課程訓練に係る経費

技能照査の実施

卒業研究の実施

２ 定員

２４０名（建築科：７０名 電気配管設備科：６０名 
自動車整備科：８０名 機械技術科：３０名） 

短大校職業訓練指導

員研修事業 国庫

職業能力開発短期大学校においては、新技術への対応能力、問

題解決能力、企画・立案能力等が求められることから、このよう

な状況に対応して職業訓練指導員の資質の向上を図るため、専門

課程を担当する職業訓練指導員に対して民間企業や高等教育機

関等へ派遣し研修を行う。 

能開校職業訓練指導

員研修事業 国庫

技術革新の進展や産業構造の変化等、経済社会の変化に伴い訓

練ニーズも高度化、多様化している。このような状況に対応して、

職業訓練指導員の資質の向上を図るため、普通課程を担当する職

業訓練指導員を民間企業等へ派遣し研修を行う。 
ふくしま水素エネル

ギー人材育成事業 国庫

（繰入金

水素関連産業への理解促進や技術者の育成を図るため、新規参

入や事業拡大を目指す県内企業に対しての技術研修やこれから

の本県を担う若年者に対して、水素関連技術体験などを実施す

る。 
（新）エアロスペース

人材育成事業 （国庫

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラ

ムを開発・実施するとともに、自作航空機を活用した校外実習や

企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業において

活躍できる県内若年技術者の育成を図る。 

福島イノベ構想推進

産業人材確保事業 （国庫

福島イノベーション・コースト構想を担う高度な人材を確保す

るため、企業や高等教育機関、研究機関等と連携した特色あるキ

ャリア教育の展開を図り、浜通りのイノベ関連企業への就職を促

進する取組を行う。

１ イノベ関連企業で就業意欲を高める見学ツアーの開催

２ 先端技術を県内企業担当者等が教える出前講座の開催

３ 就職率の向上を図る合同企業説明会の開催 

（新）ものづくり技能

継承支援事業 
 

（国庫

県内中小製造業に対し、ＩＴを活用した効果的な知識・技能の

継承を支援し県内中小製造業の企業競争力強化を図るとともに、

併せて県内ＩＴ産業の活性化を目指す。

（１）県内中小製造業への知識・技能継承の支援

（２）ＩＴ教育支援

短大校施設設備整備

事業 使用料・手数料

職業能力開発短期大学校の専門課程訓練科において、職業能力

開発促進法に基づく訓練機器及び地域産業界のニーズに対応す

る人材育成に必要な訓練機器等を整備する。

１ 機器整備等事業

訓練に必要な機械器具、計測器等の保守・整備

コンピュータ教育環境整備

能開校施設設備整備

事業 国庫

使用料・手数料

繰入金

職業能力開発校の普通課程訓練科において、職業能力開発促進

法に基づく訓練機器及び地域産業界のニーズに対応する人材育

成に必要な訓練機器等を整備する。

１ 機器整備等事業

訓練に必要な機械器具、計測器等の整備
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普通課程訓練実施経

費 国庫

使用料・手数料

地域産業の発展を支える技能者の育成を図るため、テクノアカ

デミー郡山、会津、浜職業能力開発校において、高校卒業者等を

対象に２年間の普通職業訓練を実施する。

１ 内容

６訓練科（郡山：１、会津：２、浜：３）で実施する。

普通課程訓練に係る経費

技能照査の実施

卒業研究の実施

２ 定員

２４０名（建築科：７０名 電気配管設備科：６０名 
自動車整備科：８０名 機械技術科：３０名） 

短大校職業訓練指導

員研修事業 国庫

職業能力開発短期大学校においては、新技術への対応能力、問

題解決能力、企画・立案能力等が求められることから、このよう

な状況に対応して職業訓練指導員の資質の向上を図るため、専門

課程を担当する職業訓練指導員に対して民間企業や高等教育機

関等へ派遣し研修を行う。 

能開校職業訓練指導

員研修事業 国庫

技術革新の進展や産業構造の変化等、経済社会の変化に伴い訓

練ニーズも高度化、多様化している。このような状況に対応して、

職業訓練指導員の資質の向上を図るため、普通課程を担当する職

業訓練指導員を民間企業等へ派遣し研修を行う。 
ふくしま水素エネル

ギー人材育成事業 国庫

（繰入金

水素関連産業への理解促進や技術者の育成を図るため、新規参

入や事業拡大を目指す県内企業に対しての技術研修やこれから

の本県を担う若年者に対して、水素関連技術体験などを実施す

る。 
（新）エアロスペース

人材育成事業 （国庫

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラ

ムを開発・実施するとともに、自作航空機を活用した校外実習や

企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業において

活躍できる県内若年技術者の育成を図る。 

福島イノベ構想推進

産業人材確保事業 （国庫

福島イノベーション・コースト構想を担う高度な人材を確保す

るため、企業や高等教育機関、研究機関等と連携した特色あるキ

ャリア教育の展開を図り、浜通りのイノベ関連企業への就職を促

進する取組を行う。

１ イノベ関連企業で就業意欲を高める見学ツアーの開催

２ 先端技術を県内企業担当者等が教える出前講座の開催

３ 就職率の向上を図る合同企業説明会の開催 

（新）ものづくり技能

継承支援事業 
 

（国庫

県内中小製造業に対し、ＩＴを活用した効果的な知識・技能の

継承を支援し県内中小製造業の企業競争力強化を図るとともに、

併せて県内ＩＴ産業の活性化を目指す。

（１）県内中小製造業への知識・技能継承の支援

（２）ＩＴ教育支援

短大校施設設備整備

事業 使用料・手数料

職業能力開発短期大学校の専門課程訓練科において、職業能力

開発促進法に基づく訓練機器及び地域産業界のニーズに対応す

る人材育成に必要な訓練機器等を整備する。

１ 機器整備等事業

訓練に必要な機械器具、計測器等の保守・整備

コンピュータ教育環境整備

能開校施設設備整備

事業 国庫

使用料・手数料

繰入金

職業能力開発校の普通課程訓練科において、職業能力開発促進

法に基づく訓練機器及び地域産業界のニーズに対応する人材育

成に必要な訓練機器等を整備する。

１ 機器整備等事業

訓練に必要な機械器具、計測器等の整備

教育環境整備

技能向上訓練実施事

業（専門短期課程） 国庫

使用料・手数料

諸収入

地域企業の事業の高度化等のニーズに対応するため、職業能力

開発短期大学校において、企業在職者等を対象とした短期間の高

度な技能向上訓練を実施する。 
１ 内容 

６０コース 定員５２７名 

技能向上訓練実施事

業（短期課程） 国庫

使用料・手数料

諸収入

地域企業の事業の多角化等のニーズに対応するため、職業能力

開発校において、企業在職者等を対象とした短期間の技能向上訓

練を実施する。 
１ 内容 

９０コース 定員８２９名 

離職者等再就職訓練

事業 国庫

諸収入

離職者等求職者の早期就職を支援するため、公共職業安定所長

から受講あっせんを受けた離職者等に対して介護分野など多様

な職業訓練を委託により実施する。 
１ 知識等習得コース 定員 １，３４６名 
２ 日本版デュアルシステムコース 定員 ９７名 
３ 長期高度人材育成コース 定員 ５１名 
４ 母子家庭の母等の職業的自立促進コース 定員 １０名 

計 １，５０４名 
障がい者委託訓練事

業 国庫

諸収入

障がい者の一般就労への移行を促進するため、以下の就労支援

を行う。 
１ 障がい者委託訓練事業 

障がい者の雇用促進に資するため、企業、社会福祉法人、

民間教育訓練機関等地域の多様な委託先を活用し、職業訓練を

実施する。

訓練定員 ８１名

訓練期間 標準１か月～４か月 
２ 精神障がい者等向け訓練実施支援事業 

精神障がい者等の訓練ニーズを把握している地域の就労支

援機関等に、訓練実施先の開拓を委託し、訓練受講機会の確保

を推進する。 
・想定訓練人数 ２０名  

３ 精神障がい者等の受入体制整備事業 
テクノアカデミーに精神保健福祉士等の専門家を配置し、精

神障がい者等の訓練の円滑化を図る。 
・配置人数 ３名 

  
障がい者等訓練手当

支給事業 国庫

障がい者や母子家庭の母、父子家庭の父など、就職が困難な求

職者が、公共職業安定所長より指示を受けて職業訓練を受講する

場合に、訓練手当を支給し、就職促進を図る。 
・手当の種類 
基本手当、受講手当、通所手当、寄宿手当 

２ 職業訓練指導費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

技能尊重推進実施経

費 国庫

使用料・手数料

１ 卓越技能者表彰等事業

卓越した技能者等を表彰することにより、産業の振興及び

技能水準の向上を図る。

卓越技能者等表彰式日程（予定） 令和７年１１月

場 所 福島市

２ 事業内職業訓練指導事業

職業訓練が合理的、効果的に実施されるよう、認定職業訓

練施設等への指導等を実施する。
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３ 職業訓練指導員試験事業

技能者の養成を図るためには優秀な職業訓練指導員を確保

することが必要であることから、職業訓練指導員免許を付与

するための試験を実施する。

実施職種 学科試験：指導方法（全職種）

受験資格 １級技能検定合格者等

実施時期 令和７年９月（予定）

実施場所 郡山市 
福島県認定職業訓練

費補助事業 国庫

認定職業訓練の促進を図るため、普通課程または短期課程の

普通職業訓練を行う中小企業事業主またはその団体等に対し、

認定職業訓練事業の運営及び施設整備等に要する経費の一部を

補助する。 
福島県職業能力開発

協会補助事業 国庫

技能検定の実施や民間における職業能力開発の促進を図るた

め、県職業能力開発協会に対し、その運営費の一部を補助する。

１ 福島県職業能力開発協会補助事業

管理費の補助

協会の管理運営に要する経費の一部を補助する。

事業費の補助

技能検定試験等の実施に要した経費の一部を補助する。

若年技能検定受検料減免に要した経費を補助する。

【福島県職業能力開発協会の主な事業】

技能検定の実施

各種技能競技大会の実施、参加支援

会員企業等が行う職業能力開発についての指導等                                     
 
３ 雇用対策総務費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

（一新）『感働！ふく

しま』プロジェクト

〔再掲〕 
（国庫

諸収入

）

人手不足が顕在化している県内企業の人材確保を図るため、

ＳＮＳ等を活用した広報や企業見学・工場見学、職業体験イベ

ントなど、企業の魅力や福島で働くすばらしさを伝える取組を

総合的に展開し、若者の定着・還流を促進する。

１ ふくしま企業情報発信事業

２ 未来の産業人材確保のための体験プログラム事業

３ ものづくり産業人材確保支援事業

４ 若者還流・県内定着促進事業 
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３ 職業訓練指導員試験事業

技能者の養成を図るためには優秀な職業訓練指導員を確保

することが必要であることから、職業訓練指導員免許を付与

するための試験を実施する。

実施職種 学科試験：指導方法（全職種）

受験資格 １級技能検定合格者等

実施時期 令和７年９月（予定）

実施場所 郡山市 
福島県認定職業訓練

費補助事業 国庫

認定職業訓練の促進を図るため、普通課程または短期課程の

普通職業訓練を行う中小企業事業主またはその団体等に対し、

認定職業訓練事業の運営及び施設整備等に要する経費の一部を

補助する。 
福島県職業能力開発

協会補助事業 国庫

技能検定の実施や民間における職業能力開発の促進を図るた

め、県職業能力開発協会に対し、その運営費の一部を補助する。

１ 福島県職業能力開発協会補助事業

管理費の補助

協会の管理運営に要する経費の一部を補助する。

事業費の補助

技能検定試験等の実施に要した経費の一部を補助する。

若年技能検定受検料減免に要した経費を補助する。

【福島県職業能力開発協会の主な事業】

技能検定の実施

各種技能競技大会の実施、参加支援

会員企業等が行う職業能力開発についての指導等                                     
 
３ 雇用対策総務費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

（一新）『感働！ふく

しま』プロジェクト

〔再掲〕 
（国庫

諸収入

）

人手不足が顕在化している県内企業の人材確保を図るため、

ＳＮＳ等を活用した広報や企業見学・工場見学、職業体験イベ

ントなど、企業の魅力や福島で働くすばらしさを伝える取組を

総合的に展開し、若者の定着・還流を促進する。

１ ふくしま企業情報発信事業

２ 未来の産業人材確保のための体験プログラム事業

３ ものづくり産業人材確保支援事業

４ 若者還流・県内定着促進事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

観 光 交 流 局 
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○ 観光交流課 
【事務分掌】 

・ 局内の連絡調整に関すること。 
・ 観光に係る総合企画及び調整に関すること。 
・ 観光復興キャンペーンの推進に関すること。 
・ 県有観光施設の整備、管理に関すること。 
・ 観光誘客及び宣伝に関すること。 
・ 教育旅行誘致に関すること。 
・ ホープツーリズムの推進に関すること。 
・ 国際観光に関すること。 
・ 広域観光に関すること。 
・ ＤＭＯの推進に関すること。 
・ グリーン・ツーリズムに関すること。 
・ 子ども農山漁村交流プロジェクトに関すること。 
・ 旅行業法及び通訳案内士法に関すること。 
・ 通訳案内士に関すること。 
・ コンベンション及び合宿の誘致に関すること。 
・ フィルムコミッションに関すること。 
・ 福島県産業交流館に関すること。 
・ 住宅宿泊事業法に関すること。 
・ 観光統計情報の取りまとめに関すること。 
・ (公財)福島県観光物産交流協会に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 東北観光推進機構に関すること。 
・ 浜通り地域等交流人口・消費拡大支援事業に関すること。 
・ 大阪・関西万博を活用した風評払拭事業に関すること。 

【事業計画】 
１ 観光費 

事 業 名 予算額 
(千円) 内 容 

観光地域づくり総合

推進事業 繰入金

１ 人気キャラクターを活用したふくしまスマイル事業

（株）ポケモンとの連携協定による、ふくしま応援ポケモン

「ラッキー」を活用した観光振興施策を展開し、ファミリー層

やポケモンファン層などのセグメントされたターゲットに対し

て誘客を行う。

ホープツーリズム拡

充等浜通り観光支援

事業 
国庫

１ ホープツーリズム拡大推進事業

東日本大震災及び原子力災害の被害や復興の状況を感じなが

らも、浜通りで新たにチャレンジしている「人」、浜通りならで

はの「食」や「海」等の観光資源の魅力を体感し「楽しかった」

「また行きたい」と思われる観光地づくり、観光誘客を図る。

２ ふくしま浜通りブルー・ツーリズム推進事業

東日本大震災から１４年が経過したものの、福島県、特に浜

通りに対する風評は根強い。また、 処理水の海洋放出が開

始されたことにより、新たな風評被害が懸念されることから、

風評払拭と新たな観光需要獲得のため、沿岸部に関する観光資

源を活用したブルー・ツーリズムの推進を図る。
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○ 観光交流課 
【事務分掌】 

・ 局内の連絡調整に関すること。 
・ 観光に係る総合企画及び調整に関すること。 
・ 観光復興キャンペーンの推進に関すること。 
・ 県有観光施設の整備、管理に関すること。 
・ 観光誘客及び宣伝に関すること。 
・ 教育旅行誘致に関すること。 
・ ホープツーリズムの推進に関すること。 
・ 国際観光に関すること。 
・ 広域観光に関すること。 
・ ＤＭＯの推進に関すること。 
・ グリーン・ツーリズムに関すること。 
・ 子ども農山漁村交流プロジェクトに関すること。 
・ 旅行業法及び通訳案内士法に関すること。 
・ 通訳案内士に関すること。 
・ コンベンション及び合宿の誘致に関すること。 
・ フィルムコミッションに関すること。 
・ 福島県産業交流館に関すること。 
・ 住宅宿泊事業法に関すること。 
・ 観光統計情報の取りまとめに関すること。 
・ (公財)福島県観光物産交流協会に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 東北観光推進機構に関すること。 
・ 浜通り地域等交流人口・消費拡大支援事業に関すること。 
・ 大阪・関西万博を活用した風評払拭事業に関すること。 

【事業計画】 
１ 観光費 

事 業 名 予算額 
(千円) 内 容 

観光地域づくり総合

推進事業 繰入金

１ 人気キャラクターを活用したふくしまスマイル事業

（株）ポケモンとの連携協定による、ふくしま応援ポケモン

「ラッキー」を活用した観光振興施策を展開し、ファミリー層

やポケモンファン層などのセグメントされたターゲットに対し

て誘客を行う。

ホープツーリズム拡

充等浜通り観光支援

事業 
国庫

１ ホープツーリズム拡大推進事業

東日本大震災及び原子力災害の被害や復興の状況を感じなが

らも、浜通りで新たにチャレンジしている「人」、浜通りならで

はの「食」や「海」等の観光資源の魅力を体感し「楽しかった」

「また行きたい」と思われる観光地づくり、観光誘客を図る。

２ ふくしま浜通りブルー・ツーリズム推進事業

東日本大震災から１４年が経過したものの、福島県、特に浜

通りに対する風評は根強い。また、 処理水の海洋放出が開

始されたことにより、新たな風評被害が懸念されることから、

風評払拭と新たな観光需要獲得のため、沿岸部に関する観光資

源を活用したブルー・ツーリズムの推進を図る。

（一新）ホープツーリ

ズム運営・基盤整備事

業 
国庫

ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向けて運営基盤の強化

を図るため、窓口運営を始めとし、コンテンツの充実や磨き上げ、

プロモーション、インバウンド誘客等を行う。また、地域人材の

確保に向けてフィールドパートナーの研修内容の充実を図る。

（一新）観光関連団体

連携推進事業 国庫

繰入金

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会として観光産

業の更なる観光振興に向けた全県の意識共有を図るため、官民一

体となった取組やプロモーション活動を展開する。

また、令和８年４月～６月に「デスティネーションキャンペーン

（以下「 」という）」の開催が決定し、その前年である令和７年

４月～６月には「プレ 」が開催されることから、プレ にお

ける各種事業を展開するとともに本番 に向けた準備を行う。

コンベンション開催

支援事業 （国庫

１ コンベンション誘致事業

県内の誘致団体と連携し、県内でのコンベンション開催誘致

を推進する。

２ コンベンション開催補助事業

県内で開催されるコンベンション・エクスカーションに対し

て補助を行うことにより、本県への誘客促進を図るとともに、

交流人口拡大や県内消費拡大に繋げる。

福島県観光誘客促進

事業 国庫

１ ふくしま観光商談会開催事業

震災後、県内に誕生し続けている新しい観光コンテンツや復

興の進捗に伴って変化を続けている浜通り等を するため、商

談会を開催するとともに、商談会参加者を対象としたモニター

ツアーを実施する。

２ ふくしま周遊まち歩き事業

２０１１年より開催し、延べ１１０万人以上が参加したリア

ル宝探しイベント「コード 」シリーズの続編を開催し、観光

誘客と県内の広域周遊を図る。 
（一新）福島インバウ

ンド復興対策事業 （国庫

その他

１ 海外プロモーション事業

本県の魅力を効果的に訴求するため、重点市場のうち台湾、

ベトナム、タイ及び豪州に現地窓口を設置し、現地目線による

情報発信等を行う。

２ 受入体制強化事業

県多言語 サイトによるプロモーションや現地ガイドの育

成を行うとともに、海外への訴求力が高いコンテンツのデジタ

ルマーケティングを活用し、実誘客につなげる。

また、訪日旅行者の情報収集の利便性向上及び訪日観光客の

顧客満足度を高めるため、海外 及び マップの活用支

援や飲食店及び宿泊施設に関する情報整備を実施する。

３ 広域連携事業

東北及び関東の都県と連携して、本県と各県の魅力ある観光

地を結んだ「面」による事業構築を行い、広域圏として見せる

ことが効果的である市場・ターゲット層に対して、情報発信を

行う。

４ 福島インバウンド誘客周遊促進事業

本県へ送客する旅行商品を造成する旅行会社に対して、商品

造成に係る経費の一部を支援することで、インバウンド誘客を

図る。

海外風評払拭情報発

信事業 （国庫

根強い風評の影響が残る海外市場において福島の魅力に焦点を

絞った情報を発信し、東アジアを中心とした海外市場の風評払拭

を図る。
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教育旅行復興事業 
国庫

繰入金

１ 教育旅行復興事業

本県で宿泊を伴う教育旅行を実施する県外の学校に対して、

移動に係るバス経費の一部を補助する。

２ 教育旅行誘致促進事業

教育旅行の誘致のため、学校、教育委員会、旅行会社等を対

象としたキャラバン等の誘致活動を実施するとともに、県内で

の教育旅行の実施、サポートするための専用窓口の設置・運営・

本県の教育旅行入込調査等を実施する。

３ 国際教育旅行等誘致促進事業

台湾において福島県教育旅行セミナーを開催し、本県の正し

い情報や教育旅行素材のＰＲを行うとともに、教育旅行関係者

を招請して本県の現状を発信し、本県への国際教育旅行の誘客

を図る。

４ 教育旅行魅力発信強化事業

県外の教育関係者（学校、教員、教育委員会職員等）を対象

としたモニターツアーを実施し、本県ならではの教育旅行プロ

グラム「ホープツーリズム」を核に、多種多様な教育素材（歴

史学習、班別自主研修、農業・農村体験、自然・環境学習、ス

キー学習、合宿）との連結、探究学習プログラムの磨き上げを

行うとともに、学習効果や魅力、周知の強化を図る。

本県で教育旅行を実施した学校等への密着取材を行う。取材

で得た情報及び素材を効果的に活用し、県外の教育旅行関係者

向けのパンフレット（教育素材、プログラム、モデルコース、

学びの効果等）を更新する。

５ 合宿の里ふくしま復興事業

合宿関連施設の広域連携を促進し、受入体制及び誘致を強化

する。

観光客動態調査事業
（国庫

東日本大震災から１４年が経過し、全ての特定復興再生拠点区

域において避難指示が解除されるなど、復興に向けた歩みが着実

に前進している浜通りに特化した調査、及び全県的なパラメータ

調査により、ＡＬＰＳ処理水放出の影響や継続的に風評を含む本

県観光の実態を把握していく。

浜通り地域等交流人

口・消費拡大支援事業 繰入金

浜通り地域等１５市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客

コンテンツの開発等を支援するとともに、域外からの来訪者によ

る消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。

１ 誘客コンテンツ開発及び広域マーケティング事業

避難地域 市町村の地域資源を活用した来訪コンテンツ（ツ

アーやイベント等）の開発から、デジタルプロモーションを中

心とした情報発信までを一体的かつ継続的に支援する。

また、避難地域 市町村に属する複数の市町村にまたがる広

域での来訪者の呼び込みを目的としたデータ分析等のマーケテ

ィングを支援する。

２ 浜通り地域等における来訪者による消費促進事業

浜通り地域等 市町村において、電子決済サービスの普及を

図り、来訪者の呼び込みと域内での消費を促すべく、幅広い業

種を対象として、ＱＲコード決済等を利用した電子決済に対し

て、ポイント還元等を行うキャンペーンを実施する。

３ 交流人口基盤整備事業

浜通り地域等１５市町村への来訪者の呼び込みを企画してい

る民間事業者等への事業促進に資するデータ収集・分析等を支

援する。
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教育旅行復興事業 
国庫

繰入金

１ 教育旅行復興事業

本県で宿泊を伴う教育旅行を実施する県外の学校に対して、

移動に係るバス経費の一部を補助する。

２ 教育旅行誘致促進事業

教育旅行の誘致のため、学校、教育委員会、旅行会社等を対

象としたキャラバン等の誘致活動を実施するとともに、県内で

の教育旅行の実施、サポートするための専用窓口の設置・運営・

本県の教育旅行入込調査等を実施する。

３ 国際教育旅行等誘致促進事業

台湾において福島県教育旅行セミナーを開催し、本県の正し

い情報や教育旅行素材のＰＲを行うとともに、教育旅行関係者

を招請して本県の現状を発信し、本県への国際教育旅行の誘客

を図る。

４ 教育旅行魅力発信強化事業

県外の教育関係者（学校、教員、教育委員会職員等）を対象

としたモニターツアーを実施し、本県ならではの教育旅行プロ

グラム「ホープツーリズム」を核に、多種多様な教育素材（歴

史学習、班別自主研修、農業・農村体験、自然・環境学習、ス

キー学習、合宿）との連結、探究学習プログラムの磨き上げを

行うとともに、学習効果や魅力、周知の強化を図る。

本県で教育旅行を実施した学校等への密着取材を行う。取材

で得た情報及び素材を効果的に活用し、県外の教育旅行関係者

向けのパンフレット（教育素材、プログラム、モデルコース、

学びの効果等）を更新する。

５ 合宿の里ふくしま復興事業

合宿関連施設の広域連携を促進し、受入体制及び誘致を強化

する。

観光客動態調査事業
（国庫

東日本大震災から１４年が経過し、全ての特定復興再生拠点区

域において避難指示が解除されるなど、復興に向けた歩みが着実

に前進している浜通りに特化した調査、及び全県的なパラメータ

調査により、ＡＬＰＳ処理水放出の影響や継続的に風評を含む本

県観光の実態を把握していく。

浜通り地域等交流人

口・消費拡大支援事業 繰入金

浜通り地域等１５市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客

コンテンツの開発等を支援するとともに、域外からの来訪者によ

る消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。

１ 誘客コンテンツ開発及び広域マーケティング事業

避難地域 市町村の地域資源を活用した来訪コンテンツ（ツ

アーやイベント等）の開発から、デジタルプロモーションを中

心とした情報発信までを一体的かつ継続的に支援する。

また、避難地域 市町村に属する複数の市町村にまたがる広

域での来訪者の呼び込みを目的としたデータ分析等のマーケテ

ィングを支援する。

２ 浜通り地域等における来訪者による消費促進事業

浜通り地域等 市町村において、電子決済サービスの普及を

図り、来訪者の呼び込みと域内での消費を促すべく、幅広い業

種を対象として、ＱＲコード決済等を利用した電子決済に対し

て、ポイント還元等を行うキャンペーンを実施する。

３ 交流人口基盤整備事業

浜通り地域等１５市町村への来訪者の呼び込みを企画してい

る民間事業者等への事業促進に資するデータ収集・分析等を支

援する。

観光施設管理事業  
繰入金

国庫

その他

県有観光施設等の適切な管理運営及び維持管理を行い、県民に

健全な保養の場を提供するとともに、県外からの観光流動の創出

を図る。

令和７年度県有観光施設営繕工事

天鏡閣耐震診断業務委託

浄土平レストハウス温水配管等改修工事設計

県有観光施設機能改善事業

浄土平レストハウスシャッター改修工事（第 期）

浄土平レストハウス自家発電機修繕工事

観光誘客宣伝事業 本県観光のＰＲや問い合わせに応えるため、「あったかふくし

ま観光交流大使」への名刺作成や一般の方へのパンフレット送付

等を行う。 
また、福島空港ビル観光ＰＲコーナーで観光業務を行う。 

(公財)福島県観光物産

交流協会事業 
本県の観光・物産振興の中核的な実施機関である(公財)福島県観

光物産交流協会の充実強化を図るため、協会が実施する事業等に

対して支援する。 

くろがね小屋建替整

備事業 
観光資源・防災機能の役割を担う「くろがね小屋」について、

築６０年以上が経過（昭和３９年建築）しており、経年劣化によ

り老朽化が激しいことから、建替工事を早急に行い、観光資源・

防災施設としての機能を維持する。

令和７年度は、既存の建物の解体工事を実施する。 

広域観光推進事業 東北６県や隣接県と連携し、民間と一体となって戦略的に国内

外に「東北」ブランドを発信し、新たな広域観光ルートの開発や

エリアとしての認知度向上を図り、本県への観光誘客をさらに拡

大するため、東北観光推進機構及び広域連携協議会等への負担金

の拠出や関係機関と連携した事業を実施する。 
 

ふくしまグリーン・ツ

ーリズム推進事業 （国庫

グリーン・ツーリズムの継続的・安定的な交流基盤の確立を図る

ため、「福島県ふるさと子ども夢学校推進協議会」を設置し、情

報交換や地域間の調整、行政施策への反映などを実施する。

また、インバウンド向けグリーン・ツーリズムモニターツアー

を実施し、今後の事業者の受入体制の強化とスキルアップ、旅行

商品造成の促進を図る。

大阪・関西万博を活用

した風評払拭事業 （国庫

国内外から多くの人が集まる大阪・関西万博の機会に、世界で

類を見ない複合災害を経験した唯一の自治体である福島の現状を

正しく伝えることで、風評払拭や風化対策を行い、併せて福島の

観光地や県産品を紹介し誘客促進を図る。

 
２ 産業高度化推進費 

事 業 名 予算額 
(千円) 内 容 

産業交流館運営事業 
繰入金

その他

産業交流館の管理運営に当たり、指定管理者に必要な経費を

支払うとともに、指定管理者に対する指導等その他必要な事務

を行う。 
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○ 空港交流課 
【事務分掌】 

・ 空港利活用に係る企画及び調整に関すること。 
・ 航空路線の維持・拡充に関すること。 
・ 空港の国際化対策に関すること。 
・ 福島空港利用促進協議会に関すること。 
・ 福島空港の防災機能強化に関すること。 
・ 航空物流の推進に関すること。 

【事業計画】 
１ 交通物流企画費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

福島 空港国内線 利

用・運航促進事業 （国庫

１ 福島空港路線開設・拡充促進事業

大阪路線に就航する大型機材を対象に、運航する航空会社に対

し、空港施設使用料等の一部を補助するとともに、同機材を利用

した旅行商品を造成する旅行会社に支援する。

２ 福島空港旅行商品造成促進ツアー事業

旅行エージェントを招請し福島空港利用旅行商品の造成促進

を図るほか、沖縄、九州及び関西においてテレビ等のメディアに

より福島空港旅行商品等のＰＲを行い、福島空港の利用促進を図

る。

３ 福島空港国内発着チャーター便運航促進事業

定期便が有望な地域（沖縄、福岡、名古屋、北海道、四国）に

チャーター便を運航する旅行会社に対して支援を行う。

４ 福島空港定期路線利用拡大事業

福島空港の更なる利活用を図るため、航空会社および空港ビル

と連携した利用拡大事業を実施し搭乗者を増加させる。

５ （新）福島空港大阪・関西万博誘客促進事業

２０２５年に開催される大阪・関西万博への訪日観光客に対

し、伊丹空港から福島空港を利用して本県へ誘客するための旅行

商品の造成・販売促進を行い、福島空港の利活用促進を図る。

（一新）国際定期路線

等開設・再開事業 （繰入金

国庫

１ （新）国際定期路線利用促進事業 
台湾便の運行継続のため、航空会社及び旅行会社に対する支

援、利用促進キャンペーン等を実施して、利用者の増加を図る。 
２ （新）国際チャーター便運行・定期路線再開等支援事業 

国際新規路線開設（再開）に向け、現地の航空会社及び旅行会

社の運航費用に対する支援を始め、現地窓口の開設、プロモーシ

ョン活動を行う。  

福島空港路線維持拡

充事業 
 
 

１ 路線維持拡充活動事業 
航空会社各社への要望活動を実施する。 

２ 福島空港利便性向上推進事業 
航空会社に対する福島空港運航経費支援を行う。 

３ 福島空港会議設置運営事業 
航空業界の専門家等による会議を開催する。 
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○ 空港交流課 
【事務分掌】 

・ 空港利活用に係る企画及び調整に関すること。 
・ 航空路線の維持・拡充に関すること。 
・ 空港の国際化対策に関すること。 
・ 福島空港利用促進協議会に関すること。 
・ 福島空港の防災機能強化に関すること。 
・ 航空物流の推進に関すること。 

【事業計画】 
１ 交通物流企画費 

事業名 予算額 
（千円） 内 容 

福島 空港国内線 利

用・運航促進事業 （国庫

１ 福島空港路線開設・拡充促進事業

大阪路線に就航する大型機材を対象に、運航する航空会社に対

し、空港施設使用料等の一部を補助するとともに、同機材を利用

した旅行商品を造成する旅行会社に支援する。

２ 福島空港旅行商品造成促進ツアー事業

旅行エージェントを招請し福島空港利用旅行商品の造成促進

を図るほか、沖縄、九州及び関西においてテレビ等のメディアに

より福島空港旅行商品等のＰＲを行い、福島空港の利用促進を図

る。

３ 福島空港国内発着チャーター便運航促進事業

定期便が有望な地域（沖縄、福岡、名古屋、北海道、四国）に

チャーター便を運航する旅行会社に対して支援を行う。

４ 福島空港定期路線利用拡大事業

福島空港の更なる利活用を図るため、航空会社および空港ビル

と連携した利用拡大事業を実施し搭乗者を増加させる。

５ （新）福島空港大阪・関西万博誘客促進事業

２０２５年に開催される大阪・関西万博への訪日観光客に対

し、伊丹空港から福島空港を利用して本県へ誘客するための旅行

商品の造成・販売促進を行い、福島空港の利活用促進を図る。

（一新）国際定期路線

等開設・再開事業 （繰入金

国庫

１ （新）国際定期路線利用促進事業 
台湾便の運行継続のため、航空会社及び旅行会社に対する支

援、利用促進キャンペーン等を実施して、利用者の増加を図る。 
２ （新）国際チャーター便運行・定期路線再開等支援事業 

国際新規路線開設（再開）に向け、現地の航空会社及び旅行会

社の運航費用に対する支援を始め、現地窓口の開設、プロモーシ

ョン活動を行う。  

福島空港路線維持拡

充事業 
 
 

１ 路線維持拡充活動事業 
航空会社各社への要望活動を実施する。 

２ 福島空港利便性向上推進事業 
航空会社に対する福島空港運航経費支援を行う。 

３ 福島空港会議設置運営事業 
航空業界の専門家等による会議を開催する。 

福島空港機能維持強

化支援事業 （国庫

１ 福島空港給油施設維持管理事業 
県有財産である給油施設の維持管理を行う。 

２ 福島空港小型機用搭乗橋維持管理事業 
県有施設である小型機用搭乗橋の維持管理を行う。 

３ 福島空港アクセス対策事業 
空港乗合タクシーに対する運行支援を行う。 

４ 福島空港外国人旅行客受入環境整備事業 
福島空港ビルが実施する設備改修を支援する。 

福島空港利活用促進

対策事業 
 

（国庫

１ 送客促進広報事業 
県内及び栃木県からの利用促進を図るため、ＴＶ等での広報を

実施する。 
２ 送客促進支援事業 

福島空港利用圏域である栃木県の利用者増を図るとともに、冬

季の北海道旅行商品造成や団体旅行の送客に対し支援を行うこ

とにより、福島空港の利用促進を図る。 
３ 福島空港教育旅行利用促進支援事業 

教育旅行で福島空港を利用する学校に対する旅行費用支援及

び、教員等による事前視察費用支援を行う。 
４ 福島空港利用促進活動事業 

福島空港利用促進協議会と連携して利用促進活動を行う。 
５ 沖縄県交流プログラム推進事業 

平成１５年に締結した「うつくしま・ちゅらしま交流宣言」に

基づき、雪だるま親善大使を沖縄県へ派遣するとともに、沖縄県

が派遣するさとうきび親善大使の受入を行う。 
６ 福島空港にぎわい創出事業 

福島空港においてイベント等を開催するなどにより、空港に親

しむ機会を提供し、空港に対する理解の促進を図るとともに、

人々の集う場として空港を積極的に活用する。 
 

交通企画事務経費 
 （寄附金

諸収入

１ 福島空港利活用対策事務経費 
２ ＡＮＡふるさと納税事務経費

 

福島空港国際線利用

促進事業 
 

１ ＣＩＱ関係機関連携強化事業 
国際線の円滑な運航を図るため関係機関との連携を強化する。 

２ 国際定期路線利用促進事業 
中国及び韓国において航空会社等に対して要望活動を行う。 

３ 国際空港ＰＲ強化事業 
ビジネスジェット誘致に向けたＰＲ活動を実施する。 

４ 福島空港航空物流強化事業 
荷主企業や物流事業者への訪問活動を実施する。 
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○ 県産品振興戦略課 
【事務分掌】 

・ 県産品振興の総合企画及び調整に関すること。 
・ 県産品のブランド化の推進に関すること。 
・ 県産品の流通促進に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 地場産業の振興に関すること。 
・ 伝統的工芸品の販路の拡大に関すること。 
・ 県産品の海外販路開拓・拡大に関すること。 
・ 観光物産館及び首都圏情報発信拠点に関すること。 
・ (公財)福島県観光物産交流協会に関すること（物産振興に属することに限る）。 

 
【事業計画】 
１ 物産振興費 

事 業 名 予算額 
(千円) 内 容 

県産品振興戦略実践

プロジェクト  国庫

 

「県産品振興戦略」に基づき、ふくしま応援シェフ、県観光物

産交流協会等と連携した県産品の情報発信を行うとともに、県産

品の海外販路拡大により、本県の風評払拭やイメージ回復、販路

の回復・開拓を図る。 
１ ふくしま応援シェフ活用事業 

消費者に影響力のある第三者（ふくしま応援シェフ）による

情報発信、県産食材の活用により、消費者に県産食材の魅力を

より一層伝え、更なる消費者の理解促進を図る。  
２ 県観光物産交流協会連携事業 

県観光物産館大阪サテライトショップを運営するとともに、

関西圏のイベント等に県ブースを出展し、効果的な情報発信を

行う。 
３ 県産品海外販路拡大事業  

日本の人口が減少していくなか、海外を新たな市場として見

据え、輸出を拡大するため、ＡＳＥＡＮ地域を中心に農産物の

定着化や販路拡大を行い、本県の風評払拭を図る。 
４ ふくしまの酒ブランド力向上事業 

県酒造組合に専門家を設置し、同専門家の指導等のもと県内

蔵元に対して酒造技術への助言やロゴマークを活用した取り組

みなどを実施することで、県産日本酒の品質や認知度及びブラ

ンド力向上を図る。 
５ インバウンドに対応した県産品販売力強化事業 

訪日外国人旅行者の誘客促進及び県産品の県内消費拡大を図

るため、県内小売事業者等の免税店化を支援するとともに、県

内における免税店の周知を図る。 
進化する伝統産業創

生事業  国庫

伝統産業の後継者不足や消費者のライフスタイル・価値感の変

化による需要減少等の課題解決に向け、後継者確保、人材育成を

目的としたアカデミーやインターンシップを実施する。 
〇クリエイター育成事業  

職人や将来後継者を目指す者を対象としたアカデミーや学

生・若者向けのインターンシップを実施するとともに、総合的

なＷｅｂ情報サイトを運営して情報発信を行う。  
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○ 県産品振興戦略課 
【事務分掌】 

・ 県産品振興の総合企画及び調整に関すること。 
・ 県産品のブランド化の推進に関すること。 
・ 県産品の流通促進に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 
・ 地場産業の振興に関すること。 
・ 伝統的工芸品の販路の拡大に関すること。 
・ 県産品の海外販路開拓・拡大に関すること。 
・ 観光物産館及び首都圏情報発信拠点に関すること。 
・ (公財)福島県観光物産交流協会に関すること（物産振興に属することに限る）。 

 
【事業計画】 
１ 物産振興費 

事 業 名 予算額 
(千円) 内 容 

県産品振興戦略実践

プロジェクト  国庫

 

「県産品振興戦略」に基づき、ふくしま応援シェフ、県観光物

産交流協会等と連携した県産品の情報発信を行うとともに、県産

品の海外販路拡大により、本県の風評払拭やイメージ回復、販路

の回復・開拓を図る。 
１ ふくしま応援シェフ活用事業 

消費者に影響力のある第三者（ふくしま応援シェフ）による

情報発信、県産食材の活用により、消費者に県産食材の魅力を

より一層伝え、更なる消費者の理解促進を図る。  
２ 県観光物産交流協会連携事業 

県観光物産館大阪サテライトショップを運営するとともに、

関西圏のイベント等に県ブースを出展し、効果的な情報発信を

行う。 
３ 県産品海外販路拡大事業  

日本の人口が減少していくなか、海外を新たな市場として見

据え、輸出を拡大するため、ＡＳＥＡＮ地域を中心に農産物の

定着化や販路拡大を行い、本県の風評払拭を図る。 
４ ふくしまの酒ブランド力向上事業 

県酒造組合に専門家を設置し、同専門家の指導等のもと県内

蔵元に対して酒造技術への助言やロゴマークを活用した取り組

みなどを実施することで、県産日本酒の品質や認知度及びブラ

ンド力向上を図る。 
５ インバウンドに対応した県産品販売力強化事業 

訪日外国人旅行者の誘客促進及び県産品の県内消費拡大を図

るため、県内小売事業者等の免税店化を支援するとともに、県

内における免税店の周知を図る。 
進化する伝統産業創

生事業  国庫

伝統産業の後継者不足や消費者のライフスタイル・価値感の変

化による需要減少等の課題解決に向け、後継者確保、人材育成を

目的としたアカデミーやインターンシップを実施する。 
〇クリエイター育成事業  

職人や将来後継者を目指す者を対象としたアカデミーや学

生・若者向けのインターンシップを実施するとともに、総合的

なＷｅｂ情報サイトを運営して情報発信を行う。  

県産品デジタルプロ

モーション事業 国庫

国内及び欧米に向けた県産日本酒等に関するワンストップ型サ

イトを運営するとともに、ＳＮＳやコミュニティサイトを活用し

た情報発信を展開し、県産日本酒等の魅力を国内外に発信する。 

（一新）「ふくしまプ

ライド。」発信事業 
 

国庫

諸収入

風評払拭と本県のイメージ回復を図るため、「ふくしまの酒」や

「味噌・醤油」など、国内外に誇る県産品の魅力を強く発信する

とともに、世界的なコンペティションへの出品を通して、販路の

開拓・拡大、本県ブランド力の向上を図る。 
１ 「酒処ふくしま」発信事業（国内）  

ふくしまの酒を今まで知らなかった層及び既存のふくしまの

酒ファン双方をメインターゲットとし、認知度向上や販路拡大

に向けた事業を展開することにより、「ふくしまの酒」をフック

とした交流人口の拡大・消費拡大を目指す。 
２ 「酒処ふくしま」発信事業（海外）  

日本の人口減少に伴い、国内の日本酒消費が減っていくこと

から、海外を新たな市場とし輸出を拡大するため、国内外の品

評会で高い評価を受ける「ふくしまの酒」を海外において「ふ

くしまプライド。」というメッセージを通して力強く発信し、本

県産酒の認知度向上及び販路開拓・拡大を図る。 
３ ふくしまの酒グローバル支援事業  

県内酒造事業者に対し国際的なコンペティンションへの出品

支援を行うことにより、海外マーケットにおける「ふくしまの

酒」の風評払拭、認知度向上及び消費拡大を目指す。 
４ 「ふくしまプライド。」発信事業（関西圏） 

国内外から多くの人が集まる大阪万博の開催時期に合わせて

福島県の魅力的な産品を PR する物産展や、県産酒の飲み比べ

キャンペーン及び商談会を実施する。 
５ DC を起点とした県産品振興事業 

福島県が誇る日本酒や味噌醤油、菓子類について、県内外か

ら多くの消費者が参加するデスティネーションキャンペーン

（DC）と連動した限定商品の開発、商品の販路拡大に取り組み、

DC 参加者へ、県産品の魅力を発信する。 
（一新）県産品風評

対策事業 
 

国庫

処理水の海洋放出により、更なる風評が発生することを抑える

ため、食の安全・安心に加え、品質の高さやおいしさなど県産品

の魅力を国内外に対してタイミングを失うことなく早急に伝える

とともに、販路の開拓、拡大を図る。 
１ 海外における県産品トッププロモーションの実施 
海外において、本県が誇る日本酒を中心とした県産品トッププ

ロモーションのほか、県産米の輸出拡大を図るプロモーションを

実施する。 
２ 輸入事業者等招聘 
海外の輸入事業者等を本県へ招聘し、県内事業者との商談の機

会を提供する。 
観光交流・物産振興

による奥会津地域活

性化事業 
国庫

奥会津の観光誘客や関係人口拡大に資するイベントの開催を支

援し、地域経済の活性化に繋げるため会場内で本県の県産品（物

産、日本酒、工芸品等）をＰＲするフェアを実施する。 
補助率 ４／５ 
補助額 上限額 ８，２００千円 

県産品販路開拓事業 
 

県産品の風評払拭と販路開拓・拡大を図るため、県内事業者の

海外展開や県外の販路開拓をサポートするとともに、観光物産館

において、県内各地の名産品の展示・販売や、魅力ある観光情報

の発信を行う。 
１ 海外販路ネットワーク拡充事業 
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県産品の海外販路開拓のため、福島県貿易促進協議会に海外

販路開拓専門員を設置する。 
２ 物産館事業

「福島県観光物産館」の管理業務を指定管理者に委託し、観

光と物産の一体的なＰＲを実施する。 
チャレンジふくしま

首都圏情報発信拠点

事業 
国庫

首都圏情報発信拠点運営事業・首都圏情報発信拠点賑わいＰＲ

事業 
風評払拭と本県のイメージ回復、震災の風化防止のため、首都

圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の管理運営を行うとともに、

催事等の実施により「ふくしまの今」を効果的に発信する。 
 
２ 地域振興費 

事 業 名 予算額 
（千円） 内 容 

ふくしま県産品再生

支援事業 国庫

県産品の風評払拭、販路の回復・開拓を図るため、展示会への出

展や商品開発支援等の取組を一体的に実施する。 
１ 大型展示会等活用事業 

全国から多くの一般消費者及び業界関係者、メディアが一斉に

集う全国菓子博覧会において、福島県ブースとしての出展を支援

し、県産菓子の PR に加え、福島県の観光 PR も併せて実施し、

県産品の安心・安全の提供と観光需要の創出を図る。 
 

２ ふくしま商品開発・販路開拓支援事業 
工芸関連事業者及び食品関連事業者の商品力向上等を図るた

め、商品開発や販路開拓の取組を支援する。  
 
 

― 106 ―



 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 参 考 資 料  ＞ 

 

 





 　1　本県経済の概要
　 (1)　人口の動き

　　　ア　県総人口の推移

　　　　総人口は平成７年をピークに減少しており、近年減少幅が拡大している。

県総人口の推移

年次 人 口 対前回 全国割合
総 数 増減率

総 数
年 人 ％ ％
昭和50

平成2

△ 0.3
△ 1.7
△ 3.0
△ 5.7

令和2 △4.2

資料：総務省「令和２年国勢調査人口等基本集計結果」

　　イ　市・郡別人口の推移

　　　　人口の比率は市部が増加し、郡部は減少している。

年次 市 市 郡 郡 人 口
総 数

年 人 ％ 人 ％ 人
昭和50

平成2

令和2

資料：総務省「令和２年国勢調査人口等基本集計結果」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市・郡別人口の推移

昭和 平成 令和 年

郡部

市部

千人

総人

口

全国

割合

％
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　(2)　経済成長

　　・　県内総生産と国内総生産

　　　　

名目 実質 名目 実質 名目 実質 名目 実質
△ 0.4

△ 0.4 △ 0.3
元 △ 1.4 △ 1.8 △ 0.8

△ 1.0 △ 2.1 △ 3.5 △ 4.1

（名目） 　　　（実質）

資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　(3)　県民所得

　　・　１人当たり県民所得・国民所得

　　　　１人当たり県民所得は2,899千円と２年ぶりに前年度の水準を下回った。
　　　

（単位：千円、％）
年度 元

項目
県民所得（A）
国民所得（B）
（A)/（B）×100
資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　(4)　産業構造

　　ア　県内総生産（名目）の産業別の推移

（単位：億円）
　　　　年度 元

項目　　　　
第１次産業
第２次産業
第３次産業
計
※産業別数値には輸入品に課される税・関税等が含まれないため、合計と県内総生産は一致しない。
資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　　　　令和４年度の本県経済は、電気・ガス・水道・廃棄物処理業が減少した一方、経済社会活動の正常化
      が進み、卸売・小売業や製造業が増加したため、県内総生産は名目で７兆８,６５０億円となった。
      　経済成長率は名目で０.１％、実質で１.６％と、ともに２年連続のプラスとなった。

全国福島県
年度 県内総生産（億円） 対前年度増加率（％） 国内総生産（十億円） 対前年度増加率（％）

△

△

△

元

県

国

△

△

△

元

（％）

（年度）

県

国
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　(2)　経済成長

　　・　県内総生産と国内総生産

　　　　

名目 実質 名目 実質 名目 実質 名目 実質
△ 0.4

△ 0.4 △ 0.3
元 △ 1.4 △ 1.8 △ 0.8

△ 1.0 △ 2.1 △ 3.5 △ 4.1

（名目） 　　　（実質）

資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　(3)　県民所得

　　・　１人当たり県民所得・国民所得

　　　　１人当たり県民所得は2,899千円と２年ぶりに前年度の水準を下回った。
　　　

（単位：千円、％）
年度 元

項目
県民所得（A）
国民所得（B）
（A)/（B）×100
資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　(4)　産業構造

　　ア　県内総生産（名目）の産業別の推移

（単位：億円）
　　　　年度 元

項目　　　　
第１次産業
第２次産業
第３次産業
計
※産業別数値には輸入品に課される税・関税等が含まれないため、合計と県内総生産は一致しない。
資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　　　　令和４年度の本県経済は、電気・ガス・水道・廃棄物処理業が減少した一方、経済社会活動の正常化
      が進み、卸売・小売業や製造業が増加したため、県内総生産は名目で７兆８,６５０億円となった。
      　経済成長率は名目で０.１％、実質で１.６％と、ともに２年連続のプラスとなった。

全国福島県
年度 県内総生産（億円） 対前年度増加率（％） 国内総生産（十億円） 対前年度増加率（％）

△

△

△

元

県

国

△

△

△

元

（％）

（年度）

県

国

　　　　※上記構成比には輸入品に課される税・関税等が含まれないため、合計は100に達しない。
　　　　資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　　　　資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

　(5)　労働生産性（就業者１人当たり県内純生産）

　　　　令和４年度（指数）は第1次産業と第2次産業は増加し、第3次産業は減少している。

（実数） （単位：千円）
年度

項目
第１次産業
第２次産業
　うち製造業
　うち建設業
第３次産業
　うち卸売・小売業
県内純生産（平均）
 ※労働生産性＝県内純生産（名目）／就業者数（県内ベース）
資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

（指数） （単位：％）
年度

項目
第１次産業
第２次産業
　うち製造業
　うち建設業
第３次産業
　うち卸売・小売業
県内純生産（平均）
　※県内純生産（平均）＝100
資料：福島県統計課「令和4（2022）年度福島県県民経済計算年報」

元

県内総生産（名目）の産業別構成比の推移

産業別県内総生産（名目）の推移

元

元

（百万円）

（年度）
製造業 建設業 卸売・小売業

元 （年度）

第３次産業

第２次産業

第１次産業
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　　　　　景気動向指数（Composite Indexes）グラフ　【一致指数】　

資料：福島県統計課「福島県景気動向指数（令和6年10月分）」

鉱工業生産指数の推移（原指数）
令和 2年（2020年）＝100.0

鉱工業生産指数の推移（季節調整済）
令和 2年（2020年）＝100.0

資料：福島県統計課「福島県鉱工業指数（令和6年10月分速報）」

　(6)　企業活動

福島県 全 国

福島県 全 国

（令和２年＝ ）
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　　　　　景気動向指数（Composite Indexes）グラフ　【一致指数】　

資料：福島県統計課「福島県景気動向指数（令和6年10月分）」

鉱工業生産指数の推移（原指数）
令和 2年（2020年）＝100.0

鉱工業生産指数の推移（季節調整済）
令和 2年（2020年）＝100.0

資料：福島県統計課「福島県鉱工業指数（令和6年10月分速報）」

　(6)　企業活動

福島県 全 国

福島県 全 国

（令和２年＝ ）

　　　 　　　　　　　　　　　主要業種別生産指数の推移（原指数） 令和２年（2020年）＝100.0

資料：福島県統計課「福島県鉱工業指数（令和6年10月速報）」

売上高・経常利益とも、前年同期比でプラスとなっており、非製造業の伸び率が製造業を上回っている。

経常利益

上期 下期 上期 下期
　　全産業

製造業 △ 2.9 △ 1.2
非製造業

資料：日本銀行福島支店「全国企業短期経済観測調査」【R6.12】

　　（前年度同期比増減率：％） 　　　売上高・経常利益の推移（全産業）
売上高 経常利益

２上期 △ 9.1 △ 23.6
２下期 △ 2.9
３上期
３下期 △ 2.7 △ 3.9
４上期
４下期
５上期
５下期

資料：日本銀行福島支店「全国企業短期経済観測調査」【R6.12】

　　（前年度同期比増減率：％） 　　　売上高・経常利益の推移（製造業）
　売上高 経常利益

２上期 △ 16.4 △ 40.6
２下期 △ 5.1
３上期 2.4倍
３下期 △ 5.5 △ 16.0
４上期 △ 13.9
４下期
５上期
５下期 △ 2.9 △ 1.2

資料：日本銀行福島支店「全国企業短期経済観測調査」【R6.12】

　　（前年度同期比増減率：％） 　　売上高・経常利益の推移（非製造業）
売上高 経常利益

２上期 △ 5.3 △ 7.2
２下期 △ 11.1
３上期
３下期 △ 1.4
４上期
４下期
５上期
５下期

資料：日本銀行福島支店「全国企業短期経済観測調査」【R6.12】

5年度

売上高

5年度

輸送機械工業は令和２年を上回る指数で推移しているが、その他の業種については、令和２年を下回る水準で推移している。

前年同期比（％）

売上高・経常利益の実績

情報通信機械工業

汎用・生産用・業務用機械

工業
電気機械工業

輸送機械工業

電子部品・デバイス工業

食料品工業

△
△ △

△

△

△

△

２上期 ２下期 ３上期 ３下期 ４上期 ４下期 ５上期 ５下期

売上高

経常利益

△

△ △
△

△

△

△

倍
△

△

△

２上期 ２下期 ３上期 ３下期 ４上期 ４下期 ５上期 ５下期

売上高

経常利益

△
△

△
△△

△
△

２上期 ２下期 ３上期 ３下期 ４上期 ４下期 ５上期 ５下期

売上高

経常利益
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資料：日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画調査」【R6.8】 資料：日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画調査」【R6.8】

（注）「東北」は新潟県も含む 　

（単位：％）

年

項目

対前回増減率 △ 15.6 △ 2.2 △ 5.0
対前回増減率（全国） △ 7.3 △ 5.5 △ 3.5

対前回増減率 △ 17.0 △ 0.5
対前回増減率（全国） △ 4.5 △ 5.0

　　　事業所数（民営）の推移

資料：総務省「令和3年経済センサス　活動調査結果」【R5.6】

県内の事業所数及び従業者数（民営 ）の推移

設備投資額伸び率推移 　　　　本県の設備投資額の推移

2023（令和5）年度の本県の伸び率は、全国・東北を上回っている。 2023（令和5）年度は、前年度から32億円減少している。

事業所数

従業者数

資料：令和３年経済センサス‐活動調査　産業横断的集計（事業所に関する集計・企業等に関する集計）
　　　日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち、以下に掲げる事業所、国及び地方公共団体の事業所を除く事業所が対象。
　　　　ア 大分類Ａ－「農業，林業」に属する個人経営の事業所
　　　　イ 大分類Ｂ－「漁業」に属する個人経営の事業所
　　　　ウ 大分類Ｎ－「生活関連サービス業，娯楽業」のうち、小分類792－「家事サービス業」に属する事業所
　　　　エ 大分類Ｒ－「サービス業（他に分類されないもの）」のうち、中分類96－「外国公務」に属する事業所

　県内の事業所数の減少率は全国を上回っており、従業者数については、全国的には増加しているが、県内では減
少している。

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

注）民営事業所とは、国及び地方公共団体の事業所を除く事業所をいう。従事者とは、調査時点で当該事業所に所属して働いている全ての人を
いう。当該事業所から賃金（給与現物給与を含む。) を支給されていない人は従業者に含めない。なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃
金・給与を支給されていなくても従業者としている。

△

△

△

△
△

△

△

△

△

△

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 令和 年

県増減率

全国増減率

事業所数

（対前回増減率） （事業所数）

（実績）（計画）

（％）

（年度）全国 東北 福島県

（億円）

（年度）
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資料：日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画調査」【R6.8】 資料：日本政策投資銀行「東北地域設備投資計画調査」【R6.8】

（注）「東北」は新潟県も含む 　

（単位：％）

年

項目

対前回増減率 △ 15.6 △ 2.2 △ 5.0
対前回増減率（全国） △ 7.3 △ 5.5 △ 3.5

対前回増減率 △ 17.0 △ 0.5
対前回増減率（全国） △ 4.5 △ 5.0

　　　事業所数（民営）の推移

資料：総務省「令和3年経済センサス　活動調査結果」【R5.6】

県内の事業所数及び従業者数（民営 ）の推移

設備投資額伸び率推移 　　　　本県の設備投資額の推移

2023（令和5）年度の本県の伸び率は、全国・東北を上回っている。 2023（令和5）年度は、前年度から32億円減少している。

事業所数

従業者数

資料：令和３年経済センサス‐活動調査　産業横断的集計（事業所に関する集計・企業等に関する集計）
　　　日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち、以下に掲げる事業所、国及び地方公共団体の事業所を除く事業所が対象。
　　　　ア 大分類Ａ－「農業，林業」に属する個人経営の事業所
　　　　イ 大分類Ｂ－「漁業」に属する個人経営の事業所
　　　　ウ 大分類Ｎ－「生活関連サービス業，娯楽業」のうち、小分類792－「家事サービス業」に属する事業所
　　　　エ 大分類Ｒ－「サービス業（他に分類されないもの）」のうち、中分類96－「外国公務」に属する事業所

　県内の事業所数の減少率は全国を上回っており、従業者数については、全国的には増加しているが、県内では減
少している。

平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

注）民営事業所とは、国及び地方公共団体の事業所を除く事業所をいう。従事者とは、調査時点で当該事業所に所属して働いている全ての人を
いう。当該事業所から賃金（給与現物給与を含む。) を支給されていない人は従業者に含めない。なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃
金・給与を支給されていなくても従業者としている。

△

△

△

△
△

△

△

△

△

△

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 令和 年

県増減率

全国増減率

事業所数

（対前回増減率） （事業所数）

（実績）（計画）

（％）

（年度）全国 東北 福島県

（億円）

（年度）

　　　　　　　　　　　　　　　産業別事業所数及び従業者数の増減率（民営）

事業所数は、多い順に「卸売業，小売業」、「建設業」、「宿泊業，飲食サービス業」となっている。
従業者数は、多い順に「製造業」、「卸売業，小売業」、「医療，福祉業」となっている。

増減率 増減率
A～B 農林漁業
C 鉱業，採石業，砂利採取業 △ 0.9
D 建設業 △ 2.6 △ 0.6
E 製造業 △ 10.5
F 電気・ガス・熱供給・水道業 △ 29.6
G 情報通信業 △ 1.8
H 運輸業，郵便業
I 卸売業，小売業 △ 9.5 △ 0.1
J 金融業，保険業 △ 5.6 △ 11.3
K 不動産業，物品賃貸業
L 学術研究，専門・技術サービス業
M 宿泊業，飲食サービス業 △ 14.7 △ 12.7
N 生活関連サービス業，娯楽業 △ 7.7 △ 13.0
O 教育，学習支援業 △ 9.1 △ 0.4
P 医療，福祉
Q 複合サービス事業 △ 4.1
R サービス業（他に分類されないもの） △ 0.4
　A～Rの総計 △ 5.0 △ 0.5
　A～Bの総計（一次産業）
　C～Eの総計（二次産業） △ 5.8 △ 0.0
　F～Rの総計（三次産業） △ 5.2 △ 1.0

　　　　　　　　　　　　　　　産業別事業所数及び従業者数の増減率

資料：総務省「令和3年経済センサス　活動調査結果【R5.6】

事業所数（件、％） 従業者数（人、％）

△

△

事業所数

従業者数

（％）
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　　　　　　　　　　　　　　　規模別事業所数（民営、非一次産業）

事業所数

年 事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 事業所数

資料：中小企業庁「中小企業の企業数・事業所数」【R5.12】

　　　　　　　　　　　　　　　規模別従業者総数（民営、非一次産業）

従業者総数

年 従業者総数 構成比(％) 従業者総数 構成比(％) 従業者総数 構成比(％) 従業者総数

資料：中小企業庁「中小企業の企業数・事業所数」【R5.12】

　　　　※「令和３年経済センサス基礎調査・活動調査」において、事業所のうち、個人経営の事業所
　　　及び農林漁業等を除いた数（令和３年６月１日時点）。

　　　　※「令和３年経済センサス基礎調査・活動調査」において、事業所のうち、個人経営の事業所
　　　及び農林漁業等を除いた事業所に所属して働いている人の数（令和３年６月１日時点）。

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

事業所数の99.9%、従業者総数の88％を中小企業が占めている。

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業
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　　　　　　　　　　　　　　　規模別事業所数（民営、非一次産業）

事業所数

年 事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 事業所数 構成比(％) 事業所数

資料：中小企業庁「中小企業の企業数・事業所数」【R5.12】

　　　　　　　　　　　　　　　規模別従業者総数（民営、非一次産業）

従業者総数

年 従業者総数 構成比(％) 従業者総数 構成比(％) 従業者総数 構成比(％) 従業者総数

資料：中小企業庁「中小企業の企業数・事業所数」【R5.12】

　　　　※「令和３年経済センサス基礎調査・活動調査」において、事業所のうち、個人経営の事業所
　　　及び農林漁業等を除いた数（令和３年６月１日時点）。

　　　　※「令和３年経済センサス基礎調査・活動調査」において、事業所のうち、個人経営の事業所
　　　及び農林漁業等を除いた事業所に所属して働いている人の数（令和３年６月１日時点）。

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

事業所数の99.9%、従業者総数の88％を中小企業が占めている。

中小企業
大企業 合計

うち小規模企業

東日本大震災後に高まった開業率は、平成28年度をピークに低下傾向にあり、令和5年度は3.0％となった。
（単位：%）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

福島県

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」を基に推計（県産業振興課）【R7.2】

開業率の推移

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

開
業
率
（％
）

福島県

開業率
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　(7)　企業倒産

　企業整理・倒産状況の推移（負債金額1千万円以上）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（億円）

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年
資料：東京商工リサーチ郡山支店・福島支店「福島県内企業倒産状況」【R7.1】
資料：東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」【R7.1】

　業種別企業整理・倒産状況

（単位：件）
建設業 製造業 卸売業 小売業 不動産業 運輸業 サービス業他 合計

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年
資料：東京商工リサーチ郡山支店・福島支店「福島県内企業倒産状況」【R7.1】

福島県 全国

　令和6年の倒産件数は122件で、2010（平成22）年以降で最多となった。負債総額は170億4,800万円で、
4年連続の増加となった。

　業種別では、「サービス業他」が44件で最多、次いで「建設業」が34件となっている。前年比では5業種で
増加し、2業種で減少した。

倒産件数

（年）

その他

運輸業

小売業

卸売業

製造業

建設業

倒産件数
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　(7)　企業倒産

　企業整理・倒産状況の推移（負債金額1千万円以上）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（億円）

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年
資料：東京商工リサーチ郡山支店・福島支店「福島県内企業倒産状況」【R7.1】
資料：東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」【R7.1】

　業種別企業整理・倒産状況

（単位：件）
建設業 製造業 卸売業 小売業 不動産業 運輸業 サービス業他 合計

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年
資料：東京商工リサーチ郡山支店・福島支店「福島県内企業倒産状況」【R7.1】

福島県 全国

　令和6年の倒産件数は122件で、2010（平成22）年以降で最多となった。負債総額は170億4,800万円で、
4年連続の増加となった。

　業種別では、「サービス業他」が44件で最多、次いで「建設業」が34件となっている。前年比では5業種で
増加し、2業種で減少した。

倒産件数

（年）

その他

運輸業

小売業

卸売業

製造業

建設業

倒産件数

　地区別企業整理・倒産状況

最多は県中・県南地区の３７件で、会津地区以外の３地区で前年から増加している。

（単位：件）

県北 県中・県南 いわき 会津 合計

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年
資料：東京商工リサーチ郡山支店・福島支店「福島県内企業倒産状況」【R7.1】

　　　原因別企業整理・倒産状況

（単位：件）

販売不振 連鎖倒産 赤字累積 放漫経営 設備投資過大 その他 合計

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年

資料：東京商工リサーチ郡山支店・福島支店「福島県内企業倒産状況」【R7.1】

　原因別では、販売不振が70件で最多、次いで赤字累積が38件となっている。

元

倒産件数

（年）

会津

いわき

県中・県南

県北

倒産件数
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　(9)　金融

資料：日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」【R7.1】

資料：日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」【R7.1】

※令和６年度のデータは1月末までの合計である。

資料：県経営金融課

県制度資金新規貸付実行額及び融資件数の推移

金融機関預金残高・貸出残高（各年度１１月末現在）

　令和６年の預金残高は前年と比べ６０３億円増加しており、貸出残高は前年と比べ1,246億円増加している。

　令和６年の新規貸付実行額は前年と比べ1,197億円減少しており、融資件数は前年と比べ227件減少している。

（億円）

（年）

金融機関預金残高の推移

（億円）

（年）

金融機関貸出残高の推移

（件）（億円）

（年度）新規貸付実行額（億円） 貸付件数（件）
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　(10)　物価

　　資料：日本銀行「国内企業物価指数」【R7.1】

　　　資料：総務省統計局「消費者物価指数」【R7.1】

（前年同月比、％）
総総合合 総合 （福島市） 総合 （全国）

（前年同月比、％） 国内企業物価指数（前年同月比）の推移 年基準）

消費者物価指数（福島市）（前年同月比）の推移 （ 年基準）
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　(10)　物価

　　資料：日本銀行「国内企業物価指数」【R7.1】

　　　資料：総務省統計局「消費者物価指数」【R7.1】

（前年同月比、％）
総総合合 総合 （福島市） 総合 （全国）

（前年同月比、％） 国内企業物価指数（前年同月比）の推移 年基準）

消費者物価指数（福島市）（前年同月比）の推移 （ 年基準）

 ２ 本県の製造業

　　　
　　　　

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

―
―
―
―

資料：県統計課編「令和4年福島県の工業【2023年経済構造実態調査(製造事業所調査)福島県版集計】」から抜粋、
　　　  全国数値は「令和3年経済センサス活動調査」及び「2023年経済構造実態調査」の結果から抜粋
　　　　（経済構造実態調査を実施しない年は経済センサスの結果に基づく数値である。）

全国に占める割合（％）
従業者数（人）

全国に占める割合（％）

　　(1)　事業所数・従業者数・製造品出荷額等・付加価値額の推移（対象：従業者4人以上の事業所）

製造品出荷額等(億円）

※従業者とは調査時点で当該事業所に所属して働いている全ての人を指し、当該事業所から賃金（給与現物給与を含む。)
を支給されていない人は従業者に含めない。なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても
従業者としている。

　　　　前年と比較すると、事業所数は４事業所の増加（0.1％増）となり、従業者数は２２６人の減少（0.1％減）となった。

全国に占める割合（％）
付加価値額（億円）

全国に占める割合（％）

事業所数

元

（百億円）全国に占める

割合（％）

（年）

製造品出荷額等
付加価値額
製造品出荷額等
付加価値額
事業所数
従業者数
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　　　　構成比は、事業所数、従業者数、製造品出荷額等で県中地方、県北地方の順に高い。

　　　　

事業所数 従業者数（人）
製造品出荷額等

（億円）
付加価値額

（億円）
中通り地方
（構成比％）

県北
（構成比％）
県中
（構成比％）
県南
（構成比％）

会津地方
（構成比％）

会津
（構成比％）
南会津
（構成比％）

浜通り地方
（構成比％）

相双
（構成比％）
いわき
（構成比％）

県計
※従業者とは調査時点で当該事業所に所属して働いている全ての人を指し、当該事業所から賃金（給与現物給与を
含む。) を支給されていない人は従業者に含めない。また、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給さ
れていなくても従業者としている。

資料：県統計課編「令和4年福島県の工業【2023年経済構造実態調査(製造事業所調査)福島県版集計】」
から抜粋。

令和5年 令和4年

　(2)　地区別事業所数・従業者数・製造品出荷額等・付加価値額及び構成比（対象：従業者4人以上の事業所）

事
業
所
数

従
業
者
数

製
造
品
出
荷
額
等

付
加
価
値
額

構成比（％）

いわき

相双

南会津

会津

県南

県中

県北

事
業
所
数

従
業
者
数

製
造
品
出
荷
額
等

付
加
価
値
額

浜通り

会津

中通り

　(3)　産業分類別の状況

　　ア　事業所数の業種別構成
　　　　福島県の事業所数の構成比は、「食料品製造業」、「金属製品製造業」の順に高い。

（令和5年6月1日現在、個人経営を含まない集計結果）
事業所数

数 構成比（％） 前年比（％） 数 構成比（％） 前年比（％）
計計

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業 ▲ 1.0 ▲ 0.0
11 繊維工業 ▲ 1.2 ▲ 0.4
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 1.3
13 家具・装備品製造業 ▲ 1.0
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 1.2
15 印刷・同関連業 ▲ 0.1
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 14.3
21 窯業・土石製品製造業
22 鉄鋼業
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業 ▲ 0.7 ▲ 0.2
25 はん用機械器具製造業 ▲ 1.7 ▲ 0.4
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業 ▲ 1.4
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業 ▲ 1.1

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

　　イ　従業者数の業種別構成

　　　　福島県の従業者数の構成比は、「食料品製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」の順に高い。

（令和5年6月1日現在、個人経営を含まない集計結果）
従業者数

（人） 構成比（％） 前年比（％） （人） 構成比（％） 前年比（％）
計計 ▲ 0.1

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業 ▲ 2.3
11 繊維工業 ▲ 2.3 ▲ 0.9
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 1.5
13 家具・装備品製造業 ▲ 1.7
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 2.8
15 印刷・同関連業 ▲ 3.2 ▲ 1.9
16 化学工業 ▲ 3.4
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 17.5 ▲ 0.4
21 窯業・土石製品製造業 ▲ 0.1 ▲ 0.5
22 鉄鋼業 ▲ 3.6 ▲ 0.4
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業 ▲ 4.2 ▲ 0.4
25 はん用機械器具製造業 ▲ 10.3 ▲ 3.9
26 生産用機械器具製造業 ▲ 0.6
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 4.0
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業 ▲ 0.7
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

福島県 全国

福島県 全国
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　　　　構成比は、事業所数、従業者数、製造品出荷額等で県中地方、県北地方の順に高い。

　　　　

事業所数 従業者数（人）
製造品出荷額等

（億円）
付加価値額

（億円）
中通り地方
（構成比％）

県北
（構成比％）
県中
（構成比％）
県南
（構成比％）

会津地方
（構成比％）

会津
（構成比％）
南会津
（構成比％）

浜通り地方
（構成比％）

相双
（構成比％）
いわき
（構成比％）

県計
※従業者とは調査時点で当該事業所に所属して働いている全ての人を指し、当該事業所から賃金（給与現物給与を
含む。) を支給されていない人は従業者に含めない。また、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給さ
れていなくても従業者としている。

資料：県統計課編「令和4年福島県の工業【2023年経済構造実態調査(製造事業所調査)福島県版集計】」
から抜粋。

令和5年 令和4年

　(2)　地区別事業所数・従業者数・製造品出荷額等・付加価値額及び構成比（対象：従業者4人以上の事業所）

事
業
所
数

従
業
者
数

製
造
品
出
荷
額
等

付
加
価
値
額

構成比（％）

いわき

相双

南会津

会津

県南

県中

県北

事
業
所
数

従
業
者
数

製
造
品
出
荷
額
等

付
加
価
値
額

浜通り

会津

中通り

　(3)　産業分類別の状況

　　ア　事業所数の業種別構成
　　　　福島県の事業所数の構成比は、「食料品製造業」、「金属製品製造業」の順に高い。

（令和5年6月1日現在、個人経営を含まない集計結果）
事業所数

数 構成比（％） 前年比（％） 数 構成比（％） 前年比（％）
計計

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業 ▲ 1.0 ▲ 0.0
11 繊維工業 ▲ 1.2 ▲ 0.4
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 1.3
13 家具・装備品製造業 ▲ 1.0
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 1.2
15 印刷・同関連業 ▲ 0.1
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 14.3
21 窯業・土石製品製造業
22 鉄鋼業
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業 ▲ 0.7 ▲ 0.2
25 はん用機械器具製造業 ▲ 1.7 ▲ 0.4
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業 ▲ 1.4
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業 ▲ 1.1

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

　　イ　従業者数の業種別構成

　　　　福島県の従業者数の構成比は、「食料品製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」の順に高い。

（令和5年6月1日現在、個人経営を含まない集計結果）
従業者数

（人） 構成比（％） 前年比（％） （人） 構成比（％） 前年比（％）
計計 ▲ 0.1

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業 ▲ 2.3
11 繊維工業 ▲ 2.3 ▲ 0.9
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 1.5
13 家具・装備品製造業 ▲ 1.7
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 2.8
15 印刷・同関連業 ▲ 3.2 ▲ 1.9
16 化学工業 ▲ 3.4
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 17.5 ▲ 0.4
21 窯業・土石製品製造業 ▲ 0.1 ▲ 0.5
22 鉄鋼業 ▲ 3.6 ▲ 0.4
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業 ▲ 4.2 ▲ 0.4
25 はん用機械器具製造業 ▲ 10.3 ▲ 3.9
26 生産用機械器具製造業 ▲ 0.6
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 4.0
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業 ▲ 0.7
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

福島県 全国

福島県 全国

― 122 ― ― 123 ―



　　ウ　製造品出荷額等の業種別構成

　　　　福島県の製造品出荷額等の構成比は、「化学工業」、「電子部品・デバイス・電子回路」の順に高い。

（令和4年1月～12月の実績、個人経営を含まない集計結果）
製造品出荷額等

（百万円） 構成比（％） 前年比（％） （百万円） 構成比（％） 前年比（％）
計計

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業
11 繊維工業
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 10.4
13 家具・装備品製造業 ▲ 0.7
14 パルプ・紙・紙加工品製造業
15 印刷・同関連業
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 6.7
21 窯業・土石製品製造業
22 鉄鋼業
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業
25 はん用機械器具製造業
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

　　エ　付加価値額の業種別構成
　　　　福島県の付加価値額の構成比は、「化学工業」、「輸送用機械器具製造業」の順に高い。

（令和4年1月～12月の実績、個人経営を含まない集計結果、従業員29人以下の事業所は粗付加価値額）
付加価値額

（百万円） 構成比（％） 前年比（％） （百万円） 構成比（％） 前年比（％）
計計

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業
11 繊維工業 ▲ 0.6 ▲ 1.8
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 34.9
13 家具・装備品製造業 ▲ 2.1
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 11.3
15 印刷・同関連業 ▲ 0.4
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業 ▲ 0.4 ▲ 125.4
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） ▲ 6.1 ▲ 4.2
19 ゴム製品製造業 ▲ 6.9 ▲ 2.8
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 22.1 ▲ 0.4
21 窯業・土石製品製造業
22 鉄鋼業 ▲ 1.8
23 非鉄金属製造業 ▲ 2.4
24 金属製品製造業 ▲ 6.6
25 はん用機械器具製造業 ▲ 4.5
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業 ▲ 0.7
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 2.5
29 電気機械器具製造業 ▲ 3.9
30 情報通信機械器具製造業 ▲ 8.0
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

福島県 全国

福島県 全国
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　　ウ　製造品出荷額等の業種別構成

　　　　福島県の製造品出荷額等の構成比は、「化学工業」、「電子部品・デバイス・電子回路」の順に高い。

（令和4年1月～12月の実績、個人経営を含まない集計結果）
製造品出荷額等

（百万円） 構成比（％） 前年比（％） （百万円） 構成比（％） 前年比（％）
計計

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業
11 繊維工業
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 10.4
13 家具・装備品製造業 ▲ 0.7
14 パルプ・紙・紙加工品製造業
15 印刷・同関連業
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 6.7
21 窯業・土石製品製造業
22 鉄鋼業
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業
25 はん用機械器具製造業
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

　　エ　付加価値額の業種別構成
　　　　福島県の付加価値額の構成比は、「化学工業」、「輸送用機械器具製造業」の順に高い。

（令和4年1月～12月の実績、個人経営を含まない集計結果、従業員29人以下の事業所は粗付加価値額）
付加価値額

（百万円） 構成比（％） 前年比（％） （百万円） 構成比（％） 前年比（％）
計計

09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業
11 繊維工業 ▲ 0.6 ▲ 1.8
12 木材・木製品製造業（家具を除く） ▲ 34.9
13 家具・装備品製造業 ▲ 2.1
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 11.3
15 印刷・同関連業 ▲ 0.4
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業 ▲ 0.4 ▲ 125.4
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） ▲ 6.1 ▲ 4.2
19 ゴム製品製造業 ▲ 6.9 ▲ 2.8
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 ▲ 22.1 ▲ 0.4
21 窯業・土石製品製造業
22 鉄鋼業 ▲ 1.8
23 非鉄金属製造業 ▲ 2.4
24 金属製品製造業 ▲ 6.6
25 はん用機械器具製造業 ▲ 4.5
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業 ▲ 0.7
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 2.5
29 電気機械器具製造業 ▲ 3.9
30 情報通信機械器具製造業 ▲ 8.0
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

福島県 全国

福島県 全国

　(4)　本県製造業の全国比較

全国シェア

令和５年

令和５年

令和４年

令和４年

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

　(5)　製造業構造の推移

　　類型別構成の動向

平成21年 令和５年 平成21年 令和５年

　　類型別構成の動向（令和４年/平成２０年、従業者４人以上の事業所）

平成20年 令和４年 平成20年 令和４年

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

を除く）のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

対象年

付加価値額（百万円）

製造品出荷額等（百万円）

従業者数（人）

事業所数

都道府県別
順位

福島県 全国項目

付加価値額（百万円）

事業所数

製造品出荷額等（百万円）

従業者数（人）

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所

全国

福島県 全国

福島県

（注）2020（令和2）年以前は４人以上の事業所を集計しているが、2021（令和3）年以降はすべての事業所を集計しているため、直接接続しない。

（注）2020（令和2）年以前は４人以上の事業所を集計しているが、2021（令和3）年以降はすべての事業所を集計しているため、直接接続しない。
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　（6）　本県工業の特化係数

資料：「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」から抜粋

資料：「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」から抜粋

※特化係数とは、産業の業種構成において、その構成比の全国比をいい、業種構成の全国との
乖離を示し、地域で卓越した業種を見る指標。1.00が全国平均となる。

　本県の事業所数は、「情報通信機械器具製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」な
どが全国平均よりも高くなっている。

　また、製造品出荷額等では、「情報通信機械器具製造業」、「ゴム製品製造業」などが全国平均
よりも高くなっている。

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業

木材・木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除

く）

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製

造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

製造品出荷額等

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業

木材・木製品製造業（家具を除

く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲

を除く）

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路

製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

事業所数
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　（6）　本県工業の特化係数

資料：「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」から抜粋

資料：「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」から抜粋

※特化係数とは、産業の業種構成において、その構成比の全国比をいい、業種構成の全国との
乖離を示し、地域で卓越した業種を見る指標。1.00が全国平均となる。

　本県の事業所数は、「情報通信機械器具製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」な
どが全国平均よりも高くなっている。

　また、製造品出荷額等では、「情報通信機械器具製造業」、「ゴム製品製造業」などが全国平均
よりも高くなっている。

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業

木材・木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除

く）

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製

造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

製造品出荷額等

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業

木材・木製品製造業（家具を除

く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲

を除く）

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路

製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

事業所数

　(7)　従業者規模別事業所数等

構成比（％） （人） 構成比（％） （百万円） 構成比（％） （百万円） 構成比（％）

 1～ 9人
10～ 19人
20～ 29人
 30～ 99人
100～299人
300人以上

合計
 1～ 9人

10～ 19人
20～ 29人
 30～ 99人
100～299人
300人以上

合計

資料：「2023年経済構造実態（製造業事業所調査）」から抜粋

注）調査対象は、日本標準産業分類に掲げる「大分類E‐製造業」に属する全国の事業所（国及び地方公共団体に属する事業所を除く）

のうち、個人経営の事業所及び法人以外の団体の事業所を除いたもの。

従業者規模別事業所数・従業者数・製造品出荷額等・付加価値額

製造品出荷額等 付加価値額

全
国

事業所数 従業者数

福
島
県

令和５年 令和４年
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　(8)　工場立地動向

　　ア 工場立地件数の推移（平成 年～令和6年）

　　　　令和 年の立地件数は 件となった。

　資料：県企業立地課「福島県工業開発条例に基づく工場設置届出件数」【R7.1】

　　イ 業種別立地状況（平成 年～令和 年・新増設合計）

　　　　過去10年間（平成 年～令和 年）では、「電気機械等」「金属製品」「化学」の順に多い。

年次

業種

食料品

飲料

繊維工業

木材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

プラスチック

ゴム

皮革

窯業・土石

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電気機械等

輸送用機械

その他

合計

　※「電気機械等」は、「電気機械」、「情報通信機械」、「電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ」を含む。

平成 年
～令和 年

令和5年平成29年平成28年平成27年 令和6年令和4年令和3年令和2年令和元年平成30年

元

新設

増設

（件数）

― 128 ―



　(8)　工場立地動向

　　ア 工場立地件数の推移（平成 年～令和6年）

　　　　令和 年の立地件数は 件となった。

　資料：県企業立地課「福島県工業開発条例に基づく工場設置届出件数」【R7.1】

　　イ 業種別立地状況（平成 年～令和 年・新増設合計）

　　　　過去10年間（平成 年～令和 年）では、「電気機械等」「金属製品」「化学」の順に多い。

年次

業種

食料品

飲料

繊維工業

木材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

プラスチック

ゴム

皮革

窯業・土石

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電気機械等

輸送用機械

その他

合計

　※「電気機械等」は、「電気機械」、「情報通信機械」、「電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ」を含む。

平成 年
～令和 年

令和5年平成29年平成28年平成27年 令和6年令和4年令和3年令和2年令和元年平成30年

元

新設

増設

（件数）

　※「電気機械等」は、「電気機械」、「情報通信機械」、「電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ」を含む。
資料：県企業立地課「福島県工業開発条例に基づく工場設置届出件数」【R .1】

合
計

電
気
機
械
等

金
属
製
品

化
学

そ
の
他

生
産
用
機
械

窯
業
・
土
石

食
料
品

輸
送
用
機
械

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

業
務
用
機
械

木
材
・
木
製
品

鉄
鋼

繊
維
工
業

は
ん
用
機
械

非
鉄
金
属

ゴ
ム

パ
ル
プ
・
紙

石
油
・
石
炭

飲
料

印
刷

家
具
・
装
備
品

（件数）
業種別立地件数（累計値：平成 年～令和 年）
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 ３ 本県の商業
　(1)　事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移

　　　　従業者数は増加しているものの、事業者数・年間商品販売額とも減少している。

実数 対前回比 実数 対前回比 実数 対前回比
事業所 ％ 人 ％ 百万円 ％

△ 4.1 △ 3.0
△ 1.4 △ 9.2
△ 7.4 △ 3.1 △ 14.7
△ 3.9 △ 4.0 △ 3.6
△ 8.8 △ 4.0 △ 1.1

△ 13.8 △ 11.7 △ 21.1

△ 3.1
△ 9.5 △ 5.1

資料：経済産業省「令和3年経済センサス　活動調査結果（卸売業、小売業）」【R5.3】

　(2)　本県商業の全国比較

平成28年

全国
シェア (％)

事業所 事業所 ％
卸売業 △ 7.3
小売業 △ 10.1

計 △ 9.5
人 人 ％

卸売業 △ 3.8
小売業

計
百万円 百万円 ％

卸売業 △ 8.9
小売業 △ 0.4

計 △ 5.1
万円 万円

卸売業 △ 1.7
小売業

万円 万円
卸売業 △ 5.2
小売業 △ 2.2

資料：経済産業省「令和3年経済センサス　活動調査結果（卸売業、小売業）」【R5.3】

事業所数 従業者数 年間商品販売額
年次

令和3年
増減率

（R3/H28)

従業者1人
当たり

年間販売額

実数 実数

事業所数

従業者数

年間商品
販売額

１事業所当た
り年間販売

額

（百万円）（店）

（年）

販売額

事業所数
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 ３ 本県の商業
　(1)　事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移

　　　　従業者数は増加しているものの、事業者数・年間商品販売額とも減少している。

実数 対前回比 実数 対前回比 実数 対前回比
事業所 ％ 人 ％ 百万円 ％

△ 4.1 △ 3.0
△ 1.4 △ 9.2
△ 7.4 △ 3.1 △ 14.7
△ 3.9 △ 4.0 △ 3.6
△ 8.8 △ 4.0 △ 1.1

△ 13.8 △ 11.7 △ 21.1

△ 3.1
△ 9.5 △ 5.1

資料：経済産業省「令和3年経済センサス　活動調査結果（卸売業、小売業）」【R5.3】

　(2)　本県商業の全国比較

平成28年

全国
シェア (％)

事業所 事業所 ％
卸売業 △ 7.3
小売業 △ 10.1

計 △ 9.5
人 人 ％

卸売業 △ 3.8
小売業

計
百万円 百万円 ％

卸売業 △ 8.9
小売業 △ 0.4

計 △ 5.1
万円 万円

卸売業 △ 1.7
小売業

万円 万円
卸売業 △ 5.2
小売業 △ 2.2

資料：経済産業省「令和3年経済センサス　活動調査結果（卸売業、小売業）」【R5.3】

事業所数 従業者数 年間商品販売額
年次

令和3年
増減率

（R3/H28)

従業者1人
当たり

年間販売額

実数 実数

事業所数

従業者数

年間商品
販売額

１事業所当た
り年間販売

額

（百万円）（店）

（年）

販売額

事業所数

　(3)　従業者規模別事業所数

　　　　本県の卸売・小売業は、従業員４人以下の規模が約60％を占めている。

　　（平成28年／令和3年増減率）

項目
増減率

規模 構成比 構成比 （R3/H28、％）

店 ％ 店 ％
△ 6.9

  1～ 2人 △ 10.7
  3～ 4 △ 10.4
  1～ 4 △ 10.6
  5～ 9 △ 6.7
10～19
20～29
30～49
50～99
100人以上

※管理、補助的経済活動のみを行う事業所等を除く。
資料：福島県統計課「令和3年経済センサス　活動調査結果（卸売業、小売業）」【R5.6】

　(4)　生活圏域別構成比

　事業所数 17,337事業所 　従業者数 131,044人

4兆4,238億円

資料：福島県統計課「令和3年経済センサス　活動調査結果（卸売業、小売業）」【R5.6】

卸売・小売業計

　　　年間販売額

事業所数
平成28年 令和3年

県北地区

県中地区

県南地区

会津地区

南会津地区

相双地区

いわき地区
県北地区

県中地区
県南地区

会津地区

南会津地区

相双地区

いわき地区

県北地区

県中地区

県南地区

会津地区

南会津地区

相双地区

いわき地区
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　(5)　大規模小売店舗立地法による年度別新設届出状況

　　　　令和5年度は14件で、昨年度から増加した。

[単位：件]
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

福島県

元

県（件）

（年度）
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　(5)　大規模小売店舗立地法による年度別新設届出状況

　　　　令和5年度は14件で、昨年度から増加した。

[単位：件]
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

福島県

元

県（件）

（年度）

 ４ 本県の観光

　(1)　観光客入込数の推移

[単位：千人]

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

※宿泊者数については、平成19年から国土交通省の宿泊旅行統計調査の結果を活用する。 [単位：人泊]

資料：県観光交流課「観光客入込状況」【R6.8】

　(2)　旅館数・ホテル数の推移

　　　　旅館・ホテル数は減少傾向にある。

[単位：件]

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度 令和4年 令和5年

旅館・ホテル

※ホテル数・旅館数は各年度末日現在のもの

資料：厚生労働省「令和5年度衛生行政報告例の概況」【R6.10】

　　　　新型コロナウイルスの影響で大幅に落ち込んだ観光客入込数は、令和５年５月に新型コロナウイルスが５類に移行し、回復傾向となっている。

宿泊者数

観光客入込数

元

旅館・旅館（件）

（年度）

旅館・ホテル

元

観光客（千人）

（年）

宿泊者数

観光客入込数
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　(3)　外国人延べ宿泊者数の推移

（単位：人泊）

R元

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」【R6.7】

　(4)　教育旅行入込数の推移

（単位：人泊/校）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

資料：県観光交流課【R6.11】

学校数

　　外国人延べ宿泊者数は、新型感染症の影響により、令和２年以降減少したが、令和4年10月の水際対策緩和以降、令和５年は
　過去最高を更新した。

外国人宿泊者数

延べ人泊数

年度 年度 年度 年度 年度 元年度 令和２年度

学校数

延べ人泊数

令和 年度

元

（人泊）

（年）

外国人宿泊者数

（人泊） （校）

令和３年度 令和 年度
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　(3)　外国人延べ宿泊者数の推移

（単位：人泊）

R元

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」【R6.7】

　(4)　教育旅行入込数の推移

（単位：人泊/校）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

資料：県観光交流課【R6.11】

学校数

　　外国人延べ宿泊者数は、新型感染症の影響により、令和２年以降減少したが、令和4年10月の水際対策緩和以降、令和５年は
　過去最高を更新した。

外国人宿泊者数

延べ人泊数

年度 年度 年度 年度 年度 元年度 令和２年度

学校数

延べ人泊数

令和 年度

元

（人泊）

（年）

外国人宿泊者数

（人泊） （校）

令和３年度 令和 年度
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（（２２））福福島島空空港港ににおおけけるる航航空空貨貨物物取取扱扱状状況況　　　　　　

１１　　国国内内航航空空貨貨物物取取扱扱量量
令和7年3月末現在（年度管理）

※出典：　福島空港事務所

２２　　国国際際航航空空貨貨物物取取扱扱量量
令和7年3月末現在（年度管理）

※出典：　福島空港事務所

　　３３　　福福島島空空港港貿貿易易額額
　　（（百百万万円円：：福福島島空空港港出出張張所所税税関関扱扱いい分分）） （暦年管理）

※出典：　横浜税関管内貿易速報

輸入

輸出

元

福福島島空空港港貿貿易易額額（（百百万万円円）） 輸 出 輸 入

元

国国内内航航空空貨貨物物取取扱扱量量（（ｔｔ））

元

国国際際航航空空貨貨物物取取扱扱量量（（ｔｔ））
輸出 輸入

輸入

輸出

輸入

輸出

― 136 ― ― 137 ―



 ６ 本県の貿易と海外進出の状況

　(1)　小名浜税関支署管内の輸出貿易総額
輸出総額は、令和４年度から減となった。

主に電池、医薬品、音響機器が減少の要因。
地域別では、シンガポール、アメリカ合衆国、中華人民共和国が主に減少。

　　　　　　(単位：千円)
平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

小名浜港
相馬港
福島空港

※小名浜港は昭和31年5月1日開港、相馬港は昭和63年6月1日開港
   福島空港は平成11年6月17日税関空港に、平成12年7月1日福島空港出張所が開設

資料：小名浜税関支署「2023年福島県の貿易概況」

　(2)　小名浜税関支署管内の輸入貿易総額
輸入総額は、令和４年度から減となった。

主に石炭、石油ガス類、有機化合物が減少の要因。

地域別では、オーストラリア、パプアニューギニア、ロシア等が減少。
　　　　　　(単位：千円)

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

内 小名浜港
訳 相馬港

福島空港
※小名浜港は昭和31年5月1日開港、相馬港は昭和63年6月1日開港
   福島空港は平成11年6月17日税関空港に、平成12年7月1日福島空港出張所が開設

資料：小名浜税関支署「2023年福島県の貿易概況」

輸入額総額
年

年
輸出額総額

内
訳

平成 年 平成 年 平成 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

輸出額総額 百万円

相馬港

小名浜港

平成 年 平成 年 平成 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

輸入額総額 百万円

福島空港

相馬港

小名浜港
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 ６ 本県の貿易と海外進出の状況

　(1)　小名浜税関支署管内の輸出貿易総額
輸出総額は、令和４年度から減となった。

主に電池、医薬品、音響機器が減少の要因。
地域別では、シンガポール、アメリカ合衆国、中華人民共和国が主に減少。

　　　　　　(単位：千円)
平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

小名浜港
相馬港
福島空港

※小名浜港は昭和31年5月1日開港、相馬港は昭和63年6月1日開港
   福島空港は平成11年6月17日税関空港に、平成12年7月1日福島空港出張所が開設

資料：小名浜税関支署「2023年福島県の貿易概況」

　(2)　小名浜税関支署管内の輸入貿易総額
輸入総額は、令和４年度から減となった。

主に石炭、石油ガス類、有機化合物が減少の要因。

地域別では、オーストラリア、パプアニューギニア、ロシア等が減少。
　　　　　　(単位：千円)

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

内 小名浜港
訳 相馬港

福島空港
※小名浜港は昭和31年5月1日開港、相馬港は昭和63年6月1日開港
   福島空港は平成11年6月17日税関空港に、平成12年7月1日福島空港出張所が開設

資料：小名浜税関支署「2023年福島県の貿易概況」

輸入額総額
年

年
輸出額総額

内
訳

平成 年 平成 年 平成 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

輸出額総額 百万円

相馬港

小名浜港

平成 年 平成 年 平成 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

輸入額総額 百万円

福島空港

相馬港

小名浜港

　(3)　2023年港別主な輸出品目と輸出相手国（上位5品目・国/地域）

【小名浜港】 （単位：千円、％） （単位：千円、％）

金額 構成比 前年伸率 金額 構成比 前年伸率

△ 49.8 △ 49.8
電池 △62.9 中華人民共和国 △ 32.6
医薬品 △58.4 シンガポール △ 71.6
無機化合物 2倍 大韓民国
音響・映像機器の部分品 英国 △ 45.0
ポンプ及び遠心分離機 12倍 台湾

【相馬港】 （単位：千円、％） （単位：千円、％）
金額 構成比 前年伸率 金額 構成比 前年伸率

原動機 アメリカ合衆国
くぎ、ねじ、ボルト及びナット類 △ 42.8 英国
鉄鋼 ベトナム 全増
鉄鋼くず 全増 ポーランド 全増
ベアリング及び同部分品 △ 9.9 ドイツ △ 69.2

【福島空港】 （単位：千円、％） （単位：千円、％）
金額 構成比 前年伸率 金額 構成比 前年伸率

－ － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

資料：小名浜税関支署「2022年福島県の貿易概況」

　(4)　2022年港別主な輸入品目と輸入相手国（上位5品目・国/地域）

【小名浜港】 （単位：千円、％） （単位：千円、％）
金額 構成比 前年伸率 金額 構成比 前年伸率

△ 13.5 △ 13.5
非鉄金属鉱 オーストラリア △ 40.7
石炭 △ 30.0 インドネシア
有機化合物 △ 39.3 チリ
無機化合物 △ 31.1 ペルー
植物性原材料 △ 3.8 アメリカ合衆国 △ 24.3

【相馬港】 （単位：千円、％） （単位：千円、％）
金額 構成比 前年伸率 金額 構成比 前年伸率

石炭 オーストラリア
石油ガス類 △ 13.2 アメリカ合衆国
重電機器 全増 インドネシア △ 13.7
鉄鋼製構造物及び同建設材 全増 カナダ △ 7.4
原動機 全増 マレーシア △ 26.3

【福島空港】 （単位：千円、％） （単位：千円、％）
金額 構成比 前年伸率 金額 構成比 前年伸率

航空機類 オーストリア
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －
－ － － － － － － －

資料：小名浜税関支署「2023年福島県の貿易概況」

品　　　目

国　　　名
総　　　額

国　　　名

国　　　名

総　　　額総　　　額

品　　　目

総　　　額
品　　　目

総　　　額 総　　　額

品　　　目 国　　　名
総　　　額 総　　　額

品　　　目 国　　　名

国　　　名

総　　　額 総　　　額

総　　　額 総　　　額

品　　　目
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（５）　海外進出状況

海外進出実績を有する54社、119事業所の内訳
相手地域 事業所数 比率(%)

ア ジ ア 　　うち東北部
中国 　　うち華中地域
タイ 　　うち華北地域
ベトナム 　　うち華東地域
シンガポール 　　うち華南地域
フィリピン 　　うち香港
インドネシア
マレーシア
韓国
インド
ミャンマー
台湾
カンボジア

北 米 アメリカ

ヨ ー ロ ッ パ ドイツ
ハンガリー
オーストリア
イタリア
ポルトガル
イギリス
ベルギー
オランダ
ヨーロッパ

大 洋 州 オーストラリア

中 南 米 メキシコ
ブラジル

中 東 トルコ

ア フ リ カ 南アフリカ共和国

総　　　　計

資料：県商工総務課「福島県企業国際化実態調査報告書」【H27.3】
※本調査はアンケート結果を集計したものであり、本県企業全ての状況が反映されているものではない。

国/地域別内訳（企業数）
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（５）　海外進出状況

海外進出実績を有する54社、119事業所の内訳
相手地域 事業所数 比率(%)

ア ジ ア 　　うち東北部
中国 　　うち華中地域
タイ 　　うち華北地域
ベトナム 　　うち華東地域
シンガポール 　　うち華南地域
フィリピン 　　うち香港
インドネシア
マレーシア
韓国
インド
ミャンマー
台湾
カンボジア

北 米 アメリカ

ヨ ー ロ ッ パ ドイツ
ハンガリー
オーストリア
イタリア
ポルトガル
イギリス
ベルギー
オランダ
ヨーロッパ

大 洋 州 オーストラリア

中 南 米 メキシコ
ブラジル

中 東 トルコ

ア フ リ カ 南アフリカ共和国

総　　　　計

資料：県商工総務課「福島県企業国際化実態調査報告書」【H27.3】
※本調査はアンケート結果を集計したものであり、本県企業全ての状況が反映されているものではない。

国/地域別内訳（企業数）

 ７ 本県の労働の現状
　(1) 人口の推移

　　ア 年齢別人口の推移

　　　　年少人口（15歳未満）は国勢調査開始以来最低の比率、老年人口（65歳以上）は国勢調査開始以来最高の

　　 比率となった。

[単位：人]

年次 総人口※ 0～14歳 15～64歳 65歳以上

令和2年

平成27年

平成22年

平成17年

平成12年

平成27～令和2年 △ 125,088 △ 23,166 △ 109,826 △ 2,638

平成22～27年 △ 115,025 △ 47,182 △ 116,269

平成17～22年 △ 62,255 △ 31,225 △ 71,276

平成12～17年 △ 35,616 △ 33,744 △ 45,766

平成27～令和2年 △ 6.5 △ 10.1 △ 9.8 △ 0.5

平成22～27年 △ 5.7 △ 17.1 △ 9.4

平成17～22年 △ 3.0 △ 10.2 △ 5.5

平成12～17年 △ 1.7 △ 9.9 △ 3.4

令和2年

平成27年

平成22年

平成17年

平成12年

資料：総務省「令和2年国勢調査 人口等基本集計結果」【R３.11】

※年齢「不詳」を含む。

　　イ 年齢（３区分）別人口の推移

　　　　人口の高齢化は、全国平均を５年ほど先行して進んでいる。

[単位：％]

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年
令和2年
（全国）

0～14歳

15～64歳

65歳以上

資料：総務省「令和２年国勢調査　人口等基本集計結果」【R3.11】

実数

増減数

増減率(％)

構成比(％)

増減率（％）人口（人）

（年）

～ 歳 ～ 歳

歳以上 総人口 増減率％

～ 歳 増減率％ ～ 歳 増減率％

歳以上 増減率％

全国

比率

（年）

～ 歳

～ 歳

歳以上
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　(2)　労働力人口の推移

　　　　労働力人口は平成１２年以降減少に転じ、また高齢化が進んでいる。

男 女 男 女

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和２年

※労働力人口とは、１５歳以上の者で、就業者と完全失業者をあわせたもの。

※労働力状態｢不詳｣を含む。

資料：総務省「令和２年国勢調査　就業状態等基本集計結果」【R4.5】

　(3)　産業別就業者割合の推移

　　　　第１次産業の就業者割合は減少、第２・３次産業就業者割合は増加している。

　　　　[単位：％]

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年
令和2年
（全国）

第一次産業

第二次産業

第三次産業

※｢分類不能の産業｣があるため、総計が100%とはならない。

資料：県統計課「令和2年国勢調査　就業状態等基本集計結果」【R4.7】

実数※

総数
男女別

55歳以上
男女別

55歳以上

構成比(％)

（全国）

比率

（年）

第一次産業

第二次産業

第三次産業

構成比（％）人口（人）

（年）

女

男

男（構成比％）

女（構成比％）
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　(2)　労働力人口の推移

　　　　労働力人口は平成１２年以降減少に転じ、また高齢化が進んでいる。

男 女 男 女

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和２年

※労働力人口とは、１５歳以上の者で、就業者と完全失業者をあわせたもの。

※労働力状態｢不詳｣を含む。

資料：総務省「令和２年国勢調査　就業状態等基本集計結果」【R4.5】

　(3)　産業別就業者割合の推移

　　　　第１次産業の就業者割合は減少、第２・３次産業就業者割合は増加している。

　　　　[単位：％]

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年
令和2年
（全国）

第一次産業

第二次産業

第三次産業

※｢分類不能の産業｣があるため、総計が100%とはならない。

資料：県統計課「令和2年国勢調査　就業状態等基本集計結果」【R4.7】

実数※

総数
男女別

55歳以上
男女別

55歳以上

構成比(％)

（全国）

比率

（年）

第一次産業

第二次産業

第三次産業

構成比（％）人口（人）

（年）

女

男

男（構成比％）

女（構成比％）

　(4)　男女別有業者数及び有業率の推移

　　　　有業者数は減少傾向にある。有業率は男女とも近年は増加傾向にあるが、全国と比較すると低い水準にある。

[単位：千人]

昭和52年 昭和57年 昭和62年 平成4年 平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成29年 令和4年
令和4年
（全国）

男

女

男

女

※有業者とは、ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日以降もしていくことになって

資料：総務省統計局｢就業構造基本調査｣【R5.7】

　(5)　雇用形態別雇用者数の推移

　　　　正規の職員・従業員の割合は減少しているものの、全国と比較すると高い状態にある。

[単位：千人]

昭和57年 昭和62年 平成4年 平成9年 平成14年 平成19年 平成24年 平成29年 令和4年
令和4年
（全国）

正規職員・従業員

パート

アルバイト

その他

雇用者 正規職員・従業員

構成比(%) パート

アルバイト

その他

※雇用形態は役員を除く雇用者を、勤め先での呼称によって、「正規の職員・従業員」、「パート」、「アルバイト」、「その他

　　（労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員及び嘱託等）」の４区分とした。

資料：総務省統計局｢就業構造基本調査｣【R5.7】

有業者数

有業率（％）

雇用者数

 　いる者、及び仕事は持っているが、現在は休んでいる者。なお，家族が自家営業 （個人経営の商
　 店，工場や農家など）に従事した場合は，その家族が無給であっても，自家の収入を得る目的で仕事
　 をしたことになる。

有業率（％）有業者（千人）

（年）

有業者数 女

有業者数 男

有業率

有業率 男

有業率 女

構成比（％）雇用者（千人）

（年）

アルバイト 構成比

その他（構成比）

パート 構成比

正規職員等 構成比

雇用者数
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　(6)　有効求人倍率の推移（学卒を除きパートを含む）

　　　　有効求人倍率は、一部に厳しさが残るものの、復旧・復興関連求人の増加等により改善している。

学卒を除きパートを含む年度平均 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

有効求人倍率

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月

※学卒を除きパートを含む

資料：福島労働局「最近の雇用失業情勢《概要版》(令和6年3月内容）」【R6.4】

資料：福島労働局「令和6年10月分公共職業安定所業務取扱月報」【R6.11】

　(7)　新規高卒者の就職決定（内定）率の推移（卒業年6月末現在）

[単位：人]

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒

新規高卒者数

就職者数

就職決定（内定）
率（％）

県内就職者数

県内就職率（％）

資料：福島労働局「令和6年3月新規高等学校卒業者の職業紹介状況」【R6.7】

　　　　新規高卒者の就職決定（内定）率は99.9％となった。
　　　　また、県内就職率は震災前を上回る水準で推移している。

55歳以上

30～44歳

45～54歳

学卒を除きパートを含む常用

年令計

19歳以下

20～29歳

倍率

（年度・年 月）

年度平均（原数値）

歳以下（ 月）

～ 歳（ 月）

～ 歳（ 月）

～ 歳（ 月）

歳以上（ 月）

就職率（％）卒業･就職者（人）

（卒業年月）

新規高卒者数

同・就職者数

同・就職決定（内定）率（％）

同・県内就職率（％）
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　(6)　有効求人倍率の推移（学卒を除きパートを含む）

　　　　有効求人倍率は、一部に厳しさが残るものの、復旧・復興関連求人の増加等により改善している。

学卒を除きパートを含む年度平均 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

有効求人倍率

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月 10月

※学卒を除きパートを含む

資料：福島労働局「最近の雇用失業情勢《概要版》(令和6年3月内容）」【R6.4】

資料：福島労働局「令和6年10月分公共職業安定所業務取扱月報」【R6.11】

　(7)　新規高卒者の就職決定（内定）率の推移（卒業年6月末現在）

[単位：人]

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒

新規高卒者数

就職者数

就職決定（内定）
率（％）

県内就職者数

県内就職率（％）

資料：福島労働局「令和6年3月新規高等学校卒業者の職業紹介状況」【R6.7】

　　　　新規高卒者の就職決定（内定）率は99.9％となった。
　　　　また、県内就職率は震災前を上回る水準で推移している。

55歳以上

30～44歳

45～54歳

学卒を除きパートを含む常用

年令計

19歳以下

20～29歳

倍率

（年度・年 月）

年度平均（原数値）

歳以下（ 月）

～ 歳（ 月）

～ 歳（ 月）

～ 歳（ 月）

歳以上（ 月）

就職率（％）卒業･就職者（人）

（卒業年月）

新規高卒者数

同・就職者数

同・就職決定（内定）率（％）

同・県内就職率（％）

　(8)　年間総労働時間の推移(事業所規模５人以上）

　　　　これまで減少傾向にあったもののR3に本県、全国ともに労働時間は増加に転じ、それ以降は横ばいとなっている。

[単位：時間]

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

福島県

全国

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査令和5年分結果確報」【R6.2】

資料：県統計課「福島県の賃金・労働時間・雇用の動き」（令和5年平均）【R6.2】

　(9)　新型休暇制度、育児・介護休業制度、子の看護休暇制度普及の推移

　　ア 新型休暇制度導入の推移（従業員規模30人以上）

[単位：％]

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

リフレッシュ休暇

ボランティア休暇

研修のための休暇

配偶者出産休暇

資料：県雇用労政課｢令和5年労働条件等実態調査｣【R6.3】

元

時間

（年）

福島県

全国

元

割合（％）

（年）

リフレッシュ休暇

ボランティア休暇

研修のための休暇

配偶者出産休暇
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　　イ 育児･介護休業制度等普及の推移（従業員規模３０人以上）

　　　　育児休業･介護休業制度等を就業規則等に定めている事業所は、制度の義務化等により年々増加傾

　　　　向にある。

[単位：％]

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

育児休業制度

介護休業制度

資料：県雇用労政課｢令和5年労働条件等実態調査｣【R6.3】

　　ウ 子の看護休暇制度（従業員規模３０人以上）

　　　　子の看護休暇制度を就業規則等に定めている事業所は、制度の義務化等により、92％以上となっている。

[単位：％]

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

子の看護休暇制度

資料：県雇用労政課｢令和5年労働条件等実態調査｣【R6.3】

育児短時間勤務制度等

元 ２ ３ ４ ５

割合（％）

（年）

育児休業制度

介護休業制度

育児短時間勤務

制度等

元

割合（％）

（年）
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　　イ 育児･介護休業制度等普及の推移（従業員規模３０人以上）

　　　　育児休業･介護休業制度等を就業規則等に定めている事業所は、制度の義務化等により年々増加傾

　　　　向にある。

[単位：％]

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

育児休業制度

介護休業制度

資料：県雇用労政課｢令和5年労働条件等実態調査｣【R6.3】

　　ウ 子の看護休暇制度（従業員規模３０人以上）

　　　　子の看護休暇制度を就業規則等に定めている事業所は、制度の義務化等により、92％以上となっている。

[単位：％]

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

子の看護休暇制度

資料：県雇用労政課｢令和5年労働条件等実態調査｣【R6.3】

育児短時間勤務制度等

元 ２ ３ ４ ５

割合（％）

（年）

育児休業制度

介護休業制度

育児短時間勤務

制度等

元

割合（％）

（年）

　　(10)　所定内平均賃金の推移と大企業・中小企業間格差

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和3年 令和4年 令和5年

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

産業計

　　鉱業

　　建設業

　　製造業

　　電気・ガス・水道業

　　通信・放送業

　　運輸業

　　卸売・小売業

　　金融・保険業

　　サービス業

※７月分賃金平均額
資料：県雇用労政課「令和5年福島県労働条件等実態調査」【R6.3】

※7月分賃金平均額
※計算式　格差（％）＝従業員300人未満の企業における1人あたりの平均賃金÷
　　　　　　　　　　　　　　従業員300人以上の企業における1人あたりの平均賃金×100
資料：県雇用労政課「令和5年福島県労働条件等実態調査」【R6.3】

所定内平均賃金の大企業・中小企業間の格差

　　　　　業種別の所定内平均賃金

　　医療・福祉

元

従業員数

人以上

企業

従業員数

人未満

企業

（千円）

（年）

元

格差 （％）

（年）
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◇　商工労働部予算の現状

（１）一般会計および特別会計（当初予算額）の推移

[単位：百万円]

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

一般会計（県）

構成比(%)

総務費

労働費

農林水産業費 － － － － － － － － － － － － －

商工費

諸支出金

人件費

物件費

補助費等

投資的経費

その他の経費

国庫支出金

繰入金

諸収入

その他･特定財源

一般財源

特別会計（商工労働部）

資料：県商工総務課【H30.2】 【「平成30年度　福島県商工労働行政施策の概要」　掲載】

一般会計（商工労働部）

款別

　令和７年度の県全体の一般会計当初総額は、１兆２，８１７億９千８百万円であり、商工労働部の当初予算総額は、
県全体における構成比１１．９％の１，５２６億円となった。

性質別

財源別

元 ２ ３ ４ ５

部・構成比（％）予算額（十億円）

（年度）

県全体

商工労働部

部予算・構成比

県予算額全体に

占める商工労働部

予算額構成比
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（２）一般会計および特別会計（歳出決算額）の推移

[単位：百万円]

平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和５年度

一般会計（県）

構成比(%)

総務費

労働費

農林水産業費 － － － － － － － － － － － － －

商工費

災害復旧費 － － － － － － － － － －

諸支出金 －

人件費

物件費

維持補修費

補助費等

投資的経費

出資金・貸付金等

国庫支出金

繰入金

諸収入

その他･特定財源

一般財源

特別会計（商工労働部）

　県全体の令和５年度一般会計の歳出決算額は、１兆２，６９２億７千万円であり、商工労働部の一般会計の歳出決算額は、
県全体における構成比１２．７％の１，６０８億３千６百万円となった。

款別

性質別

財源別

一般会計（商工労働部）

Ｒ元 Ｒ Ｒ Ｒ Ｒ

部・構成比（％）決算額（十億円）

（年度）

県全体

商工労働部

部決算・構成比

県決算額全体に

占める商工労働部

決算額構成比
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福
島
県
総
合
計
画

20
22
▶
20
30

概
要
版

U
ni
-V
oi
ce

●
総
合
計
画
は
、県
の
あ
ら
ゆ
る
政
策
分
野
を
網
羅
し
、県
づ
く
り
の
指
針
や
施
策
を
示
す
県
の
最
上
位
計
画
で
す
。

●
国
の「
「
第
2期
復
興
・
創
生
期
間
」以
降
に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針（
令
和
3（
20
21
）年
3月
9日
閣
議
決
定
）」
に
お
い

て
、原
子
力
災
害
被
災
地
域
に
つ
い
て
は「
当
面
10
年
間
、復
興
の
ス
テ
ー
ジ
が
進
む
に
つ
れ
て
生
じ
る
新
た
な
課
題
や
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
き
め
細

か
く
対
応
し
つ
つ
、本
格
的
な
復
興
・
再
生
に
向
け
た
取
組
を
行
う
」と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、本
方
針
と
一
体
的
に
推
進
で
き
る
よ
う
、計
画
期

間
は
、令
和
4（
20
22
）年
度
か
ら
令
和
12（
20
30
）年
度
ま
で
の
9年
間
と
し
ま
す
。

●
ふ
く
し
ま
の
30
年
先
の
未
来
に
つ
い
て
、県
民
の
皆
さ
ん
や
福
島
に
思
い
を
寄
せ
る
方
そ
れ
ぞ
れ
が
思
い
描
き
つ
つ
、1
0年
程
度
先
の
ふ
く
し
ま
の

将
来
の
姿（
未
来
予
想
図
）を
オ
ー
ル
ふ
く
し
ま
で
創
り
上
げ
ま
す
。 

●
未
曽
有
の
複
合
災
害
か
ら
の
復
興
、急
激
な
人
口
減
少
へ
の
対
応
と
い
う
前
例
の
な
い
課
題
を
克
服
し
よ
う
と
す
る
本
県
の
取
組
は
、S
D
G
s（
※
）

が
目
指
す「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
多
様
性
と
包
摂
性
の
あ
る
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
」と
そ
の
方
向
性
が
一
致
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、S
D
G
sの

理
念
を
踏
ま
え
な
が
ら
、各
種
施
策
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

●
本
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、県
民
の
皆
さ
ん
の
総
合
計
画
へ
の
関
心
を
高
め
、将
来
の
地
域
づ
く
り
や
県

づ
く
り
を
自
分
事
と
し
て
捉
え
る
機
運
を
醸
成
す
る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
と
考
え
ま
し
た
。そ
こ
で
、計
画
策
定

の
過
程
に
お
い
て
、子
ど
も
か
ら
大
人
ま
で
幅
広
い
年
代
に
わ
た
る
多
く
の
県
民
と
の
対
話
を
進
め
ま
し
た
。

　
ま
た
、地
方
振
興
局
単
位
の
地
域
懇
談
会
に
お
け
る
多
様
な
立
場
の
県
民
の
方
々
と
の
意
見
交
換
に
加

え
、小
学
生
か
ら
大
学
生
ま
で
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ（
意
見
交
換
会
）や
高
校
生
な
ど
を
対
象
と
し
た
約
3万
人

の
ア
ン
ケ
ー
ト
等
を
実
施
し
ま
し
た
。

計
画
の
特
徴

第 1 章

1

　
新
し
い
福
島
県
総
合
計
画
で
は
、県
民
の
皆
さ
ん
と
の
対
話
を
通
じ
て
、本
県
が
自
然
災
害
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
な
ど
の
困
難
を
乗
り
越
え
、震
災
・
原
発
事
故
か
ら
の
復
興
・
再
生
、人
口
減
少
対
策
な
ど
の
取

組
を
着
実
に
進
め
た
先
に
あ
る
20
30
年
を
イ
メ
ー
ジ
し
、

　「
や
さ
し
さ
、す
こ
や
か
さ
、お
い
し
さ
あ
ふ
れ
る
 ふ
く
し
ま
を
共
に
創
り
、つ
な
ぐ
」

　
を
基
本
目
標
と
し
て
掲
げ
ま
し
た
。こ
れ
は
、世
代
を
超
え
て
持
続
可
能
な
福
島
の
将
来
の
実
現
に
向
け
て
、

県
民
の
皆
さ
ん
と
共
有
し
た
い
思
い
を
形
に
し
た
も
の
で
す
。

　
計
画
策
定
は
県
政
の
新
た
な
ス
タ
ー
ト
で
す
。

　
県
民
や
国
内
外
の
皆
さ
ん
が
復
興
を
実
感
し
、将
来
に
夢
や
希
望
を
持
つ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、挑
戦
を
進
化

さ
せ
、一
つ
一
つ
着
実
に
実
現
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　
今
を
生
き
る
私
た
ち
の
世
代
、そ
し
て
将
来
の
世
代
、未
来
の
子
ど
も
た
ち
が
、「
福
島
に
生
ま
れ
て
、育
っ
て
、

働
い
て
良
か
っ
た
」と
思
え
る
福
島
、お
一
人
お
一
人
が
豊
か
さ
や
幸
せ
を
実
感
で
き
る
よ
う
な
未
来
を
創
る
た

め
に
、県
民
の
皆
さ
ん
や
本
県
に
思
い
を
寄
せ
て
く
だ
さ
る
全
て
の
皆
さ
ん
と
共
に
挑
戦
を
続
け
て
ま
い
り
ま
す
。

　
世
界
が
抱
え
る
課
題
を
解
決
し
、誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
、多
様
性
と
包
摂
性
の
あ
る
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
の
た
め
、平
成
27
（
20
15
）年
の

国
連
サ
ミ
ッ
ト
で
決
定
し
た
国
際
社
会
の
共
通
目
標
。1
7の
目
標
と
16
9の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

知
事
あ
い
さ
つ 総
合
計
画
の
基
本
的
事
項

第
1章

（
※
）S
D
G
s：
Su
st
ai
na
bl
e 
D
ev
el
op
m
en
t G
oa
ls
の
略
称（
エ
ス
デ
ィ
ー
ジ
ー
ズ
）

総 合 計 画 の 基 本 的 事 項
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◆
福
島
県
の
人
口
推
移

0408012
0

16
0

20
0

24
0

R4
2

R3
7

R3
2

R
27

R
22

R1
7

R1
2

R7
R
2

H
27

H
22

H
17

H
12

H
7

H
2

S6
0

S5
5

S5
0

S4
5

S4
0

S3
5

S3
0

S2
5

S2
0

S1
5

S1
0

S5
T1
4

T9
20
60

20
55

20
50

20
45

20
40

20
35

20
30

20
25

20
20

20
15

20
10

20
05

20
00

19
95

19
90

19
85

19
80

19
75

19
70

19
65

19
60

19
55

19
50

19
45

19
40

19
35

19
30

19
25

19
20

人
口（
万
人
）

（
年
）

総
人
口

20
19
年（
実
績
）

18
4万
人

59
.3
%

58
.9
%

35
.1
%

5.
9%

48
.4
%

47
.6
%

43
.9
%

8.
5%

42
.2
%

9.
4%

28
.7
%

12
.0
%

20
40
年

14
3万
人

20
60
年

10
0万
人

～
64
歳
人
口

0～
14
歳
人
口

65
歳
以
上
人
口

実
績

推
計 ピ
ー
ク
 約
61
万
人（
20
30
年
）

ピ
ー
ク
 約
21
4万
人（
19
98
年
）

老
年
人
口
が
年
少
人
口
を

上
回
る（
19
96
年
）

出
典
：
総
務
省「
国
勢
調
査
」を
元
に
令
和
2（
20
20
）年
以
降
福
島
県
に
よ
る
推
計

（
実
績
値
＝
10
/1
時
点
）

◆
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
新
規
陽
性
者
数
の
推
移
等

令
和
3年
８
月
31
日
現
在

（
人
）

（
人
）

検
査
実
施

（
件
数
）

36
6,
77
1人

8,
78
3人

16
5人

陽
性
者
数

（
累
計
）

死
亡

0

5010
0

15
0

20
0

25
0

R3
.8.3

1

R3
.8.7

R3
.7.7

R3
.6.7

R3
.5.7

R3
.4.7

R3
.3.7

R3
.2.7

R3
.1.7

R2
.12
.7

R2
.11
.7

R2
.10
.7

R2
.9.7

R2
.8.7

R2
.7.7

R2
.6.7

R2
.5.6

R2
.4.7

  
010
00

20
00

30
00

40
00

50
00

60
00

70
00

80
00

90
00

10
00
0

陽
性
者
数

累
計

▶
地
方
創
生
の
現
状
と
課
題

▶
横
断
的
に
対
応
す
べ
き
課
題

第 2 章

2

福
島
県
を
取
り
巻
く
現
状
と
課
題

第
2章

●
避
難
地
域
の
復
興
・
再
生
　
　
　
　
　
●
避
難
者
等
の
生
活
再
建

●
風
評
払
拭
・
風
化
防
止
対
策
の
強
化
　
●
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
推
進

●
新
産
業
の
創
出
・
地
域
産
業
の
再
生
　
●
復
興
を
支
え
る
イ
ン
フ
ラ
等
の
環
境
整
備

●
廃
炉
に
向
け
た
取
組

●
人
口
減
少
が
地
域
社
会
に
与
え
る
影
響（
就
業
者
・
所
得
の
減
少
、地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退
、社
会
保
障
費
の
増
加
等
）

●「
福
島
県
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」に
基
づ
く
自
然
増
・
社
会
増
を
目
指
す

●
頻
発
化
・
激
甚
化
す
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
　
●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応

●
地
球
温
暖
化
対
策
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　●
デ
ジ
タ
ル
変
革（
D
X）
の
推
進

▶
復
興
・
再
生
の
現
状
と
課
題

福 島 県 を 取 り 巻 く 現 状 と 課 題

（
人
）

（
最
新
値
）

出
典
：
福
島
県
災
害
対
策
本
部
　「
平
成
23
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
よ
る
被
害
状
況
即
報
」各
月
報

0

30
,0
00

60
,0
00

90
,0
00

12
0,
00
0

15
0,
00
0

18
0,
00
0

R
3.
8

公
表

R
2.
8

公
表

R1
.5

公
表

H
27
.5

公
表

H
26
.5

公
表

H
25
.5

公
表

H
24
.5

公
表

11
, 3
21

10
2,
82
7

97
, 2
86

62
, 0
38

総
数

16
4,
86
5 

総
数

15
2,
11
3 

総
数

12
9,
15
4

総
数

11
3,
98
3

総
数

43
,2
42

総
数

37
,2
99

総
数

34
,9
88

54
, 6
80

45
, 8
54

46
, 1
70

31
, 9
08

29
, 7
06

28
, 0
67

83
, 2
50

67
, 7
82

7,
58
0

6,
91
6

13

14
7

50
31

13
5

県
外
避
難
者

県
内
避
難
者

避
難
先
不
明
者

◆
避
難
者
数
の
推
移

先
端
技
術
の
導
入
に
よ
る
新
し
い
農
業
の
推
進

沿
岸
部
・
阿
武
隈
地
域
共
用
送
電
線
に
よ
る
再
エ
ネ
エ
リ
ア

　
　
6つ
の
主
要
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト（
重
点
分
野
）

主
な
施
設
マ
ッ
プ 相
馬
LN
G
基
地

水
産
資
源
研
究
所

浜
地
域
農
業

再
生
研
究
セ
ン
タ
ー

福
島
ロ
ボ
ッ
ト

テ
ス
ト
フ
ィ
ー
ル
ド

東
日
本
大
震
災
・

原
子
力
災
害
伝
承
館

新
地
町 相
馬
市

南
相
馬
市

飯
館
村

浪
江
町

双
葉
町

川
俣
町

葛
尾
村

川
内
村

い
わ
き
市

田
村
市

大
熊
町

富
岡
町

広
野
町

楢
葉
町

福
島
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー

研
究
フ
ィ
ー
ル
ド

大
熊
分
析
・

研
究
セ
ン
タ
ー

石
炭
ガ
ス
化

複
合
発
電（
IG
CC
）

Jヴ
ィ
レ
ッ
ジ

廃
炉
環
境
国
際
共
同

研
究
セ
ン
タ
ー

水
産
海
洋
研
究
セ
ン
タ
ー

楢
葉
遠
隔
技
術

開
発
セ
ン
タ
ー

U
ni
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み ん な で 創 り 上 げ る ふ く し ま の 将 来 の 姿第 3 章

3

み
ん
な
で
創
り
上
げ
る
ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿

第
3章 ①

復
興
・
再
生
の
現
状
と
課
題
　
②
地
方
創
生
の
現
状
と
課
題

③
横
断
的
に
対
応
す
べ
き
課
題

　（
自
然
災
害
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
、地
球
温
暖
化
対
策
　
な
ど
）

や
さ
し
さ
、す
こ
や
か
さ
、お
い
し
さ
あ
ふ
れ
る

ふ
く
し
ま
を
共
に
創
り
、つ
な
ぐ

基
本
目
標

県
づ
く
り
の
理
念

福
島
県
を
取
り
巻
く
現
状
と
課
題

●
 多
様
性
に
寛
容
で
差
別
の
な
い
共
に
助
け
合
う
地
域
社
会（
県
）づ
く
り
　

●
 変
化
や
危
機
に
し
な
や
か
で
強
靱
な
地
域
社
会（
県
）づ
く
り

●
 魅
力
を
見
い
だ
し
育
み
伸
ば
す
地
域
社
会（
県
）づ
く
り

県
民
の
皆
さ
ん
の
意
見

本
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、多
く
の
県
民
の
方
々
に
参
加
し
て
い
た
だ
き
、問
題
意

識
の
共
有
を
図
り
ま
し
た
。福
島
県
総
合
計
画
審
議
会
で
の
議
論
、市
町
村
と
の
意
見

交
換
、県
内
各
地
で
開
催
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
や
地
域
懇
談
会
等
を
通
じ
、県
民
の

皆
さ
ん
か
ら「
ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿
」に
つ
い
て
た
く
さ
ん
の
意
見
を
頂
き
ま
し
た
。

【
目
標
に
向
か
う
た
め
に
揺
ら
い
で
は
な
ら
な
い
前
提
】

　
こ
の
基
本
目
標
の
達
成
に
向
け
た
様
々
な
取
組
を
進
め
る
上
で
、原
子
力
災
害
に
よ
る
長
期
に
わ
た
る
廃
炉
作
業

や
環
境
回
復
の
取
組
、避
難
指
示
の
解
除
や
解
除
後
の
生
活
・
生
業
の
再
生
、生
活
イ
ン
フ
ラ
の
再
生
、産
業
の
再

生
、さ
ら
に
は
風
評
の
問
題
や
関
心
の
低
下
に
よ
る
風
化
の
問
題
な
ど
が
着
実
に
解
決
さ
れ
て
い
く
こ
と
が
大
前
提

で
す
。こ
の
前
提
が
ひ
と
た
び
揺
ら
ぐ
と
、本
計
画
が
描
く
将
来
の
姿
が
根
底
か
ら
崩
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か

ら
、引
き
続
き
、国
、東
京
電
力
の
責
任
あ
る
対
応
を
求
め
つ
つ
、国
・
県
・
市
町
村
が
一
体
と
な
っ
て
復
興
を
進
め
、

か
け
が
え
の
な
い
ふ
る
さ
と
を
取
り
戻
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

❶
総
合
計
画
審
議
会
　
❷
地
域
懇
談
会
　
❸
市
町
村
と
の
意
見
交
換

❹
対
話
型
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ（
小
中
学
生
・
高
校
生
・
大
学
生
）　
❺
ア
ン
ケ
ー
ト
　
な
ど
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が

“調
和
し
な
が
ら
シ
ン
カ（
深
化
、進
化
、新
化
）す
る
豊
か
な
社
会
”

ひ
と

暮
ら
し

し
ご
と

第 3 章

Th
e 
Fu
ku
sh
im
a 
Pr
ef
ec
tu
re
 C
om
pr
eh
en
si
ve
 P
la
n 
20
22

▶
20
30

4

県
民
の
皆
さ
ん
か
ら
頂
い
た「
ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿
」に
つ
い
て
の
意
見
を

県
づ
く
り
の
理
念
に
沿
っ
て
見
る
と
、大
き
く
次
の
3つ
に
集
約
で
き
ま
す
。

「
誰
も
が
活
躍
で
き
る
」

「
ひ
と
り
ぼ
っ
ち
に
し
な
い
」

「
人
と
の
つ
な
が
り・
支
え
合
い
」

な
ど
の

“ひ
と
を
大
切
に
す
る
”

　
こ
の「
ひ
と
」「
暮
ら
し
」「
し
ご
と
」の
3つ
の
側
面
は
、相
互
に
関
連
性
が
あ
り
、相
乗
効
果
が
あ
る
場
合
も
あ
れ
ば
、

相
反
す
る
関
係
に
あ
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

　
大
事
な
の
は
バ
ラ
ン
ス（
調
和
）を
取
り
な
が
ら
こ
の
3つ
を
伸
ば
し
て
い
く
こ
と
で
す
。

　
こ
れ
ら
を
総
じ
て
、「
み
ん
な
で
創
り
上
げ
る
ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿
」を
、次
の
と
お
り
定
め
ま
し
た
。

み ん な で 創 り 上 げ る ふ く し ま の 将 来 の 姿

ひ
と

=

「
医
療
・
福
祉
が
充
実
」

「
災
害
や
犯
罪
が
少
な
い
」

「
子
ど
も
が
育
て
や
す
い
」

「
自
然
豊
か
」な
ど
の

“安
心
・
快
適
に
暮
ら
せ
る
”

暮
ら
し

=

「
産
業
や
観
光
が
盛
ん
で
あ
る
」

「
雇
用
の
受
け
皿
が
あ
る
」

「
一
次
産
業
の
活
性
化
」

な
ど
の

“働
き
た
い
場
所（
仕
事
）が
あ
る
”

し
ご
と

=

ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿

(「
ひ
と
」「
暮
ら
し
」「
し
ご
と
」)
と
SD
G
sの
対
応
関
係

（
イ
メ
ー
ジ
図
）

（
イ
メ
ー
ジ
図
）

ひ
と

し
ご
と

暮
ら
し

暮
ら
し

し
ご
と

ひ
と

暮
ら
し

暮
ら
し

し
ご
と

ひ
と

し
ご
と

暮
ら
し

国
内
外
共
通
で
理
解
が
得
ら
れ
る
表
現
、S
D
Gｓ
と
い
う
世
界
の

共
通
言
語
に
照
ら
し
て
、本
県
の
将
来
の
姿
を
整
理

他
の
地
域
よ
り
も
複
雑
な

課
題
を
抱
え
る
本
県
の

目
指
す
べ
き
将
来
の

姿
の
実
現
に
つ
な
が
る

引
き
続
き
、国
内
外
の
福
島
に
心
を

寄
せ
る
人
と々
の
連
携
・
協
働
を
深
め
る

普
遍
的
な
課
題
に
照
ら
し
て

県
づ
く
り
の
方
向
性
を
示
す

U
ni
-V
oi
ce

住
み
続
け

ら
れ
る

ま
ち
づ
く
り
を

●
各
種
都
市
機
能
の
中
心
市
街
地
へ
の

集
積
な
ど
歩
い
て
暮
ら
せ
る
コ
ン
パ
ク

ト
な
ま
ち
づ
く
り
が
進
ん
で
い
る

●
本
県
の
魅
力
の
発
信
や
受
入
体
制
の

整
備
に
よ
り
、本
県
へ
の
移
住
・
定
住

の
流
れ
が
確
か
な
も
の
と
な
っ
て
い
る

●
避
難
解
除
等
区
域
に
お
け
る
生
活
環

境
等
の
整
備
や
居
住
人
口
の
増
加
が

進
ん
で
い
る

●
過
疎
・
中
山
間
地
域
に
お
い
て
も
、医

療
や
生
活
交
通
な
ど
の
生
活
基
盤
が

安
定
的
に
確
保
さ
れ
て
い
る

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

●
安
全
・
安
心
で
、差
別
や
虐
待
の
な
い

人
権
に
配
慮
し
た
社
会
づ
く
り
が
進

ん
で
い
る

第 3 章 み ん な で 創 り 上 げ る ふ く し ま の 将 来 の 姿

▶
SD
G
s視
点
の
将
来
の
姿

5

み
ん
な
で
創
り
上
げ
る
ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿

第
3章

他
の
地
域
よ
り
も
複
雑
な
課
題
を
抱
え
る
福
島
県
が
ど
の
よ
う
な
姿
を
目
指
す
の
か
、

福
島
に
心
を
寄
せ
る
人
々
と
の
連
携
・
協
働
を
深
め
な
が
ら
、

普
遍
的
な
課
題
に
照
ら
し
て
県
づ
く
り
の
方
向
性
を
示
す
た
め
、

SD
G
sの
17
の
目
標
ご
と
の
視
点
で
描
き
ま
す
。 な

ど

な
ど

ひ
　
と

質
の
高
い

教
育
を

み
ん
な
に

●
知
識
や
技
能
の
み
な
ら
ず
、自
ら
考

え
課
題
解
決
で
き
る
子
ど
も
た
ち
が

育
っ
て
い
る

●
震
災
の
記
憶
の
継
承
や
復
興
へ
の

取
組
を
基
に
、郷
土
へ
の
理
解
が
進

ん
で
い
る

●
生
涯
に
わ
た
っ
て
学
び
続
け
る
こ
と

が
で
き
る
環
境
が
整
っ
て
い
る

ジ
ェ
ン
ダ
ー

平
等
を

実
現
し
よ
う

●
地
域
や
企
業
等
が
一
体
と
な
り
、多

様
な
子
育
て
を
支
援
す
る
体
制
が

構
築
さ
れ
て
い
る

●
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
女
性
の
意
思
決

定
過
程
へ
の
参
画
が
進
み
、女
性
活

躍
の
場
が
広
が
っ
て
い
る

貧
困
を

な
く
そ
う

●
誰
も
が
、医
療
、教
育
な
ど
の
基
礎
的

な
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
で
き
る
環
境
が

整
っ
て
い
る

人
や
国
の

不
平
等
を

な
く
そ
う

●
年
齢
、性
別
、国
籍
、文
化
な
ど
様
々

な
背
景
を
持
つ
人
々
が
互
い
に
尊
重

し
、自
分
ら
し
く
暮
ら
し
て
い
る

な
ど

な
ど

な
どな
ど

暮
ら
し

す
べ
て
の
人
に

健
康
と

福
祉
を

●
若
い
世
代
か
ら
高
齢
者
ま
で
県
民
一

人
一
人
が
心
身
と
も
に
健
康
な
生
活

を
送
っ
て
い
る

●
安
心
し
て
妊
娠
・
出
産
に
臨
む
こ
と

が
で
き
る
環
境
が
整
備
さ
れ
て
い
る

●
安
心
し
て
必
要
な
医
療
を
受
け
ら
れ

る
体
制
が
充
実
し
、医
療
の
質
も
向

上
し
て
い
る

●
高
齢
者
や
障
が
い
者
な
ど
利
用
者
の

意
向
を
十
分
に
尊
重
し
た
良
質
か
つ

適
切
な
介
護
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
充

実
し
て
い
る

●
各
種
感
染
症
に
迅
速
か
つ
的
確
に
対

応
で
き
る
体
制
が
整
っ
て
い
る

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

●
豊
か
な
自
然
環
境
が
保
全
さ
れ
て
い
る

●
希
少
な
動
植
物
の
保
護
な
ど
生
物
多

様
性
が
保
全
さ
れ
て
い
る

な
ど

な
ど

●
各
種
都
市
機
能
の
中
心
市
街
地
へ
の

集
積
な
ど
歩
い
て
暮
ら
せ
る
コ
ン
パ
ク

ト
な
ま
ち
づ
く
り
が
進
ん
で
い
る

●
本
県
の
魅
力
の
発
信
や
受
入
体
制
の

整
備
に
よ
り
、本
県
へ
の
移
住
・
定
住

の
流
れ
が
確
か
な
も
の
と
な
っ
て
い
る

●
避
難
解
除
等
区
域
に
お
け
る
生
活
環

境
等
の
整
備
や
居
住
人
口
の
増
加
が

進
ん
で
い
る

●
過
疎
・
中
山
間
地
域
に
お
い
て
も
、医

療
や
生
活
交
通
な
ど
の
生
活
基
盤
が

安
定
的
に
確
保
さ
れ
て
い
る

平
和
と
公
正
を

す
べ
て
の
人
に

●
安
全
・
安
心
で
、差
別
や
虐
待
の
な
い

人
権
に
配
慮
し
た
社
会
づ
く
り
が
進

ん
で
い
る

第 3 章 み ん な で 創 り 上 げ る ふ く し ま の 将 来 の 姿

▶
SD
G
s視
点
の
将
来
の
姿

5

み
ん
な
で
創
り
上
げ
る
ふ
く
し
ま
の
将
来
の
姿

第
3章

他
の
地
域
よ
り
も
複
雑
な
課
題
を
抱
え
る
福
島
県
が
ど
の
よ
う
な
姿
を
目
指
す
の
か
、

福
島
に
心
を
寄
せ
る
人
々
と
の
連
携
・
協
働
を
深
め
な
が
ら
、

普
遍
的
な
課
題
に
照
ら
し
て
県
づ
く
り
の
方
向
性
を
示
す
た
め
、

SD
G
sの
17
の
目
標
ご
と
の
視
点
で
描
き
ま
す
。

な
ど

ひ
　
と

●
知
識
や
技
能
の
み
な
ら
ず
、自
ら
考

え
課
題
解
決
で
き
る
子
ど
も
た
ち
が

育
っ
て
い
る

●
震
災
の
記
憶
の
継
承
や
復
興
へ
の

取
組
を
基
に
、郷
土
へ
の
理
解
が
進

ん
で
い
る

●
生
涯
に
わ
た
っ
て
学
び
続
け
る
こ
と

が
で
き
る
環
境
が
整
っ
て
い
る

貧
困
を

な
く
そ
う

●
誰
も
が
、医
療
、教
育
な
ど
の
基
礎
的

な
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
で
き
る
環
境
が

整
っ
て
い
る

人
や
国
の

不
平
等
を

な
く
そ
う

●
年
齢
、性
別
、国
籍
、文
化
な
ど
様
々

な
背
景
を
持
つ
人
々
が
互
い
に
尊
重

し
、自
分
ら
し
く
暮
ら
し
て
い
る

な
どな
ど

陸
の
豊
か
さ
も

守
ろ
う

●
豊
か
な
自
然
環
境
が
保
全
さ
れ
て
い
る

●
希
少
な
動
植
物
の
保
護
な
ど
生
物
多

様
性
が
保
全
さ
れ
て
い
る

な
ど
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●
G
A
P
等
認
証
の
活
用
な
ど
に
よ
り
、

持
続
可
能
な
農
業
生
産
が
進
み
、県

産
農
産
物
の
信
頼
性
が
確
保
さ
れ

て
い
る

●
ご
み
の
減
量
化
や
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど

環
境
に
配
慮
し
た
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

が
定
着
し
て
い
るつ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を

世
界
中
に

●
猪
苗
代
湖
を
始
め
と
す
る
水
環
境
が

保
全
さ
れ
て
い
る

●
本
県
経
済
の
中
枢
を
担
う
県
内
の
中

小
企
業
な
ど
が
主
役
と
な
っ
た
力
強

い
地
域
産
業
が
成
長
・
発
展
し
て
い
る

●
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構

想
の
進
展
な
ど
に
よ
り
地
域
外
か
ら

の
人
材
が
還
流
・
定
着
し
て
い
る

●
農
林
漁
業
者
が
他
産
業
並
の
所
得

を
安
定
的
に
確
保
し
て
い
る

●
県
内
観
光
地
の
魅
力
が
高
ま
り
、イ

ン
バ
ウ
ン
ド
を
含
め
た
観
光
や
教
育

旅
行
な
ど
地
域
を
訪
れ
る
交
流
人
口

等
が
増
加
し
て
い
る

●
若
者
、女
性
、高
齢
者
な
ど
誰
も
が
安

心
し
て
働
け
る
雇
用
環
境
が
整
備
さ

れ
て
い
る

●
県
産
品
・
観
光
の
魅
力
や
正
確
な
情
報

の
発
信
に
よ
り
産
地
評
価
の
回
復
、競

争
力
の
強
化
が
進
ん
で
い
る

●
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想

が
進
展
し
、地
域
企
業
の
活
力
向
上
と

新
産
業
の
集
積
・
育
成
が
進
ん
で
い
る

●
利
便
性
が
高
い
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

確
保
さ
れ
る
と
と
も
に
、条
件
不
利
地

域
で
も
携
帯
電
話
等
が
利
用
で
き
る

●
福
島
空
港
、相
馬
港
や
小
名
浜
港
は
、

物
流
拠
点
・
交
流
拠
点
と
し
て
地
域
経

済
の
活
性
化
に
寄
与
し
て
い
る

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と

技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

第 3 章 み ん な で 創 り 上 げ る ふ く し ま の 将 来 の 姿

6

Th
e 
Fu
ku
sh
im
a 
Pr
ef
ec
tu
re
 C
om
pr
eh
en
si
ve
 P
la
n 
20
22

▶
20
30

な
ど

な
ど

な
ど

気
候
変
動
に

具
体
的
な

対
策
を

●
災
害
に
強
い
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
や
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
が
進
ん
で
い
る

●
防
災
に
関
す
る
意
識
が
高
ま
り
、自

助
・
共
助
・
公
助
に
よ
る
災
害
の
備

え
が
進
ん
で
い
る

●
地
球
温
暖
化
対
策
に
県
民
一
人
一

人
が
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る

な
ど

な
ど

U
ni
-V
oi
ce

し
ご
と

●
G
A
P
等
認
証
の
活
用
な
ど
に
よ
り
、

持
続
可
能
な
農
業
生
産
が
進
み
、県

産
農
産
物
の
信
頼
性
が
確
保
さ
れ

て
い
る

●
ご
み
の
減
量
化
や
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど

環
境
に
配
慮
し
た
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

が
定
着
し
て
い
る

海
の
豊
か
さ
を

守
ろ
う

●
水
産
資
源
を
安
定
的
に
利
用
で
き
る

仕
組
み
が
確
立
さ
れ
、活
力
あ
る
水

産
業
が
営
ま
れ
て
い
る

つ
く
る
責
任

つ
か
う
責
任

安
全
な
水
と

ト
イ
レ
を

世
界
中
に

●
猪
苗
代
湖
を
始
め
と
す
る
水
環
境
が

保
全
さ
れ
て
い
る

飢
餓
を

ゼ
ロ
に

●
本
県
経
済
の
中
枢
を
担
う
県
内
の
中

小
企
業
な
ど
が
主
役
と
な
っ
た
力
強

い
地
域
産
業
が
成
長
・
発
展
し
て
い
る

●
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構

想
の
進
展
な
ど
に
よ
り
地
域
外
か
ら

の
人
材
が
還
流
・
定
着
し
て
い
る

●
農
林
漁
業
者
が
他
産
業
並
の
所
得

を
安
定
的
に
確
保
し
て
い
る

●
県
内
観
光
地
の
魅
力
が
高
ま
り
、イ

ン
バ
ウ
ン
ド
を
含
め
た
観
光
や
教
育

旅
行
な
ど
地
域
を
訪
れ
る
交
流
人
口

等
が
増
加
し
て
い
る

●
若
者
、女
性
、高
齢
者
な
ど
誰
も
が
安

心
し
て
働
け
る
雇
用
環
境
が
整
備
さ

れ
て
い
る

●
県
産
品
・
観
光
の
魅
力
や
正
確
な
情
報

の
発
信
に
よ
り
産
地
評
価
の
回
復
、競

争
力
の
強
化
が
進
ん
で
い
る

●
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想

が
進
展
し
、地
域
企
業
の
活
力
向
上
と

新
産
業
の
集
積
・
育
成
が
進
ん
で
い
る

●
利
便
性
が
高
い
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

確
保
さ
れ
る
と
と
も
に
、条
件
不
利
地

域
で
も
携
帯
電
話
等
が
利
用
で
き
る

●
福
島
空
港
、相
馬
港
や
小
名
浜
港
は
、

物
流
拠
点
・
交
流
拠
点
と
し
て
地
域
経

済
の
活
性
化
に
寄
与
し
て
い
る

働
き
が
い
も

経
済
成
長
も

産
業
と

技
術
革
新
の

基
盤
を
つ
く
ろ
う

エ
ネ
ル
ギ
ー
を

み
ん
な
に

そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に

●
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
の

育
成
・
集
積
が
進
み
、一
大
産
業
集
積

地
と
な
っ
て
い
る

●
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
社
会
実
証
が
進

み
、国
内
外
の
最
先
端
モ
デ
ル
と
な
っ

て
い
る

●
産
地
の
生
産
力
が
向
上
し
、生
活
に
不

可
欠
な
食
料
を
安
定
的
に
供
給
し
て

い
る

第 3 章 み ん な で 創 り 上 げ る ふ く し ま の 将 来 の 姿

6

Th
e 
Fu
ku
sh
im
a 
Pr
ef
ec
tu
re
 C
om
pr
eh
en
si
ve
 P
la
n 
20
22

▶
20
30

な
ど

な
ど

な
ど

な
ど

な
ど

な
ど

気
候
変
動
に

具
体
的
な

対
策
を

●
災
害
に
強
い
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
や
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
が
進
ん
で
い
る

●
防
災
に
関
す
る
意
識
が
高
ま
り
、自

助
・
共
助
・
公
助
に
よ
る
災
害
の
備

え
が
進
ん
で
い
る

●
地
球
温
暖
化
対
策
に
県
民
一
人
一

人
が
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る

●
住
民
、企
業
、N
P
O
法
人
や
行
政
が

連
携
し
、住
民
主
役
の
ま
ち
づ
く
り
が

行
わ
れ
て
い
る

●
市
町
村
と
と
も
に
、効
率
的
・
効
果
的

な
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
行
わ
れ
て
い
る

パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
で
目
標

を
達
成
し
よ
う

な
ど

な
ど

な
ど

U
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第 4 章 政 策 分 野 別 の 主 要 施 策

「
暮
ら
し
」分
野

「
ひ
と
」分
野

本
章
で
は
、将
来
の
姿
の
実
現
に
向
け
、県
が
そ
の
役
割
の
下
に
取
り
組
む
主
要
な
施
策
と

そ
の
成
果
を
表
す
指
標
に
つ
い
て
示
し
ま
す
。本
計
画
で
は
、2
76
項
目
の
指
標
を
設
定
し
て
い
ま
す
。

若
い
世
代
か
ら
高
齢
者
ま
で
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
疾
病
予
防

な
ど
4施
策

全
国
に
誇
れ
る
健
康
長
寿
県
へ

１

出
会
い
・
結
婚
、妊
娠
・
出
産
の
希
望
を
か
な
え
る
支
援
の
充
実

な
ど
3施
策

結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る
環
境
づ
く
り

2

「
学
び
の
変
革
」の
推
進
と
資
質
・
能
力
の
育
成

な
ど
6施
策

「
福
島
な
ら
で
は
」の
教
育
の
充
実

3

多
様
な
人
々
が
共
に
生
き
る
社
会
の
形
成

な
ど
4施
策

誰
も
が
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
県
づ
く
り

4

ふ
く
し
ま
と
の
つ
な
が
り
の
強
化
、関
係
人
口
の
拡
大

な
ど
2施
策

福
島
へ
の
新
し
い
人
の
流
れ
づ
く
り

5

複
合
災
害
か
ら
の
復
興
の
加
速
化
、避
難
地
域
の
復
興
・
再
生

な
ど
8施
策

東
日
本
大
震
災
・
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生

１

災
害
に
強
い
県
土
の
形
成
　
な
ど
7施
策

災
害
に
強
く
治
安
が
確
保
さ
れ
て
い
る
安
全
・
安
心
な
県
づ
く
り

2

質
が
高
く
切
れ
目
の
な
い
医
療
提
供
体
制
の
構
築
　
な
ど
5施
策

安
心
の
医
療
、介
護
・
福
祉
提
供
体
制
の
整
備

3

豊
か
な
自
然
や
美
し
い
景
観
の
保
護
・
保
全
　
な
ど
4施
策

環
境
と
調
和
・
共
生
す
る
県
づ
く
り

4

健
康
寿
命

政
策
分
野
別
の
主
要
施
策

第
4章

主
な
指
標

主
な
指
標

現
況
値（
H
28
）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

男
性
 7
1.
54
歳

女
性
 7
5.
05
歳

男
性
 ↑
75
.6
0歳

女
性
 ↑
77
.8
5歳

合
計
特
殊
出
生
率

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

1.
48

↑
1.
80

日
頃
、人
と
人
の
支
え
合
い
や
絆
を
実
感
し
て
い
る
と
回
答
し
た

県
民
の
割
合（
意
識
調
査
）

現
況
値（
R
3）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

63
.5
％
※
速
報
値

↑
84
.0
％
以
上

地
元
自
治
体
等
と
共
に
課
題
解
決
に
向
け
た
学
習
活
動
を

実
施
し
た
学
校
の
割
合（
高
等
学
校
）

現
況
値

目
標
値（
R
12
）

な
ど

｜
↑
10
0％

人
口
の
社
会
増
減

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

△
6,
27
8人

↑
0人

土
砂
災
害
か
ら
保
全
さ
れ
る
人
家
戸
数

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

15
,0
61
戸

↑
17
,5
01
戸

医
療
施
設
従
事
医
師
数

現
況
値（
H
30
）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

3,
81
9人

↑
4,
51
8人

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量（
20
13
年
度
比
）

現
況
値（
H
30
）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

△
19
.2
％

↓
△
 5
0％

避
難
解
除
区
域
の
居
住
人
口

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

66
,9
00
人

↑
増
加
を
目
指
す

― 152 ― ― 153 ―
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Th
e 
Fu
ku
sh
im
a 
Pr
ef
ec
tu
re
 C
om
pr
eh
en
si
ve
 P
la
n 
20
22

▶
20
30

「
し
ご
と
」分
野

地
域
の
企
業
が
主
役
と
な
る
、し
な
や
か
で
力
強
い

地
域
産
業
の
育
成
・
支
援
　
な
ど
3施
策

地
域
産
業
の
持
続
的
発
展

１

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
を
基
軸
と
し
た

産
業
集
積
・
振
興
　
な
ど
4施
策

福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
の
推
進

2

農
林
水
産
業
の
多
様
な
担
い
手
の
確
保
・
育
成

な
ど
5施
策

も
う
か
る
農
林
水
産
業
の
実
現

3

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
の
更
な
る
導
入
拡
大
と

利
用
促
進
　
な
ど
3施
策

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
先
駆
け
の
地
の
実
現

4

ふ
く
し
ま
の
地
域
資
源
の
磨
き
上
げ
及
び

魅
力
発
信
に
よ
る
誘
客
の
拡
大
　
な
ど
4施
策

魅
力
を
最
大
限
い
か
し
た
観
光
・
交
流
の
促
進

5

県
内
経
済
を
支
え
る
人
材
の
確
保
・
育
成

な
ど
3施
策

福
島
の
産
業
を
支
え
る
人
材
の
確
保
・
育
成

6

基
盤
と
な
る
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備

な
ど
3施
策

地
域
を
結
ぶ
社
会
基
盤
の
整
備
促
進

7

過
疎
・
中
山
間
地
域
の
ひ
と
の
確
保
と
地
域
力
の
育
成

な
ど
3施
策

過
疎
・
中
山
間
地
域
の
持
続
的
な
発
展

5

に
ぎ
わ
い
と
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

な
ど
5施
策

ふ
れ
あ
い
と
親
し
み
の
あ
る
魅
力
あ
ふ
れ
る
県
づ
く
り

6

主
な
指
標

主
な
指
標

過
疎
・
中
山
間
地
域
に
お
け
る
観
光
入
込
数

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

15
,0
68
千
人

↑
23
,2
00
千
人

N
PO
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
県
内
自
治
体
等
と
の
協
働
事
業
件
数

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

47
1件

↑
56
1件

製
造
品
出
荷
額
等

現
況
値（
R
元
）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

50
,8
90
億
円

↑
56
,2
09
億
円

浜
通
り
地
域
等
の
域
内
総
生
産（
GD
P）
の
伸
び
率（
平
成
22
年
度
対
比
）

現
況
値（
H
30
）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

12
.3
％

全
国
と
同
等
以
上

（
推
計
25
％
程
度
）

農
業
産
出
額

現
況
値（
R
元
）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

2,
08
6億
円

↑
2,
40
0億
円

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
量

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

43
.4
％

↑
70
.0
％

観
光
客
入
込
数

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

36
,1
91
千
人

↑
60
,0
00
千
人

安
定
的
な
雇
用
者
数（
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
数
）

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

58
0,
44
2人

↑
58
1,
00
0人

七
つ
の
地
域
の
主
要
都
市
間
の
平
均
所
要
時
間

現
況
値（
R
2）

目
標
値（
R
12
）

な
ど

86
分

↑
82
分
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第 5 章 地 域 別 の 主 要 施 策

　
地
理
的
な
条
件
や
自
然
環
境
、歴
史
・
文
化
な
ど
の
特
性
を
い
か
し
、県
北
、県
中
、県
南
、会
津
、南
会
津
、

相
双
、い
わ
き
の
7つ
の
地
域
区
分
に
よ
り
地
域
づ
く
り
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

地
域
別
の
主
要
施
策

第
5章

県
北
地
域

県
中
地
域

い
わ
き
地
域

県
南
地
域

会
津
地
域

相
双
地
域

南
会
津
地
域

■
誰
も
が
安
心
し
て
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
環

　
境
づ
く
り

■
多
彩
な
交
流
を
通
し
た
地
域
の
活
性
化

■
地
域
経
済
を
支
え
る
産
業
の
振
興
、人
材
の

　
育
成
・
確
保

■
災
害
に
強
く
、持
続
可
能
な
生
活
を
支
え
る

　
基
盤
の
整
備県
北
地
域 花

見
山
／
福
島
市

■
帰
還
促
進
と
移
住
・
定
住
の
促
進
に
向
け
た

　
取
組

■
持
続
可
能
な
産
業
の
再
生
と
創
出
及
び
関

　
連
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

■
地
域
の
特
性
を
い
か
し
た
農
林
水
産
業
と
過

　
疎
・
中
山
間
地
域
の
再
生

■
時
代
の
潮
流
を
踏
ま
え
た
生
活
基
盤
の
構
築

相
双
地
域

相
馬
野
馬
追
／
相
馬
市
・
南
相
馬
市

■
会
津
地
域
を
支
え
る
担
い
手
の
育
成
・
確
保

　
と
魅
力
あ
る
地
域
づ
く
り

■
誰
も
が
暮
ら
し
や
す
い
会
津
地
域
の
生
活

　
環
境
づ
く
り

■
新
た
な
時
代
を
拓
く
会
津
地
域
な
ら
で
は
の

　
産
業
づ
く
り

■
後
世
に
残
す
べ
き
会
津
の
宝
を
守
り
い
か

　
す
取
組

会
津
地
域

鶴
ヶ
城
／
会
津
若
松
市

■
地
域
の
特
性
を
い
か
し
た
産
業
の
振
興

■
地
域
資
源
を
活
用
し
た
交
流
･関
係
人
口
の

拡
大
と
移
住
・
定
住
の
促
進

■
社
会
生
活
基
盤
の
維
持
・
整
備
に
よ
る
安

全
・
安
心
な
暮
ら
し
の
確
保

■
豊
か
な
自
然
環
境
や
伝
統
文
化
な
ど
地
域

の
宝
の
保
全
・
継
承

南
会
津
地
域

尾
瀬
国
立
公
園
／
檜
枝
岐
村

■
地
域
の
経
済
を
け
ん
引
す
る
活
力
あ
る
産

　
業
の
振
興

■
地
域
づ
く
り
を
支
え
る
担
い
手
の
育
成
や
多

　
様
な
人
々
を
受
け
入
れ
る
た
め
の
場
づ
く
り

■
地
域
の
魅
力
を
い
か
し
た
交
流
の
促
進
と

　
広
域
連
携
に
よ
る
交
流
人
口
の
拡
大

■
人
々
が
安
全
・
安
心
に
暮
ら
し
続
け
る
こ
と

　
が
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

県
南
地
域 南
湖
公
園
／
白
河
市

■
技
術
と
人
材
を
い
か
し
た
産
業
の
振
興

■
多
様
な
地
域
資
源
を
活
用
し
た
地
域
間
連

　
携
に
よ
る
関
係
・
交
流
人
口
の
拡
大

■
持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
幅
広
い

　
世
代
と
多
様
な
人
材
、団
体
、企
業
等
の
活

　
躍
の
場
の
創
出

■
震
災
と
復
興
の
経
験
を
い
か
し
た
安
全
で

　
安
心
に
暮
ら
せ
る
生
活
基
盤
の
充
実

い
わ
き
地
域

ア
ク
ア
マ
リ
ン
ふ
く
し
ま
／
い
わ
き
市

■
災
害
の
克
服
、安
全
で
安
心
に
暮
ら
せ
る
地

　
域
社
会
の
形
成

■
こ
お
り
や
ま
広
域
圏
の
広
域
連
携
に
よ
る
多

　
彩
な
地
域
資
源
を
活
用
し
た
交
流
人
口
拡

　
大
、関
係
人
口
の
創
出
、移
住
・
定
住
の
推
進

■
新
た
な
未
来
を
創
り
、地
域
経
済
を
け
ん
引

　
す
る
産
業
の
創
出
・
集
積
、高
度
産
業
人
材

　
等
の
育
成
・
確
保

■
地
域
に
対
す
る
誇
り
と
愛
着
を
育
む
魅
力
あ

　
ふ
れ
る
地
域
づ
く
り
と
生
活
基
盤
の
充
実
、

　
担
い
手
の
育
成

■
経
済
・
社
会
・
環
境
の
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
た

　
持
続
可
能
な
発
展
を
成
し
遂
げ
る
地
域
社

　
会
の
形
成県
中
地
域

郡
山
布
引
風
の
高
原
／
郡
山
市
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計
画
の
実
行

（
D
o：
実
施
）

施
策
の
実
施

総
合
計
画
審
議
会
の
提
言

地
域
懇
談
会
に
お
け
る
有
識
者
の
意
見

（
C
he
ck
：
評
価
）

審
議
会
・
有
識
者
の
意
見

自
己
点
検
と
審
議
会
・
有
識
者
の
意
見
を
踏
ま
え
、

翌
年
度
の
施
策
等
の
方
向
性
を
決
定

（
A
ct
io
n：
改
善
）

方
針
決
定

方
針
に
基
づ
き
、予
算
・
組
織
や

事
業
実
施
方
法
な
ど
を
検
討

（
Pl
an
：
計
画
）

計
画

施
策
の

自
己
点
検

・
指
標
の
分
析

・
課
題
と
方
向
性
の
検
討

（
C
he
ck
：
評
価
）

施
策
評
価

毎
年
度
の

PD
C
A
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

サ
イ
ク
ル

10

第 6 章 計 画 の 推 進 の た め に

計
画
推
進
に
当
た
っ
て
の
考
え
方

　
こ
の
計
画
は
、県
民
の
皆
さ
ん
を
始
め
、民
間
団
体
、企
業
、市
町
村
、県
な
ど
、本
県
で
活
動
す
る
様
々
な
主
体
が
、本
県
の
目
指
す
将
来
の
姿

を
共
有
し
、県
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
の
指
針
と
な
る
も
の
で
あ
り
、そ
の
実
現
の
た
め
に
は
、そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
の
下
、力
を
合
わ
せ
て
取
り
組
ん

で
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　
そ
れ
ぞ
れ
の
主
体
が
、自
ら
考
え
、自
ら
行
動
し
、地
域
づ
く
り
を
行
え
る
よ
う
、県
と
し
て
も
、あ
ら
ゆ
る
主
体
と
の
連
携
・
協
働
を
積
極
的
に
進

め
る
と
と
も
に
、地
域
課
題
の
解
決
の
た
め
、地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
た
施
策
を
推
進
し
ま
す
。

　
本
計
画
策
定
後
も
、将
来
の
地
域
づ
く
り
や
県
づ
く
り
を
自
分
事
と
し
て
捉
え
る
機
運
を
醸
成
す
る
た
め
、出
前
講
座
や
対
話
の
機
会
を
設
け
る

な
ど
、あ
ら
ゆ
る
機
会
を
捉
え
て
、県
民
の
皆
さ
ん
の
総
合
計
画
へ
の
関
心
を
高
め
る
取
組
を
進
め
ま
す
。

計
画
の
進
行
管
理

　
計
画
を
着
実
に
推
進
し
、進
行
管
理
を
行
っ
て
い
く
た
め
に
、P
D
C
A
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
の
確
実
な
実
行
に
よ
る
事
業
効
果
の
適
切
な
評
価
を

行
い
、具
体
的
な
成
果
の
創
出
と
成
果
の
見
え
る
化
を
進
め
ま
す
。

　
そ
の
際
、根
拠
に
基
づ
く
政
策
立
案（
EB
PM
）の
考
え
方
を
重
視
す
る
と
と
も
に
、指
標
の
達
成
状
況
の
分
析
や
適
時
・
適
切
な
指
標
へ
の
更
新
な
ど

も
含
め
、本
県
が
保
有
す
る
統
計
情
報
な
ど
様
々
な
デ
ー
タ
を
積
極
的
に
活
用
し
な
が
ら
、実
効
性
の
高
い
事
業
の
企
画
立
案
に
つ
な
げ
ま
す
。

※
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

　
限
ら
れ
た
行
財
政
資
源
の
中
で
、復
興
・
再
生
と
地
方
創
生
を
推
進
す
る
た
め
、復
興
の
進
度
の
違
い
に
よ
っ
て
顕
在
化
・
複
雑
化
す
る
課
題
へ

の
具
体
的
な
対
応
な
ど
新
た
な
復
興
の
ス
テ
ー
ジ
へ
の
対
応
や
ふ
く
し
ま
創
生
総
合
戦
略
に
基
づ
く
人
口
減
少
対
策
、特
に
重
要
な
行
政
課
題
を

8つ
の「
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」と
し
て
展
開
し
、重
点
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

復 興 ・ 再 生

　
地 方 創 生

①
 避
難
地
域
等
復
興
加
速
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

②
 人
・
き
ず
な
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

③
 安
全
・
安
心
な
暮
ら
し
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

④
 産
業
推
進
・
な
り
わ
い
再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

⑤
 輝
く
人
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

⑥
 豊
か
な
ま
ち
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

⑦
 し
ご
と
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

⑧
 魅
力
発
信
・
交
流
促
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

８
つ
の計
画
の
推
進
の
た
め
に

第
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詳
し
く
は
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
下
さ
い
。 

お
問
い
合
わ
せ
先

暮
ら
し

し
ご
と

ひ
と

＜
将
来
の
姿
＞

ひ
と
つ
、
ひ
と
つ
、

実
現
す
る
 ふ
く
し
ま

●
県
の
ス
ロ
ー
ガ
ン

県
民
の
皆
さ
ん
の
意
見

▶  
総
合
計
画
審
議
会
か
ら
の
意
見

▶  
市
町
村
か
ら
の
意
見

▶  
対
話
型
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
意
見

▶  
地
域
懇
談
会
の
意
見

▶  
県
政
世
論
調
査
・
ア
ン
ケ
ー
ト

＜
ふ
く
し
ま
の
現
在
地
＞

P
D
C
A
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
の
確

実
な
実
行
や
、根
拠
に
基
づ
く
政
策
立

案（
E
B
P
M
）の
考
え
方
を
重
視
し
た
事

業
の
企
画
立
案
な
ど
課
題
を
一
つ
一
つ

解
決
し
将
来
の
姿
を
目
指
す

令
和
12
（
20
30
）年
度

30
年
先
の

将
来
の
姿

「
ひ
と
」「
暮
ら
し
」「
し
ご
と
」

が
調
和
し
な
が
ら

シ
ン
カ（
深
化
、進
化
、新
化
）

す
る
豊
か
な
社
会

●
基
本
目
標

や
さ
し
さ
、す
こ
や
か
さ
、

お
い
し
さ
あ
ふ
れ
る

ふ
く
し
ま
を
共
に
創
り
、つ
な
ぐ

▶ 
復
興
・
再
生
は
着
実
に
進
展

▶ 
一
方
、
避
難
地
域
の
再
生
や
風
評
・

   
風
化
な
ど
課
題
は
山
積

▶ 
ま
た
、
人
口
減
少
も
大
き
な
課
題
と

   
な
っ
て
い
る

▶ 
加
え
て
、
自
然
災
害
、
新
型
コ
ロ
ナ

   
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
な
ど
の
幾
重
も
の

   
困
難
に
見
舞
わ
れ
て
い
る

●
県
づ
く
り
の
理
念

●
多
様
性
に
寛
容
で
差
別
の
な
い
共
に
助
け
合
う

●
変
化
や
危
機
に
し
な
や
か
で
強
靱
な

●
魅
力
を
見
い
だ
し
育
み
伸
ば
す

地
域
社
会

（
県
）づ
く
り

「
県
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
」と
総
合
計
画（
県
づ
く
り
の
理
念
、基
本
目
標
等
）の
関
係
性
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福福
島島
県県
のの
将将
来来
人人
口口
推推
計計
とと
人人
口口
目目
標標

［
前
提
条
件
］

令
和

年
に
福 福
島島
県県
民民
のの
希希
望望
出出
生生
率率

人人
を
実
現

令
和

年
に
社社
会会
動動
態態
±±
ゼゼ
ロロ
を
実
現

出
生
率

移
動
率

⇒
５
年
後
の
令
和

年
に

万
人
を
目
指
す
！

（
次
期
戦
略
の
共
通
目
標
）

【
特
徴
】

１
．
中
長
期
目
標
に
加
え
、
５
年
後
（
令
和
６
年
度
末
）
の
人
口
目
標
を
設
定

２
．
施
策
が
、
人
口
減
少
抑
制
要
因
（
①
出
生
増
、
②
死
亡
減
、
③
転
入
増
、
④
転
出
減
）
の
ど

れ
に
効
果
が
あ
る
か
を
整
理

３
．
県
民
の
認
識
（
満
足
度
）
を
図
る
県
民
参
考
指
標
を
設
定
（
県
民
意
識
調
査
結
果
の
活
用
）

４
．

ｓ
（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）
の
理
念
・
目
標
を
意
識
し
な
が
ら
取
組
を
推
進

基基
本本

理理
念念

【
基
本
的
な
視
点
】

①
「
ふ
く
し
ま
プ
ラ
イ
ド
。
」
を
追
求
す
る
た
め
の
、
県
民
一
人
ひ
と
り
の

想
い
を
大
切
に
し
、
挑
戦
を
支
え
る
社
会
の
実
現

②
そ
れ
ぞ
れ
の
強
み
を
発
揮
し
、
相
互
に
連
携
・
共
創
す
る
社
会
の
実
現

③
「
ふ
く
し
ま
の
地
」
で
挑
戦
す
る
姿
を
見
て
、
自
分
も
挑
戦
し
た
く
な
る
、

人
が
人
を
呼
び
込
む
“
あ
こ
が
れ
の
連
鎖
”
を
生
む
社
会
の
実
現

「「
福福
島島
なな
らら
でで
はは
」」
のの
地地
方方
創創
生生
のの
推推
進進
＝＝

『『
復復
興興
・・
再再
生生
』』
とと
『『
地地
方方
創創
生生
』』
をを
両両
輪輪
でで
推推
進進

「
震
災
・
原
発
事
故
か
ら
の
復
興
」
と
「
急
激
な
人
口
減
少
の
克
服
」
と
い
う
課
題
を
先

取
り
し
た
本
県
と
し
て
、
真
摯
に
課
題
解
決
を
進
め
る
こ
と
で
、
国
内
外
の
社
会
的
発
展

に
も
貢
献

・
助
産
師
養
成
へ
の
支
援

・
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
構
想
を
基
軸
と

し
た
先
端
産
業
の
集
積

子
育
て
支
援
の
充
実

・
鳥
獣
被
害
対
策
の
強
化

・
ス
マ
ー
ト
農
林
水
産
業

の
推
進
（

、
ロ
ボ
ッ
ト

技
術
の
開
発
・
実
証
）

・
技
術
の
活
用
に
よ
る

生
産
性
向
上
（
介
護
現
場
等
）

・
過
疎
・
中
山
間
地
域
の

地
域
公
共
交
通
の
維
持

基
本
目
標
１

一
人
ひ
と
り
が
輝
く
社
会
を
つ
く
る
（
ひ
と
）

【
成
果
目
標
】

■
合
計
特
殊
出
生
率

■
健
康
寿
命

死死
亡亡

出出
生生

転転
出出

【
基
本
的
な
考
え
方

①
、
②
】

２
健
や
か
な
暮
ら
し
を
支
え
る

３
地
域
を
担
う
創
造
性
豊
か
な
人
を
育
て
る

１
一
人
ひ
と
り
の
希
望
を
か
な
え
る

（県
民
参
考
指
標
）

「
県
内
で
子
育
て
し
た
い
」
と
思
っ
て
い
る
人
の
割
合

基
本
目
標
２

魅
力
的
で
安
定
し
た
仕
事
を
つ
く
る
（
し
ご
と
）

転転
入入

転転
出出

【
主
な
成
果
目
標
】

■
安
定
的
な
雇
用
者
数

■
製
造
品
出
荷
額
等

な
ど

１
活
力
あ
る
地
域
産
業
を
支
え
、
育
て
る

２
魅
力
あ
る
農
林
水
産
業
を
展
開
す
る

３
若
者
の
定
着
・
還
流
に
つ
な
げ
る

【
基
本
的
な
考
え
方

①
、
②
】

基
本
目
標
３

暮
ら
し
の
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
地
域
を
つ
く
る
（
暮
ら
し
）

転転
出出

死死
亡亡

転転
入入

【
成
果
目
標
】

■
「
住
ん
で
い
る
地
域
が
住
み
や
す

い
」
と
思
っ
て
い
る
人
の
割
合

１
安
全
で
安
心
な
暮
ら
し
を
つ
く
る

２
ゆ
と
り
と
潤
い
の
あ
る
暮
ら
し
を
つ
く
る

３
環
境
に
優
し
い
暮
ら
し
を
つ
く
る

【
基
本
的
な
考
え
方

①
、
②
、
③
】

・
生
活
交
通
の
支
援
、
医
療

提
供
体
制
の
再
構
築

豊
か
な
自
然
の
継
承

・
保
育
の
質
の
向
上

・
が
ん
患
者
の
支
援
な
ど

治
療
と
仕
事
の
両
立

・
健
康
デ
ー
タ
の
見
え
る
化

等
に
よ
る
健
康
づ
く
り

・
障
が
い
者
の
社
会
参
加
の

促
進

・
子
ど
も
の
郷
土

へ
の
理
解
促
進

・
企
業
の
立
地
促
進
、

ビ
ジ
ネ
ス
創
出
支
援

・
オ
リ
パ
ラ
を
契
機
と
し
た

県
産
品
の
魅
力
の
発
信

・
女
性
・
高
齢
者
等
農
林
水
産
業

の
担
い
手
確
保

・
県
内
外
の
大
学
生
に
継
続
的

に
本
県
の
企
業
情
報
を
発
信

・
企
業
や
団
体
と
連
携
し
た

子
ど
も
や
高
齢
者
の

安
全
対
策
の
強
化

・
環
境
に
や
さ
し
い
生
活
の

た
め
の
携
帯
ア
プ
リ
の
開
発

・
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

普
及
拡
大

・
本
県
の
将
来
を
担
う

高
校
生
の
学
力
向
上

・
生
徒
と
自
治
体
や
企
業

と
の
接
点
の
増
加

・
起
業
・
創
業
へ
の
伴
走
支
援

・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
拡
充

・
東
日
本
大
震
災
の
教
訓

の
継
承
、
県
民
の
防
災

意
識
の
高
揚

・
ま
ち
な
か
の
賑
わ
い
の

創
出

・
ふ
く
し
ま
の
地
域
密
着
型

プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
と
の
連
携

に
よ
る
活
性
化

・
グ
リ
ー
ン
復
興
構
想
に
よ
る

自
然
公
園
の
保
全
と
利
活
用

福
島
ロ
ボ
ッ
ト
テ
ス
ト
フ
ィ
ー
ル
ド

農
産
物
の
高
品
質
化

事
業
承
継
の
支
援

バ
ス
路
線
の
維
持

提
供
：
新
常
磐
交
通
（
株
）

・
ヴ
ィ
レ
ッ
ジ
の
利
活
用

・
震
災
以
降
ご
縁
が
で
き
た

団
体
と
の
連
携
・
共
働

・
避
難
解
除
地
域
等
へ
の
新
た
な
人
の
呼
び
込
み

（
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
の
推
進
）

※
復
興
・
再
生
の
取
組
は
復
興
財
源
等
を
活
用
し
て
推
進

J
ヴ
ィ
レ
ッ
ジ

2
0
1
9
年
4
月
グ
ラ
ン
ド
オ
ー
プ
ン
の
様
子

（
県
民
参
考
指
標
）

「人
と
人
と
の
支
え
合
い
や
絆
を
実
感
し
て

い
る
人
」の
割
合

な
ど

（
県
民
参
考
指
標
）

「
県
内
に
魅
力
あ
る
企
業
が
あ
る
」と
思
っ
て

い
る
人
の
割
合

な
ど

基
本
目
標
４

新
た
な
人
の
流
れ
を
つ
く
る
（
人
の
流
れ
）

転転
入入

【
成
果
目
標
】

■
人
口
の
社
会
増
減

■
本
県
へ
の
移
住
世
帯
数

１
地
域
の
多
様
な
魅
力
を
発
信
す
る

２
ふ
く
し
ま
へ
新
し
い
人
の
流
れ
を
つ
く
る

【
基
本
的
な
考
え
方

②
、
③
】

（県
民
参
考
指
標
）

「
国
内
外
の
友
人
・
知
人
に
対
し
て
、
自
信
を
持
っ
て
紹
介

で
き
る
地
元
の
も
の
が
あ
る
」
と
思
っ
て
い
る
人
の
割
合

「ふ
くし
ま
創
生
総
合
戦
略
」
令
和
２
～
６
年
度
改
訂
【概
要
】

ま
ち
・
な
み
・
ま
る
し
ぇ

高
校
生
に
よ
る
ド
ロ
ー
ン
操
縦
体
験

福
島
し
ろ
は
と
フ
ァ
ー
ム
（
楢
葉
町
）

ま
で
い
の
里
の
こ
ど
も
園

提
供
：飯
舘
村

ふ
た
ば
医
療
セ
ン
タ
ー
附
属
病
院

・
経
営
力
強
化
へ
の
支
援

転転
入入

転転
出出

・
ふ
く
し
ま
結
婚
・
子
育
て

応
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営
、

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

令
和
４
年
３
月

復
興
・
総
合
計
画
課

・
温
泉
・
食
な
ど
地
域
資
源
を

い
か
し
た
周
遊
に
つ
な
が
る

観
光
誘
客
の
促
進

・
福
島
体
験
の
た
め
滞
在
住
宅
と
し
て
の

県
営
住
宅
の
貸
出
し

・
ふ
く
し
ま
で
輝
い
て
い
る
人
に
ス
ポ
ッ
ト

を
当
て
た
情
報
発
信

・
福
島
な
ら
で
は
の

地
域
資
源
を
い
か
し
た

働
き
方
・
暮
ら
し
方
の

体
験
（
チ
ャ
レ
ン
ジ
ラ
イ
フ
）

・
副
業
・
兼
業
に
よ
る
地
域

で
暮
ら
す
モ
デ
ル
の
提
示

テ
レ
ワ
ー
ク
の
促
進

【改
訂
の
ポ
イ
ン
ト】

新
しい

総
合
計
画
等
が
策
定
さ
れ
た
こと
を
踏
ま
え
、ふ
くし
ま
創

生
総
合
戦
略
に
つ
い
て
も
、総

合
計
画
の
ア
クシ
ョン
プラ
ンと
して
一

体
的
に
推
進
す
る
た
め
、必

要
な
改
訂
を
行
う。

①
本
戦
略
が
策
定
され
た
後
の
変
化
とし
て
総
合
計
画
に
反
映

させ
た
、「
頻
発
化
・激
甚
化
す
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
」「
新

型
コロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
」「
地
球
温
暖
化
対
策
」

「デ
ジ
タ
ル
変
革
（

）
の
推
進
」を
追
記
。

②
成
果
目
標
・Ｋ
Ｐ
Ｉ
に
つ
い
て
、総

合
計
画
等
に
掲
げ
る
指

標
を
反
映
。

※
基
本
理
念
や
基
本
的
な
視
点
、人

口
目
標
は
変
更
しな
い

１
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「福
島
な
ら
で
は
」＝
『
復
興
・
再
生
』
と
『
地
方
創
生
』
を
両
輪
で
推
進

「
震
災
・
原
発
事
故
か
ら
の
復
興
」
と
「
急
激
な
人
口
減
少
の
克
服
」
と
い
う
課
題
を
先
取
り
し
た
本
県
と
し
て
、
真
摯
に
課
題
解
決
を
進
め
る
こ
と
で
、
国
内
外
の
社
会
的
発
展
に
も
貢
献

一
人
ひ
と
り
の
希
望
を
か
な
え
る

地
域
の
多
様
な
魅
力
を
発
信
す
る

活
力
あ
る
地
域
産
業
を
支
え
、
育
て
る

安
全
で
安
心
な
暮
ら
し
を
つ
く
る

地
域
を
担
う
創
造
性
豊
か
な
人
を
育
て
る

若
者
の
定
着
・
還
流
に
つ
な
げ
る

ゆ
と
り
と
潤
い
の
あ
る
暮
ら
し
を
つ
く
る

環
境
に
優
し
い
暮
ら
し
を
つ
く
る

ふ
く
し
ま
へ
新
し
い
人
の
流
れ
を
つ
く
る

次
代
を
担
う子

ども
･若
者
の
希
望
を
か
な
え
る

①
子
ども
の
権
利
が
尊
重
され
る
社
会
の
形
成

②
子
ども
た
ち
の
多
様
な
学
び
の
場
の
確
保

③
魅
力
的
な
教
育
環
境
の
整
備

省
資
源
・省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
活
用
を
促
進
す
る

①
環
境
・経
済
・社
会
の
好
循
環
に
つ
な
が
る

取
組
の
推
進

ふ
る
さと
へ
の
理
解
･誇
りを
育
む

①
子
ども
の
頃
か
ら地

域
の
魅
力
に
触
れ
あ
う

機
会
の
提
供

未
来
を
拓
き
､復
興
を
け
ん
引
す
る
新
た
な
産
業

を
育
て
る

①
福
島
イノ
ベ
ー
シ
ョン
・コ
ー
ス
ト構

想
の
推
進

及
び
成
長
が
期
待
され
る
産
業
の
育
成
・集
積

②
企
業
誘
致
本
社
機
能
、開

発
・研
究
拠
点
等

に
よ
る
雇
用
の
創
出

多
様
な
担
い
手
を
育
成
す
る

①
法
人
・企
業
に
よ
る
安
定
雇
用
の
創
出

②
経
営
安
定
に
向
け
た
支
援
③
新
た
な
担
い
手
の
確
保

地
域
産
業
へ
の
理
解
を
深
め
る

①
子
ども
の
頃
か
ら地

域
の
しご
とや
産
業
に
触
れ
る

機
会
の
創
出

多
様
な
人
が
参
加
・連
携
す
る
地
域
づ
くり
を

進
め
る

①
地
域
に
住
む
人
それ

ぞ
れ
が
役
割
を
持
ち
、

い
き
い
き
と暮

らす
た
め
の
取
組
の
推
進

地
域
の
特
性
を
い
か
した
ゆ
とり
あ
る
生
活

空
間
を
守
り、
引
き
継
ぐ

①
豊
か
な
自
然
､美
しい
景
観
､地
域
固
有
の
歴
史
､

伝
統
文
化
の
継
承

心
身
とも
に
健
や
か
な
暮
らし
を
支
え
る

①
健
康
づ
くり
の
推
進

②
保
健
・医
療
・福
祉
の
連
携
促
進

「福
島
な
らで
は
」の
魅
力
を
発
信
す
る

①
福
島
の
良
さが
「伝
わ
る
」情
報
の
発
信

②
福
島
の
魅
力
を
い
か
した
誘
客
の
促
進

地
域
の
内
と外

を
つ
な
ぐキ
ー
パ
ー
ソ
ンを

発
掘
・育
成
す
る

①
地
域
に
お
け
る
受
入
態
勢
整
備
へ
の
支
援

②
地
域
お
こし
協
力
隊
の
任
期
満
了
後
の

活
動
支
援

結
婚
・出
産
・子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る

①
結
婚
・出
産
・子
育
て
へ
の
切
れ
目
の
な
い
支
援

仕
事
と生

活
の
両
立
の
希
望
を
か
な
え
る

①
男
女
が
とも
に
仕
事
と家

庭
を
両
立
で
き
る

環
境
づ
くり
の
推
進

②
男
性
の
育
児
等
の
参
加
促
進

③
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
普
及
促
進

④
治
療
と仕

事
の
両
立
支
援

誰
も
が
い
き
い
き
と活

躍
で
き
る
社
会
環
境
を
つ
くる

①
年
齢
や
性
別
、障

が
い
の
有
無
な
どに

か
か
わ
らず
誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
形
成

心
豊
か
で
た
くま
しい
人
を
地
域
全
体
で
育
て
る

①
担
い
手
・人
材
の
育
成

しな
や
か
で
力
強
い
地
域
産
業
を
育
て
る

①
しな
や
か
で
力
強
い
地
域
産
業
を
育
て
る

地
域
資
源
を
い
か
した
産
業
を
振
興
す
る

①
起
業
家
の
創
出

②
観
光
産
業
の
振
興

③
デ
ザ
イン
力
の
強
化
等
に
よ
る
付
加
価
値
の
向
上

国
内
外
へ
の
販
路
を
開
拓
す
る

①
国
内
外
へ
の
正
確
な
情
報
発
信

②
国
内
外
へ
の
販
路
拡
大

③
連
携
協
定
等
を
活
用
した
販
路
拡
大

若
い
世
代
の
県
内
へ
の
就
業
を
促
進
す
る

①
若
者
等
の
県
内
定
着
の
促
進

②
県
外
か
ら県

内
へ
の
還
流
促
進

魅
力
と満

足
度
の
高
い
農
林
水
産
物
を
提
供
す
る

①
品
質
の
高
い
産
品
の
生
産
支
援

②
第
三
者
認
証
Ｇ
Ａ
Ｐ
な
どの
取
得
推
進

③
消
費
者
の
志
向
を
踏
ま
え
た
産
地
づ
くり
の
推
進

④
地
域
産
業
６
次
化
の
推
進

新
た
な
技
術
を
活
用
す
る

①
･

､ロ
ボ
ット
等
を
活
用
した
ス
マ
ー
ト

農
林
水
産
業
の
推
進

過
疎
・中
山
間
地
域
に
お
け
る
農
林
水
産
業
を

維
持
す
る

①
鳥
獣
被
害
の
防
止

②
農
業
･農
村
の
多
面
的
機
能
の
維
持
･発
揮

③
過
疎
･中
山
間
地
域
に
お
け
る
担
い
手
の
育
成
･確
保

過
疎
・中
山
間
地
域
の
生
活
基
盤
を

維
持
・確
保
す
る

①
日
々
の
暮
らし
に
必
要
な
生
活
基
盤
買
い
物

環
境
､地
域
医
療
､教
育
､交
通
等
の
維
持
･確
保

避
難
解
除
地
域
等
の
生
活
基
盤
を
確
保
す
る

①
避
難
解
除
地
域
等
に
お
け
る
生
活
環
境
の
整
備

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
くり
を進

め
る

①
震
災
の
教
訓
の
継
承
と防

災
力
の
向
上

②
地
域
防
災
力
の
向
上

持
続
可
能
な
歩
い
て
暮
らせ
る
ま
ち
づ
くり
を

進
め
る

①
生
活
に
必
要
な
機
能
が
コン
パ
クト
に
集
積
し､

ア
クセ
ス
しや
す
い
ま
ち
づ
くり
の
推
進

賑
わ
い
の
あ
る
生
活
空
間
を
つ
くる

①
ま
ち
な
か
の
活
性
化

②
交
流
拠
点
の
整
備

文
化
とス
ポ
ー
ツの
振
興
に
よ
る
地
域
づ
くり
を

進
め
る

①
文
化
・ス
ポ
ー
ツの
振
興

「ふ
くし
ま
」で
輝
い
て
い
る
人
の
魅
力
を

発
信
す
る
（
＝
あ
こが
れ
の
連
鎖
）

①
あ
こが
れ
の
存
在
とな
る
生
き
方
・暮
らし
方

の
発
信
と結

び
つ
き
の
強
化

希
望
の
暮
らし
方
を
ふ
くし
ま
で

見
つ
け
られ
る
よ
う多

面
的
に
支
援
す
る

①
多
様
な
ニー
ズ
を
踏
ま
え
た
福
島
へ
の

移
住
に
つ
な
が
る
支
援

本
県
と関

わ
りの
あ
る
人
関
係
人
口
との

交
流
促
進
、交

流
人
口
の
拡
大
を
図
る

①
若
者
等
と地

域
との
交
流
促
進

②
福
島
県
との
つ
な
が
りの
強
化

避
難
解
除
地
域
等
に
新
た
な
活
力
を
呼
び
込
む

①
新
た
な
住
民
の
呼
び
込
み
や
交
流
人
口
の
拡
大

基
本
目
標
３
（
暮
らし
）

暮
らし
の
豊
か
さを
実
感
で
き
る
地
域
を
つ
くる

基
本
目
標
１
（
ひ
と）

一
人
ひ
とり
が
輝
く社
会
を
つ
くる

基
本
目
標
２
（
しご
と）

魅
力
的
で
安
定
した
仕
事
を
つ
くる

転転
出出

死死
亡亡

転転
入入

出出
生生

転転
出出

転転
入入

転転
出出

死死
亡亡

転転
入入

健
や
か
な
暮
ら
し
を
支
え
る

魅
力
あ
る
農
林
水
産
業
を
展
開
す
る

基
本
目
標
４
（
人
の
流
れ
）

新
た
な
人
の
流
れ
をつ
くる

転転
入入

転転
出出

「「
ふふ
くく
しし
まま
創創
生生
総総
合合
戦戦
略略
」」

令令
和和

～～
６６
年年
度度

【【
令令
和和

年年
度度
改改
訂訂
案案
・・
構構
成成
】】

デ
ジ
タ
ル
変
革

の
取
組
を
追
加
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項
目

現
状
値

目
標
値

合
計
特
殊
出
生
率

（
（

）
年
）

（
（

年
）

健
康
寿
命

男
性

歳
女
性

歳
（

（
）
年
）

男
性

歳
女
性

歳
（

（
）
年
）

項
目

現
状
値

目
標
値

福
島
県
で
子
育
て
を行

い
た
い
と回

答
した
県

民
の
割
合
（
意
識
調
査
）

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

成
果
目
標

項
目

現
状
値

目
標
値

安
定
的
な
雇
用
者
数

（
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
数
）

人
（

（
）
年
）

人
（

（
）
年
）

製
造
品
出
荷
額
等

億
円

（
元
（

）
年
）

億
円

（
（

）
年
）

農
業
産
出
額

億
円

（
元
（

）
年
）

億
円

（
（

）
年
度
）

林
業
産
出
額

億
円

（
元
（

）
年
）

億
円

（
（

）
年
度
）

沿
岸
漁
業
生
産
額

億
円

（
（

）
年
）

億
円

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

県
内
に
、魅

力
を感

じる
企
業
が
あ
る
と回

答
した

県
民
の
割
合
（
意
識
調
査
）

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

地
元
産
の
食
材
を
、積

極
的
に
使
用
して
い
る
と

回
答
した
人
の
割
合
（
意
識
調
査
）

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

今
住
ん
で
い
る
地
域
が
住
み
や
す
い
と回

答
し

た
県
民
の
割
合
（
意
識
調
査
）

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

日
頃
、人

と人
との
支
え
合
い
や
絆
を
実
感
し
て

い
る
と回

答
した
県
民
の
割
合
（
意
識
調
査
）

（
（

）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

本
県
の
豊
か
な
自
然
や
美
し
い
景
観
が
保
全
さ

れ
、野

生
鳥
獣
との
共
生
が
図
られ

て
い
る
と回

答
した
県
民
の
割
合
（
意
識
調
査
）

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

人
口
の
社
会
増
減

△
人

（
（

）
年
）

△
人

（
（

）
年
）

本
県
へ
の
移
住
世
帯
数

※
県
で
把
握
した
も
の
に
限
る

世
帯

（
（

）
年
度
）

世
帯

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

国
内
外
の
友
人
・知
人
に
対
して
、自

信
を
も
って
紹
介

で
き
る
地
元
の
も
の
（
自
然
、特

産
品
、観

光
、文

化
な
ど）

が
あ
る
と回

答
した
県
民
の
割
合
（
意
識
調
査
）

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

Ｋ
Ｐ
Ｉ

※
主
な
も
の 項
目

現
状
値

目
標
値

保
育
所
入
所
待
機
児
童
の
割
合

※
保
育
所
入
所
希
望
者
に
対
す
る
待
機
児
童
数
の
割
合

％
（

（
）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

地
域
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
提
言
や
、

社
会
に
貢
献
す
る
何
らか
の
活
動
を
行
った

生
徒
の
割
合

（
（

）
年
度
・参
考
値
）

％
（

（
）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

地
域
の
デ
ジ
タル
変
革
（
Ｄ
Ｘ
）
に
よる

新
しい
価
値
の
創
出
数

－
件

（
（

）
年
度
）

自
主
防
災
組
織
活
動
カバ
ー
率

※
総
世
帯
数
に
対
す
る
、自

主
防
災
組
織
が
活
動
範
囲
とし
て
い
る

地
域
の
世
帯
数
の
割
合

（
（

）
年
度
）

％
（

（
）
年
度
）

猪
苗
代
湖
の
Ｃ
Ｏ
Ｄ
値

ℓ
（

元
（

）
年
度
）

1.
3m
g/
ℓ
以
下

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・水
素
関
連
産
業
の
工

場
立
地
件
数

件
（

（
）
年
）

件
（

（
）
年
）

新
規
就
農
者
数

人
（

（
）
年
度
）

人
（

（
）
年
度
）

県
内
大
学
等
卒
業
生
の
県
内
就
職
率

※
県
内
大
学
等
（
大
学
、短

大
、高

専
等
）
卒
業
者
数
の
うち
県
内
就
職

者
数
が
占
め
る
割
合

％
（

年
度
）

（
（

）
年
度
）

項
目

現
状
値

目
標
値

観
光
客
入
込
数

千
人

（
（

）
年
）

千
人

（
年
）

地
域
お
こし
協
力
隊
定
着
率

（
（

）
年
度
）

（
（

）
年
度
）

移
住
を見

据
え
た
関
係
人
口
創
出
数

人
（

（
）
年
度
）

人
（

（
）
年
度
）

成
果
目
標

県
民
参
考
指
標
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
指
標
）

※
主
な
も
の

Ｋ
Ｐ
Ｉ

※
主
な
も
の

成
果
目
標

Ｋ
Ｐ
Ｉ

※
主
な
も
の

成
果
目
標

県
民
参
考
指
標
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
指
標
）

Ｋ
Ｐ
Ｉ

※
主
な
も
の

（
Ｋ
Ｐ
Ｉの
設
定
数
：
計
１
８
）

（
Ｋ
Ｐ
Ｉの
設
定
数
：
計
９
）

（
Ｋ
Ｐ
Ｉの
設
定
数
：
計
２
３
）

（
Ｋ
Ｐ
Ｉの
設
定
数
：計
１
１
）

県
民
参
考
指
標
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
指
標
）

※
主
な
も
の

県
民
参
考
指
標
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
指
標
）

一
人
ひ
と
り
が
輝
く
社
会
を
つ
く
る
（
ひ
と
）

基
本
目
標
２

魅
力
的
で
安
定
し
た
仕
事
を
つ
く
る
（
し
ご
と
）

基
本
目
標
３

暮
ら
し
の
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
地
域
を
つ
く
る
（
暮
ら
し
）

基
本
目
標
４

新
た
な
人
の
流
れ
を
つ
く
る
（
人
の
流
れ
）

※
成
果
目
標
・

に
つ
い
て
は
、
新
し
い
福
島
県
総
合
計
画
・
部
門
別
計
画
等
の
策
定
を

踏
ま
え
、
見
直
し
を
行
っ
た
。

【【
成成
果果
目目
標標
・・
主主
なな
ＫＫ
ＰＰ
ＩＩ
】】

３
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第２部 避難指示・解除区域の復興及び再生 第３部 福島全域の復興及び再生
第２ 避難解除等区域の復興・再生

第３ 特定復興再生拠点区域の復興・再生

第４ 放射線による健康上の不安の解消、
安心して暮らすことのできる生活環境の実現

第５ 原子力災害からの産業の復興・再生

第６ 福島イノベーション・コースト構想の推進、新産業の創
出

第７ 関連する施策との連携 、第８ その他必要な事項

○ 農林水産業の復興・再生、事業者等の事業再開・継続、
観光振興

○ 復興のために必要なインフラの整備
○ 避難者の生活再建、被災者支援
○ 医療・介護・福祉サービスの再構築
○ 教育・保育・子育て環境の整備
○ 文化・スポーツ振興
○ 移住等の促進や交流人口・関係人口の拡大
○ 受入自治体への支援
○ 事業再開・新規立地を支援する課税の特例 など

○ 放射線に関する理解の増進、県民健康調査の実施
○ 医療・福祉サービスの確保 など

○ 農林水産業、中小企業等の復興・再生
○ 雇用の確保、観光振興、風評払拭等
○ 地域ブランド確立等に向けた規制の特例、

風評対策に係る課税の特例 など

○ イノベ構想６分野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー・
環境・リサイクル、農林水産業、医療関連、航空宇宙）の取組推進

○ 新産業創出等研究開発基本計画との調和、福島国際研究教育機構
に関する取組、研究開発の推進等

○ イノベ構想推進に係る課税の特例 など

○ 家屋等の解体・除染、インフラ整備
○ 買い物、医療・介護等の生活環境整備、鳥獣被害対策の強化
○ 国による事業代行等の特例、土壌等の除染等の措置等に関する
特例、農用地利用集積等促進計画等に関する特例 など

第１部 原子力災害からの福島の復興及び再生
第１ 原子力災害からの福島の復興及び再生の基本的方針

◆ 目標
○ 安全で安心して暮らすことのできる生活環境の実現
○ 地域経済の再生
○ 地域社会の再生

◆ 計画期間
令和３年度～７年度（５年間）

◆ 復興及び再生に関する基本的な考え方
① 県全域と避難指示・解除区域の復興・再生
② 原子力災害による被害を受けた本県の事情を踏まえた取組
③ 原子力に依存しない社会を目指すとの理念と先導的な取組
④ 未来を担う人材の育成
⑤ 必要な予算の確保、国と県・市町村等が一体となった取組

福島復興再生計画の概要

⚫ 避難解除区域
等への企業立
地の促進 等
（県が作成、

国に提出）

農用地利用
集積等促進計画

特定復興再生拠点
復興再生計画

企業立地
促進計画

⚫ 住民の帰還を目指す
区域として、円滑かつ
確実な帰還環境の
整備を実現 等
（市町村が作成、県と
協議、国が認定）

生活拠点形成
事業計画

⚫ 長期避難者の
生活拠点の形
成 等

（避難先市町村
等が作成）

⚫ 住民の帰還・移住等
の促進 等
（帰還先市町村等が
作成）

帰還・移住等環境
整備事業計画

⚫ 農地の利用集積
の促進 等
（県が作成、
関係者と協議、
公示）

特定事業活動
振興計画

⚫ 特定事業活動
の振興 等
（県が作成、

国に提出）

新産業創出等
推進事業促進計画

⚫ 新産業の創出 等
（県が作成、国に

提出）

避避難難指指示示・・解解除除区区域域がが対対象象

福島復興再生特別措置法
福島の復興・再生について、その置かれた特殊な諸事情と原子力政策を推進して きた国の社会的な責任を踏ま

え、福島の復興・再生を推進するための地域再生特別法。

福島復興再生基本方針 【国が策定（閣議決定）】

原子力災害からの福島の復興及び再生に関する施策の総合的な推進を図るための政政府府のの基基本本的的なな方方針針

福島復興再生計画 【県が作成（内閣総理大臣認定）】

福島復興再生基本方針に即して、原子力災害からの福島の復興及び再生を推進するため福福島島県県がが作作成成すするる計計画画

福島復興再生特別措置法の体系
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福島復興再生計画の内容（抜粋）

● 本県の新産業創出、国際競争力強化、先導的な取組による福島の新しい未来の創造に向け、地域一丸となって取り組むことが重要
次の３点を目指し取組を進める必要
① 「浜通り地域等の 市町村における自立的・持続的な経済復興の実現」
② 「福島県全域での先端産業の集積による全県的な経済復興の実現」
③ 「世界に誇れる福島の復興・創生の実現」

● これらを達成するためには、県内外のあらゆる課題解決に貢献していくという積極的な挑戦が必要
また、本県だからこそ得られるアイデアやイノベーションを追求し、成果を世界に発信していく必要

１１ 基基本本的的なな考考ええ方方

（１）福島国際研究産業都市区域の区域（イノベ区域） 浜通り地域等の 市町村

（２）イノベ区域において推進しようとする取組の内容
■ 「あらゆるチャレンジが可能な地域」に関する取組
■ 「地域の企業が主役」に関する取組
■ 「構想を支える人材育成」に関する取組
■ 重点分野に関する取組
■ 福島国際研究教育機構との連携
■ 関係法令に基づく特例

○ 技術の高度化に関する研究発事業 … 特許料等の費用軽減
○ 新技術の開発に関する試験研究事業 … 試験研究施設の低廉使用
○ その他 … 政令・省令で定められた規制に関連する事業の特例

措置を条例で定めることができる
■ 新たな規制の特例に関する提案

現行の枠組みで解決が難しい場合や本県の実情に即した対応を求める

場合などに活用を検討

■ 新産業創出等推進事業促進計画（課税の特例措置関係）
新産業創出等推進事業促進区域内（イノベ区域内に設定）において、

事業者の新産業創出等推進事業の実施を促進するため、計画を作成。
認定を受けた事業者に対しては、課税の特例措置が適用される

（３）公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構
関係者間の連携促進、官民合同チームとの連携強化、国職員の派遣 等

第第６６ 新新たたなな産産業業のの創創出出、、産産業業のの国国際際競競争争力力のの強強化化にに寄寄与与すするる取取組組等等のの重重点点的的なな推推進進ののたためめにに実実施施すすべべきき施施策策にに関関すするる事事
項項

（１）研究開発の推進等のための取組
革新的な技術、知的財戦支援、産学官ネットワークの強化 等

（２）企業立地の促進のための取組
事業所等の新増設の促進、戦略的な企業誘致、立地補助金の活用、
企業間交流 等

（３）再生可能エネルギー関連産業、医療関連産業、ロボット関連産業、
航空宇宙関連産業等
再生可能エネルギー、医薬品・医療機器、ロボット、航空宇宙、

廃炉、ＩＣＴ分野における取組の推進

３３ 福福島島県県全全域域ににおおけけるる新新たたなな産産業業のの創創出出等等ののたためめのの取取組組２２ 福福島島イイノノベベーーシショョンン・・ココーースストト構構想想のの推推進進ののたためめのの取取組組

新産業創出等研究開発基本計画に基づき実施される研究開発等が、イノ
ベ構想の推進や本県全域の新産業創出等の促進につながるよう、国や市町村、
関係機関等と連携し、産業化や人材育成に向けた取組を推進

４４ 新新産産業業創創出出等等研研究究開開発発基基本本計計画画ととのの調調和和

福島国際研究教育機構がイノベ構想を更に発展させる役割を十分に果た
し、福島の創造的復興の中核拠点として、地域と連携し、浜通り地域等を
はじめ県全体の一体的、総合的な復興に資する拠点となるよう取組を実施
（１）研究開発 （４）周辺環境の整備
（２）産業化 （５）福島イノベーション・コースト構想推進機構との連携
（３）人材育成

５５ 福福島島国国際際研研究究教教育育機機構構

福島復興再生計画の内容（抜粋）

● 本県の産業は、あらゆる分野で震災による直接の被害に加えて風評被害による影響を受けている
● これまでの取組により、農林水産物の出荷制限の解除の進展を始め、産業の復興は着実に進んできた
● 一方で、依然として震災前の市場価格の水準まで戻っていない品目があることや、教育旅行の回復の遅れなど、原子力災害による

本県特有の課題が山積
● 「各産業が着実に復興し、自立するとともに、強みを生かし、相互に連携しながら、新たな時代をリードする産業と雇用を創出する

こと」を産業全般の共通目標に、各分野の取組を進めていく

１１ 基基本本的的なな考考ええ方方

（１）農林水産業の復興・再生
多用な担い手の確保・育成、生産基盤の確保整備等、需要を創出

する流通・販売戦略の実践、戦略的な生産活動の展開、活力と魅力
ある農山漁村の創生 等

（２）中小企業等の復興・再生
中小企業・小規模企業の経営基盤の強化、商業・サービス業などの

振興、技術力・開発力の強化、起業・創業の促進、戦略的な企業誘致、
立地企業の振興、産業基盤の整備 等

（３）商品の販売等の不振の実態の調査及びその実態を踏まえた対応
生産・流通・消費の各段階における総合的対策、ブランド確立 等

（４）雇用の確保に向けた取組との連携
安定的な雇用の確保・就労支援、将来を担う産業人材の育成 等

（５）観光振興等
国内・国際観光の推進、観光地の魅力増進、県産品振興・輸出拡大、

福島空港の利活用促進 等

（６）風評払拭への対応
農林水産物、加工品・工業製品等のブランド力向上、観光分野に

おけるホープツーリズムの推進・正確な情報発信 等

２２ 産産業業のの復復興興・・再再生生

第第５５ 原原子子力力災災害害かかららのの産産業業のの復復興興及及びび再再生生のの推推進進をを図図るるたためめにに実実施施すすべべきき施施策策にに関関すするる事事項項

（１）商品等需要開拓事業 … 地域団体商標登録に係る費用軽減
（２）新品種育成事業 ……… 品種登録出願に係る費用軽減
（３）地熱資源開発事業 …… 手続きのワンストップ化
（４）流通機能向上事業 …… 各種許可等のワンストップ処理
（５）産業復興再生政令等規制事業 … 政令等で規定された規制の特例措置

小名浜港のバルク貨物取扱機能強化・効率化のための特定埠頭としての一体的運営
（６）産業復興再生地方公共団体事務政令等規制事業 …

政令・省令で定められた規制に関連する事業の特例措置を条例で定めることができる

３３ 産産業業のの復復興興・・再再生生にに資資すするる規規制制のの特特例例

事業者が実施する特定事業活動（特定風評被害がその経営に与える影響
に対処するために行う新たな事業の開始等）の振興を図るため、計画を作
成。指定事業者に対しては課税の特例措置が適用される

４４ 特特定定事事業業活活動動振振興興計計画画 （（課課税税のの特特例例措措置置関関係係））

現行の枠組みで解決が難しい場合や本県の実情に即した対応を求める
場合などに活用を検討

５５ 新新たたなな規規制制のの特特例例等等にに関関すするる提提案案
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（2）商工労働部各種計画の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

計画の名称 計画期間 根　　　拠 計画の目的・内容等

福島県商工業振興基本計画
令3.12策定
令4～12年度

県独自
県中小企業・小規
模企業振興基本条
例第９条
福島県工業開発条
例第４条

本県商工労働行政の指針となる計画

ふくしま女性活躍推進計画
令4.3策定
令4～7年度

女性活躍推進法
第６条第１項

本県の女性の職業生活における活躍の
推進に関する施策を総合的かつ計画的
に推進するため、施策の基本的方向と
具体的な施策を明らかにするもの

福島県職業能力開発計画
（第１１次）

令4.1策定
令3～7年度

職業能力開発促進
法第7条

本県の職業能力の開発に関する基本と
なるべき計画

福島県県産品振興戦略
（第３期）

令6.3策定
令6～12年度

県独自
ふくしまの地域資源を生かした県産品
振興施策の方向性を示すもの

地域再生計画「福島県企業立地推進
戦略」

令4.3認定
令4～12年度

地域再生法
本県産業の活性化を推進する対策と目
標値を定めるとともに、その実現に向
けて適用される支援策を定めるもの

地域再生計画「福島県地方活力向上
地域特定業務施設整備促進プロジェ
クト」

平28.3認定
平27～令7年度

地域再生法
企業の地方拠点強化を促進する対策と
目標値を定めるとともに、その実現に
向けて適用される支援策を定めるもの

地域未来投資促進法基本計画
「福島県県北地域基本計画」
「福島県県中地域基本計画」
「福島県県南地域基本計画」
「福島県会津地域基本計画」
「福島県相双地域基本計画」
「福島県いわき地域基本計画」

平29.9認定
平29.12変更認定

平29～令5年度
令6～令10年度

地域未来投資促進
法（地域経済牽引
事業の促進による
地域の成長発展の
基盤強化に関する
法律）

地域の特性を活用した事業の生み出す
経済波及効果に着目し、これを最大化
しようとする地方公共団体や事業者の
取組を支援するもの

福島県知財戦略推進計画
令4.2策定
令4～8年度

県独自

知的財産の創造、保護及び活用に
よるイノベーションを力強く推進
し、もって本県の産業競争力の強
化及び地域経済の活性化を図るも
の

福島空港利用促進アクションプ
ラン

令5.4策定
令5～8年度

県独自

福島空港の利活用促進を図るため、有
識者会議の提言等を踏まえた目標を設
定し評価検証を行うことで次年度の施
策、事業の改善に取り組み、目標の着
実な実行を推し進める
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クト」

平28.3認定
平27～令7年度

地域再生法
企業の地方拠点強化を促進する対策と
目標値を定めるとともに、その実現に
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「福島県相双地域基本計画」
「福島県いわき地域基本計画」

平29.9認定
平29.12変更認定
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地域未来投資促進
法（地域経済牽引
事業の促進による
地域の成長発展の
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法律）

地域の特性を活用した事業の生み出す
経済波及効果に着目し、これを最大化
しようとする地方公共団体や事業者の
取組を支援するもの

福島県知財戦略推進計画
令4.2策定
令4～8年度

県独自

知的財産の創造、保護及び活用に
よるイノベーションを力強く推進
し、もって本県の産業競争力の強
化及び地域経済の活性化を図るも
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福島空港利用促進アクションプ
ラン

令5.4策定
令5～8年度

県独自
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（3）　附属機関一覧表

名           称 担      当      事      務 構成員・任期 根拠法令等 担当課

福島県中小企業振興
審議会

　中小企業の振興に関する基本的
事項及び中小企業の業種別振興に
関する重要事項を調査審議する。

委員  ２０人以内

任期　２年

附属機関の
設置に関す
る条例

商工総務課

福島県中小企業調停
審議会

   事業協同組合又は事業協同小組
合の団体協約締結のため交渉又は
その締結する団体協約の内容につ
いてのあっせん又は調停に関する
事項並びに大企業者の事業が中小
企業団体の構成員たる中小企業者
の経営の安定に及ぼす影響等に関
する事項を調査審議する。

委員  ７人

任期  ２年

中小企業団
体の組織に
関する法律

附属機関の
設置に関す
る条例

経営金融課

福島県大規模小売店
舗立地審議会

   大規模小売店舗の立地する周辺
地域の生活環境の保持に関する重
要事項を調査審議する。

委員  ７人以内

任期  ２年

附属機関の
設置に関す
る条例

商業まちづくり課

福島県商業まちづくり
審議会

　商業まちづくりの推進に関する条
例に基づく新設の届出等に係る県
の意見や勧告の審議、知事の諮問
に基づく商業まちづくりの推進に関
する事項の調査審議及び商業まち
づくりの推進に関する事項に係る意
見の具申を行う。

委員  ７人以内

任期  ２年

商業まちづく
りの推進に
関する条例

商業まちづくり課

福島県労働審議会

①労働施策に関する重要事項を調
　査審議する。
②職業能力開発に関する重要事項
　を調査審議し、並びに必要と認め
　る事項を建議する。

委員  １７人以内

任期　２年
福島県労働
審議会条例

雇用労政課
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（4）　商工労働部本庁一覧

住所：〒960-8670　福島市杉妻町2番16号　西庁舎11、12階

室（局）・課名 電話番号 ＦＡＸ e-mail　アドレス

　　商工総務課 024-521-7269、7270

　　経営金融課
024-521-7288、

521-8644、8647、
、8685

　　雇用労政課
024-521-7289、7290、

　　企業立地課
024-521-7280、7882、

　　産業振興課

　　次世代産業課
024-521-8058、8286、

医療関連産業集積推進室

　　商業まちづくり課 024-521-7126、7299

　　産業人材育成課 024-521-7300、7829

　　観光交流課
024-521-7286、7287、

、8734

　　空港交流課

　　　 福島空港事務所駐在

　　県産品振興戦略課

事業関連担当理事

企業立地課

○○商商工工労労働働総総室室

○○産産業業振振興興総総室室

○○観観光光交交流流局局

○○企企業業誘誘致致推推進進担担当当（（企企業業誘誘致致担担当当理理事事））

― 164 ―



（4）　商工労働部本庁一覧
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（5）  関係出先機関一覧

機      関      名 電  話  番  号 Ｆ  Ａ  Ｘ

県 北 地 方 振 興 局 企 画 商 工 部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒960‐8670
福島市杉妻町2番16号
県庁北庁舎内

県 中 地 方 振 興 局 企 画 商 工 部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒963‐8540
郡山市麓山1丁目1番1号
県郡山合同庁舎内

県 南 地 方 振 興 局 企 画 商 工 部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒961‐0971
白河市昭和町269番地
県白河合同庁舎内

会 津 地 方 振 興 局 企 画 商 工 部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒965‐5801
会津若松市追手町7番5号
県会津若松合同庁舎内

南会津地方振興局企画商工部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒967‐0004
南会津郡南会津町田島字根小屋甲4277番地
の1　県南会津合同庁舎内

相 双 地 方 振 興 局 企 画 商 工 部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒975‐0031
南相馬市原町区錦町1丁目30番地
県南相馬合同庁舎内

い わき 地 方振興局企画商工部
地 域 づ く り ・ 商 工 労 政 課

〒970‐8026
いわき市平字梅本15番地
県いわき合同庁舎内

計 量 検 定 所 〒 ‐
福島市杉妻町2番16号
西庁舎１階

テ ク ノ ア カ デ ミ ー 郡 山 〒 ‐ 郡山市上野山5番地
(代)

テ ク ノ ア カ デ ミ ー 会 津 〒 ‐ 喜多方市塩川町御殿場4丁目16番地
(代)

テ ク ノ ア カ デ ミ ー 浜 〒 ‐ 南相馬市原町区萱浜字巣掛場45番地の112
(代)

ハ イ テ ク プ ラ ザ 〒 ‐ 郡山市待池台1丁目12番地
(代)

会津 若松 技術 支援 セン ター 〒 ‐ 会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原88番1
(代)

（0242)

　　南相馬技術支援センター 〒 ‐ 南相馬市原町区萱浜字新赤沼83番
(代)

（0244)

県 産 品 加 工 支 援 セ ン タ ー 〒 ‐
会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原88番1
（会津若松技術支援センター内）

（0242)

所            在            地
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（6）　アンテナショップ等一覧

機      関      名 電  話  番  号

観 光 物 産 館 〒960-8053
福島市三河南町1番20号
コラッセふくしま1階

日 本 橋 ふ く し ま 館 Ｍ Ｉ Ｄ Ｅ Ｔ Ｔ Ｅ 〒103-0022
東京都中央区日本橋室町4-3-16
柳屋太洋ビル1階

観 光 物 産 館 大 阪 サ テ ラ イト シ ョ ッ プ 〒530-0001
大阪府大阪市北区梅田1-3-1-900
大阪駅前第一ビル9階（県大阪事務所
内）

（7）  主要商工団体一覧

団          体          名 電     話

福 島 県 商 工 会 議 所 連 合 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま8階

福 島 県 商 工 会 連 合 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま9階

福 島 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階

（ 公 財 ） 福 島 県 産 業 振 興 セ ン タ ー 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6階

（ 一 社 ） 福 島 県 計 量 協 会 〒960-8670
福島市杉妻町2-16
県計量検定所内

ジ ェ ト ロ 福 島 貿 易 情 報 セ ン タ ー 〒963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3階

（ 一 社 ） 福 島 県 中 小 企 業 診 断 協 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

福 島 県 信 用 保 証 協 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階、11階

（ 一 社 ） 福 島 県 銀 行 協 会 〒960-8041
福島市大町4-15
チェンバおおまち4階

福 島 県 商 店 街 振 興 組 合 連 合 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
福島県中小企業団体中央会内

福 島 県 信 用 金 庫 協 会 〒960-8033
福島市万世町1-2
ふくしん総合相談センター内

福 島 県 信 用 組 合 協 会 〒963-8877
郡山市堂前町7-7
福島県商工信用組合内

日 本 貸 金 業 協 会 福 島 県 支 部 〒960-8035
福島市本町5-8
福島第一生命ビルディング4階

（ 一 社 ） 福 島 県 発 明 協 会 〒963-0215
郡山市待池台1-12
県ハイテクプラザ内

福 島 県 工 業 ク ラ ブ 〒960-8670
福島市杉妻町2-16
県商工労働部企業立地課

（ 一 社 ） 福 島 県 採 石 業 協 会 〒960-8011
福島市宮下町17-18
東北青写真ビル２階

（ 公 財 ） 福 島 県 観 光 物 産 交 流 協 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

所             在              地

所            在            地
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（6）　アンテナショップ等一覧

機      関      名 電  話  番  号

観 光 物 産 館 〒960-8053
福島市三河南町1番20号
コラッセふくしま1階

日 本 橋 ふ く し ま 館 Ｍ Ｉ Ｄ Ｅ Ｔ Ｔ Ｅ 〒103-0022
東京都中央区日本橋室町4-3-16
柳屋太洋ビル1階

観 光 物 産 館 大 阪 サ テ ラ イト シ ョ ッ プ 〒530-0001
大阪府大阪市北区梅田1-3-1-900
大阪駅前第一ビル9階（県大阪事務所
内）

（7）  主要商工団体一覧

団          体          名 電     話

福 島 県 商 工 会 議 所 連 合 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま8階

福 島 県 商 工 会 連 合 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま9階

福 島 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階

（ 公 財 ） 福 島 県 産 業 振 興 セ ン タ ー 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6階

（ 一 社 ） 福 島 県 計 量 協 会 〒960-8670
福島市杉妻町2-16
県計量検定所内

ジ ェ ト ロ 福 島 貿 易 情 報 セ ン タ ー 〒963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3階

（ 一 社 ） 福 島 県 中 小 企 業 診 断 協 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

福 島 県 信 用 保 証 協 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階、11階

（ 一 社 ） 福 島 県 銀 行 協 会 〒960-8041
福島市大町4-15
チェンバおおまち4階

福 島 県 商 店 街 振 興 組 合 連 合 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
福島県中小企業団体中央会内

福 島 県 信 用 金 庫 協 会 〒960-8033
福島市万世町1-2
ふくしん総合相談センター内

福 島 県 信 用 組 合 協 会 〒963-8877
郡山市堂前町7-7
福島県商工信用組合内

日 本 貸 金 業 協 会 福 島 県 支 部 〒960-8035
福島市本町5-8
福島第一生命ビルディング4階

（ 一 社 ） 福 島 県 発 明 協 会 〒963-0215
郡山市待池台1-12
県ハイテクプラザ内

福 島 県 工 業 ク ラ ブ 〒960-8670
福島市杉妻町2-16
県商工労働部企業立地課

（ 一 社 ） 福 島 県 採 石 業 協 会 〒960-8011
福島市宮下町17-18
東北青写真ビル２階

（ 公 財 ） 福 島 県 観 光 物 産 交 流 協 会 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

所             在              地

所            在            地
団          体          名 電     話

（ 一 社 ） 福 島 県 旅 行 業 協 会 〒960-8036
福島市新町4-19
山口ビル2階

福 島 県 経 営 者 協 会 連 合 会 〒963-8014
郡山市虎丸町7-7
労働福祉会館1階

福 島 県 職 業 能 力 開 発 協 会 〒960-8043
福島市中町8-2
福島県自治会館5階

福 島 県 技 能 士 会 連 合 会 〒960-8043
福島市中町8-2
福島県自治会館5階

福 島 県 名 工 会 〒960-8043
福島市中町8-2
福島県自治会館5階

独 立 行 政 法 人
高 齢 ・ 障 害 ・ 求 職 者 雇 用 支 援 機 構
福 島 支 部

〒960-8054 福島市三河北町7-14

独 立 行 政 法 人
高齢・障害・求職者雇用支援機構福島支部
福 島 障 害 者 職 業 セ ン タ ー

〒960-8054 福島市三河北町7-14

独 立 行 政 法 人
高齢・障害・求職者雇用支援機構福島支部
福 島 職 業 能 力 開 発 促 進 セ ン タ ー

〒960-8054 福島市三河北町7-14

独 立 行 政 法 人
高齢・障害・求職者雇用支援機構福島支部
福 島 職 業 能 力 開 発 促 進 セ ン タ ー
い わ き 訓 練 セ ン タ ー

〒973-8403 いわき市内郷綴町舟場1-1

独 立 行 政 法 人
高齢・障害・求職者雇用支援機構福島支部
福 島 職 業 能 力 開 発 促 進 セ ン タ ー
会 津 訓 練 セ ン タ ー

〒965-0858
会津若松市神指町大字南四合字深川
西292

（公財）産業雇用安定ｾﾝﾀｰ福島事務所 〒960-8031
福島市栄町6-6
ユニックスビル10階

（公社）福島県ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ連合会 〒960-8035
福島市本町５番５号
殖産銀行フコク生命ビル３階

（公財）介護労働安定センター福島支所 〒960-8031
福島市栄町10-21
福島栄町ビル6階

（ 公財） 郡山地域テ クノポリス推進機構 〒963-0115
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3階

（一財）ふくしま医療機器産業推進機構 〒963-8041
郡山市富田町字満水田27番8
ふくしま医療機器開発支援センター内

（ 公 社 ） 福 島 相 双 復 興 推 進 機 構
（ 福 島 相 双 復 興 官 民 合 同 チ ー ム ）

〒960-8031
福島市栄町6-6
ユニックスビル4階

（公財）福島イノベーション・コースト構想
推進機構

〒960-8043
福島市中町1-19
中町ビル6階

所             在              地
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（8）  産学官連携機関一覧

機      関      名 電  話  番  号 Ｆ  Ａ  Ｘ

産業分野関連機関

福島県中小企業団体中央会
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10Ｆ

いわき産業創造館　創業者支援室
いわき市平字田町120番
LATOV6階 いわき産業創造館内

株式会社　ゆめサポート南相馬 南相馬市原町区本町一丁目111番地

（一社）産業サポート白河 白河市中田140番地

学術研究関連機関

福島大学地域未来デザインセンター 福島市金谷川1番地

福島県立医科大学 福島市光が丘1番地

福島学院大学 福島市宮代字乳児池1-1

日本大学次世代工学技術研究センター 郡山市田村町徳定字中河原1
            ・8720

日本大学環境保全共生・共同研究セン
ター

郡山市田村町徳定字中河原1
            ・8720

奥羽大学学事部教務課 郡山市富田町字三角堂31-1

会津大学産学イノベーションセンター 会津若松市一箕町鶴賀字上居合90番地

医療創生大学 いわき市中央台飯野5-5-1

東日本国際大学 いわき市平鎌田字寿金沢37

福島工業高等専門学校 いわき市平上荒川字長尾30

官公庁関連機関

福島駅西口インキュベートルーム
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6Ｆ

福島県大町起業支援館
福島市大町4-15
チェンバおおまち5Ｆ

（公財）福島県産業振興センター
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6Ｆ

福島県産業復興相談センター
福島市本町５番５号
殖産銀行フコク生命ビル２階

(公財)福島県産業振興センター
技術支援部

郡山市待池台1-12
(福島県ハイテクプラザ内)

エネルギー・エージェンシーふくしま
郡山市待池台1-12
(福島県ハイテクプラザ内)

（公財）郡山地域テクノポリス推進機構
郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3Ｆ

郡山地域テクノポリスものづくり
インキュベーションセンター

郡山市田村町徳定字中河原1-1

（公社）いわき産学官ネットワーク協会
いわき市平字田町120
LATOV6Ｆ いわき産業創造館内

西会津町テレワークセンター 耶麻郡西会津町野沢字桜木前乙171-4

（国研）産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所

郡山市待池台2-2-9

その他の機関

福島産学官連携ネットワーク
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま2Ｆ

郡山地域ニューメディア・コミュニティ事業
推進協議会

郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3Ｆ

独立行政法人日本貿易振興機構
福島貿易情報センター

郡山市南二丁目52番地
ビッグパレットふくしま3Ｆ

(一社)福島県発明協会・
ふくしま知的財産支援センター

郡山市待池台1-12
(福島県ハイテクプラザ内)

いわきリエゾンオフィス企業組合
いわき市平字作町2-1-9
エスビル2階

所            在            地
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（9）   県内金融機関等一覧

①　政府系金融機関

金    融    機    関    名 住               所 電 話 番 号

〒960‐8035 福島市本町6-24

〒960‐8031 福島市栄町6-6（ﾕﾆｯｸｽﾋﾞﾙ6F）

〒960‐8031 福島市栄町6-6（ﾕﾆｯｸｽﾋﾞﾙ5F）

〒963‐8005 郡山市清水台1-6-21

〒970‐8026 いわき市平字菱川町1-5

〒965‐0878 会津若松市中町2-35

〒960‐8054 福島市三河北町11-5

〒965‐0816 会津若松市南千石町6-5

〒960‐0231 福島市飯坂町平野字三枚長1-1

② 銀行（本部（又は本店）のみ）

〒960‐8633 福島市大町3-25            

〒960‐8625 福島市万世町2-5           

〒963-8004 郡山市中町19-1            

③ 信用金庫（本部（又は本店）のみ）

〒960‐8660 福島市万世町1-5

〒965-0035 会津若松市馬場町2-16

〒963-8630 郡山市清水台2-13-26

〒961-0908 白河市大手町14-6

〒962-0054 須賀川市牛袋121-1

〒970-8026 いわき市平字2丁目10

〒975-0003 南相馬市原町区栄町2-4

〒964-0807 二本松市金色久保227-9

④ 信用組合（本部（又は本店）のみ）

〒963-8877 郡山市堂前町7-7

〒971-8162 いわき市小名浜花畑町2-5

〒965-0037 会津若松市中央1-1-30

〒976-0042 相馬市中村字大町69

東 邦 銀 行

福 島 銀 行

大 東 銀 行

福 島 信 用 金 庫

会 津 信 用 金 庫

郡 山 信 用 金 庫

日本政策金融公庫福島支店中小企業事業

日本政策金融公庫福島支店国民生活事業

〃 会 津 若 松 支 店

商 工 組 合 中 央 金 庫 福 島 支 店

〃 会 津 若 松 営 業 所

〃 い わ き 支 店

白 河 信 用 金 庫

日 本 銀 行 福 島 支 店

日 本 政 策 金 融 公 庫 郡 山 支 店

相 双 五 城 信 用 組 合

福 島 県 商 工 信 用 組 合

い わ き 信 用 組 合

会 津 商 工 信 用 組 合

須 賀 川 信 用 金 庫

ひ ま わ り 信 用 金 庫

あ ぶ く ま 信 用 金 庫

二 本 松 信 用 金 庫

農 林 中 央 金 庫 福 島 支 店
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⑤ 福島県信用保証協会

福島県信用保証協会 本 店 〒960-8053 福島市三河南町1-20（コラッセふくしま内）

〃 郡 山 支 店 〒963-8005 郡山市清水台1-3-8（郡山商工会議所会館内）

〃 白 河 支 店 〒961-0957 白河市道場小路96-5（白河商工会議所会館内）

〃 会 津 支 店 〒965-0816 会津若松市南千石町2-19

〃 い わ き 支 店 〒970-8026 いわき市平字材木町3-1

〃 相 双 支 店 〒975-0008 南相馬市原町区本町1-3

⑥ 東北労働金庫

〒960-8607 福島市仲間町4-8

〒970-8026　いわき市平堂前22

〒963-8014 郡山市虎丸町1-27

〒965-0817 会津若松市千石町9-34

〒975-0031 南相馬市原町区錦町1-68-1

〒961-0971　白河市昭和町3

〒962-0848　須賀川市弘法坦31-2

〒971-8101　いわき市小名浜字道珍59-14

〒966-0086 喜多方市字西四ツ谷69

〒974-8233 いわき市錦町中央2丁目8-12

〒976-0042 相馬市中村字桜ヶ丘85-2

〒964-0916 二本松市向原256-10

〒963-8815　郡山市西ノ内2丁目10-24

〒963-7857　石川郡石川町字当町50-12

〒960-0612 伊達市保原町字宮下157-7

〒967-0004 南会津郡南会津町田島字本町甲3845-1

石 川 支 店

保 原 支 店

二 本 松 支 店

郡 山 東 支 店

喜 多 方 支 店

勿 来 支 店

相 馬 支 店

原 町 支 店

白 河 支 店

須 賀 川 支 店

小 名 浜 支 店

福 島 支 店

南 会 津 代 理 店

平 支 店

郡 山 支 店

若 松 支 店
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⑤ 福島県信用保証協会

福島県信用保証協会 本 店 〒960-8053 福島市三河南町1-20（コラッセふくしま内）

〃 郡 山 支 店 〒963-8005 郡山市清水台1-3-8（郡山商工会議所会館内）

〃 白 河 支 店 〒961-0957 白河市道場小路96-5（白河商工会議所会館内）

〃 会 津 支 店 〒965-0816 会津若松市南千石町2-19

〃 い わ き 支 店 〒970-8026 いわき市平字材木町3-1

〃 相 双 支 店 〒975-0008 南相馬市原町区本町1-3

⑥ 東北労働金庫

〒960-8607 福島市仲間町4-8

〒970-8026　いわき市平堂前22

〒963-8014 郡山市虎丸町1-27

〒965-0817 会津若松市千石町9-34

〒975-0031 南相馬市原町区錦町1-68-1

〒961-0971　白河市昭和町3

〒962-0848　須賀川市弘法坦31-2

〒971-8101　いわき市小名浜字道珍59-14

〒966-0086 喜多方市字西四ツ谷69

〒974-8233 いわき市錦町中央2丁目8-12

〒976-0042 相馬市中村字桜ヶ丘85-2

〒964-0916 二本松市向原256-10

〒963-8815　郡山市西ノ内2丁目10-24

〒963-7857　石川郡石川町字当町50-12

〒960-0612 伊達市保原町字宮下157-7

〒967-0004 南会津郡南会津町田島字本町甲3845-1

石 川 支 店

保 原 支 店

二 本 松 支 店

郡 山 東 支 店

喜 多 方 支 店

勿 来 支 店

相 馬 支 店

原 町 支 店

白 河 支 店

須 賀 川 支 店

小 名 浜 支 店

福 島 支 店

南 会 津 代 理 店

平 支 店

郡 山 支 店

若 松 支 店

（10）   相談窓口一覧

機      関      名 内容 電  話  番  号

中小企業支援機関の経営相談窓口

福島県経営支援プラザ
（（公財）福島県産業振興センター）

中小企業の経営相談
全般

〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま2階

福島県プロフェッショナル人材戦略拠点
（（公財）福島県産業振興センター）

中小企業の経営相談
全般

〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま7階

福島県よろず支援拠点
（（公財）福島県産業振興センター）

中小企業の経営相談
全般

〒
郡山市清水台1-3-8
郡山商工会議所会館4階

福島県事業承継・引継ぎ支援センター
（（公財）福島県産業振興センター）

中小企業の経営相談
全般

〒
郡山市清水台1-3-8
郡山商工会議所会館4階

福島県中小企業団体中央会
主に組合に係る経営
相談

〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま10階

最寄りの各商工会・商工会議所
中小企業の経営相談
全般

（事業者・農業者向

け）

（水産関係の仲買・

加工業者向け）

貸金業に関する相談

県制度資金に関する
相談

労働に係る相談窓口

福島県中小企業労働相談所
働く上でのトラブルや
悩み全般

〒960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

就職相談窓口

ふくしま生活・就職応援センター郡山事務
所

就職相談、生活相談 〒963-8002
郡山市駅前1-14-21
郡山花椿ビル8階

ふくしま生活・就職応援センター白河事務
所

就職相談、生活相談 〒961-0074
白河市郭内1
NTT白河ビル1階

ふくしま生活・就職応援センター会津若松
事務所

就職相談、生活相談 〒965-0816
会津若松市南千石町6-5
会津若松商工会議所会館2階

ふくしま生活・就職応援センター南相馬事
務所

就職相談、生活相談 〒975-0007
南相馬市原町区南町1-1
松本ビル2階

ふくしま生活・就職応援センターいわき事
務所

就職相談、生活相談 〒970-8026
いわき市平字梅本15
県いわき合同庁舎 西分庁舎1階

ふくしま生活・就職応援センター富岡事務
所

就職相談、生活相談 〒979-1111
双葉郡富岡町小浜553-2
県富岡合同庁舎2階

ふるさと福島就職情報センター福島窓口（ジョブ
カフェふくしま）

就職相談 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま2階

ふるさと福島就職情報センター東京窓口（ふくし
まぐらし相談センター）

就職相談 〒100-0006
東京都千代田区有楽町2-10-1
東京交通会館8階　ふるさと回帰支援センター内

その他

ジェトロ福島貿易情報センター
貿易・投資に関するご
相談

〒963-0115
福島県郡山市南2-52 ビッグパレッ
トふくしま3階

福島県上海事務所
中国でのビジネスに
関するご相談

〒200336
中国上海市延安西路2201号　上
海国際貿易中心1710室

＋86-21-6270-

福島県企業立地課
空き工場・倉庫・工場
用地等に係る相談

〒960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

福島駅西口インキュベートルーム 創業に関する相談 〒960-8053
福島市三河南町1-20
コラッセふくしま6階

(一社）福島県発明協会
知的財産に関する相
談

〒963-0215
郡山市待池台1-12
福島県ハイテクプラザ2F

テクノ・コム
（（公財）福島県産業振興センター技術支援部）

技術支援に関する相
談

〒963-0215
郡山市待池台1-12
福島県ハイテクプラザ1F

福島県県産品加工支援センター（ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗ
ｻﾞ会津若松技術ｾﾝﾀｰ内）

食品加工・農産物流通加工（地域産
業六次化）に関する相談 〒965-0006

会津若松市一箕町大字鶴賀字下
柳原88-1

福島県経営金融課 〒960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

所            在            地

（公社）福島相双復興推進機構
（福島相双復興官民合同チーム）

原子力被災１２市町
村（並びにいわき市、
相馬市及び新地町に
おいて水産関係の仲
買・加工業等を営む
方々を含む）における
事業者の経営相談全
般

〒960-8031
福島県福島市栄町6-6
ユニックスビル4階
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機      関      名 内容 電  話  番  号所            在            地

福島ロボットテストフィールド
ロボットテストフィールド
の使用に関する相談

〒975-0036 南相馬市原町区萱浜字新赤沼83

福島県次世代産業課
（ロボット・航空宇宙産業担当）

ロボット・ドローンの実
証に関する相談

〒960-8670
福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

（公財）福島イノベーション・コースト構想推
進機構

ロボットに関する実証や研究開発、
販路開拓に関する相談 〒960-8043

福島県福島市中町1-19 中町ビル
6階

福島県航空・宇宙産業技術研究会（福島
県ハイテクプラザ産学連携科内）

航空宇宙関連産業に
関する相談

〒963-0215 福島県郡山市待池台1丁目12番地

エネルギー・エージェンシーふくしま
（（公財）福島県産業振興センター）

再生可能エネルギー・水素
関連産業に関する相談

〒963-0215
郡山市待池台1丁目12番地
（福島県ハイテクプラザ内）

福島県次世代産業課（再エネ担当） 再エネ・水素関連産業の育成・集積
に関する補助金に関する相談 〒960-8670

福島市杉妻町2-16
福島県庁西庁舎12階

（一財）ふくしま医療機器産業推進機構
医療機器開発に関す
る相談

〒963-8041 郡山市富田町字満水田27番8
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（ ）計量検定所の概要

１ 事業執行の基本方針

適正な計量の実施を確保し、本県の経済の発展と文化の向上に寄与するため、次の施策を重

点として、計量行政の積極的な推進に努めます。

適正な計量器の供給確保 適正計量管理の推進

計量消費生活の適正化 計量思想の普及啓発

環境計量の適正化

２ 事業概要

計量関係事業の届出及び登録並びに指定

ア特定計量器の製造・修理・販売各事業の届出

イ 計量証明事業（一般・環境）の登録

ウ 適正計量管理事業所の指定

特定計量器の検定及び基準器の検査

正確で安全な計量器を供給するため、特定計量器の検定及び検定等に用いる基準器の検査

を行います。

【例】長さ計（タクシーメーター）、質量計、体積計（ガスメーター、燃料油メー

ター）、圧力計（鉄道車両のブレーキ圧力計）など

正確な計量

社会生活における適正な計量の実施を確保するため、計量器や適正な計量管理の方法、検

査と指導を行います。

ア 特定計量器定期検査

県内を つの区域に分け、隔年ごとにスーパーや商店にあるはかりや、学校や病院で身体

測定に用いる質量計について、検査しています。

（福島、会津若松、郡山、いわきの 市（計量特定市）は各市で検査を実施します。）

イ 立入検査

商品の取引や環境測定等で特定計量器を製造・販売等している事業者を対象に検査や必要

に応じて改善を求める等の指導を行います。

定期検査の様子
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ウ 環境計量説明検査

特定計量器のうち、騒音計、振動レベル計などの検査や必要に応じて改善を求める等の

指導を行います。

計量管理の推進と適正計量に関する指導

ア 適正な計量を推進するため、各種計量関係事業者に対し、計量法の遵守、適正計量管理

の推進についての指導を随時行います。

イ 水道・ガス事業者等に対して、検定有効期間の管理等についての指導を随時行います。

計量思想の普及啓発

ア 計量記念日（毎年 月 日）を中心に各種事業の実施や計量記念日ポスターの掲示を行

い計量思想の普及啓発を図ります。

イ 小学生を対象とした「計量出前教室」や夏休み期間中に親子で学べる「親子計量教室」

を実施し、計量思想の普及啓発を図ります。

ウ 消費者が計量に関し深く理解をする機会を得たいと思ったとき、職員を講師として派

遣し講習会を開くなどの必要な支援を行う「計量ステップアップセミナー」を実施し、計

量思想の普及啓発を図ります。

エ サイトを充実させ、消費者が自ら判断できるための計量に関する知識や計量制度に

ついて普及啓発を図ります。

計量出前教室 親子計量教室
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ウ 環境計量説明検査

特定計量器のうち、騒音計、振動レベル計などの検査や必要に応じて改善を求める等の

指導を行います。

計量管理の推進と適正計量に関する指導

ア 適正な計量を推進するため、各種計量関係事業者に対し、計量法の遵守、適正計量管理

の推進についての指導を随時行います。

イ 水道・ガス事業者等に対して、検定有効期間の管理等についての指導を随時行います。

計量思想の普及啓発

ア 計量記念日（毎年 月 日）を中心に各種事業の実施や計量記念日ポスターの掲示を行

い計量思想の普及啓発を図ります。

イ 小学生を対象とした「計量出前教室」や夏休み期間中に親子で学べる「親子計量教室」

を実施し、計量思想の普及啓発を図ります。

ウ 消費者が計量に関し深く理解をする機会を得たいと思ったとき、職員を講師として派

遣し講習会を開くなどの必要な支援を行う「計量ステップアップセミナー」を実施し、計

量思想の普及啓発を図ります。

エ サイトを充実させ、消費者が自ら判断できるための計量に関する知識や計量制度に

ついて普及啓発を図ります。

計量出前教室 親子計量教室

((1122))　　県県立立テテククノノアアカカデデミミーーのの概概要要

能力開発校

短期大学校

短期大学校

講講師師派派遣遣 講講師師派派遣遣

講講師師派派遣遣

ロボット・環境エネルギーシステム学科

能力開発校

機械技術科
自動車整備科
建築科

テクノアカデミー浜

（定員20名）
（定員30名）
（定員20名）

観光プロデュース学科

能力開発校

  県立テクノアカデミーは、職業能力開発促進法に基づく、職業能力開発短期大学校と職業能力
開発校を併せ持つ、総合的な公共職業能力開発を行う施設です。

電気配管設備科

郡山市上野山5
☎024-944-1663

※定員は１学年の定員です。
（定員20名）
（定員30名）
（定員20名）

喜多方市塩川町御殿場4-16
☎0241-27-3221

自動車整備科

短期大学校
精密機械工学科
知能情報デザイン学科
建築科

テクノアカデミー郡山

テクノアカデミー会津

南相馬市原町区萱浜字巣掛場

☎0244-26-1555

（定員20名）
（定員15名）
（定員20名）
（定員15名）

テクノアカデミー会津

テクノアカデミー郡山

テクノアカデミー浜

テテ
クク
ノノ
アア
カカ
デデ
ミミ
ーー

高高校校卒卒業業者者等等対対象象

【企業の即戦力の育成】
２年間の教育訓練

在在職職者者等等対対象象

【知識・技能の

向上を支援】

【資格取得を支援】

１２時間以上の短期間の

教育訓練

離離職職者者等等対対象象

【早期就職を支援】

職業能力開発短期大学校

・精密機械工学科

・知能情報デザイン学科

・観光プロデュース学科

・ロボット・環境エネルギー

システム学科

職業能力開発校

・機械技術科

・電気配管設備科

・自動車整備科

・建築科

民間の教育訓練機関等に委託して実施する

標準３ヶ月間の教育訓練

・離職者等

・母子家庭の母等

・障がい者

福島労働局

公共職業安定所

受講

あっせん

職業訓練受講希望者

受講申込

求職登録

就 職

受講申込

大 学

高等専門学校

ハイテクプラザ 等

受 験

就 職
企 業・企業団体

産業界
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（ ）福島県ハイテクプラザの概要

福島県ハイテクプラザは、福島県商工業振興基本計画の柱である「地域に根ざした産業の

振興」及び「成長産業・技術革新の振興」を推進するため、福島県ハイテクプラザ第Ⅲ期中

期ビジョン（令和４年度～令和８年度）の下、４つの基本活動（研究開発、技術支援、人材育

成及び情報の収集と発信）により、県内企業の支援に取り組んでいます。

１ 組織

２ 役割

『企業に対する技術支援、新成長分野への先導』

『福島イノベーション・コースト構想や再生可能エネルギー・水素普及促進等、本県重点施策

への貢献、地域に根ざした従来産業の振興』

『次代を担う技術者の育成』

『技術情報の収集と発信、企業と研究機関や支援機関との橋渡し』

３ 基本活動

（１）研究開発

県の重点施策に沿った分野はもちろん、基盤技術に関する分野や本県の特色ある繊維や伝

統工芸等の基幹産業分野の新たな展開に資する研究開発に積極的に取り組み、成果を移転し

ます。

（２）技術支援

技術相談をはじめ、計画的な機器導入による依頼試験や設備使用への対応、企業訪問によ

る現場の技術課題調査や解決に向けた支援、企業の技術者向け講習会等を行います。

また、福島県発明協会等と連携し、知的財産の保護・活用の支援を行います。

（３）人材育成

技術の高度化や急速な進歩に対応するため、大学院への派遣や技術士の資格取得等、職員

の技術支援力の向上に取り組みます。

（４）情報の収集と発信

最新の技術動向等を収集し、企業目線で分かりやすく発信するとともに、技術の高度化や

変化が著しい分野では研究会を運営します。また、次世代を担う学生等にものづくり技術に

触れる機会を提供します。

会津若松技術支援センター

南相馬技術支援センター

福島県ハイテクプラザ（郡山本部）

企画連携部 企画科、管理課、産学連携科
材料技術部 金属・物性科、分析・化学科、繊維・高分子科
電子・機械技術部 電子・情報科、機械・加工科、ロボット・制御科

郡山市待池台 電話

醸造・食品科、産業工芸科
会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原

電話

機械加工ロボット科

南相馬市原町区萱浜字新赤沼
電話
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（ ）福島県ハイテクプラザの概要

福島県ハイテクプラザは、福島県商工業振興基本計画の柱である「地域に根ざした産業の

振興」及び「成長産業・技術革新の振興」を推進するため、福島県ハイテクプラザ第Ⅲ期中

期ビジョン（令和４年度～令和８年度）の下、４つの基本活動（研究開発、技術支援、人材育

成及び情報の収集と発信）により、県内企業の支援に取り組んでいます。

１ 組織

２ 役割

『企業に対する技術支援、新成長分野への先導』

『福島イノベーション・コースト構想や再生可能エネルギー・水素普及促進等、本県重点施策

への貢献、地域に根ざした従来産業の振興』

『次代を担う技術者の育成』

『技術情報の収集と発信、企業と研究機関や支援機関との橋渡し』

３ 基本活動

（１）研究開発

県の重点施策に沿った分野はもちろん、基盤技術に関する分野や本県の特色ある繊維や伝

統工芸等の基幹産業分野の新たな展開に資する研究開発に積極的に取り組み、成果を移転し

ます。

（２）技術支援

技術相談をはじめ、計画的な機器導入による依頼試験や設備使用への対応、企業訪問によ

る現場の技術課題調査や解決に向けた支援、企業の技術者向け講習会等を行います。

また、福島県発明協会等と連携し、知的財産の保護・活用の支援を行います。

（３）人材育成

技術の高度化や急速な進歩に対応するため、大学院への派遣や技術士の資格取得等、職員

の技術支援力の向上に取り組みます。

（４）情報の収集と発信

最新の技術動向等を収集し、企業目線で分かりやすく発信するとともに、技術の高度化や

変化が著しい分野では研究会を運営します。また、次世代を担う学生等にものづくり技術に

触れる機会を提供します。

会津若松技術支援センター

南相馬技術支援センター

福島県ハイテクプラザ（郡山本部）

企画連携部 企画科、管理課、産学連携科
材料技術部 金属・物性科、分析・化学科、繊維・高分子科
電子・機械技術部 電子・情報科、機械・加工科、ロボット・制御科

郡山市待池台 電話

醸造・食品科、産業工芸科
会津若松市一箕町大字鶴賀字下柳原

電話

機械加工ロボット科

南相馬市原町区萱浜字新赤沼
電話

 

（（ ））福福島島県県産産業業振振興興セセンンタターーのの概概要要

福島県産業振興センターは、県内中小企業等に対する総合的支援拠点となる県中小企業

支援センターとして活動しています。

経営支援プラザを核として、各中小企業支援機関等と密接な連携を図りながら、経営相

談などのコンサルティングサービスや各種情報・施設等の提供を行う他、機械貸与、原子

力災害に伴う特定地域中小企業特別資金事業、被災中小企業施設・設備整備支援事業、次

世代産業育成支援事業（再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援事業を含む）、ファン

ド助成事業、福島県産業復興相談センター事業（中小企業再生支援協議会事業）、技術支援

事業、産業交流館の運営等を行っております。

（業務内容）

◎企画管理部・企業振興部・経営支援部

（福島市三河南町１－２０ コラッセふくしま２Ｆ、６Ｆ、７Ｆ

）

１ コンサルティングサービスの提供

経営上の課題を抱える中小企業者等を支援するため、専門スタッフが適切な助言を

行うほか、専門家等を派遣して支援します。

２ 機械設備類貸与事業

必要な設備を低利での割賦販売及びリースを行い、経営診断等の助言を行い

ます。

３ 原子力災害に伴う特定地域中小企業特別資金事業

原子力発電所事故の旧警戒区域等に事業所を有する中小企業等を支援するた

め、県内移転先又は解除区域等での事業継続・再開に向けての融資を行います。

４ 被災中小企業施設・設備整備支援事業

東日本大震災及び令和元年台風１９号等により被害を受けた中小企業者等が、

施設・設備の整備を行う場合に、一定の要件を満たす方に対して長期・無利息

の融資を行います。

５ 取引先拡大支援事業

県内・隣接県及び関東地区等の発注企業開拓を行い、発注情報を収集し、広域商談

会等を実施します。また、県内の輸送用機械関連産業の集積を図るため、関連企業等

によるネットワークを形成し、情報収集、技術力向上及び販路拡大を目的とした支援

を行います。

６ 商工業人材育成事業

県内中小企業における経営革新や創業に向けた取り組みを促進し、ひいては事業化

に結び付けていくことを目的とした講座を開設し、産業人材育成を支援します。また、

中小企業が抱える経営問題に応じたオーダーメイドセミナーを開催します。

７ 情報提供サービス事業

中小企業者等の経営に役立つ情報をメールマガジン等で提供します。
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８ コラッセふくしま管理運営業務

コラッセふくしま内の会議室等の貸出業務を行うほか、賑わいスペース活用による

市民参加型及び産業振興型の賑わいイベントの実施を支援します。

９ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（福島県よろず支援拠点）

県内中小企業・小規模事業者の様々な経営課題をワンストップで解決するため、中

小企業支援の実績を有するコーディネーターが専門的な助言や専門家の紹介等を行い

ます。

１０ 福島県プロフェッショナル人材戦略拠点事業

県内中小企業等対して、経営課題の解決をリードすることができるプロフェッショ

ナル人材の ターンとその活用を促し、攻めの経営に向けた支援を行います。

１１ 福島県事業承継・引継ぎ支援センター

県内中小企業・個人事業主が抱える事業承継問題に対し、「 による事業譲渡・譲

受先の紹介」や「従業員承継」の相談対応に応じます。

１２ プッシュ型事業承継支援事業

県内の商工会・商工会議所、金融機関等の支援機関と連携しながら、事業承継に関

する相談・診断から承継実行までのサポートを行います。

また、事業承継に向けた専門家の派遣やセミナーの開催等、事業承継に向けた取り

組みの促進を図ります。

１３ 地域課題解決型起業支援事業

県内で新たに起業する者で、福島県が抱える課題に対し、「社会性」「事業性」「必要

性」の観点をもって取り組む社会的起業家及び 関連事業等の付加

価値が高い産業分野での第二創業に対して補助金を交付します。また、起業サポータ

ーを派遣し、事業が軌道に乗るまでの伴走的な支援を行います。

◎福島県産業復興相談センター（中小企業再生支援協議会）

（福島市栄町１０－２１ 福島栄町ビル８Ｆ ℡ ）

東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により甚大な被害を受けた中小企業者等の事

業再開や事業再生のため、補助金等の各種支援制度の紹介、専門家による経営支援、再生

計画の策定支援、福島産業復興機構及び東日本大震災事業者再生支援機構が行う債権買取

の支援など、幅広い支援を行います。

また、県内全域からの相談に迅速に対応するため、県内の全商工会議所（ ヶ所）、福

島県商工会連合会広域指導センター（ ヶ所）及び全商工会（ ヶ所）に「産業復興相談

センター地域事務所」を設置しています。
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８ コラッセふくしま管理運営業務

コラッセふくしま内の会議室等の貸出業務を行うほか、賑わいスペース活用による

市民参加型及び産業振興型の賑わいイベントの実施を支援します。

９ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（福島県よろず支援拠点）

県内中小企業・小規模事業者の様々な経営課題をワンストップで解決するため、中

小企業支援の実績を有するコーディネーターが専門的な助言や専門家の紹介等を行い

ます。

１０ 福島県プロフェッショナル人材戦略拠点事業

県内中小企業等対して、経営課題の解決をリードすることができるプロフェッショ

ナル人材の ターンとその活用を促し、攻めの経営に向けた支援を行います。

１１ 福島県事業承継・引継ぎ支援センター

県内中小企業・個人事業主が抱える事業承継問題に対し、「 による事業譲渡・譲

受先の紹介」や「従業員承継」の相談対応に応じます。

１２ プッシュ型事業承継支援事業

県内の商工会・商工会議所、金融機関等の支援機関と連携しながら、事業承継に関

する相談・診断から承継実行までのサポートを行います。

また、事業承継に向けた専門家の派遣やセミナーの開催等、事業承継に向けた取り

組みの促進を図ります。

１３ 地域課題解決型起業支援事業

県内で新たに起業する者で、福島県が抱える課題に対し、「社会性」「事業性」「必要

性」の観点をもって取り組む社会的起業家及び 関連事業等の付加

価値が高い産業分野での第二創業に対して補助金を交付します。また、起業サポータ

ーを派遣し、事業が軌道に乗るまでの伴走的な支援を行います。

◎福島県産業復興相談センター（中小企業再生支援協議会）

（福島市栄町１０－２１ 福島栄町ビル８Ｆ ℡ ）

東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により甚大な被害を受けた中小企業者等の事

業再開や事業再生のため、補助金等の各種支援制度の紹介、専門家による経営支援、再生

計画の策定支援、福島産業復興機構及び東日本大震災事業者再生支援機構が行う債権買取

の支援など、幅広い支援を行います。

また、県内全域からの相談に迅速に対応するため、県内の全商工会議所（ ヶ所）、福

島県商工会連合会広域指導センター（ ヶ所）及び全商工会（ ヶ所）に「産業復興相談

センター地域事務所」を設置しています。

 

◎技術支援部（テクノ・コム）

（郡山市待池台１－１２ 福島県ハイテクプラザ内

）

中小企業の方々の研究開発に対する助成、技術に関する研修会の実施、産学連携の推

進など、技術の高度化及び科学技術の振興に関する事業を行います。

ファンド事業等により、県内中小企業の新製品・新技術及びその構想について、市場

調査、事業可能性調査及び開発並びに販路開拓について支援することにより、新産業の

創造、新規市場の開拓、未開拓市場への参入等を促進するための助成を行います。

◎エネルギー・エージェンシーふくしま

（郡山市待池台１－１２ 福島県ハイテクプラザ内

）

再生可能エネルギー関連産業の育成・集積を推進するため、県内企業のネットワーク

構築、事業化案件の創出、取引拡大支援、海外連携等を通じて、県内企業の新技術・ビ

ジネスモデルの創出、拡大等を図ります。

◎福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）

（郡山市南二丁目 番地 ）

「ビッグパレットふくしま」は見本市や展示会、国際会議、各種イベントなど、様々

な目的で利用可能な多種多様な交流の拠点です。

この施設の提供を行うとともに、施設等の適正な管理と利用料の徴収に関する事務を

行います。また、広報宣伝活動やイベント等の誘致活動を積極的に行います。

（施設構成）

・多目的展示ホール ５，４９５㎡（３分割可能）

・コンベンションホール ９５３㎡（２分割可能、国際会議対応）

・各種会議室（６０～３６０㎡）

◎郡山事務所

（郡山市清水台１丁目３番８号 郡山商工会議所会館４０３号室

地理的利便性を有するとともに関係諸機関が集約している郡山市に、中小企業・小規

模事業者のための経営相談所として平成２６年１２月１日から郡山事務所を設置しまし

た。国（中小企業庁）事業の「よろず支援拠点」と「事業引継ぎ支援センター」の２つ

の機能により、質の高い経営支援を行います。

◎上海事務所 （詳細については 参照）
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（（ ））イインンキキュュベベーートト施施設設のの概概要要

【【福福島島県県中中小小企企業業振振興興館館（（起起業業支支援援室室））】】（（福福島島駅駅西西口口イインンキキュュベベーートトルルーームム））

福島駅西口インキュベートルームは、快適なオフィス空間と、事業に関する様々なサポ

ート（相談対応、経営診断、各種情報等）を提供し、ハード・ソフトの両面から、新たに

事業を始めようとする方を応援する創業支援施設です。

○支援内容

・インキュベート施設の貸与（共同利用室Ａ，Ｂ、個室Ｃ，Ｄ，Ｅ）

・ソフト系 分野を中心に、県内を拠点とする起業希望者及び起業者を対象

に、「事業のアイデアの具体化 コンセプト構築 」と「事業を軌道に乗せる 収益の

上がる事業、かつ事業継続見込みが立つ 」 ための支援を行います。

・内部•外部を問わず、あらゆる資源 人材、情報、技術、ノウハウ等 を活用し、

「クライアン卜 入居者 の成功へのステップアップに最適なサービス」を提供しま

す。

・利益の見込めるビジネスモデルの構築を支援します。

・地域雇用を創出するできる企業の県内創出を図ります。

・インキュベートルーム卒業後、少なくとも数年間は事業継続できる企業になるよ

う支援します。

平成 年 月 日オープンからの入居状況（令和７年２月現在）

・延べ入居者数

・現入居者数

・卒業者数 （ほかに退去 ）

○施設レイアウト
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（（ ））イインンキキュュベベーートト施施設設のの概概要要

【【福福島島県県中中小小企企業業振振興興館館（（起起業業支支援援室室））】】（（福福島島駅駅西西口口イインンキキュュベベーートトルルーームム））

福島駅西口インキュベートルームは、快適なオフィス空間と、事業に関する様々なサポ

ート（相談対応、経営診断、各種情報等）を提供し、ハード・ソフトの両面から、新たに

事業を始めようとする方を応援する創業支援施設です。

○支援内容

・インキュベート施設の貸与（共同利用室Ａ，Ｂ、個室Ｃ，Ｄ，Ｅ）

・ソフト系 分野を中心に、県内を拠点とする起業希望者及び起業者を対象

に、「事業のアイデアの具体化 コンセプト構築 」と「事業を軌道に乗せる 収益の

上がる事業、かつ事業継続見込みが立つ 」 ための支援を行います。

・内部•外部を問わず、あらゆる資源 人材、情報、技術、ノウハウ等 を活用し、

「クライアン卜 入居者 の成功へのステップアップに最適なサービス」を提供しま

す。

・利益の見込めるビジネスモデルの構築を支援します。

・地域雇用を創出するできる企業の県内創出を図ります。

・インキュベートルーム卒業後、少なくとも数年間は事業継続できる企業になるよ

う支援します。

平成 年 月 日オープンからの入居状況（令和７年２月現在）

・延べ入居者数

・現入居者数

・卒業者数 （ほかに退去 ）

○施設レイアウト

 
 

【【福福島島県県大大町町起起業業支支援援館館】】

産業支援サービス業として大きな成長が期待されるカスタマーセンター業を対象に、福

島県大町起業支援館（以下「起業支援館」という。）を貸与し、入居者の起業とビジネス拡

大を支援することで地元雇用の創出や県内産品の販売促進、県内への集客促進などを図り

ます。

○施設概要

・所 在 福島市大町４番１５号 チェンバおおまち５階

・施設オープン 平成１７年４月１日

・入居スペース ６室（Ａ～Ｆ室）

・共用スペース 会議室、湯沸室、機械室等

・管理運営体制 事務スタッフ（嘱託員）を配置、入居企業等審査委員会を設置

○入居対象

次のいずれかに該当する中小企業者及び個人のうち、県が実施する公募、事業計画書等

の審査を経て、入居者として選定された者

・福島県内でカスタマーセンター業に属する事業を営む又は営もうとする者

・福島県内でカスタマーセンター業に密接に関連する事業を営む又は営もうとする者

○カスタマーセンター業とは

「企業その他の事業者の委託を受けて、当該事業者の顧客からの注文の受付、苦情の処

理、問合せ等に対する必要な情報の提供その他の当該顧客に応対する業務を当該事業者に

代わって行う業種」をいいます。

具体的には、次に掲げる事業のうち、カスタマーセンター業に属する事業又はこれに密

接に関連する事業として、地元雇用の創出や県内産品の販売促進、県内への集客促進など、

本県地域経済の活性化に資するものとして適当と認められる事業が対象となります。

・セールスプロモーション事業

・ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダー）事業

・コールセンター事業

・データセンター事業

・システム開発・ソフトウェア事業

・商品・サービスの企画開発事業 など

○入居企業（令和７年２月現在）

入居者名 事業内容

株 マツバヤ

・ 室

カスタマーセンター業に属する事業
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○施設レイアウト

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡
機械室

・ 受付 湯 沸

室

ホール
授乳室

㎡

会 議

室
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○施設レイアウト

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡
機械室

・ 受付 湯 沸

室

ホール
授乳室

㎡

会 議

室

 
 

（（ ））福福島島県県上上海海事事務務所所のの概概要要

上海事務所は、福島県と経済発展の著しい中国との経済、観光、学術交流など多様な交

流の推進に向けて中国上海市にパイロット的性格を持った活動拠点を設置し、中国企業の

本県への直接投資の促進をはじめ、観光誘客、県産品の販路開拓、産学官連携をテーマと

した大学間交流などの各種事業を展開するために開設されました。

  
認 可 日：平成 年 月 日

開 所 日：平成 年 月 日

主な業務：○中国から福島県への観光客の誘客

内容 ○福島県産品の輸出販売の促進

○福島県企業への便宜供与

○中国企業への情報提供

○中国における福島県の広報活動

○小名浜港の利用促進

○産学官連携をテーマとした大学間交流の支援

○中国湖北省との経済交流

○福島県関係者のネットワークづくり

体 制：県派遣職員 名、現地職員 ～ 名

住 所：中国上海市延安西路２２０１号 上海国際貿易中心１７１０室

郵便番号：２００３３６

電 話：０１０－８６－２１－６２７０－５００１

Ｆ Ａ Ｘ：０１０－８６－２１－６２７０－５００３

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：

電子ﾒｰﾙ ：

営 業 日：月曜日～金曜日（中国の祝祭日と年末年始を除く）

営業時間：北京時間 午前 ９時～午後５時４５分

日本時間 午前１０時～午後６時４５分

交 通：上海浦東国際空港から車で約１時間

上海虹橋空港から車で約２０分

上海市中心部より車で約３０分

（参考）上海事務所視察、来訪者の受け入れ状況

年度

事務所来訪者数 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

企業などへの

便宜供与数
件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件
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（（ ））公公益益財財団団法法人人福福島島県県観観光光物物産産交交流流協協会会

１ 目的（平成２０年４月１日発足）

国内外からの観光客の誘致促進、福島県産品の開発、育成、販路の拡大及び観光・物産関係施設の

整備運営を行うなど、観光・物産振興の総合的・一体的な展開を図り、もって本県の地域経済社会の

活性化と多様な交流の拡大及び観光立国の推進に寄与することを目的とし、福島県観光物産交流協会

が発足。

２ 役員等

会 長 渡邊博美（福島県商工会議所連合会会長）

理事長 守岡文浩

副理事長 小口憲太朗（福島県旅館ホテル生活衛生同業組合常務理事）

常務理事 中村伸裕

理 事 ６名（観光交流局次長含む）

監 事 ２名

評議員 １５名（観光交流局長含む）

３ 活動内容

ア 福島県内の観光と物産の振興に関する事業

イ 国内外からの観光客の誘致促進に関する事業

ウ 観光、物産に携わる人材の育成、確保及び資質の向上に関する事業

エ ふるさと産品の開発、育成及び相談指導に関する事業

オ ふるさと産品の普及宣伝及び販売に関する事業

カ 福島県等が所有する観光・物産関係施設等の整備運営に関する事業

キ 旅行業法に基づく旅行業

ク 福島県等が所有する観光施設等における食堂、売店及び宿泊経営事業
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（（ ））公公益益財財団団法法人人福福島島県県観観光光物物産産交交流流協協会会

１ 目的（平成２０年４月１日発足）

国内外からの観光客の誘致促進、福島県産品の開発、育成、販路の拡大及び観光・物産関係施設の

整備運営を行うなど、観光・物産振興の総合的・一体的な展開を図り、もって本県の地域経済社会の

活性化と多様な交流の拡大及び観光立国の推進に寄与することを目的とし、福島県観光物産交流協会

が発足。

２ 役員等

会 長 渡邊博美（福島県商工会議所連合会会長）

理事長 守岡文浩

副理事長 小口憲太朗（福島県旅館ホテル生活衛生同業組合常務理事）

常務理事 中村伸裕

理 事 ６名（観光交流局次長含む）

監 事 ２名

評議員 １５名（観光交流局長含む）

３ 活動内容

ア 福島県内の観光と物産の振興に関する事業

イ 国内外からの観光客の誘致促進に関する事業

ウ 観光、物産に携わる人材の育成、確保及び資質の向上に関する事業

エ ふるさと産品の開発、育成及び相談指導に関する事業

オ ふるさと産品の普及宣伝及び販売に関する事業

カ 福島県等が所有する観光・物産関係施設等の整備運営に関する事業

キ 旅行業法に基づく旅行業

ク 福島県等が所有する観光施設等における食堂、売店及び宿泊経営事業

 
 

（（ ））福福島島県県貿貿易易促促進進協協議議会会

１ 設立経緯・目的（平成 年 月 日設立）

地域経済、企業活動にとっても経済のグローバル化の推進が必要不可欠である今日、多様化する県

内企業の国際化ニーズに的確に対応し、海外との経済交流推進を総合的に支援するため、県、市町村、

経済団体、県内企業等が一体となり、福島県国際経済交流推進協議会を設立。

平成 年度からは、新たな課題や企業ニーズに対応するため、貿易振興に係る機能を強化し、名

称を「福島県貿易促進協議会」に変更の上、本県経済の振興・活性化を図っている。

２ 役員等

会 長 福島県知事 内堀雅雄

副会長 福島県商工会議所連合会会長 渡邊博美

日本貿易振興機構（ジェトロ）福島貿易情報センター所長 臼井 一雄

理 事 １１名（観光交流局長含む）

監 事 ２名

事務局長 福島県商工労働部観光交流局次長

（事務局）福島県商工労働部観光交流局県産品振興戦略課内

３ 会員規模

２４７会員（うち民間企業等会員１９５団体）

※令和６年１２月末日現在

４ 会費等

口 円（震災被災状況により減免あり）

５ 活動内容

（１）貿易振興事業

① 県産品フェア・商談会等開催事業

② 商談等支援事業

③ 輸出促進体制整備事業

※県内事業者の海外販路開拓・拡大推進のため、「海外販路開拓専門員」を設置。

④ 県産品海外販路展開強化事業

（２）人材育成・海外情報収集提供事業

① 海外経済情報収集提供事業

② セミナー開催等事業

（３）広報事業

① 広報活動等事業
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（（ ））「「福福がが満満開開、、福福ののししまま。。」」福福島島県県観観光光復復興興推推進進委委員員会会

１ 目的

東日本大震災及び原発事故、及びその風評被害により甚大な被害を被っている本県の観光産業の復

興に向けた事業を計画・実施する組織として設置するものであり、関係者が協働して、福島県の豊か

な自然や貴重な歴史・文化などの魅力を国内外に広く情報発信するとともに、観光を通じた魅力的な

地域づくりを進めることにより、本県観光のイメージアップ及び観光客の誘致促進、さらには県内経

済の活性化に寄与することを目的とする。

２ 役員等

会 長 福島県知事 内堀雅雄

副会長 福島県旅館ホテル生活衛生同業組合理事長 小井戸 英典

東日本旅客鉄道株式会社東北本部執行役員東北本部長 高岡 崇

東日本旅客鉄道株式会社水戸支社執行役員水戸支社長 下山 貴史

公益財団法人福島県観光物産交流協会理事長 守岡 文浩

監 事 ２名

事務局長 福島県観光交流局長

（事務局）福島県商工労働部観光交流局観光交流課内

３ 会員規模

２２５会員（うち民間企業等会員１６５団体）

※令和７年１月末日現在

４ 会費等

１口 １，０００円（震災被災状況により減免あり）

５ 活動内容

（１）観光推進基盤強化事業

（２）キャンペーン推進事業

（３）観光誘客プロモーション事業

①宣伝広報事業

②受入体制整備事業

（４）その他、上記以外の本県観光復興に関する事業
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（（ ））「「福福がが満満開開、、福福ののししまま。。」」福福島島県県観観光光復復興興推推進進委委員員会会

１ 目的

東日本大震災及び原発事故、及びその風評被害により甚大な被害を被っている本県の観光産業の復

興に向けた事業を計画・実施する組織として設置するものであり、関係者が協働して、福島県の豊か

な自然や貴重な歴史・文化などの魅力を国内外に広く情報発信するとともに、観光を通じた魅力的な

地域づくりを進めることにより、本県観光のイメージアップ及び観光客の誘致促進、さらには県内経

済の活性化に寄与することを目的とする。

２ 役員等

会 長 福島県知事 内堀雅雄

副会長 福島県旅館ホテル生活衛生同業組合理事長 小井戸 英典

東日本旅客鉄道株式会社東北本部執行役員東北本部長 高岡 崇

東日本旅客鉄道株式会社水戸支社執行役員水戸支社長 下山 貴史

公益財団法人福島県観光物産交流協会理事長 守岡 文浩

監 事 ２名

事務局長 福島県観光交流局長

（事務局）福島県商工労働部観光交流局観光交流課内

３ 会員規模

２２５会員（うち民間企業等会員１６５団体）

※令和７年１月末日現在

４ 会費等

１口 １，０００円（震災被災状況により減免あり）

５ 活動内容

（１）観光推進基盤強化事業

（２）キャンペーン推進事業

（３）観光誘客プロモーション事業

①宣伝広報事業

②受入体制整備事業

（４）その他、上記以外の本県観光復興に関する事業

 
 

（（ ））一一般般社社団団法法人人東東北北観観光光推推進進機機構構

 
１ 目的

東北観光の認知度向上と国内・海外観光客等の誘致を促進し、観光産業の振興と東北経済の発展に

寄与すること。

２ 活動内容

第５期中期実施計画（２０２１～２０２５年度）を策定し、広域での各種事業を展開。

３ 構成メンバー・会員数

（１） 構成メンバー

自治体：東北７県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県）、仙台市

民間：東北７県管内の観光業界等主要民間企業・団体

（東日本旅客鉄道 株 、 株 ＪＴＢ、東北電力 株 、 株 日本航空、 株 全日本空輸、

東日本高速道路 株 、 一社 東北経済連合会 等）

（２） 会員数

正会員数：３１７会員（令和６年１１月現在）

４ 役員等

会長：ＪＲ東日本東北総合サービス（株） 代表取締役社長 松木 茂

副会長：東北六県商工会議所連合会会長、（一社）東北経済連合会副会長、

（公社）日本観光振興協会東北支部長、（株）ＪＴＢ常務執行役員ツーリズム事業本部

副本部長

理事長（代表理事）：一般社団法人東北観光推進機構理事長

理事：福島県商工労働部観光交流局長 ほか １８名

５ 設立時期

平成１９年６月７日

平成２９年４月に一般社団法人として活動を開始
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 令
和

７
年

度
　

福
島

県
中

小
企

業
制

度
資

金
一

覧
表

 
◯

融
資

の
要

件
等

に
つ

い
て

は
、

令
和

7
年

4
月

1
日

現
在

ラ
イ

フ
　

制
度

名
 

融
資

の
対

象
 

融
資

限
度

額
 

融
資

利
率

 
保

証
料

率
 

融
資

期
間

 
担

保
 

ス
テ

ー
ジ

（
万

円
）

（
年

％
）

（
年

％
）

(
　

)
内

据
置

期
間

連
帯

保
証

人
融

資
利

率
が

金
融

機
関

所
定

の
も

の
（

制
度

保
証

）
 

 
 

【
一

般
枠

】
 

ア
　

強
化

法
,

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

 
1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

起
業

家
 

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

(
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ビ

ジ
ネ

ス
を

含
む

)
 

旧
創

造
法

,
 

（
政

策
目

的
Ｂ

）
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

支
援

保
証

 
①

創
業

者
 

旧
産

業
再

生
　

 
0
.
0
5
～

1
.
0
5

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

　
　

県
内

で
新

た
に

事
業

を
開

始
し

よ
う

と
す

る
方

(
開

業
し

て
５

年
未

満
 

法
の

承
認

等
,

 
 

　
の

方
を

含
む

。
)
 

特
許

等
あ

り
 

 
 

 
②

事
業

承
継

者
・

第
二

創
業

者
 

　
　

5
,
0
0
0
 

 
起

業
家

支
援

保
証

　
融

資
限

度
額

一
覧

 
 

　
　

既
に

中
小

企
業

者
で

あ
る

者
か

ら
事

業
を

承
継

す
る

者
ま

た
は

既
に

中
 

 
創

業
者

第
二

創
業

者
独

立
開

業
者

ベ
ン

チ
ャ

ー
 

 
　

小
企

業
者

で
あ

っ
て

、
新

た
な

分
野

の
事

業
に

進
出

し
よ

う
と

す
る

方
 

イ
　

ア
以

外
 

 
強

化
法

、
旧

創
造

法
、

旧
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

③
独

立
開

業
者

 
　

　
2
,
0
0
0
 

 
産

業
再

生
法

、
特

許
等

有
 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

5
,
0
0
0
 

5
,
0
0
0
 

5
,
0
0
0 

 
 

　
　

同
一

企
業

の
勤

務
年

数
又

は
同

一
業

種
の

従
事

年
数

が
３

年
以

上
で

 
但

し
、

創
業

 
り

 
 

　
そ

の
経

験
を

有
す

る
事

業
を

新
た

に
開

始
し

よ
う

と
す

る
方

、
又

は
、

 
者

に
つ

い
て

 
 

2
,
0
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

　
法

律
に

基
づ

く
資

格
を

有
す

る
場

合
で

そ
の

資
格

に
基

づ
く

事
業

を
新

た
は

自
己

資
金

 
 

但
し

、
自

己
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
　

に
開

始
し

よ
う

と
す

る
方

（
い

ず
れ

も
開

業
し

て
5
年

未
満

の
方

を
含

む
）

 
の

5
倍

を
限

度
 

上
記

以
外

資
金

の
5
倍

2
,
0
0
0
 

2
,
0
0
0
 

2
,
0
0
0 

 
 

④
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

 
と

す
る

。
 

を
限

度
と

す
 

 
　

　
新

た
に

創
造

的
な

事
業

活
動

を
行

お
う

と
す

る
方

で
あ

っ
て

、
新

た
 

る
。

 
 

　
な

事
業

を
開

始
し

た
時

か
ら

概
ね

5
年

未
満

の
方

 
 

 
 

 
【

創
業

関
連

保
証

枠
】

 
 
　

　
3
,
5
0
0
 

金
融

機
関

所
定

利
率

 
必

ず
　

1
0
0
％

保
証

 
1
0
年

以
内

 
無

担
保

 
 

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

 
 

 
 
 
 
0
.
3
5
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

①
事

業
を

営
ん

で
い

な
い

個
人

で
、

1
ヵ

月
以

内
に

事
業

を
開

始
す

る
方

 
 

 
 

 
個

人
　

不
要

 
 

②
事

業
を

営
ん

で
い

な
い

個
人

で
、

2
ヵ

月
以

内
に

会
社

を
設

立
す

る
方

 
 

 
 

 
 

 
③

分
社

化
を

計
画

す
る

会
社

 
 
 
 
　

 
 

 
 

 
 

④
事

業
を

営
ん

だ
こ

と
が

な
い

個
人

が
創

業
し

、
創

業
後

5
年

未
満

の
方

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
⑤

事
業

を
営

ん
だ

こ
と

が
な

い
個

人
が

設
立

し
、

設
立

後
5
年

未
満

の
会

社
 

 
 

 
 

 
⑥

設
立

後
5
年

未
満

の
分

社
化

さ
れ

た
会

社
 

 
 

 
 

 
⑦

上
記

④
に

規
定

す
る

創
業

者
で

あ
っ

て
新

た
に

会
社

を
設

立
し

た
も

の
 

 
 

 
 

（
以

下
、

会
社

創
業

設
立

者
）

が
、

事
業

譲
渡

に
よ

り
事

業
の

全
部

又
は

一
 

　
部

を
当

該
会

社
に

承
継

さ
せ

る
と

き
は

当
該

会
社

設
立

創
業

者
が

事
業

を
 

　
開

始
し

た
日

か
ら

起
算

し
て

5
年

未
満

の
方

  
【

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
創

出
促

進
保

証
枠

】
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

創
業

者
及

び
創

業
者

で
あ

る
中

小
企

業
者

 
　

　
 
3
,
5
0
0

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

　
1
0
0
％

保
証

 
1
0
年

以
内

 
担

保
・

保
証

人
と

 
①

事
業

を
営

ん
で

い
な

い
個

人
で

あ
っ

て
、

２
月

以
内

（
認

定
特

定
創

業
支

・
創

業
資

金
 
 
 
0
.
5
5

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
も

に
不

要
 

　
援

等
事

業
に

よ
り

経
済

産
業

省
令

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

支
援

を
受

け
の

1
/
1
0
以

上
・

プ
ロ

パ
ー

融
資

と
 

　
て

創
業

を
行

お
う

と
す

る
者

に
あ

っ
て

は
、

６
月

以
内

）
に

新
た

に
会

社
の

自
己

資
金

同
時

、
又

は
申

込
時

 
　

を
設

立
し

、
当

該
会

社
が

事
業

を
開

始
す

る
具

体
的

計
画

を
有

す
る

も
の

(
税

務
申

告
1

に
お

い
て

プ
ロ

パ
ー

 
（

産
業

競
争

力
強

化
法

（
平

成
２

５
年

法
律

第
９

８
号

）
（

以
下

「
法

」
と

期
未

了
の

者
)
 

融
資

残
高

が
あ

る
場

 
　

い
う

。
）

第
２

条
第

３
１

第
３

号
）
。

 
・

創
業

関
連

合
は

据
置

3
年

以
内

 
②

中
小

企
業

者
で

あ
る

会
社

で
あ

っ
て

、
自

ら
の

事
業

の
全

部
又

は
一

部
を

保
証

枠
等

と
 

　
継

続
し

て
実

施
し

つ
つ

、
新

た
に

中
小

企
業

者
で

あ
る

会
社

を
設

立
し

、
合

算
し

て
3
,
5

 
　

か
つ

、
当

該
新

た
に

設
立

さ
れ

た
会

社
が

、
事

業
を

開
始

す
る

具
体

的
計

0
0
万

円
を

限
 

　
画

を
有

す
る

も
の

（
法

第
２

条
第

２
９

項
第

５
号

）
。

 
度

と
す

る
。

 
③

事
業

を
営

ん
で

い
な

い
個

人
に

よ
り

設
立

さ
れ

た
会

社
で

あ
っ

て
、

そ
の

 
　

設
立

の
日

以
後

５
年

を
経

過
し

て
い

な
い

も
の

（
法

第
２

条
第

３
１

項
第

 
　

４
号

）
。

 
 

④
中

小
企

業
者

で
あ

る
会

社
で

あ
っ

て
、

自
ら

の
事

業
の

全
部

又
は

一
部

を
 

　
継

続
し

て
実

施
し

つ
つ

、
新

た
に

設
立

さ
れ

た
会

社
で

あ
っ

て
、

そ
の

設
 

　
立

の
日

以
後

５
年

を
経

過
し

て
い

な
い

も
の

（
法

第
２

条
第

３
１

項
第

６
 

　
号

）
。

 

創

　 　
業

　 　
期
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⑤

法
第

２
条

第
３

１
項

第
２

号
に

規
定

す
る

創
業

者
（

事
業

を
営

ん
で

い
な

 
　

い
個

人
が

事
業

を
開

始
し

た
日

以
後

５
年

を
経

過
し

て
い

な
い

も
の

）
で

 
　

あ
っ

て
新

た
に

会
社

（
中

小
企

業
者

に
限

る
。
）

を
設

立
し

た
も

の
（

以
 

　
下

「
会

社
設

立
創

業
者

」
と

い
う

。
）

が
、

事
業

の
譲

渡
に

よ
り

事
業

の
 

　
全

部
又

は
一

部
を

当
該

会
社

に
承

継
さ

せ
る

場
合

で
あ

っ
て

、
当

該
会

社
 

　
設

立
創

業
者

が
事

業
を

開
始

し
た

日
か

ら
起

算
し

て
５

年
を

経
過

し
て

い
 

　
な

い
と

し
て

、
同

条
第

３
１

項
第

４
号

に
掲

げ
る

創
業

者
と

み
な

さ
れ

る
 

　
も

の
（

法
第

１
２

９
条

第
２

項
）
。

  
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
又

は
県

外
企

業
で

新
た

に
事

業
所

を
設

け
る

中
運

転
 
5
,
0
0
0
 

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

　
（

一
般

）
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

長
期

安
定

保
証

 
小

企
業

者
で

、
本

資
金

に
よ

り
経

営
基

盤
の

安
定

と
発

展
が

期
待

さ
れ

る
方

 
設

備
1
0
,
0
0
0
 

 
 
 
0
.
4
5
～

1
.
6
0
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

 
 
※

　
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

５
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

定
 

併
用

の
場

合
 

 
土

地
・

建
物

を
取

得
 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

　
　

を
受

け
た

方
は

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

が
利

用
で

き
ま

す
。

　
　

1
0
,
0
0
0

※
必

ず
 
0
.
7
､
0
.
6
5

2
0
年

以
内

（
〃

）
 

 
　

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

又
は

県
外

企
業

で
新

た
に

事
業

所
を

設
け

る
中

運
転

・
設

備
金

融
機

関
所

定
利

率
必

ず
　

（
一

般
）

 
１

年
以

内
 

必
要

に
よ

り
担

保
 

 
短

期
保

証
 

小
企

業
者

 
　

　
 
5
,
0
0
0
 

　
 
0
.
4
5
～

1
.
6
0
 

法
人

原
則
1名

以
上

 
 

 
 
※

　
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

５
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

定
 

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
　

　
を

受
け

た
方

は
セ

ー
フ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
保

証
が

利
用

で
き

ま
す

。
 

※
必

ず
 
0
.
7
､
0
.
6
5
 

 
　

※
※

ま
た

、
流

動
資

産
担

保
融

資
保

証
が

利
用

で
き

ま
す

。
※

※
必

ず
 
0
.
6
0

  
 

 
 
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

金
融

機
関

及
び

認
定

経
営

革
運

転
・

設
備

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

　
 

運
転

　
５

年
以

内
 

必
要

に
よ

り
担

保
 

 
経

営
力

 
新

等
支

援
機

関
の

支
援

を
受

け
つ

つ
、

自
ら

事
業

計
画

の
策

定
並

び
に

計
画

　
　

 
5
,
0
0
0
 

（
政

策
目

的
）

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

法
人

原
則
1名

以
上

 
 

強
化

保
証

の
実

行
及

び
進

捗
の

報
告

行
う

者
。

 
　

 
0
.
3
5
～

1
.
2
5

設
備

　
７

年
以

内
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

 
 
 
※

運
転

資
金

、
設

備
資

金
と

も
事

業
計

画
の

実
施

に
必

要
な

資
金

に
 

※
借

換
の

場
合

 
 

　
　

限
る

。
 

　
　

　
1
0
年

以
内

 
 

 
 
※

経
営

安
定

関
連

保
証

（
5
号

）
に

つ
い

て
は

、
経

営
の

安
定

に
 

 
 
 
 
　

(
1
年

以
内

)
 

　
　

必
要

な
事

業
資

金
と

し
、

既
往

の
新

型
コ

ロ
ナ

関
連

保
証

に
係

る
 

 
　

　
借

入
金

を
借

り
換

え
る

場
合

に
限

る
。

  
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

既
存

借
入

金
の

借
換

・
一

本
運

転
 
5
,
0
0
0
 

金
融

機
関

所
定

利
率

必
ず

 
1
5
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

経
営

環
境

 
化

等
に

よ
る

資
金

繰
り

の
緩

和
を

図
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
財

務
体

質
の

改
善

 
　

（
一

般
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

改
善

保
証

 
が

期
待

さ
れ

る
方

 
 

 
 
 
0
.
4
5
～

1
.
6
0
 

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

 
 
※

　
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

５
項

の
規

定
に

基
づ

く
認

定
 

 
※

S
N
併

用
時

 
 

　
　

を
受

け
た

方
は

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

が
利

用
で

き
ま

す
。

 
※

必
ず

 
0
.
7
､
0
.
6
5

1
0
年

以
内

 
 

　
※

　
一

本
化

等
が

で
き

る
既

存
借

入
金

は
、

原
則

と
し

て
保

証
付

き
 

 
 
 
 
 
（

1
年

以
内

）
　

　
借

入
金

（
特

別
追

認
を

除
く

）
と

な
り

ま
す

。

  

ラ
イ

フ
　

制
度

名
 

融
資

の
対

象
 

融
資

限
度

額
 

融
資

利
率

 
保

証
料

率
 

融
資

期
間

 
担

保
 

ス
テ

ー
ジ

（
万

円
）

（
年

％
）

（
年

％
）

(
　

)
内

据
置

期
間

連
帯

保
証

人
融

資
利

率
の

上
限

を
定

め
て

い
る

も
の

（
制

度
融

資
）

 
 

 
　

県
内

に
事

業
所

を
有

し
、

常
時

使
用

す
る

従
業

員
が

2
0
人

（
宿

泊
業

・
娯

運
転

・
設

備
 

固
定

 
 
 
 
 
1
.
9
以

内
 

必
ず

　
1
0
0
％

保
証

 
運

転
　

７
年

以
内

 
原

則
無

担
保

 
 

小
規

模
企

業
 

楽
業

を
除

く
商

業
・

サ
ー

ビ
ス

業
は

５
人

）
以

下
の

事
業

者
 

 
 
 
 
 
2
,
0
0
0
 

　
（

政
策

目
的

）
 

　
　

　
(
1
年

以
内

)
 

法
人

原
則
1名

以
上

 
 

支
援

資
金

 
（

※
　

本
資

金
に

係
る

既
存

借
入

金
の

一
本

化
・

借
換

え
が

出
来

ま
す

。
）

 
既

存
保

証
付

 
 
 
0
.
1
5
～

1
.
1
0
 

設
備

　
1
0
年

以
内

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

 
 
 
※

　
信

用
保

証
協

会
の

無
担

保
無

保
証

人
保

証
の

要
件

を
満

た
せ

ば
、

 
残

高
を

含
む

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

 
 

　
　

同
制

度
の

利
用

が
可

能
と

な
り

ま
す

。
※

　
必

ず
 
0
.
9
0

※
　

５
年

以
内

※
　

徴
さ

な
い

 
 

　
　

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
で

、
信

用
組

合
の

組
合

員
 

運
転

・
設

備
 

保
証

協
会

の
保

証
付

 
必

要
に

よ
り

 
運

転
　

1
0
年

以
内

 
信

用
組

合
の

決
定

 
信

用
組

合
資

金
 

（
※

　
本

資
金

に
係

る
既

存
借

入
金

の
一

本
化

・
借

換
え

が
出

来
ま

す
。
）

　
　

 
2
,
5
0
0
 

　
固

定
　

 
2
.
5
以

内
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
　

(
1
年

以
内

)
 

に
よ

る
 

 
そ

れ
以

外
 
3
.
0
以

内
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

設
備

　
1
5
年

以
内

 
 

　
　

　
(
1
年

以
内

)
 

 
【

一
般

枠
】

 
運

転
・

設
備

 
固

定
　

　
 
1
.
3
以

内
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
【

一
般

枠
】

 
 

ふ
く

し
ま

 
①

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
で

、
既

に
事

業
を

営
む

中
小

企
業

 
 
 
 
1
0
,
0
0
0
 

（
政

策
目

的
Ｂ

）
 

　
　

 
（

1
年

以
内

）
 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

事
業

承
継

資
金

　
者

か
ら

事
業

を
引

き
継

ぐ
者

及
び

そ
の

代
表

者
 

 
　

 
0
.
0
5
～

1
.
0
5
 

法
人

原
則
1名

以
上

 
 

②
経

営
の

承
継

の
円

滑
化

に
関

す
る

法
律

第
１

２
条

第
１

項
の

規
程

に
よ

る
法

の
認

定
を

（
特

定
経

営
承

継
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

認
定

を
受

け
た

中
小

企
業

者
及

び
そ

の
代

表
者

 
受

け
た

場
合

 
準

備
関

連
保

証
）

 
【

無
保

証
人

枠
】

 
 

【
無

保
証

人
枠

】
 

　
　

2
0
,
0
0
0
 

　
0
.
5
5
 

代
表

者
保

証
は

不
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①

Ａ
を

満
た

す
者

で
、

融
資

に
あ

た
り

経
営

者
保

証
を

付
さ

な
い

こ
と

を
条

 
（

事
業

承
継

特
別

可
。

 
 

　
件

と
す

る
も

の
。

 
保

証
制

度
の

要
件

第
三

者
保

証
は

必
 

②
事

業
承

継
特

別
保

証
制

度
に

定
め

る
次

の
ア

又
は

イ
に

該
当

し
、

か
つ

、
を

満
た

す
者

）
 

要
に

よ
り

可
。

 
　

ウ
に

該
当

す
る

中
小

企
業

者
。

 
 
 
 
0
.
2
0
～

1
.
1
5
 

 
　

た
だ

し
、

本
制

度
を

既
に

利
用

し
て

い
る

中
小

企
業

者
は

、
上

記
に

該
当

 
※

上
記

の
う

ち
、

 
　

す
る

こ
と

に
加

え
、

本
制

度
１

回
目

の
保

証
日

（
た

だ
し

、
貸

付
実

行
さ

一
定

の
条

件
を

満
 

　
れ

た
も

の
に

限
る

。
）

か
ら

３
年

以
内

に
保

証
申

込
み

を
行

う
も

の
に

限
た

す
も

の
 

 
　

る
。

 
 
 
 
0
.
0
0

 
ア

　
信

用
保

証
協

会
の

保
証

申
込

受
付

日
か

ら
３

年
以

内
に

事
業

承
継

を
予

 
　

定
す

る
事

業
承

継
計

画
を

有
す

る
法

人
。

 
 

イ
　

令
和

２
年

１
月

１
日

か
ら

令
和

７
年

３
月

３
１

日
ま

で
に

事
業

承
継

を
 

　
実

施
し

た
法

人
で

あ
っ

て
、

事
業

承
継

日
か

ら
３

年
を

経
過

し
て

い
な

い
 

　
も

の
。

 
 

ウ
　

次
の

(
ア

)
か

ら
(
エ

)
ま

で
に

定
め

る
全

て
の

要
件

を
満

た
す

こ
と

。
な

 
　

お
、

(
ア

)
か

ら
(
ウ

)
ま

で
に

つ
い

て
は

、
信

用
保

証
協

会
へ

の
申

込
日

の
 

　
直

前
の

決
算

に
よ

る
も

の
と

し
、

(
エ

)
に

つ
い

て
は

、
信

用
保

証
協

会
へ

 
　

の
申

込
日

（
注

１
）

に
満

た
し

て
い

る
こ

と
を

要
す

る
も

の
と

す
る

。
 

 
(
ア

)
　

資
産

超
過

で
あ

る
こ

と
 

 
(
イ

)
　

Ｅ
Ｂ

Ｉ
Ｔ

Ｄ
Ａ

有
利

子
負

債
倍

率
（

注
２

）
が

１
０

倍
以

内
で

あ
る

 
こ

と
 

 
(
ウ

)
　

法
人

・
個

人
の

分
離

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
 

 
(
エ

)
　

返
済

緩
和

し
て

い
る

借
入

金
が

な
い

こ
と

 
 

（
注

１
）

申
込

日
が

、
中

小
企

業
信

用
保

険
法

（
昭

和
２

５
年

法
律

第
２

６
 

４
号

）
第

２
条

第
６

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
内

外
の

金
融

秩
序

の
混

乱
そ

の
 

他
の

事
象

が
突

発
的

に
生

じ
た

た
め

我
が

国
の

中
小

企
業

に
著

し
い

信
用

の
 

収
縮

が
全

国
的

に
生

じ
て

い
る

と
経

済
産

業
大

臣
が

認
め

る
場

合
に

係
る

期
 

間
中

で
あ

る
場

合
に

お
い

て
は

、
当

該
期

間
の

始
期

の
前

日
で

も
差

し
支

え
 

な
い

。
 

 
（

注
２

）
Ｅ

Ｂ
Ｉ

Ｔ
Ｄ

Ａ
有

利
子

負
債

倍
率

 
 

 
 
 
 
 
＝

（
借

入
金

・
社

債
－

現
預

金
）

÷
（

営
業

利
益

＋
減

価
償

却
費

）
  

 
　

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
で

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

 
運

転
・

設
備

 
固

定
 
 
 
　

2
.
5
以

内
 

必
ず

 
1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

事
業

再
生

資
金

 
①

中
小

企
業

活
性

化
協

議
会

等
の

支
援

を
受

け
て

再
生

計
画

の
策

定
を

行
　

 
 
 
 
 
5
,
0
0
0

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

う
方

、
又

は
計

画
実

行
に

取
り

組
む

方
、

又
は

事
業

を
承

継
す

る
方

 
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5
 

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 

②
民

事
再

生
又

は
会

社
更

生
に

よ
る

計
画

認
可

を
受

け
て

、
再

生
計

画
の

実
 

 
　

行
に

取
り

組
む

方
、

又
は

事
業

を
承

継
す

る
方

 
※

協
会

制
度

併
用

 
 

③
中

小
企

業
経

営
サ

ポ
ー

ト
会

議
に

よ
る

検
討

に
基

づ
き

作
成

又
は

決
定

さ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△

0
.
1

 
　

れ
た

事
業

再
生

の
計

画
の

実
行

に
取

り
組

む
者

  
 
 

【
一

般
枠

】
 

運
転

 
2
,
0
0
0

固
定

　
　

 
2
.
0
以

内
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

 
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

倒
産

企
業

に
対

し
売

掛
債

権
 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

 
関

連
倒

産
 

等
を

有
し

、
本

資
金

の
導

入
に

よ
り

関
連

倒
産

の
防

止
を

図
る

こ
と

が
で

き
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

個
人

　
必
要
に
よ
り

 
 
防

止
資

金
 

る
方

 
 
 

 
 
 

【
取

引
円

滑
化

枠
】

 
運

転
 
1
,
0
0
0
 

変
動

(
年

２
回

見
直

)
 

必
ず

 
５

年
以

内
 

原
則

無
担

保
 

 
 
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
 

　
　

　
　

 
1
.
2
以

内
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

 
 

方
で

あ
っ

て
、

本
資

金
の

導
入

に
よ

り
関

連
倒

産
の

防
止

を
図

る
こ

と
が

で
　

た
だ

し
債

固
定

　
　

 
1
.
6
以

内
 

 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

 
き

る
方

 
権

額
の

1
.
2
倍

 
 

 
①

倒
産

企
業

に
対

し
売

掛
金

債
権

等
を

有
す

る
方

 
以

内
 

 
 

 
②

倒
産

企
業

に
対

し
売

掛
金

債
権

等
を

有
す

る
方

と
の

取
引

額
が

全
取

引
額

 
 

　
の

1
0
％

以
上

あ
り

、
か

つ
当

該
企

業
に

対
し

売
掛

金
債

権
等

を
有

す
る

方
 

 
 

③
取

引
金

融
機

関
の

破
綻

等
に

よ
り

資
金

繰
り

に
困

難
を

き
た

し
て

い
る

方
 

 
 

 
 

【
外

的
変

化
対

応
資

金
】

 
運

転
 
5
,
0
0
0
 

変
動

(
年

２
回

見
直

)
必

ず
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

 
緊

急
経

済
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
中

小
企

業
者

で
、

次
の

よ
う

な
外

的
要

因
に

よ
設

備
 
7
,
0
0
0
 

　
　

　
　

 
1
.
5
以

内
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

3
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

 
対

策
資

金
 

り
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
 

 
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5
 

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

 
 

①
最

近
の

経
済

的
環

境
の

変
化

に
よ

り
一

時
的

に
売

上
高

等
が

減
少

し
、

 
併

用
の

場
合

 
固

定
　

　
 
1
.
7
以

内
 

 
 

 
 

 
 

　
業

況
が

悪
化

し
て

い
る

方
 

　
　

 
7
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
②

親
会

社
の

経
営

合
理

化
等

に
よ

り
、

事
業

活
動

に
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
 

 
 

 
 

　
緊

　 　
急

　 　
支

　 　
援

　

再 生 期
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③

為
替

相
場

の
変

動
に

よ
り

、
事

業
活

動
に

影
響

を
受

け
て

い
る

方
 

※
融

資
対

象
 

※
融

資
対

象
⑥

⑦
の

※
融

資
対

象
⑥

の
 

※
融

資
対

象
⑥

⑦
の

 
 

 
 

④
自

然
災

害
の

影
響

に
よ

り
、

事
業

活
動

に
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
⑥

⑦
の

場
合

 
場

合
 

場
合

は
　

0
.
6
5
　

場
合

 
 

 
 

 
⑤

原
油

価
格

高
騰

又
は

原
油

価
格

高
騰

に
伴

う
資

材
価

格
高

騰
の

影
響

に
よ

運
転

・
設

備
 

固
定

 
 
 
 
 
1
.
5
以

内
 

⑦
の

場
合

は
 

1
0
年

以
内

 
 

 
 

 
　

り
、

事
業

活
動

に
影

響
を

受
け

て
い

る
方

 
 
 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

 
 
1
0
0
％

保
証

 
0
.
7
0
 
 
 
 
 
 
（

1
年

以
内

）
 
 

 
 

 
⑥

国
の

指
定

す
る

業
種

に
該

当
し

、
売

上
が

５
％

以
上

減
少

す
る

な
ど

の
要

 
 

 
 

 
 

 
 

　
件

を
満

た
し

、
市

町
村

の
認

定
を

受
け

た
方

（
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
併

用
の

場
合

 
 

 
 

 
 

 
 

　
２

条
第

５
項

第
５

号
の

規
定

に
基

づ
く

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

第
５

号
　

　
 
5
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
　

認
定

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

⑦
中

小
企

業
信

用
保

険
法

第
２

条
第

６
項

の
規

定
に

よ
り

経
営

の
安

定
に

支
 

 
 

 
 

 
 

 
障

を
生

じ
て

い
る

こ
と

に
つ

い
て

、
市

町
村

の
認

定
を

受
け

た
方

（
危

機
 

 
 

 
 

 
 

関
連

保
証

）
 

 
 

（
※

　
本

資
金

に
係

る
既

存
借

入
金

の
一

本
化

・
借

換
え

が
出

来
ま

す
。
）

 
 

 
 

 
 

【
ふ

く
し

ま
復

興
特

別
資

金
】

 
運

転
・

設
備

 
固

定
 
 
 
 
 
1
.
5
以

内
 

必
ず

　
1
0
0
％

保
証

 
1
5
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

 
 
県

内
に

事
業

所
を

有
し

以
下

の
要

件
の

い
ず

れ
か

を
満

た
す

中
小

企
業

者
 

 
 
 
 
 
8
,
0
0
0
 

 
 
 
 
0
.
5
0
 

 
 
 
 
 
（

3
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

①
東

日
本

大
震

災
に

よ
る

災
害

（
地

震
・

津
波

等
）

に
よ

り
当

該
事

業
所

等
 

 
 

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

　
に

損
害

を
受

け
た

者
（

県
内

事
業

所
の

住
所

地
を

管
轄

す
る

市
町

村
が

発
 

 
 

 
 

 
　

行
す

る
罹

災
証

明
書

を
要

す
る

）
 

 
 

 
 

 
 

②
東

京
電

力
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
の

事
故

に
よ

る
警

戒
区

域
、

計
画

的
 

 
 

 
 

 
　

避
難

区
域

ま
た

は
緊

急
時

避
難

準
備

区
域

内
に

事
業

所
を

有
し

て
い

た
者

 
 

 
 

 
 

　
（

県
内

事
業

所
の

住
所

地
を

確
認

で
き

る
書

類
を

要
す

る
）

 
 

 
 

 
 

 
③

震
災

発
生

後
の

最
近

３
ヵ

月
間

の
売

上
高

ま
た

は
販

売
数

量
（

建
設

業
に

 
 

 
 

 
 

　
あ

っ
て

は
、

完
成

工
事

高
又

は
受

注
残

高
。

以
下

「
売

上
高

等
」

と
い

　
 

 
 

 
 

 
　

う
。
）

が
震

災
の

影
響

を
受

け
る

直
前

の
同

期
に

比
し

て
１

０
％

以
上

減
 

 
 

 
 

 
　

少
し

て
い

る
者

（
県

内
事

業
所

の
住

所
地

を
管

轄
す

る
市

町
村

が
発

行
す

 
 

 
 

 
 

　
る

認
定

書
を

要
す

る
）

 
 

 
 

 
 

 
(
※

責
任

共
有

対
象

外
の

既
存

借
入

金
の

一
本

化
･
借

換
え

が
出

来
ま

す
。

)
 

 
 

 
   

オ
ー

ル
ふ

く
し

ま
経

営
　

県
内

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
で

、
オ

ー
ル

ふ
く

し
ま

経
営

支
援

運
転

 
5
,
0
0
0
 

固
定

　
　

 
1
.
5
以

内
必

ず
 

1
5
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

支
援

対
応

資
金

事
業

を
活

用
し

て
策

定
さ

れ
た

支
援

方
針

に
基

づ
き

、
経

営
課

題
の

解
決

に
設

備
1
0
,
0
0
0

 
（

政
策

目
的

Ｂ
）

 
 
 
 
 
 
（

1
年

以
内

）
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

取
り

組
む

方
。

　
 
0
.
0
5
～

1
.
0
5

個
人

　
必
要
に
よ
り

  
 

　
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
又

は
県

外
企

業
で

新
た

に
事

業
所

を
設

け
る

中
 

運
転

・
設

備
 

融
資

対
象

①
～

③
 

必
要

に
よ

り
 

1
0
年

以
内

 
必

要
に

よ
り

担
保

 
 

ふ
く

し
ま

産
業

 
小

企
業

者
で

、
「

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

構
築

宣
言

」
を

作
成

・
公

表
し

て
お

 
 
 
 
 
5
,
0
0
0
 

の
場

合
 

 
（

政
策

目
的

Ａ
）

 
　

　
 
（

1
年

以
内

）
 
法

人
原
則
1名

以
上

 
 

　
　

　
　

育
成

資
金

り
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
方

 
 

 
 
 
 
0
.
3
5
～

1
.
3
5
 

 
個

人
　

必
要
に
よ
り

 
 

【
県

内
育

成
枠

】
 

※
融

資
対

象
保

証
付

き
の

場
合

 
 

③
及

び
⑬

の
b
、

c
で

 
①

〔
業

歴
要

件
〕

県
内

に
本

社
機

能
を

有
し

、
県

内
で

の
業

歴
が

概
ね

５
年

③
の

場
合

 
固

定
　

　
 
1
.
5
以

内
 

※
協

会
制

度
併

用
 

土
地

・
建

物
を

取
得

 
　

以
上

の
方

 
運

転
 
5
,
0
0
0
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
.
6
5
 

し
、

担
保

権
を

設
定

 
②

〔
認

証
要

件
〕

福
島

県
新

事
業

分
野

開
拓

者
認

定
等

 
設

備
1
0
,
0
0
0
 

保
証

無
し

の
場

合
 

 
す

る
場

合
 

 
③

〔
中

心
市

街
地

要
件

〕
中

心
市

街
地

の
商

業
地

域
内

等
で

、
商

業
施

設
等

 
固

定
　

　
 
2
.
0
以

内
 

※
融

資
対

象
⑩

⑪
④

で
再

生
可

能
エ

ネ
 

　
を

所
有

・
賃

借
し

て
営

業
を

行
っ

て
い

る
か

商
業

施
設

等
の

設
置

を
予

定
市

町
村

特
認

 
 

の
場

合
は

△
0
.
3
％

 
ル

ギ
ー

に
よ

る
発

電
 

 
　

し
て

お
り

、
中

心
市

街
地

の
活

性
化

に
資

す
る

と
中

心
市

街
地

活
性

化
協

運
転

 
8
,
0
0
0
 

※
融

資
対

象
④

～
⑭

業
の

場
合

 
 

　
議

会
等

が
認

め
た

方
で

、
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
又

は
県

外
企

業
で

新
設

備
2
0
,
0
0
0
 

の
場

合
、

上
記

か
ら

 
1
5
年

以
内

 
 

　
た

に
事

業
所

を
設

け
る

中
小

企
業

者
 

 
　

　
　

　
△

0
.
2
％

 
　

　
　

(
1
年

以
内

）
 

 
【

成
長

産
業

枠
】

 
 

 
 

④
環

境
産

業
、

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
産

業
（

発
電

事
業

を
含

む
）
、

 
※

⑬
に

つ
い

て
b
、

c
 

　
輸

送
用

機
械

・
半

導
体

関
連

産
業

、
医

療
・

福
祉

機
器

関
連

産
業

、
ロ

ボ
の

認
定

を
取

得
し

て
 

　
ッ

ト
関

連
産

業
、

航
空

宇
宙

関
連

産
業

に
係

る
事

業
を

行
う

方
 

い
る

者
は

　
 

 
⑤

農
商

工
連

携
等

の
事

業
を

行
う

方
（

保
証

無
し

は
農

林
漁

業
者

を
含

む
）

 
固

定
　

　
1
.
2
以

内
 

 
⑥

観
光

関
連

産
業

に
係

る
事

業
を

行
う

方
 

 
 

⑦
経

営
革

新
計

画
、

地
域

経
済

牽
引

事
業

計
画

の
承

認
等

を
受

け
た

方
 

※
⑪

～
⑭

は
保

証
付

 
⑧

J
I
S
Q
9
1
0
0
、

N
a
d
c
a
p
,
I
S
O
/
T
S
1
6
9
4
9
を

受
け

た
方

 
き

の
み

 
 

⑨
東

日
本

大
震

災
に

よ
り

生
じ

た
放

射
性

物
質

に
よ

り
汚

染
さ

れ
た

土
壌

等
 

 
 

　
の

除
染

等
作

業
を

行
う

方
 

 
【

雇
用

促
進

枠
】

 
 

⑩
新

規
高

卒
予

定
者

（
既

卒
含

む
）
、

障
が

い
者

又
は

外
国

人
に

正
規

雇
用

― 190 ― ― 191 ―



 
　

の
採

用
内

定
を

行
っ

た
方

 
 

【
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

・
コ

ー
ス

ト
枠

】
 

 
⑪

県
内

対
象

市
町

村
（

い
わ

き
市

、
相

馬
市

、
南

相
馬

市
、

田
村

市
、

川
俣

 
　

町
、

広
野

町
、

楢
葉

町
、

富
岡

町
、

大
熊

町
、

双
葉

町
、

浪
江

町
、

新
地

 
　

町
、

川
内

村
、

葛
尾

村
、

飯
舘

村
）

に
事

業
所

を
有

す
る

中
小

企
業

者
　

 
　

（
対

象
市

町
村

に
進

出
予

定
の

者
を

含
む

）
で

、
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

・
コ

 
　

ー
ス

ト
構

想
に

関
連

す
る

事
業

を
行

う
者

。
 

 
【

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

枠
】

 
 

⑫
県

内
に

事
業

所
を

有
す

る
、

か
つ

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

に
係

る
事

業
 

　
計

画
書

を
提

出
し

た
中

小
企

業
者

 
 

【
女

性
活

躍
応

援
枠

】
 

 
⑬

「
ふ

く
し

ま
女

性
活

躍
応

援
宣

言
」

の
賛

同
企

業
と

し
て

登
録

さ
 

　
れ

て
お

り
、

女
性

活
躍

に
係

る
取

組
に

つ
い

て
、

次
の

認
定

・
認

 
　

証
を

受
け

て
い

る
者

。
 

 
 
a
 
「

福
島

県
次

世
代

育
成

支
援

企
業

認
証

」
を

取
得

し
て

い
る

者
 

 
 
b
 
「

え
る

ぼ
し

認
定

」
を

取
得

し
て

い
る

者
 

 
 
c
 
「

く
る

み
ん

認
定

」
を

取
得

し
て

い
る

者
 

 
【

賃
上

げ
促

進
枠

】
 

⑭
直

近
決

算
期

と
比

較
し

て
従

業
員

人
件

費
（

給
与

、
賃

金
、

賞
　

　
与

）
が

2
.
5
％

以
上

増
加

し
て

い
る

者
。

 
 

 
 

　
 
<
令

和
７

年
度

の
保

証
料

率
一

覧
＞

 
 
 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 

　
　

区
　

　
分

 
①

 
②

 
③

 
④

 
⑤

 
⑥

 
⑦

 
⑧

 
⑨

　
協

会
基

本
保

証
料

率
％

1
.
9
0

1
.
7
5

1
.
5
5

1
.
3
5

1
.
1
5

1
.
0
0

0
.
8
0

0
.
6
0

0
.
4
5

県
一

般
保

証
料

率
％

1
.
6
0

1
.
5
0

1
.
3
5

1
.
2
0

1
.
0
5

1
.
0
0

0
.
8
0

0
.
6
0

0
.
4
5

県
政

策
目

的
保

証
料

率
Ａ

％
1
.
3
5

1
.
2
5

1
.
1
0

0
.
9
5

0
.
8
5

0
.
8
0

0
.
7
0

0
.
5
0

0
.
3
5

　
　

　
〃

　
　

　
　

　
Ｂ

％
1
.
0
5

0
.
9
5

0
.
8
0

0
.
6
5

0
.
5
5

0
.
5
0

0
.
4
0

0
.
2
0

0
.
0
5

小
規
模
企
業
支
援
資
金
料
率

％
1
.
1
0

1
.
0
0

0
.
8
5

0
.
7
0

0
.
5
5

0
.
5
0

0
.
4
5

0
.
3
0

0
.
1
5

事
業

承
継

資
金

料
率

％
1
.
1
5

1
.
0
0

0
.
8
5

0
.
7
0

0
.
6
0

0
.
5
0

0
.
4
0

0
.
3
0

0
.
2
0

 ◯
 
起

業
家

支
援

保
証

（
創

業
関

連
保

証
枠

、
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

創
出

促
進

保
証

枠
）
、

小
規

模
企

業
支

援
資

金
、

外
的

変
化

対
応

資
金

の
一

部
、

ふ
く

し
ま

復
興

特
別

資
金

の
一

部
を

除
き

責
任

共
有

制
度

の
対

　
 
象

と
な

り
、

融
資

額
の

２
割

が
金

融
機

関
の

負
担

と
な

り
ま

す
。

 
◯

 
国

又
は

協
会

制
度

を
併

用
す

る
場

合
は

一
律

の
保

証
料

が
適

用
さ

れ
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

 
 
・

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

保
証

併
用

：
（

長
安

、
短

期
、

経
営

改
善

、
外

的
変

化
）

年
0
.
7
0
％

（
第

1
～

4
、

6
号

）
、

0
.
6
5
％

（
第

5
､
7
､
8
号

）
 

 
・

流
動

資
産

担
保

保
証

併
用

：
（

短
期

）
0
.
6
0
％

、
無

担
無

保
証

制
度

併
用

：
（

小
規

模
）

0
.
9
0
％

 
 
・

国
の

施
策

に
よ

る
協

会
制

度
併

用
：
（

再
生

）
国

制
度

△
0
.
1
％

、
育

成
（

成
長

）
0
.
6
5
％

、
創

業
関

連
0
.
3
5
％

、
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

0
.
5
5
％

等
 

◯
 
会

計
参

与
設

置
会

社
及

び
有

担
保

保
証

は
、

0
.
1
％

割
引

い
た

保
証

料
率

が
適

用
さ

れ
ま

す
。
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(2
2)

 令
和

7年
度

勤
労

者
に

対
す

る
制

度
金

融
一

覧

勤
労

者
福

祉
資

金
融

資
制

度

育
児

・
介

護
休

業
を

取
得

中
の

方
な

ど
※

1

災
害

復
旧

、
医

療
、

育
児

、
介

護
休

業

30
0万

円
※

１
15

年
以

内
育

児
･介

護
休

業
取

得
期

間
中

勤
労

者
教

育
資

金
融

資
制

度
教

育
資

金
30

0万
円

※
１

15
年

以
内

就
学

予
定

期
間

か
つ

6年
以

内

勤
労

者
生

活
資

金
融

資
制

度
冠

婚
葬

祭
資

金
30

0万
円

※
１

15
年

以
内

－

勤
労

者
自

動
車

資
金

融
資

制
度

自
動

車
購

入
資

金
※

２
30

0万
円

※
１

15
年

以
内

－

勤
労

者
移

住
定

住
資

金
融

資
制

度

東
北

６
県

以
外

か
ら

県
内

へ
の

移
住

で
、

移
住

後
の

居
住

、
勤

務
実

績
が

確
認

で
き

る
方

※
１

 移
住

定
住

に
か

か
る

資
金

（
事

業
性

利
用

資
金

は
除

く
）

30
0万

円
※

１
15

年
以

内
－

勤
労

者
空

き
家

対
策

資
金

融
資

制
度

県
内

の
空

き
家

の
所

有
者

ま
た

は
、

空
き

家
の

所
有

者
が

二
親

等
以

内
の

親
族

で
あ

る
方

※
１

空
き

家
対

策
に

か
か

る
資

金
30

0万
円

※
１

15
年

以
内

－

求
職

者
緊

急
支

援
資

金
融

資
制

度

事
業

主
都

合
に

よ
り

失
業

し
求

職
中

の
方

※
1

生
活

資
金

10
0万

円
5年

以
内

1年
以

内

(一
社

)日
本

労
信

協
が

保
証

し
、

保
証

人
は

１
名

必
要

保
証

料
は

東
北

労
働

金
庫

が
負

担
す

る

※
１

：
そ

の
他

、
労

働
金

庫
、

保
証

機
関

の
定

め
る

基
準

。
※

２
：

自
動

車
購

入
資

金
に

つ
い

て
は

、
福

祉
車

両
等

の
購

入
に

限
る

。

貸
付

利
率

担
保

保
証

人

勤 労 者 支 援 融 資 制 度

不
要

県
内

に
居

住
ま

た
は

、
県

内
企

業
に

勤
務

す
る

労
働

者
※

1

制
度

名
称

貸
付

対
象

者
資

金
種

類
・

使
途

貸
付

限
度

額
償

還
期

間
据

置
期

間

(一
社

)日
本

労
信

協
が

保
証

し
、

保
証

人
は

原
則

不
要

保
証

料
は

東
北

労
働

金
庫

が
負

担
す

る
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